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序     文 

 
独立行政法人 国際協力機構は、モザンビーク共和国のザンベジア州中学校建設計画にかかる協力

準備調査を実施することを決定し、同調査を株式会社マツダコンサルタンツ・インテムコンサルティ

ング株式会社に委託しました。 

調査団は、平成 30 年 4 月から平成 31 年 3 月までモザンビーク共和国の政府関係者と協議を行う

とともに、計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成

の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つことを

願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 

平成 31 年 3 月 

 

独立行政法人 国際協力機構 

人間開発部 

部長 佐々間 潤 
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要     約 

1. 国の概要 

「モザンビーク共和国」（以下、「モ国」）は、アフリカ大陸東南部、インド洋に面して位

置し、南北 2,300km に亘る国土を有する。面積は約 80 万 km2（日本の約 2.1 倍）、南から南ア

フリカ共和国、エスワティニ、ジンバブエ、ザンビア、マラウイ、タンザニアと国境を接する。

国土は、ザンベジ川を境に大きく南北二つの地域に分かれ、南部は標高 200ｍ以下の丘陵性の

草原、北側は狭い沿岸地域を経て内陸部には標高 200～1,000ｍの丘陵や台地が拡がり、その西

方のマラウイ国境にかけては、険しい高原に連なる。ザンベジア州はザンベジ川の北側に接し

て位置し、ザンベジ川河口デルタとインド洋に沿った沿岸部、中央の丘陵地域からマラウイ国

境付近の高地までの多様な地域を含む。また同州には、国土を南北に貫く国道 1 号線や国際港

ナカラと隣国マラウイを結ぶナカラ回廊開発に関連したモクバ「経済特区」（SEZ）等の経済

活動上の要所も存在する。人口は 511 万人とナンプラ州の 610 万人に次ぐ人口を擁し、モ国内

全 10 州+マプト市での、全人口の 28,86 万人の約 1/6（17.7％）を占めている1。 

モ国の気候は、北部は熱帯サバンナ気候、南部は亜熱帯半乾燥気候に分けられ、雨期（11～4

月）と乾期（5～10 月）に大別される。平均気温は雨期 22～31℃、乾期 13～23℃で、沿岸部、

及びザンベジ川に沿って位置する本計画対象州であるザンベジア州は高温傾向にある。年間降

雨量は、モ国北部では 1,000～1,400mm であるが、南下するにつれて減少し、南部の内陸部では

400mm 程度となる。ザンベジア州は、本計画対象の 5 郡が位置する沿岸部～中部山岳地域の大

部分は熱帯サバンナ気候に属し、年間平均気温は 25～26℃となる。年間降雨量は標高・地形等

によって異なるが、1,200~1,600mm となり、雨期の月当りの降雨量は 250~300mm に達する。時

にサイクロンの影響で 60mm/日に達する豪雨となることがあり、数年毎に強風を伴う洪水や鉄

砲水の被害も発生している。乾期においても降雨が全くないわけではなく、月当り 50mm 程度

の降雨が記録されている。 

モ国は、1 人当りの「国内総所得」（GNI）が US$460（アフリカ諸国 54 ヶ国中 44 位）の低

所得国である。同国経済は 1992 年の内戦終結以降、国際社会の支援と豊富な天然資源を背景に

したメガプロジェクトにけん引され、ほぼ 20 年間に亘って年率 7%を上回る高成長を続けてき

た。しかし、2015 年以降、資源価格の低迷と天候不良による農業セクターの不振を受けて経済

成長は減速、2016 年には国営企業に関連する巨額の非開示債務が発覚してモ国財政を支えてき

た国際機関やドナーからの財政支援が停止し、「国内総生産」（以下、「GDP」）成長率（実

質）は 3.8%に下落した。2017 年も財政の逼迫、金融引き締め、投資の低迷、債務問題の影響等

で GDP 成長率は 3.3%に止まり、今後も 3%前後の低成長が予想されている。2 

産業構造を見ると、サービス部門が GDP の 55.4%、雇用の 22%（2016 年）を占めるが、国

内需要の縮小を反映してその成長は鈍っている。また、GDP の 14.9%を占める工業部門も建設

需要の低迷等で不振が続いており、この間の経済成長は、旱魃の影響から急速に回復しつつあ

る農業部門と石炭輸出の大幅な増加があった鉱業部門に支えられている。農業部門の GDP に占

                                                           
1 人口は、2017 年人口調査統計を参照 
2 AfDB (2018), “Mozambique Country Strategy Paper 2018 -2022” pp2-3 
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める割合は 24.9%（2016 年）で、雇用の 74.6%（2015 年）を吸収するが、そのほとんどが生産

性の低い自給自足的農業である。主要輸出作物はタバコ、バナナ、カシューナッツ、コットン

である。鉱業部門は GDP に占める割合を 6.9%（2016 年）に拡大しており3、テテ州からナカラ

回廊を通る石炭輸出ルートの整備が着々と進んでいる。短期的にはこれら 2 部門の成長により

一定の経済成長が維持されると見られている。対外的には隣接する南アフリカ共和国と密接な

関係にあり、最大の輸出入相手国となっている。近年は中国・ブラジル・インド等の新興国と

の貿易規模の拡大がめざましい4。 

2. 要請プロジェクトの背景、経緯及び概要

モ国政府は、人的資本を国家開発の重点事項と捉え、現行の「政府 5 ヶ年計画」（以下、「PQG」）

2015-2019 では 5 つの主要分野の 1 つに「人的・社会的資本の開発」を位置付けている。また、

そのための中心戦略として「人間開発に資する知識・技術・態度の習得を実現できるインクル

ーシブで効率的・効果的な教育制度の促進」を掲げている。教育分野では「教育分野戦略計画」

（以下、「PEE」）2012-2016 と、その「実行計画」（以下、「PO」）2016-2019 が作成され、

中等教育分野について、「平等性と包摂性に重点を置いたアクセス拡大と就学の維持」を優先

課題に位置付け、「地域のニーズを反映し、特別な支援を必要とする生徒の就学に配慮した中

学校の持続可能な形での建設」を主要な活動の 1 つに掲げ、中学校施設の整備を進めている。

また、モ国政府は教育基本法改訂による 9 年間の基礎教育の義務化の下、3 年間の「前期中等

教育」（以下、「ESG1」）をその一部に位置付け、カリキュラム改訂等に取組んでいるととも

に、全国民への普及を目指している。 

モ国では、初等教育の急速な普及に伴い中等教育生徒数も大幅に増加し、1997 年に 5.2 万人

であった ESG1 生徒数は 2015 年には 80 万人を超えている。しかしながら「総就学率」（以下、

「GER」）は 40.3％（2017 年）と依然低く、正規の学齢を超えて入学する生徒が多いために「純

就学率」（以下、「NER」）は 17.5％に留まっている。特に、ザンベジア州は全国でも教育開

発が遅れた、最も就学率の低い州の 1 つ（2017 年、GER:25.4％ NER:9.7％）で、今後の改善が

期待されている。一方、生徒数の増加に連れて学習環境は悪化しており、1 クラス当り生徒数

は ESG1 で 62.3 人、「後期中等教育」（以下、「ESG2」）では 56.6 人と政府標準の 1.5 倍を超

える過密状態にある5。中学校数は圧倒的に不足しており、多くの学校が小学校施設を兼用ある

いは借用、転用して運営されている。そうした学校は中等教育の実施に必要な特別教室等の機

能を有しておらず、教育の質において大きな問題を抱えている。モ国政府は、PEE 2012-2016

の下、PO 2016-2019 及び年次計画を定め、ドナーの財政支援資金を活用した中学校施設整備を

進めているが、財政状況が悪化する中、改善に向けた十分な対応ができない状況にある。 

こうした状況を踏まえ、モ国政府は、モ国の中でも教育開発が遅れ、中等教育施設整備の優

先度が高いザンベジア州を対象に、中学校施設を新たに整備する計画を策定し、我が国に対し

てその実施に係る無償資金協力を要請した。 

3 AfDB (2018) , “Mozambique Country Strategy Paper 2018 -2022” pp2-3 
4 OEC, https://atlas.media.mit.edu/en/ （最終アクセス日 2019 年 1 月 16 日） 
5 統計値は、MINEDH 及び DPEDHZ 提供の州教育統計 2017 を基に調査団算定による。 

https://atlas.media.mit.edu/en/
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3. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

上記要請を受け、「独立行政法人 国際協力機構」（以下、「JICA」）は、調査団の現地派遣

を決定するとともに、協力の効率的・効果的実施の観点から調査対象地域の絞込みについてモ

国政府と協議し、当初要請のザンベジア州内の 8 郡から 6 郡とすることが合意された。これに

基づき、JICA は 2018 年 4 月 8 日から 5 月 12 日及び同年 11 月 17 日から 12 月 2 日の 2 度に亘

って調査団を現地に派遣し、「教育人間開発省」（以下、「MINEDH」）及び「ザンベジア州

教育人間開発局」（以下、「DPEDHZ」）を初めとするモ国側関係者と協議を行い、確認され

た要請内容に基づいてサイト調査を実施した。その後、同調査団は現地調査の結果を踏まえた

国内解析を行い、モ国政府との協議で最終的に確認された 5 サイトのうち 4 サイトを対象（優

先度が低いと判断される 1 サイトは予備サイトと位置付ける）に、中等教育プログラムの適切

な実施に必要不可欠と判断される施設の建設と教育家具の調達を内容とする概略設計を準備調

査報告書（案）を作成し、2018 年 11 月 19 日から 11 月 30 日まで、モ国側関係者への現地説明

を行って、本準備調査報告書を取り纏めた。 

先方との協議に基づきまとめられた本計画の概要は、以下のとおりである。 

 

1）協力対象範囲・コンポーネント、協力規模 

調査対象サイトは、現地調査初頭のサンプル調査結果から、要請 6 サイトのうち 1 サイトに

ついては、すでに政府資金による 10 教室の中学校建設が計画されており通学圏も重複している

こと等が確認されたため、MINEDH との協議で現地での詳細調査の実施は、5 サイトに絞るこ

とで合意した。この最終的な要請サイトとなる 5 サイトについては、協議にて確認された選定・

優先順位付けの基準に照らして、地域の就学需要や既存施設の過密状況等を分析し、必要性の

高低に応じた評点を付けて優先順位を決定した。同優先順位及び先方の優先順位と日本側の無

償資金協力の方針及び予算の制約を踏まえ、上位 4 サイト（1 サイトは予備サイトとして位置

付けた）を協力対象サイトとすることとした。 

各サイトにおける協力規模となる教室数については、周辺小学校の卒業者数と中学校への進

学率（移行率）をベースに事業完了年の中学校入学者数と各学年生徒数を推計し、2 シフト制

の学校運営を前提に必要数を算定し、地方型中学校の標準である 10～12 教室/サイトを上限に

設定した。教室当りの定員は、「一般中等教育学校基準」（省令 61/2003 号）に示される ESG1

における 45 人を基準に、当面、それ以上の生徒を受入れざるを得ない実情を考慮し、効率的な

家具配置が可能な、1 教室当りの定員を 48 人に設定した。 

コンポーネントについては、「教育セクター支援基金」（以下、「FASE」）により計画され

た中学校（以下、「FASE 案件」）を参考にしつつ、我が国の 2012 年度無償資金協力で実施さ

れた「ナンプラ州中学校改善計画」（以下、「先行案件 2012」）で中学校の運営管理と中等教

育カリキュラムの実施に最低限必要とされた施設・機材を基に、検討することとした。協力対

象コンポーネントは、事業費の調整に備え、3 つの優先度に分け計画することとした。第 1 優

先順位のコンポーネントには、教室棟、事務管理+多目的教室6棟（科学実験室、情報技術（以

                                                           
6 以下、本報告書内では、特別教室を一般科目や課外活動にも利用されている調査結果を踏まえ、特別教室を多

目的教室と記載する。 
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下、「IT」）教室、図書室含む）、トイレ棟、守衛棟と、これらの施設の運営に必要な家具及

び機材とした。多目的教室である実験室、図書室、IT 教室は、既存施設の使用状況を踏まえ必

要最低限の機能に集約し、防犯の観点から事務管理諸室に隣接配置する計画とした。第 2 優先

順位のコンポーネントは、簡易体育館及び更衣室を計画した。また、第 3 優先順位として、地

方部で借家等が少なく、教員の住居確保が容易ではない状況を考慮し、他地域から赴任した教

員が、借り上げ住居を確保するまでの一時利用や、客員教員の一時利用を目的に、本計画対象

の 4 サイトの中でも、特に地方部に位置する 2 サイト（Nicoadala 郡・Lugela 郡）については、

学校運営上、最低限必要と判断される教員住居 1 棟（2 住戸/棟）を計画する。 

また、家具・機材については、協力対象を施設の運営及び ESG1 のカリキュラムに最低限必

要な基本的な家具に絞込み、他の一般機材については学校毎のニーズに応じて先方負担にて整

備を行う計画とした。 

 

2）施設・機材の概略設計 

各施設の平面構成、面積及び仕様は、コンポーネントの検討と同様に、「FASE 案件」及び

「先行案件 2012」で建設された施設を基本に、コスト縮減と機能性向上の観点から更なる検討

を加えて設定した。本計画では、社会的背景から求められる主に 2 つの視点（①ジェンダー配

慮、②身障者配慮）での配慮とし、トイレ棟は男女別棟として計画する。また歩行空間（幅の

広い廊下・屋根付き渡り廊下）は、車いすでの構内移動に支障のないよう段差を解消した計画

とする。施設形態は「先行案件 2012」に準じた開放片廊下式の単純なものとし、構造形式も現

地標準に従い鉄筋コンクリート軸組構造とする。構造設計は、モ国「公共事業住宅水資源省」

（MOPHRH）が定める荷重条件と現地で用いられるポルトガル国基準を踏まえつつ、構造解析

については、日本基準を参照した。特に対象地域ではサイクロンによる強風が想定されるため、

屋根トラスは想定される風荷重を見込んだ設計とした。また、日常的な維持管理を必要とする

電気設備等は現地で一般的に流通する南アフリカ共和国規格品のエネルギー効率の良い製品の

採用を前提とし、夜間コースの運営等で維持管理費が過大とならないよう必要最小限の計画内

容とした。 

本計画における協力対象の施設計画概要を表 1 に、家具計画概要を表 2 に、機材計画概要を

表 3 にそれぞれ示す。 

表 1 施設計画概要 

優先順位 建物名 施設内容 

サイト名 

Mocuba 
モクバ郡 

Quelimane 
キリマネ郡 

Nicoadala 
ニコアダラ郡 

Lugela 
ルジェラ郡 

1 一般教室棟 教室 12 教室 12 教室 12 教室 10 教室 

1 事務管理+ 
多目的教室
棟 

（事務管理セクション） 
校長/副校長室、教員室、事務長室、
夜間担当室、医務室、事務室、教員
室/会議室、トイレ、給湯室、倉庫、ス
タッフ室、IT 教室、開放廊下、中央ホ
ール 
（多目的教室セクション） 
科学実験室、同準備室・倉庫、図書
閲覧室、図書受付・書庫、文具売店・
食品売店、開放廊下 

各１棟 
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優先順位 建物名 施設内容 

サイト名 

Mocuba 
モクバ郡 

Quelimane 
キリマネ郡 

Nicoadala 
ニコアダラ郡 

Lugela 
ルジェラ郡 

1 トイレ棟 生徒用、教員用 男女別各１棟 

1 守衛棟 守衛室、トイレ 各１棟 

1 給水設備 貯水槽（加圧ポンプ付属） あり 

1 渡り廊下 屋根付き渡り廊下 あり 

2 体育施設 簡易体育館+更衣室棟 各１棟 

3 教員住居 1 棟 2 住居 なし なし 1 棟 1 棟 

床面積合計（m2） 
3,485.52 3,480.08 3,530.56 3,328.48 

13,824.64 

 

表 2 家具計画概要 

分類 家具品目 数量 

教育家具 

生徒用机・椅子（2 人用） 1104 

生徒用机 384 

生徒用椅子 384 

教員用机 50 

教員用椅子 肘付 54 

PC 用机 104 

プリンター台 4 

ハイスツール 4 

ロースツール 104 

事務一般家具 

役員用事務机（L 型） 4 

片袖事務机 L1500 16 

片袖事務机 L1200 24 

4 人掛円卓・椅子（打合せ用） 4 

会議テーブル・椅子 7 人用 8 

肘付回転椅子（ローバック） 16 

パイプ椅子（来客用） 60 

肘付回転椅子（ハイバック） 4 

肘なし回転椅子   136 

扉付ファイルキャビネット（施錠可） 40 

開架式書類棚 60 

ファイルキャビネット 4 段 56 

2 段オープンラック  64  

5 段オープンラック  16  

6 段オープンラック 12 

診察用ベッド 4 

シングルベット 4 

ダブルベット 4 

ダイニングテーブル 6 人用 4 

合計 28 品目 2728 

 

表 3 機材計画概要 

分類 主な機材名 品目数 使用目的 

管理部門用
機材 

複合コピー機等 
3 

管理部門用機材として学校運営に
必要な書類作成等に使用 

PC 関連機材 デスクトップコンピューター、ワイヤレスルーターセット等 
6 

管理部門用機材としてデータ処理
及び管理に使用。また情報処理に
係る授業での使用 

科学実験室
用機材 

[物理実験機材] 滑車実験セット、電気実験ボードセッ
ト、ストップウォッチ等 [化学実験機材]温度計、グラスウ
ェアー類、安全ゴーグルセット、電子天秤等 [生物実験
機材] 単眼顕微鏡、実験はさみセット、ホットプレート等 

55 

理科実験室での授業で、教師によ
る演示またはグループでの実験に
使用 
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4. プロジェクトの工期及び概略事業費 

本計画の実施に必要な工期は、施工規模や立地、気象条件による施工上の制約、現地の建設

事情を踏まえて、施設建設に 17 ヶ月、家具調達に 9 ヶ月、及び機材調達に 7.5 ヶ月を見込む。

現地での入札に係る期間は公示から入札評価、交渉、入札結果承認、契約まで準備期間 1 ヶ月

を含んで施設建設が 5.5 ヶ月、教育家具調達が 3.0 ヶ月である。入札は 4 サイトの建設工事分（2

サイト/ロットとし、2 ロット）を一括で行い、施設工事の着工後、家具調達及び機材調達に係

る入札を順次実施する。以上、入札公示から竣工までの全体工期は計 23 ヶ月と見込まれる。ま

た、本計画に必要なモ国政府負担分 1.67 億円と見込まれる。 

 

5. プロジェクトの評価 

5.1 妥当性 

(1) プロジェクトの裨益対象 

本計画の直接的な裨益対象は新設される対象校に就学する生徒約 4,400 人（2 シフト）と教職

員約 200 人であるが、一部生徒が移ることで過密状態が改善される対象地域の PA に存在する

既存中学校 6 校の生徒も間接的な利益を受ける。更に、中等教育の施設環境と就学状況が改善

されることで、対象地域となる郡及び州の住民全体に裨益するものである。 

(2) プロジェクト目標と緊急性 

本計画の目標は中等教育へのアクセスを拡充し、提供される教育の質を改善することである。

対象地域では初等教育の普及に伴う中等教育就学者の急速な増加に対して施設の整備が追いつ

かず、小学校施設の転用・借用や、あるいは過密状態・3 シフト制での授業運営を強いられて

いる。また対象地域では、中学校までの通学距離などの問題等で、教育へのアクセスが限定的

であるため ESG1 の GER が 20％台以下と全国平均（40.3%：2017 年）を下回る郡も多く、緊急

な改善が必要である。 

(3) 中・長期的開発計画の目標達成への貢献 

モ国政府は国家開発計画である「Agenda 2025」や PQG 2015-2019 において、モ国の将来を担

う人材育成の重要性が謳われている。中等教育は、これから社会の生産活動に従事する若者と、

既に社会の生産活動に従事している若者の両方にとっての包括的なトレーニングを実施する期

間・場所として、重要な意味合いを持つものと優先分野に位置付けられている。その中で、中

等教育を含む初等後の教育機会拡充は、モ国の社会経済開発に必要な人材育成の観点から、初

等教育の完全普及に次ぐ中心課題となっている。本計画は中等教育のアクセス拡充を通じて、

上位計画の目標達成に直接貢献するものである。 

(4) 我が国の援助政策・方針との整合性 

我が国は、1975 年の災害緊急援助、また 1992 年の内戦終結以降の無償資金協力・技術協力

を中心とした援助、2006 年からの円借款の供与と、モ国の社会経済発展を継続的に支援してい

る。現在は、モ国の「潜在力を生かした持続可能な経済成長の推進と貧困削減」という方針の

下、「回廊開発を含む地域経済活性化」、「人間開発」、「防災・気候変動対策」を重点 3 分

野として援助を行っている。本計画は、「人間開発」の小目標である教育分野に係る対処方針

に掲げられる「教育の質の改善、学校施設（中等教育）」に則したものである。また同時に我
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が国が重点的に地方開発に取り組むナカラ回廊の対象地域（Lugela 郡）を本計画対象に取り込

むことで、同地域の社会基盤整備に貢献するものとも位置付けられる。いずれも我が国の対モ

国援助の政策・方針に整合し、協力の妥当性は高い。 

 

5.2 有効性 

 （1）定量的効果 

本協力対象事業の実施による定量的効果は、以下のとおりである。 

表 4 期待される定量的効果 

指標名 基準値（2017 年） 目標値（2024 年） 

対象サイトにおいて継続利用されている教
室数（教室） 

0 46 

対象サイトにおける就学生徒数（人）* 
0 4,416 

  * 教室数に 2 シフト制での 1 教室あたりの収容可能人数（48 人 x2 シフト制）を乗じて算出。 

 

（2）定性的効果 

本協力対象事業の実施による定性的効果は、以下のとおりである。 

・ 良質な学習環境を整備することにより、生徒の学習意欲や学習の質が向上する。 

・ 男女別棟トイレを整備することにより、女子生徒の通学意欲の向上に寄与する。 

 

以上の内容により、本計画の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
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E3 Nicoadala サイト 完成予想図 



 

写 真 

(1) Mocuba 郡：E1 Mocuba - Macovine area サイト 
 

 

 

写真 1：計画地の現況。一面が背丈ほどの草が密生する緩や
かな傾斜地。疎らに高木がある。 

 写真 2：同左。 

 

 

 

写真 3：敷地へのアプローチ道路。未舗装だが路面の状態は
比較的良好。区画道路の整備計画がある。 

 写真 4：表層の土壌は砂地。 

 

 

 

写真 5：敷地周囲の一部でコミュニティ住民による耕作が行わ
れている。 

 写真 6：開発計画図に敷地範囲を示した図。 



 

(2) Mocuba 郡：既存学校の現状 

 

 

 

写真 1：Samora Machel 中学校。世銀プロジェクトで建設され
2010 年に開校。対象 5 郡では唯一中学校に必要な施設が
完備されている。 

 写真 2：並行配置した建物を中央通路でつなぐ形式。通路は
屋根付きではない。 

 

 

 

写真 3：図書閲覧室。  写真 4：コンピューター教室。 

 

 

 

写真 5：屋根付き運動場。壇上の観覧席が両側に設けられ、
更衣室は別棟となっている。オープンな形式のため、降雨時
には雨が吹き込む。 

 写真 6：共通実験室。演示用と窓側に実験流し等が据付けら
れている。訪問時は数学の授業が行われていた。 

 



 

 

 

 

 

写真 7：機材の収用状況。余り頻繁に使われているようには
見えない。 

 写真 8：Mocuba 中学校。Mocuba 市内にある 4 校のうち最大
の中学校で、生徒数約 7,000 人、ESG1 と ESG2 の教育課程
を備える。 

 

 

 

写真 9：Mocuba 中学校の授業の様子。過密状況が著しい。  写真 10：同左図書室。自習等に使われる。生徒は書籍の持
ち出しはできず、閲覧のみが許可されている。 

 

 

 

写真 11：Josina Machel 中学校。植民地時代に小学校として
設立され、その後、前期中等課程が Mocuba 中学校の分校と
して設置された。中学校としての施設は全く備わっていない。 

 写真 12：同左。過密状況は著しく、休憩時間には通路は生
徒であふれかえる。 



 

(3) Quelimane 郡：E2 Quelimane – Nangoela area サイト 

 

 

 

写真 1：Nangoela 地区事務所へのアプローチ。未舗装で
所々路面の荒れた部分がある。 

 写真 2：敷地から地区事務所方向を見る。中央の白い建物が
地区事務所。 

 

 

 

写真 3：直近の浅井戸。地下水位 3mほどであるが、塩分を含
み、飲用には適さない。 

 写真 4：4 月 17 日訪問時の状況。背丈ほどの草と灌木が密生
する状況であった。 

 

 

 

写真 5：4 月 25 日測量調査実施時のサイト周囲の状況。  写真 6：4 月 25 日時点のサイト状況。 



 

(4) Quelimane 郡：既存学校の現状 

 

 

 

写真 1：Quelimane 市内に位置する 25 de Setembro 中学校。
3 シフト制で約 5,000 人が在籍する。実験室、IT 教室等一と
おりの施設を有する。 

 写真 2：物理実験室。 

 

 

 

写真 3：図書室。  写真 4：コミュニティ立の Amor de Deus 中学校。私立校と比
べて教員給与等に政府の支援がある。2012 年設立のカトリッ
ク系学校。 

 

 

 

写真 5：理科実験室。  写真 6：IT 教室。 

 



 

 

 

 

 

写真 7：Quelimane 市内北部に位置する Sangariveira 中学
校。政府資金により建設、2012 年に開校。トラブルにより建設
が未完となっており、必要な諸室のほとんどを欠いている。 

 写真 8：1 室を半分に仕切って図書室、IT教室を設けている。 

 

 

 

写真 9：図書室と背中合わせに IT 教室が設けられている。  写真 10：管理棟が建設されていないため、教室をつぶして教
務室としている。 

 

 

 

写真 11：Namuinho 中学校。計画地から最も近い中学校。  写真 12：建設中の新 Quelimane 中学校。工事は大幅に遅延
しており完成の目途は立っていない。 



 

(5) Nicoadala 郡：E3 Nicoadala - Licuar Secondary School サイト 

 

 

 

写真 1：既存学校からはす向かいに敷地方向を見る。幹線道
路からのアプローチは未舗装であるが路面状態は良好で、
通年の通行が可能である。 

 写真 2：計画地の現況。高木が所々に立ち、中には伐採・伐
根の困難な巨木もある。 

 

 

 

写真 3：敷地内部。  写真 4：敷地から既存学校方向を臨む。 

 

 

 

写真 5：計画対象の Licuar 中学校は 4 de Outubro 小学校の
教室を借用して運営されている。2017 年までは Nicoadala 中
学校の分校であった。 

 写真 6：4 de Outubro 小学校の教室での中学クラスの授業。 



 

(6) Nicoadala 郡：既存学校の現状 

 

 

 

写真 1：４ de Outubro 小学校。コミュニティにより建設された
仮設木造校舎。 

 写真 2：同左。 

 

 

 

写真 3：郡都 Nicoadala に位置する Nicoadala 中学校。小学
校として開設されたものだが、2009 年に教室棟、IT 教室、ス
ポーツ広場が整備されている。 

 写真 4：Nicoadala 中学校の中央通路。 

 

 

 

写真 5：教員室。打合せ、休憩、授業準備等に使われる。  写真 6：別棟の IT 教室。訪問時は試験問題の印刷に使われ
ていた。 



 

(7) Lugela 郡: E4 Lugela - Next to Alto Lugela Secondary School サイト 

 

 

 

写真 1：計画地の現況。舗装された幹線道路（EN229）に面す
る。舗装部分幅員約 8m で片側 1 車線。 

 写真 2：計画地の現況。一部が学校農園になっている。 

 

 

 

写真 3：敷地北側境界。この道路に沿って右手に警察署、地
区長宅が並ぶ。左手は敷地。 

 写真 4：突風で破損した建物。中央の教室は使用不可、右手
の教室では屋根に穴が開いたまま授業が行われている。左
側管理諸室も一部のみ使用可で教員は屋外で授業準備等
を行っている。 

 

 

 

写真 5：教室の様子。二人掛け机椅子一体タイプの家具が導
入されている。 

 写真 6：計画地の現況。東側は道路に面してグラウンドとなっ
ている。 

 



 

(8) Lugela 郡：既存学校の現状 

 

 

 

写真 1：ESG de Lugela 全景。緩やかな斜面に沿って平屋の
建物を分散配置している。施設は小学校を転用したもので、
特別教室等はない。郡内で唯一 ESG2 を備える。 

 写真 2：同授業中の教室。あまり生徒数は多くない。机・椅子
は木製一体型、二人掛けである。 

 

 

 

写真 3：管理棟内に設けられた教員室。  写真 4：管理棟外観。校長室、副校長室、受付、教員室等。 

 

 

 

写真 5：EPC Erurune。調査対象である Alto Lugela 校の分校
が借用教室で運営されている。もとはミッショナリー系施設で
あったとのこと。 

 写真 6：同校教室の様子。小学校の授業では生徒の数に対
して家具が不足し、床に座って授業を受けている。 



 

(9) Namacurra 郡：E5 Namacurra - Macucunha area サイト 

 

 

 

写真 1：計画地へのアプローチ。工事用車両の乗り込みには
アクセス道路が必要。 

 写真 2：計画地の現状。ところどころに高木がある草地であ
る。 

 

 

 

写真 3：敷地の東側、国道沿いに高圧線が通っている。  写真 4：敷地の周囲は近隣住民による畑地となっている。 

 

 

 

写真 5：計画地の地盤。表土は砂質である。  写真 6：周辺は民家が散在する農村地区であるが、開発計画
があり、住宅地としての発展が期待されている。 



 

(10) Namacurra 郡：既存学校の現状 

 

 

 

写真 1：Namacurra 中心部にある Namacurra 中学校。エントラ
ンス。 

 写真 2：広い敷地に平屋建ての建物を分散配置している。元
小学校の建物を転用しているため、特別教室等は IT 教室の
みである。 

 

 

 

写真 3：教室棟外観。  写真 4：管理棟。校長室、事務室・受付、文書庫等。 

 

 

 

写真 5：IT 教室。PC は政府予算で購入、1 台を除き、稼働し
ている。 

 写真 6：遠距離の生徒は自転車が主な通学手段であり、1 時
間以上かけて通学する者もいる。 
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1-1 教育セクターの現状と課題

1-1-1 教育セクターの現状と課題

(1) 教育制度・行政

1) 教育制度

「モザンビーク共和国」（以下、「モ国」）では、法令により「国家教育制度」（以下、「SNE」）

が規定されている。1975 年の独立後、1983 年 3 月 23 日に法令 4/83 号にて SNE が規定された

後、法令 6/92 号（1992 年 5 月 6 日改訂）により、2018 年現在まで続く教育制度や教育行政等、

教育の基本的枠組みが規定されている。SNE では、教育は就学前教育・学校教育・学校外教育

の 3 つのサブシステムで構成されており、学校教育には、一般教育（初等教育（1 年生～7 年生

の 7 年間）と中等教育（8 年生～12 年生の 5 年間））、技術・職業教育、高等教育（3 年間～6

年間）が含まれる。現行の SNE では、初等教育の 7 年間は基礎教育・義務教育で無償であるが、

前期中等教育以降は有償となる7。2018 年 11 月 1 日に新教育法が国会承認に至っており8、前期

中等教育の 3 年間が義務教育に位置づけられた。また SNE の改訂により、学習サイクルも変更

された。（後述、教育基本法）

- 初等教育（Ensino Primário：EP）

現行の SNE では、初等教育は第 1 学年から第 5 学年までの「前期初等教育」（以下、「EP1」）

と第 6 学年・7 学年の「後期初等教育」（以下、「EP2」）に分かれており、公式な入学規定年

齢は 6 歳である。また EP1 は 2 つの学習サイクル（1～2 年生、3～5 年生）に分けられ、EP2

は 1 つの学習サイクル（6～7 年生）となる。各学習サイクル内は自動進級であるが、各学習サ

イクル修了時には試験が実施されている。また、一般に小学校は午前と午後の 2 シフト制で運

営されているが、人口の集中する都市部では 3 シフト制で運営する学校もある。学校形態とし

ては、「完全初等教育」（以下、「EPC」）と EP1 過程のみの学校が存在する。初等教育では

授業料やテキストは無償であるが、ユニフォームや靴などは自己負担である。 

- 中等教育（Ensino Secundário Geral：ESG）

現行の SNE では、中等教育は第 8 学年から第 10 学年（G8-10）までの「前期中等教育」（以

下、「ESG1」）と第 11 及び 12 学年（G11-12）からなる「後期中等教育」（以下、「ESG2」）

の計 5 年間で構成される。小学校と同じく、2 シフト制（昼間の午前・午後）が理想とされて

いるが、教室不足のため多くの中学校が夜間シフトも含めた 3 シフト制で運営されている。公

式入学規定年齢は 13 歳であるが、実際には（特に夜間シフトでは）年長者や成人の就学者も

7 DIPLAC 及び INDE での聞き取り調査による。（2018 年 4 月） 
8 http://www.mined.gov.mz/Pages/Comentarios.aspx?listName=NoticiasMined&newsId=324 （2018 年 12 月 25 日アク

セス）

http://www.mined.gov.mz/Pages/Comentarios.aspx?listName=NoticiasMined&newsId=324
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多い。教室当りの標準生徒数は、ESG1 で 45 人、ESG2 で 40 人とされている9が、基本的にすべ

ての学校において標準数を上回る生徒数を抱えており、教室は過密状態にある。政府は、正規

の学齢期にある入学者を優先的に昼間（午前・午後）シフトに受入れ、成人学習者は夜間シフ

トに受け入れる等の対策を推進している10。公立中学校への入学試験制度は存在せず、初等教

育終了後に、生徒が各中学校に登録申請し、学校側が認可を与えることで入学となる。明確な

学区は存在しないが、各中学校の近隣小学校の卒業生または近隣に居住する生徒であることが

認可の基準となる11。また、高まる中等教育の需要に応えるため、特に遠方からの通学や就労

により毎日の通学が困難な生徒のために、校内に遠隔教育センターを設置している学校もあり、

同センターでの中等教育課程も提供されている。中等教育は有償で、年間登録料の他、修了試

験代等が徴収されるが、その金額は、学校やシフト、学年により異なる。 

- 技術・職業教育及び高等教育 

技術・職業教育は、初等（EP1 修了者対象）・基礎（EP2 修了者対象）・中等（ESG1 修了者

または基礎技術・職業教育修了者対象）の 3 段階に分かれ、農業・商業・工業といった専門分

野別に技術・職業訓練を提供する公立学校が全国に配置されている。2015 年の「教育人間開発

省」（以下、「MINEDH」）組織改編により、中等技術・職業教育は「科学技術・高等教育・

職業教育省」（以下、「MCTESTP」）の管轄となった12。 

高等教育は「Eduardo Mondolane 大学」（以下、「UEM」）や「教育大学」（以下、「UP」）

といった国立大学とカトリック系の私立大学等で提供されており、4 年間を修了すれば学士号

（Licenciatura）が取得でき、さらに 2 年間の課程を経て、修士号（Mestrado）が取得できる。 

- 教員養成課程 

「初等教員養成校」（以下、「IFP」）は、全国 27 ヶ所に設立されている。ESG1 修了者を

対象にしており、養成課程が 1 年間（「10+1」カリキュラム）と、3 年間（「10+3」カリキュ

ラム）の IFP が存在する。「10+1」カリキュラムは、特に都市部における有資格教員の不足に

応えるために 2012 年までの予定で実施されていたが、現在も多くの IFP で同カリキュラムを

採用しており、2023 年まで継続される見込みである13。 

中等教員の養成は、高等教育レベルで行われる。養成課程の主体となるのは UP であるが、

その他の大学であっても、公立・私立を問わず、教授法コースを卒業した学生は、中等教員の

資格があると認められる。高等教育機関のカリキュラムは各大学で作成可能であるが、各州に

ある州科学技術高等教育局で認可を受ける必要がある。UP は分校を合わせ、全国で 11 校あり、

さらに地方部には遠隔教育センターを有しており、各州における中等教員養成を担う主要施設

となっている。UP では中等教育で指導する全科目についての教授法コースがあり、学生は ESG2

で専攻した分野（グループ A：言語・社会科学系、グループ B：自然科学系、グループ C：芸

術系）に基づき、専攻する教授法コースを 1 つ、さらに副専攻科目としてもう１つのコースを

                                                           
9 省令 61/2003 号、第 65 条 
10 DIPLAC での聞き取り調査による。（2018 年 4 月） 
11 各小学校から、自校の卒業者名簿が近隣の中学校に送付され、中学校は同名簿を参照しつつ、入学の認可を

与える。（Samora Machel 中学校校長への聞き取り調査による。（2018 年 4 月）） 
12 DIPLAC 統計課での聞き取り調査による。（2018 年 4 月） 
13 MINEDH 人材局での聞き取り調査による。（2018 年 4 月） 
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選択する。制度上は「英語教授法」と「数学教授法」など異なる分野の選択も可能ではあるが、

ほとんどの場合、副専攻科目は専攻科目と同じ分野内から選択される。卒業に必要な単位は 240

単位であり、1 単位当りの学習時間（家庭学習含む）は 25 時間（科目により 30 時間）である。

また、すべてのコースに特別支援教育の授業が組み込まれており、障がいをもつ子どもたちへ

の指導に関しても学習することとなる。卒業時の証明書には、専攻科目の学位が記載されると

共に、副専攻科目の修了についても併記され、専攻・副専攻のいずれの科目に対しても、中等

教育教員の資格ありと見なされる。中等教員養成制度については、教員養成を担う UP の他、

中等教育の制度を管轄する「中等教育局」（以下、「DINES」）と教員養成のシステムを管轄

する「教員養成局」（以下、「DNFP」）の 3 者で協議し、決定されており、今後、前期中等教

育の義務教育化に即した中等教員養成のあり方が、検討される予定である14。 

また UP は、初等教育現職教員を対象としたアップグレード研修も行っており、30 時間を 1

フェーズとして、4 フェーズの受講をすることで、上位資格を得ることができる。同研修は、

教授法一般の訓練であり、初等教員としての上位資格を獲得するための研修であることから、

特定の科目を習得することで、中等教育の教員の資格を与えるものではない。 

 

 2) 教育基本法 

現行 SNE が、教員の配置方法や児童の卒業後の進路等を考慮すると現状と合致しているとは

いえず、また同国が批准する国際的な教育協定15にも沿っていない等の理由から、SNE の改訂

が進められ、2018 年 11 月 1 日に国会で承認され、法令 18/2018 号として交付された16。新教育

法案では、初等教育を 6 年間（EP1 の 3 年間＋EP2 の 3 年間）、中等教育 6 年間（ESG1 の 3 年

間＋ESG2 の 3 年間）とし、EP1 から ESG1 までの 9 年間を基礎教育として設定し、義務教育17と

なった（図 1-1 に現行と新 SNE に基づく教育制度の比較を示す）。また、これまでの SNE では

初等教育 3 年間のみがクラス担任制であるのに対し、新 SNE では初等教育 6 年間すべてをクラ

ス担任制とすることが検討されている。同法の改定に先駆け、新 SNE を見据えた新カリキュラ

ム・教科書の作成は進められており、2017 年度には 1 年生（G1）、2018 年度には 2 年生（G2）

と、段階的に教育の現場には既に導入され、実質的な運用は開始されている。 

 

 3) 教育行政 

初等・中等教育及び初等教員養成の管轄省庁は MINEDH である。中等教員養成を含む高等教

育は、MCTESTP の管轄であり、就学前教育は「ジェンダー・児童・社会福祉省」（MGCAS）

との共同管轄となっている。モ国の教育行政区分は、中央の MINEDH のもと、全国 10 州 1 市

に「州教育人間開発局」（以下、「DPEDH」）が、さらに州内の各郡には「郡教育・青少年・

                                                           
14 DINES での聞き取り調査による。（2018 年 4 月） 
15 「南部アフリカ開発共同体」（SADC） の Educação e Formação（1997）、Agenda2030 持続的開発目標、アフ

リカ連合（AU）の Agenda 2063 では義務教育が 9 年生または 10 年生までとなっている。 
16 2018 年 12 月 28 日付官報（Boletim da Republica） 
17 義務とは、両親（失っている子どももいる）、教育行政、コミュニティの義務と捉える。子どもたちには義

務教育の 9 年間で社会に入る準備ができるように力をつけることが求められているため、教育へのアクセスを

阻害することのないようにすることを指している（2018 年 4 月 MINEDH 法務部での聞き取り調査による）。

また、無償となるかについては未だ検討中である（DINES での聞き取り調査による（2018 年 4 月））。 
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科学技術事務所」（以下、「SDEJT」）が設置され、管轄範囲の教育行政を担当している。小

学校・中学校は SDEJT の直接の管理下にあり、SDEJT 職員がモニタリングに赴き学校の状況を

把握する役割を担う。また、学校の建設や改修、教員の採用・配置等も、DPEDH の監理・指導

のもと、SDEJT が担う。DPEDH は州レベルでの初等・中等教育の運営管理（教員配置数の調

整、学校建設計画の策定、予算の立案等）を行う。中央の MINEDH では、全国レベルの政策立

案、予算の策定、教員の採用数の決定を含む人的資源の配分調整が行われ、カリキュラムや教

科書の作成は、MINEDH の外局である「国立教育研究所」（以下、「INDE」）で行われる。 

 

 

出典：国家教育制度の法令 6/92 号、同法令改訂案、及び DNFP での聞き取り調査結果を基に調査団作成 

図 1-1 モ国の現行・新教育制度の比較 

 

年齢 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

【現行制度】

G1 G2 G3 G4 G5 G6 G7 G8 G9 G10 G11 G12

【新教育制度】

G1 G2 G3 G4 G5 G6 G7 G8 G9 G10 G11 G12

年齢 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

*　初等教員養成課程は従来の入学要件（10年間の基礎教育卒業者）の見直しが検討されている。

修士課程EP2 ESG1 ESG2

基礎教育

初等技術

教育
基礎技術教育 中等技術教育

EP1

義務教育

大学・技術職業

大学

基礎技術教育 中等技術教育

EP1 EP2

初等教員養成課

程(10+1及び

10+3）

基礎教育

就学前教育

就学前教育

初等教員

養成課程*

中等教員養成課程

（UP他）

中等教員養成課程

（UP他）

初等教育 中等教育 高等教育

高等教育中等教育初等教育

大学・技術職業

大学
修士課程ESG1 ESG2

義務教育



5 

(2) 初等・中等教育分野の現状と課題

1) 初等教育の就学状況

モ国の初等教育は、内戦終了後の和平の定着と社会インフラの復旧を受け、同国の「教育文

化戦略計画」（以下、「PEEC」）2006-2011 や「教育分野戦略計画」（以下、「PEE」）2012-2016

において初等教育の完全普及が目指されてきたことから、近年、就学者数は急速に増加してい

る（図 1-2・表 1-1 参照）。1997 年には 200 万弱であった就学者数は、2017 年には 600 万に達

し、20 年間で約 3 倍に増加している。年間増加率を見ると、1997 年以降、2007 年までは平均

8.9%と高い増加率であり、初等教育の無償化政策が導入された 2005 年以降、「総就学率」（以

下、「GER」）は 100%を超えている。2007 年以降、GER は減少傾向にあるが、これは自動進

級制度の導入による内部効率性の改善や、学齢期での入学の推進によるものであると考えられ

る18。「純就学率」（以下、「NER」）は 1997 年の 47.0%から 2017 年には 96.0%まで上昇した。

また、NER における「ジェンダー格差指数」（以下、「GPI」）は、1997 年の 0.75 から 2017

年には 0.96 と大幅に改善されており、ほぼ男女差のない就学状況に至っている。 

図 1-2 初等教育就学者数・就学率、GPI の推移 

表 1-1 初等教育就学者数・就学率、GPI の変化（1997、2005、2015、2017 年） 

1997 年 2005 年 2015 年 2017 年 

EP 

児童数 1,944,959 3,940,733 5,901,996 6,138,518 

GER 62.2% 108.2% 116.3% 115.2% 

GPI for GER 0.71 0.85 0.90 0.92 

NER 47.0% 81.8% 98.0% 96.0% 

GPI for NER 0.75 0.91 0.93 0.96 

出典：計画協力局（DIPLAC）統計課提供データに基づき調査団作成19 

18 JICA (2013), ナンプラ州中学校改善計画準備調査報告書 
19 DIPLAC 統計課提供データは、同課から最新（2018 年 5 月時点）の公式な数値として提供されたものを使用

した。年次で発表されている教育統計 Levantamento Escola / Approvietamento Escola との数値に僅差はあるが、

同課によると、年次報告発表後も常にデータベースの数値が更新されていることに起因するものである。また、 

GPI は同提供データに基づき調査団が UNESCO の算出方法（ある指数の男子の数値に対する女子の数値の割

合）に従い算出した。（http://uis.unesco.org/en/glossary-term/gender-parity-index-gpi） 
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地域別20に就学者数の変化を見ると（表 1-2・図 1-3 参照）、1997 年から 2017 年にかけての

就学者の増加は、主に開発が遅れていた北部・中部地域における就学者の増加によるものであ

ることがわかる。依然として中部と北部では NER が 90%未満（85.7%、87.9%）であることか

ら、学齢期における就学に課題があるものの、1997 年の値からは大幅に改善されている。また

図 1-3 には、各地域における就学者の年間増加率を示しているが、2017 年に近づくにつれて、

0%付近に収束してきており、今後は各地域において学齢人口の増加に合わせた緩やかな割合で、

就学者数が増加していくと推測される。 

表 1-2 地域別初等教育就学者数・就学率、GPI の変化 

 
GER NER GPI for NER 

1997 2017 1997 2017 1997 2017 

北部 48.5 107.2 38.2 87.9 0.67 0.96 

中部 55.8 102.9 43.7 85.7 0.66 0.93 

南部 90.7 115.4 63.8 95.1 0.95 1.02 

出典：DIPLAC 統計課提供データに基づき調査団作成。ザンベジア州の数値に不明点があったため、中部地域の 2017

年の GER、NER、GPI の数値は、同州の生徒を除いて算出した。 

 

 

出典：DIPLAC 統計課提供データに基づき調査団作成 

図 1-3 地域別初等教育就学者数の推移 

 

 2) 中等教育の就学状況 

前述のとおり、1997 年以降、同国の初等教育就学者数は飛躍的に増加しており、また PEEC 

2006-2011及び PEE 2012-2016で掲げられた 7年間の初等教育の完全普及や教育の質の改善が図

られ、初等教育卒業生数が増加し、中等教育の進学希望者も増加してきた（図 1-4・表 1-3 参照）。

ESG1 課程に在籍する生徒数（公立・私立含む）は 1997 年の 5.2 万人から 2015 年には 80.7 万

人と増加し、GER は 4.8%から 43.5%に急激に上昇した。2015 年以降、生徒数の減少傾向が見

                                                           
20 地域は行政区分により、北部（カーボ・デルガド州、ニアサ州、ナンプラ州）、中部（ザンベジア州、テテ

州、ソファラ州、マニカ州）、南部（ガザ州、イニャンバネ州、マプト州、マプト市）の 3 地域に分ける。（モ

ザンビーク大使館、2018、http://www.embamoc.jp/about/index.html（最終アクセス日：2018 年 5 月 11 日）） 
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られる（2015 年から 2017 年にかけて 1.1 万人程度減少している）が、これは 2015 年の省庁改

編により、中等技術教育が MCTESTP の管轄となり、統計上、同生徒数が中等教育在籍者から

除かれたことに起因する（中等技術教育の 2015 年就学者数は 4.9 万人）21。一方で、GER と比

較すると NER の上昇は限定的（2017 年時点で ESG1：17.5%、ESG2：7.1%）であり、必ずしも

学齢期の生徒が就学しているわけではないことがわかる。2017 年の GPI を見ると、GER に対す

る GPI は 1.0 未満、NER に対する GPI では 1.0 を超えていることから、学齢期以上は男子生徒、

学齢期は女子生徒の就学率が高いことが伺える。しかし、NER が低いことから、男子と同様、

同国の学齢期にあるほとんどの女子の就学は実現されていないといえる。 

 

出典：人口統計 2007 及び DIPLAC 統計課提供データに基づき調査団作成。 

 

図 1-4 中等教育就学者数と就学率の推移 

表 1-3 中等教育就学者数と就学率・GPI の変化（1997、2005、2015、2017 年） 

    1997 年 2005 年 2015 年 2017 年 

ESG1 

生徒数 51,821 247,787 807,496 796,306 

GER 4.8% 17.0% 43.5% 40.3% 

GPI for GER 0.72 0.72 0.95 0.95 

NER 1.1% 3.9% 18.0% 17.5% 

GPI for NER 0.82 0.92 1.15 1.17 

ESG2 

生徒数 4.253 32,803 252,460 307,581 

GER 0.6% 3.7% 22.4% 25.7% 

GPI for GER 0.65 0.67 0.94 0.98 

NER 0.1% 0.6% 5.7% 7.1% 

GPI for NER 0.87 0.94 1.16 1.26 

出典：人口統計 2007 及び DIPLAC 統計課提供データに基づき調査団作成 

 

地域別に就学者数の変化を見ると（表 1-4・図 1-5 参照）、中等教育の就学率上昇は、主に南

部地域における就学者の増加によるものであることがわかる。南部地域と比較して、開発が遅

れている北部・中部の就学率は極めて低く、両地域ともに ESG2 の NER は 2017 年時点でも 6%

未満と、ほとんどの生徒が就学していない状況である。一方で、年間の就学者増加率をみると

既に 0%付近に収束してきている傾向にあり、今後さらなるアクセスの拡大のためには、現状、

                                                           
21 DIPLAC 統計課での聞き取り調査による。（2018 年 4 月） 
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地理的または経済的要因から学校に通えない子どもを、いかにして取り込み教育機会を提供す

るかが、大きな課題となっている。 

表 1-4 地域別中等教育就学者数・就学率・GPI の変化 

 地域 
GER NER GPI for NER 

1997 2017 1997 2017 1997 2017 

ESG1  

北部 2.9 27.0 0.4 9.7 0.60 1.08 

中部 3.2 32.6 0.9 13.5 0.54 0.97 

南部 8.9 73.2 2.1 35.8 1.06 1.37 

ESG2 

北部 0.5 18.1 0.0 4.2 0.99 1.12 

中部 0.5 21.5 0.1 5.5 0.78 1.03 

南部 0.9 42.8 0.1 13.8 0.92 1.53 

出典：人口統計 2007 と DIPLAC 統計課提供データに基づき調査団が作成 

 

  

 ESG1 ESG2 

出典：人口統計 2007 と DIPLAC 統計課提供データに基づき調査団作成 

図 1-5 地域別中等教育就学者数・就学率・GPI の変化 

 3) 教育の内部効率性 

モ国では、初等・中等教育における就学者数は近年増加している一方で、児童・生徒の残存

率は未だ低く、教育の内部効率性に課題を残していることが、PEE 2012-2016（2019 年まで延長）

の「実行計画」（以下、「PO」）2016-2019 にて指摘されている。特に、各学習サイクルの最

終学年である 2 年生（G2）、5 年生（G5）、7 年生（G7）、10 年生（G10）22での退学・落第

者が多い傾向にあり、さらに初等教育から前期中等教育への進学率も、近年上昇はしているも

のの、高い水準にはない（2017 年度における学年毎の進級・進学率を示したものとして図 1-6

参照）。PO 2016-2019 では、初等教育低学年における退学・落第について、3 年生（G3）まで

の残存率を指標として設定し、2019 年までに 77%とすることを目標にしている。 

                                                           
22 G2: EP1 の学習サイクル前半の最終学年、G5: EP1 の学習サイクル後半の最終学年、G7: EP2 の最終学年、G10: 

ESG1 の最終学年 
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注)  数値は全国の進級・進学率。進級率・進学率は UNESCO の算出方法に則り当該年度（t 年）の 

生徒数に対する当該年度翌年（t+1 年）の新規生徒数（落第者を除く）の割合を算出した。 

出典：DIPLAC 提供データにより調査団算出。 

図 1-6 初等・中等教育における児童・生徒の進級・進学率（2017 年、地域別） 

PO 2016-2019 で中等教育分野の大目標の指標とされている ESG1 の修了率（修了試験合格率、

2019 年目標値 80%）について、地域ごとの合格者数・合格率の推移、また女子生徒の修了率を

図 1-7 に示す。修了率は、2007 年以降、60%から 70%の間で推移してきており、2015 年以降試

験合格率は上昇傾向にあるものの、全国の試験合格率は 2017 年でも 69.0%に留まっている。 

 

注） 図中の数値は全国の試験合格率 

出典：DIPLAC 提供データにより調査団算出。 

図 1-7 地域別 ESG1 課程試験合格者数・合格率の推移と女子生徒の割合 

地域別にみると、南部の試験合格率が最も低く、北部が最も高くなっているが、北部の生徒

の修了率も 2017 年度には 80%未満（73.8%）であることから、目標達成のためには、すべての

地域において中等教育の更なる質の改善が求められる。 

また、南部地域に比べ、北部・中部地域の就学者数・就学率が低く、今後の教育へのアクセ

スの拡大に際しては、その質を担保した上で計画的な拡大が求められる。また、各年度におけ

る女子生徒の修了率と全体の修了率の間に大差はなく、ほぼ同線上を推移しており、男女によ

る格差はほとんどない。 



10 

図 1-8 に PO 2016-2019 が掲げる中等教育分野の成果指標の動向を示す。 

 

出典：DIPLAC 提供データにより調査団作成 

図 1-8 PO 2016-2019 の中等教育分野指標の動向 

 

• 「10 年生（G10：ESG1 最終学年）の GER」（指標 a）は、2016 年度に一度、2019 年目標

値である 44%を達成したものの、2017 年以降は減少傾向にあり、各単年度目標・2019 年

目標共に未達となっている。 

• 「11 年生（G11：ESG2 開始学年）の全国及び女子新規入学者率」（指標 b1、b2）は、10

年生の GER と対応して 2017 年に一度上昇し、2019 年目標値である 27%、24%をそれぞれ

達成したが、2018 年には再度減少した。依然として b2 は 2019 年目標を達成しているもの

の、b1 は未達となっている。 

• 「10 年生（G10）の女子生徒修了率及び 12 年生（G12）の全国・女子修了率」（指標 c1、

c2、c3）について、c1 及び c3 は 2018 年（基準年マイナス 1 年の数値を使用するため 2017

年数値）には 2019 年目標値である 57%及び 60%を達成している。一方、c2 は 2018 年時

点で 65.4%であり、単年度目標は達成しているものの、2019 年目標値 70%には届いていな

い。 

指標 a: 10 年生（G10）の就学率 

          （地域別：全国） 

指標 b1: 11 年生（G11）新規入学者率 （地域別：全国） 

指標 b2: 11 年生（G11）新規入学者率 （女子） 

 

指標 c1: 10 年生（G10）の修了率 

（女子：当該年度—1年） 

 

指標 c2: 12年生（G12）の修了率（全国：当該年度―1年） 

指標 c3: 12年生（G12）の修了率（女子：当該年度―1年） 
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 4) 中等教育の施設環境 

近年の中等教育就学者数の増加、また今後、新教育法による前期中等教育の義務教育化政策に

て更なる就学が見込まれる中、アクセスの拡大と共に中等教育の質を担保するため、教育施設の

整備が同国の喫緊の課題となっている。2017 年時点の公立中学校数（昼間の午前・午後シフト）

は ESG1 課程で 539 校、ESG2 課程で 262 校であり、地方では郡全体で 1・2 校の中学校しかない

郡も存在する23。現状、中学校施設の供給が追い付かない地域では、近隣の小学校の建物を転用

して分校・分教室としたり、教会やコミュニティの施設を間借りし、仮教室とするなどの対応に

より、生徒が学習する場所を確保している。しかしながら、小学校には実験室や「情報技術」（以

下、「IT」）教室など、中等教育のカリキュラムの学習上必要な施設・設備が整備されているわ

けではなく、中等教育としての学習の質の低下は否めない。さらに、小学校の教室を貸し出すこ

とで、本来の施設の利用者である児童が使用できず、初等教育の児童の過密状態を招き、学習環

境を劣化させている。また、分教室の利用により、生徒の学習場所が分散することで、教員が十

分に生徒の状態を把握できず、適切な指導ができないことも問題となっている。加えて、政府所

有ではない教会の施設を間借りする場合には、家賃の支払いが滞れば撤退せざるをえず、生徒が

安心して継続的に学習できる環境ではない24。モ国の学校は設立母体によって、1) 公立、2) コ

ミュニティ立、3) 私立に分けられる。主な制度上の違いは表 1-5 のとおりである。 

表 1-5 公立・コミュニティ立・私立の制度上の違い 

 公立 コミュニティ校 私立 

学費 小学校：無償 
中学校：有償 

入学金のみ 月額・年額は各校が自由に設定
する 

カリキュラム 国定のもの 国定のもの、科目や時間の追
加は自由 

国定のもの、科目や時間の追加
は自由 

校長・副校長の
任命 

EP： SDEJT の助言により郡長が
任命 
ESG1： 郡長の助言により州長
が任命 
ESG2： DPEDH の助言により教
育大臣が任命 

コミュニティが雇用・選出 
（DPEDH/SDEJT が人物の適
正をモニタリングする） 

学校が雇用・選出 
（DPEDH/SDEJT が人物の適正
をモニタリングする） 

教員の採用・配
置 

SDEJT が採用・配置 
（給与は SDEJT 予算） 

SDEJT が採用・配置 
（給与は SDEJT 予算） 

自校で雇用 
（給与は自校予算） 
（DPEDH/SDEJT が人物の適正
をモニタリングする） 

事務職員の採
用・配置 

郡政府が採用・配置（事務員は
学校だけではなく医療などの他
分野への異動もありうるため。た
だし給与は SDEJT 予算） 

コミュニティが雇用 
（給与はコミュニティが負担） 

自校で雇用 
（給与は自校予算） 

補助職員（警備
員・清掃員他）の
採用・配置 

自校で雇用（以前は SDEJTが雇
用しているケースもあった） 

コミュニティが雇用 
（給与はコミュニティが負担） 

自校で雇用 
（給与は自校予算） 

予算 政府予算、学校直接支援金
（ADE）、学費等にて運営 

コミュニティ自身の予算で運営
（ADE 不受給）  
ただし、状況により SDEJT（政
府）が支援する場合もある 

自校の予算で運営（ADE 不受
給） 

税金 納税義務なし 納税義務なし 納税義務あり 

出典： ザンベジア州教育人間開発局（DPEDHZ）での聞き取り調査結果（2018 年 4 月）より調査団作成 

                                                           
23 MINEDH (2017）, 教育統計 Levantamento Escolar 2017, :p.14, 51, 58 
24 Mocuba 中学校での聞き取り調査による。（2018 年 4 月） 
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また、先述の GER の上昇から伺えるように、これまで入学機会を得られなかった学齢期を超

えた入学者も増加している。これら成人学習者を対象に夜間シフトが開設され、多くの中学校

は、3 シフトで運営されているが、3 シフト制での運用は各シフトの授業時間数の短縮や教員の

負担増加を招き、夜間シフトの最後の授業では教員の疲弊により、自習となる場合が多い等、

教育の質の低下につながる25。加えて、学齢期であっても昼間の午前・午後シフトに空席がな

く、夜間シフトに通わざるを得ない学齢期の生徒もおり、周りの環境（成人であるために酒や

タバコを嗜む生徒がいる）や帰宅時の安全に懸念を抱く保護者も多い26。 

また、遠方に住み毎日の通学が難しい生徒への対応として、遠隔教育センターを設立し、「遠

隔教育（通信教育）による前期中等教育プログラム」（以下、「PESD」）の提供も行っている。

同センターは、基本的には小・中学校の１教室が割り当てられる形で、開設されている。PESD

に入学した生徒は、遠隔教育用教材を受け取り、自宅で勉強し、質問があれば遠隔教育センタ

ーのある学校に行き、教員からの指導を受けることができる。また、修了試験も遠隔教育セン

ターで、他通学生徒と同様に受験することとなる。2017 年度には全国に 293 ヶ所設置されてお

り、31,968 人の生徒が通っている27。2015 年には PESD 在籍生徒の割合が 3.6%であるが、PO 

2016-2019 では 2019 年までに 5.0%にまで拡大することを目標としている。 

 5) 教員配置状況 

2017 年における中等教育の教員数は ESG1 で 15,819 人（内、有資格教員 14,908 人）、ESG2

で 6,571 人（内、有資格教員 6,334 人）である。また、応募の段階で女性の数が少ないことや、

男性に比べて地方に異動することに抵抗があるという理由から28、女性教員の割合は、ESG1 で

23.4%、ESG2 で 19.6％に止まり、圧倒的に男性教員のほうが多い。 

表 1-6 州別中等教育教員人数（2017 年、公立のみ） 

 ESG1 ESG2 

教員数 女性 割合 有資格 割合 教員数 女性 割合 有資格 割合 

北
部 

カーボ・デルガド州 757 110 14.5% 685 90.5% 320 51 15.9% 303 94.7% 

ナンプラ州 2,208 435 19.7% 2,147 97.2% 1,018 177 17.4% 1,005 98.7% 

ニアサ州 951 211 22.2% 920 96.7% 453 87 19.2% 440 97.1% 

小計（北部） 3,916 756 19.3% 3,752 95.8% 1,281 222 17.3% 1,243 97.0% 

中
部 

マニカ州 1,420 258 18.2% 1,351 95.1% 606 86 14.2% 586 96.7% 

ソファラ州 1,221 296 24.2% 1,195 97.9% 508 84 16.5% 500 98.4% 

テテ州 1,301 286 22.0% 1,251 96.2% 438 67 15.3% 421 96.1% 

ザンベジア州 2,006 360 17.9% 1,856 92.5% 899 172 19.1% 862 95.9% 

小計（中部） 5,948 1,200 20.2% 5,653 95.0% 2,961 502 17.0% 2,874 97.1% 

南
部 

ガザ州 1,440 392 27.2% 1,284 89.2% 479 96 20.0% 451 94.2% 

イニャンバネ州 1,908 537 28.1% 1,682 88.2% 840 181 21.5% 784 93.3% 

マプト州 1,295 414 32.0% 1,261 97.4% 402 113 28.1% 398 99.0% 

マプト市 1,312 407 31.0% 1,276 97.3% 608 177 29.1% 584 96.1% 

小計（南部） 5,955 1,750 29.4% 5,503 92.4% 2,329 567 24.3% 2,217 95.2% 

 合計 15,819 3,706 23.4% 14,908 94.2% 6,571 1,291 19.6% 6,334 96.4% 

出典：教育統計 Levantamento Escolar 2017 

                                                           
25 25 de Setembro 中学校（Quelimane 市）での聞き取り調査による。（2018 年 4 月） 
26 Josina Machel 中学校（Mocuba 市）での聞き取りによる。（2018 年 4 月） 
27 教育統計 Levantamento Escolar 2017（p.53） 
28 MINEDH 人材局での聞き取り調査による。（2018 年 4 月） 
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地域別にみると、南部では女性教員の割合が高く、北部で低いことがわかる。一方で、南部

の 2 州（ガザ、イニャンバネ）を除き、いずれの州においても有資格教員の割合が 9 割以上で

あることがわかる。 

中等教員の新規採用人数は、例年 5 月に各郡の SDEJT の要望を DPEDH が、6 月に各州の

DPEDH の要望を MINEDH が集約し、12 月に MINEDH と「経済財務省」（以下、「MEF」）

が次年度の予算状況を踏まえて協議し、決定する。次年度 1 月に、MINEDH から各 DPEDH に

採用人数（上限数）が通達され、各 DPEDH がそれらの人数を各郡・各科目に割り振り、募集

要項として公開する。同募集要項に基づき、各 SDEJT が教員を採用することとなる。各州・各

郡の中等教員の割り振りの基準となるのは、教員の週当り授業時間数であり、各地域の教員数

とクラス数（総授業時間数）にて算出され、省令 61 /2003 号により規定されている教員の標準

授業時間（ESG1 で 24 時間/週、ESG2 で 20 時間/週、いずれも最大授業時間は 35 時間/週）との

比較により判断されている。所定の授業時間に満たない教員は、複数のシフトや学校を掛け持

ちすることで、必要授業時間数を満たしている。 

2014 年以降の採用計画と実績は、表 1-7 のとおりである。MINEDH「人材局」（以下、「DRH」）

によると、初等・中等教員を合わせて毎年 8,000 人の新規採用を目標にしているが、2018 年度

は同国の経済・財政危機を受け採用人数が 5,013 人まで減少した。また、初等教員の人数が未

だ不足状態であるため、初等教員の採用に重きが置かれていること、中等教員 1 人当りの給与

単価が初等教員よりも割高であることから、例年、中等教員の採用数は初等教員に比べて少な

い29。2018 年度はその傾向がさらに顕著であり、全国教員採用数（5,031 人）のうち、中等教員

採用数は 165 人と、全体のわずか 3.3%に留まった。 

表 1-7 州別中等教員採用計画と実績 

 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 

北
部 

カーボ・デルガド州 47 51 28 27 18 18 35 35 6 6 

ナンプラ州 439 206 91 91 98 104 108 108 20 20 

ニアサ州 28 30 16 17 15 15 39 39 6 6 

中
部 

マニカ州 45 46 49 49 100 100 94 94 10 10 

ソファラ州 265 210 63 92 68 68 73 73 10 10 

テテ州 99 82 99 113 96 96 94 94 10 10 

ザンベジア州 693 693 118 118 107 107 231 224 20 20 

南
部 

ガザ州 124 70 129 129 88 88 75 75 10 10 

イニャンバネ州 145 145 87 113 79 79 87 87 10 10 

マプト州 10 10 104 104 85 85 94 91 33 33 

マプト市 23 23 40 36 40 40 70 70 30 30 

 合計 1,918 1,566 824 889 794 800 1,000 990 165 165 

出典：MINEDH-DRH 提供データによる 

 

 6) 中等教員養成状況 

中等教員養成を主に担っている各高等教育機関における教育学専攻課程の入学者数、在籍者

数、卒業者数を表 1-8 に示す。全国で年間 1,000～2,000 人の中等教員採用計画に対して毎年 5,000

人を超える卒業生を輩出しており、将来も含めて量的な不足はないと考えられる。本計画対象

                                                           
29 DRH での聞き取り調査による。（2018 年 4 月） 
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のザンベジア州には中等教員養成の中核を担う UP Quelimane 校が置かれており、2017 年には

344 人（うち女子 196 人）30の卒業生を輩出している。 

表 1-8 高等教育機関における教育学専攻学生数 

専攻（教育） 

学生数 入学者数 卒業者数 

公立+私立 公立 公立+私立 公立 公立+私立 公立 

男女 
合計 

女子 
のみ 

男女 
合計 

男女 
合計 

女子 
のみ 

男女 
合計 

男女 
合計 

女子 
のみ 

男女 
合計 

全国 

2017 52,461  22,284  36,373  16,074   7,000   9,368   5,233   2,166   4,275  

2016 50,719  21,601  35,819  13,180   5,945   8,291   5,618   2,657   4,411  

2015 45,576  18,467  34,037  14,422   6,373   9,314   4,388   1,674   3,047  

ザンベジア州 2015  3,280   997   3,247   933   331   901   355   123   333  

出典：MCTESTP, Dados Estatísticos sobre o Ensino Superior  

 

 7) 前期中等教育（ESG1）カリキュラムとスクールカレンダー 

前期中等教育のカリキュラムは、INDE にて作成されており、現行のカリキュラムは 2007 年

に改訂されたものである。同カリキュラムは、生徒中心型授業、日常生活に活かせる実践スキ

ルの養成を図り、事業経営や農業畜産といった職業技術系科目や IT 科目が取り入れられている

ことが特徴である。学習する科目と、標準的な週間授業時間数は表 1-9 のとおりである。 

表 1-9 前期中等教育（ESG1）カリキュラム（2007 年版）の科目授業時間数 

科目 

週間授業時間数 

備考 8 年生
（G8） 

9 年生 
（G9） 

10 年生 
（G10） 

ポルトガル語 5 4 4 *1 1 科目選択である。 
*2 DINES 学校運営管理課長のインタビューに
より、実際中学校で行われている授業を踏ま
え、授業時間を調整済み（カリキュラムからの変
更は、「事業経営」を 9 年生から（カリキュラムで
は 8 年生から）、「農業畜産」を 8 年生から（カリ
キュラムでは 9 年生から）、上記*1 選択科目のう
ち主に教えられている仏語を 8 年生に追加（カリ
キュラムでは 9 年生からの選択）した。 
 
 

英語 3 3 2 

仏語/モザンビーク語/舞台芸術*1 (2) (2) (2) 

歴史 2 2 2 

地理 2 2 2 

数学 5 4 4 

生物 2 2 2 

化学 2 2 2 

物理 2 2 2 

IT   2 

美術 2 2 2 

体育 2 2 2 

事業経営  2 2 

農業畜産 2 2 2 

クラス会議 1 1 1 

合計 32 32 33 

出典：Plano Curricular do Ensino Secundário Geral, 2007 

  

モ国の中等教育は、3 学期制となる。2018 年度の年間スケジュールは、表 1-10 に示すとおり

であり、年間を通して 38 週間の授業期間がある。また 3 学期の終了時には、ESG1・ESG2 の最

終学年（10 年生（G10）・12 年生（G12））の修了試験がある。修了試験の科目は、数学・ポ

ルトガル語・英語の 3 科目に加え、物理・生物・歴史・地理等の科目から 2 科目が選択され合

                                                           
30 UP Quelimane 提供資料より（2018 年 4 月） 
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計 5 科目で実施される（選択される 2 科目は試験日前に発表される）。また、試験不合格者に

は再試験が用意されており、再試験が不合格になると、落第となる31。 

 

表 1-10 中等教育の年間スケジュール（2018 年） 

 時期 授業時間 

準備 
2017 年 12 月 15 日 ～ 2018 年 1 月 9 日 登録期間 

（ ～ 1 月 30 日） （前年度の年間教育学的業績の分析） 

1 学期 

  2 月 2 日 開校式 

2018 年 2 月 5 日 ～ 5 月 4 日 授業 （13 週間） 

5 月 7 日 ～ 5 月 11 日 休暇期間 

2 学期 
5 月 14 日 ～ 8 月 10 日 授業 （13 週間） 

8 月 13 日 ～ 8 月 24 日 休暇期間 

3 学期 

8 月 27 日 ～ 11 月 16 日 授業 （12 週間） 

11 月 19 日 ～ 11 月 22 日 各学年の評価期間 

11 月 26 日 ～ 11 月 28 日 10 年生・12 年生修了試験 

  12 月 6 日 10 年生・12 年生修了試験結果発表 

12 月 10 日 ～ 12 月 14 日 10 年生・12 年生修了試験（再試験） 

  12 月 21 日 10 年生・12 年生修了試験（再試験）結果発表 

 （2018 年 12 月 28 日 ～ 2019 年 1 月 27 日） （教員の休暇期間） 

出典：MINEDH より入手した学校カレンダーに基づき調査団作成 

 

また、一般的な中学校の授業時間は、表 1-11 のとおりである。 

表 1-11 一般的な中学校の授業時間 

シフト 開始時刻 終了時刻 授業時間 

昼間（午前）シフト 7:00 12:00 
45 分授業×6 時限 

授業間に 5 分間（3 限目終わりのみ 10 分間）の休憩がある。 

昼間（午後）シフト 12:30 17:30 
45 分授業×6 時限 

授業間に 5 分間（3 限目終わりのみ 10 分間）の休憩がある。 

夜間シフト 17:45 21:50 
45 分授業×5 時限 

授業間に 5 分間の休憩がある。 

出典：Nicoadala 中学校の 2017 年度時間割に基づき調査団作成 

 

上記授業時間では、週に 30 時限（夜間シフトは 25 時限）の授業しか確保することができず、

現行カリキュラムの定める週間授業時間数（32 時間または 33 時間）を消化することはできな

い。また、夜間シフトでは昼間（午前・午後）シフトに比べ教員や教室が不足しており、学習

達成度は昼間（午前・午後）シフト生徒に比べて 10%程度低いことが報告されている32。加え

て、職業技術系科目や芸術系科目（音楽・美術）を教える教員が不足しており、同科目の授業

が形骸化しているという課題もあり33、教育の質の向上に向けたカリキュラムの改訂が検討さ

れている。カリキュラムの改訂は、PEE 2012-2016 及び PO 2016-2019 でも言及されており、限

りある人的資源（教員）の現状（人数や資格）に適い、基礎教育としての土台を築くことがで

きるよう、合理的かつ持続的なカリキュラムへの改訂が目標とされている。2018 年 8 月より、

INDE にて中等教育カリキュラムの改訂作業が開始されている34。例えば、教員の不足を補い、

                                                           
31 DINES 学校運営課長への聞き取り調査による。（2018 年 7 月） 
32 PEE 2012-2016 
33 INDE カリキュラム開発課長への聞き取り調査による。（2018 年 4 月） 
34 INDE 局長への聞き取り調査による。（2018 年 7 月） 
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柔軟に対応できるようにするため、「農業畜産」のような技術系科目は農業省など他省の管轄

とし、中等一般教育からは削除する。また教員が不足している芸術系科目などは削除する。さ

らに生物・物理・化学は「理科」に、歴史・地理は「社会」に等、いくつかの科目を 1 科目に

統合し、ESG1 での学習科目を、8 科目（ポルトガル語、英語、モザンビーク現地語、数学、理

科、社会、体育、IT）程度とし、週当りの学習時間を 30 時間とする改訂案が出されている。新

カリキュラムは、2023 年の 7 年生（G7：新 SNE における ESG1 開始学年）から適用される予

定である。一方で、現行の教員養成課程では、例えば「生物」の教員は「生物」の訓練しか受

けておらず、「物理」や「化学」を扱う「理科」を指導するだけの十分な能力を必ずしも有し

ているとは言えない。このため、改定されたカリキュラムの運用にあたっては、教員の教授法

に係る対策が必要である。 

(3) 女子生徒と障がい児の教育 

女子の就学に関しては、前述の GER に対する GPI の増加（初等教育で 0.71（1997 年）から

0.92（2017 年）、ESG1 は 0.72（1997 年）から 0.95（2017 年）、ESG2 は 0.65（1997 年）から

0.98（2017 年））からわかるように、就学者に占める女子生徒の割合は近年上昇しており、教

育への公正なアクセスが実現されつつあると言える。また、教育の内部効率性として進級・進

学率に目を向けると、サイクルの切れ目である 5 年生（G5）、7 年生（G7）、10 年生（G10）

で大きく落ち込んでいるが、これは全体（男女）の進級率・進学率と同じ傾向であり、女子の

みが進級・進学率が著しく低いというわけではない（図 1-9 参照）。また、2010 年、2015 年、

2017 年の女子生徒の進級・進学率を見てみると、2017 年には、進級・進学率が向上しているこ

とがわかる。 

 

注） 進級・進学率は UNESCO の算出方法に則り、当該年度（t 年）の生徒数に対する当該年度翌年（t+1 年）の新規生徒

数（落第者を除く）の割合を算出した。 

出典：DIPLAC 提供データにより調査団作成 

図 1-9 女子生徒の進級率・進学率 

障がい児の教育については、1990 年の「万人のための世界会議」で宣言された万人のための

教育に則り、1998 年に「インクルーシブ学校」として 11 校の学校が指定され、障がい児を通

常校に受け入れる体制づくりが開始された。1999 年には省令 20/99 号（障がい者のための政策）

において、MINEDH が障がいを持つ子どもたちが適切な環境の中で就学を実現するための責任

（2017 年地域別） （2010,2015,2017 年） 
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をもつことが明言され、2007 年には国際的な障害者権利条約に署名、2012 年には同条約を批准

した。従来、障がい児の教育は、初等教育局内の特別教育課が担当していたが、初等教育全体

を扱う包括的な局では、他の優先課題に予算や労力が割かれ、上記の潮流に則った障がい児の

ための教育に対する取り組みにまで手が回らず、その目標を達成することが難しい状況が続い

た。このため 2008 年には、障がい児のための教育の促進を専門的に扱う「特別教育部」（以下、

「DEE」）として独立し、MINEDH 内において他部署と並列の立場となった35。2011 年には、

「インクルーシブ教育リソースセンター」（以下、「CREI」）が北部（ナンプラ州）、中部（テ

テ州）、南部（ガザ州）に各 1 校設立され、主に重度の障がいを持つ子どもたちが通学する寄

宿学校として障がい児の受け入れが開始された。CREI には、障がいを持たない子どもたちも通

学し、公立学校としての機能も果たしている。 

モ国における障がい児に関するデータはまだ不明確なものが多く、公式なデータとして公表

されているものは少ない。表 1-12 は、DEE が把握している 2017 年における国内の障がい児数

を示したものである。 

表 1-12 モ国内の障がい児人数（障がい種別・2017 年度） 

 視覚障がい 聴覚障がい 肢体不自由 言語障がい 重複障がい 合計 

北部 5,772 10,953 4,451 7,035 2,830 31,041 

中部 6,619 12,514 5,693 8,329 2,947 36,102 

南部 2,312 1,921 2,523 3,072 1,643 11,471 

合計 14,703 25,388 12,667 18,436 7,420 78,614 

出典： MINEDH DEE 提供資料より調査団作成 

 

障がい児は、通常学校や CREI の他、全国に 9 校36ある特別学校に通学している。国家の戦略

としてインクルーシブ教育が推進されており、原則として、すべての通常学校に対して障がい

児の受け入れが求められている。しかしながら、施設・設備の不足、教員の能力の不足から、

障がい児を受け入れている学校は限られているのが現状である。例えば、肢体不自由があり、

車いすで移動する生徒が入るだけの幅があるトイレがないという施設面の不備だけではなく、

便座が汚れている、水が流れないなどの理由から、便器以外の場所で排泄する生徒も多く、床

が汚れているために、車いすを持たずに地面を這って移動する生徒がトイレに行けないなど、

施設そのものだけではなく、その維持管理状態や使用方法にも改善が必要である。 

2018 年現在、「政府 5 ヶ年計画」（以下、「PQG」） 2015-2019、PEE 2012-2016 の他、「第

2 次障害分野国家計画」（PNAD II 2012-2019）において、障がい者の平等権の確保、公平な社

会参加の促進が大目標とされ、就学前の子どもへの医療・家族へのサポート体制の確立、基礎

教育におけるインクルーシブ教育の拡大、そして職業訓練を通した障がい者の専門能力の育成

等の戦略が記載されている。また、「国際連合児童基金」（以下、「UNICEF」）の支援のもと、

「インクルーシブ教育と障がい児の育成のための戦略」（以下、「EEIDCD」）の最終案が策

定されており、2018 年中に施行される予定である。表 1-13 に EEIDCD 最終案の概要を示す。 

 

                                                           
35 MINEDH DEE での聞き取り調査による。（2018 年 7 月） 
36 同上 
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表 1-13 EEIDCD 最終案の概要 

【目標】 

・ 障がい者への意識の変容を通し、障がい者の権利を尊重することで、よりインクルーシブな社会を築く 

・ 障がい者の一生を通した、包括的でインクルーシブな育成を促進する 

・ 障がい児の通常校への通学を促進する 

・ アクセスの促進、多様性に応じた教授法の取り入れなどにより、モ国の教育制度をよりインクルーシブ

とする 

・ 障がい児が同学年の児童・生徒と公平に共に学べると感じることができるようにする 

・ 障がい児・者の学習のペースを尊重する 

・ インクルーシブな学校・社会を実現するため、専門家の能力向上を図る 

・ 障がい児・者の支援のため、異なるセクター、組織、関係者間での良い関係性を確立する 

【介入領域】 【各介入領域の主な内容】 

障がい児の早期からの内包・ 

発達 

早期療育体制の確立と家族への心理的・社会的・経済的支援 

価値観と態度の変容 コミュニティの啓発による障がい者の尊厳と権利の尊重、差別の排除 

教員やその他専門家の訓練 初等・中等教員養成カリキュラムにインクルーシブ教育の内容を導入する 

学校レベルでの変化 障がい児の受け入れ、1 クラス当りの人数の削減 

ネットワークの構築と対応 CREI・特別学校・NGO・コミュニティ・家族等の各関係者の対応とネットワ

ーク構築 

出典： MINEDH DEE 提供資料（2018 年 7 月）を調査団が要約 

 

(4) ザンベジア州の中等教育の現状と課題 

ザンベジア州は国内で 2 番目の面積・人口を有する州である（2017 年人口センサスでは、州

人口数は 5,110,787 人であり、国全体の 18%を占める）。ESG1 を有する中学校数は 2005 年の

42 校（内、公立 37 校）から、2017 年には 79 校（内、公立 69 校）までほぼ 2 倍に増加した37。

2017 年における中等教育の GER は ESG1 で 25.4%（女子 21.5％）、ESG2 で 16.7%（女子 14.7%）、

また NER は ESG1 で 9.7%（女子 9.0％）、ESG2 で 4.0%（女子 3.8%）であり、いずれの値も全

国平均に比べて低い38。同州の各郡の就学事情を表 1-14 に示す。同表から、州都である Quelimane

市及び Quelimane 市に隣接する Nicoadala 郡では GER が全国平均を上回る一方で、Derre 郡や

Molumbo 郡など、地方部では GER が 10%に満たないなど、地域間格差が大きいことがわかる。 

1 教室当り生徒数39は、ザンベジア州全体で ESG1：139.2 人、ESG2：83.5 人と、省令40に記載

されている標準人数（ESG1で45人、ESG2で40人）の2倍以上となっている。上記2郡（Quelimane

郡と Nicoadala 郡）に関しても、GER は高いものの、1 教室当りの生徒数が多く、適切な学習環

境で生徒が学んでいる状態とは言えない。 

ザンベジア州では、20 校の中学校が PESD を有しており、1,647 人の生徒が在籍している41。

近年、ザンベジア州の人口は増加傾向にあり、初等教育の修了率も上昇傾向（2013 年~2017 年

の 5 年間平均：3.0%上昇）にあることから、中等教育施設の需要は大きい。 

                                                           
37 DPEDHZ (2018), 教育統計, Levantamento Escolar 2017 （DPEDHZ より入手分） による。 
38 DIPLAC 統計課提供データ 
39 公立学校のみで計算 
40 省令 61/2003 号、第 65 条 
41 ザンベジア州事前質問票による 
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表 1-14 ザンベジア州の教育事情（2017 年、昼間・夜間シフト、公立・私立含む） 

郡（District） 

ESG1 ESG2 

公立 
学校数/恒
久教室数

*1 

学齢 
人口*2 

就学者 
数*1 

GER*3 1教室
当り 
生徒数 

公立 
学校数/恒
久教室数

*1 

学齢 
人口*2 

就学者 
数*1 

GER*3 1教室
当り 
生徒数 

Alto Molócué 4 45 25,773 5,703 22.1% 126.7 2 37 13,998 1,890 13.5% 51.1 

Chinde 2 21 6,185 1,884 30.5% 89.7 2 21 3,547 817 23.0% 38.9 

Derre 1 3 7,825 496 6.3% 165.3 1 3 4,487 201 4.5% 67.0 

Gilé 5 38 18,148 3,186 17.6% 83.8 2 26 9,075 1,159 12.8% 44.6 

Gurué 3 48 30,490 5,173 17.0% 107.8 2 36 17,485 2,293 13.1% 63.7 

Ile 2 11 13,656 2,459 18.0% 223.5 1 9 7,831 935 11.9% 103.9 

Inhassungue 4 18 7,075 2,196 31.0% 122.0 1 7 4,533 808 17.8% 115.4 

Luabo 1 7 3,915 1,138 29.1% 162.6 1 7 2,225 512 23.0% 73.1 

Lugela 2 17 13,121 1,353 10.3% 79.6 1 12 6,434 472 7.3% 39.3 

Maganja da 
Costa 

1 15 13,276 3,622 27.3% 241.5 1 15 7,613 1,194 15.7% 79.6 

Milange 3 27 44,805 5,778 12.9% 214.0 1 15 25,693 1,459 5.7% 97.3 

Mocuba 6 49 31,286 9,004 28.8% 183.8 NA NA 17,670 4,004 22.7%  

Mocubela 2 10 8,030 1,024 12.8% 102.4 1 5 4,605 291 6.3% 58.2 

Molumbo 1 13 24,033 1,383 5.8% 106.4 1 13 13,782 217 1.6% 16.7 

Mopeia 4 17 9,626 2,137 22.2% 125.7 1 5 5,379 685 12.7% 137.0 

Morrumbala 4 26 27,537 2,902 10.5% 111.6 2 21 15,791 823 5.2% 39.2 

Mulevala 1 5 7,690 808 10.5% 161.6 1 5 4,410 126 2.9% 25.2 

Namacurra 3 37 19,108 4,170 21.8% 112.7 2 32 11,731 1,779 15.2% 55.6 

Namarroi 3 20 10,660 1,130 10.6% 56.5 1 10 5,178 797 15.4% 79.7 

Nicoadala 3 46 13,095 6,320 48.3% 137.4 2 35 7,510 2,702 36.0% 77.2 

Pebane 4 32 13,451 3,213 23.9% 100.4 2 19 7,648 1,135 14.8% 59.7 

Quelimane*4 10 106 25,341 19,993 78.9% 188.6 5 71 14,532 9,417 64.8% 132.6 

ザンベジア州 69 611 374,126 85,072 22.7% 139.2 33 404 221,157 33,716 15.2% 83.5 

*1 学校数、教室数、就学者数は DPEDHZで入手した教育統計 Levantamento 2017の値を使用した。教室数には草葺

や仮設教室は含めず、恒久教室（コンクリートまたはレンガ造の教室）のみを計上した。 

*2 学齢人口は、2007年に行われた人口センサスの推計値をもとに ESG1（13歳~15歳）、ESG2（16・17歳）の人口を調

査団が算出した。 

*3 GERは上記調査団算出データをもとに計算したため、DIPLAC統計課提供データを基に算出した数値（表 1-3）との

間に若干の違いがある。 

*4 Quelimane郡については、Quelimane市を含む数値とした。 

＊網掛けは本調査対象郡を示す。 

 

ザンベジア州の中等教員養成の主な担い手は UP と、私立大学の「Catholic University of 

Mozambique」（以下、「UCM」）であるが、UCMには歴史や語学などの文系科目のみの教授

コースしかない。UP Quelimane 校が提供するプログラムは 29 コースであり、中等教育カリキ

ュラムにあるすべての教授法をカバーしている。その他、心理学、地理学、基礎教育、就学前

教育の教授法コースと、法律、農業、ビジネスマネージメント、ICTなどの専門コースがある。

UP Quelimane校には Quelimane、Mocuba、Guruéの 3郡にリソースセンター（遠隔教育センタ

ー）があり、センターにより開設コースは異なるが、中等教員資格を取得することができ、地

方部における中等教育資格提供機関として大きな役割を担っている。初等教育現職教員を対象

としたアップグレード研修も行っているが、科目専攻ではなく、教授法一般の訓練であり、中

等教育教員になるためのコースではない。UP Quelimane校では、留年も含め、卒業までに要す

る平均年数は 6年間であり、毎年平均 700人程度の卒業生を輩出している。しかし、先述した
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ように MINEDH の予算が限られていることから中等教員の採用人数が少なく、卒業後も教職に

つけない学生も多い42。 

UP Quelimane 校は現在、MINEDH と連携し、中学校を支援するプロジェクトを開始しており、

実験室などの基本的な設備や施設が整っている中学校をパートナー校とし、UP が技術的な支援

（例：理科実験についての教員トレーニング）、経済的な支援（例：実験器具や薬品の購入等）

を行っている43。 

 

(5) 調査対象郡及びサイト周辺の教育事情 

 1) 概要 

調査対象 5 郡はザンベジア州中央の沿岸部から中部丘陵部に連なる地域を占め、Quelimane、

Mocuba の 2 市を中心に人口が集中する地域である。Quelimane 郡（市部含む）及び Namacurra

郡以外の Nicoadala 郡、Mocuba 郡及び Lugela 郡は、過去 10 年間にわたり州平均を上回る人口

増加を記録している。教育状況を見ると、初等教育については、GER はいずれも 100%を上回

り、都市部（Quelimane 郡（市部含む）、Mocuba 郡）と農村部（Lugela 郡、Namacurra 郡）で

若干の差はみられるものの、全生徒数に対する女子の割合、クラス当りの生徒数等には大きな

格差は見られない。 

表 1-15 調査対象郡の社会・教育事情（2017 年） 

郡 
センサス人口 10 年間の 

人口増加 

年平均 

人口増 

学齢人口 面積 人口密度 

（人/km2） 

人口/ 

小学校数 2007 *2 2017 *3 EP（6-12 才） ESG1（13-15 才） (km2) 

Zambezia 州 3,849,455 5,110,787 32.8% 2.87% 1,031,169 374,124 103,478 49.4 1,674 

Quelimane*1  303,238 349,842 15.4% 1.44% 69,960 25,341 1,498 233.5 3,887 

Lugela 135,485 188,659 39.2% 3.37% 38,816 13,121 6,149 30.7 972 

Mocuba 300,628 422,681 40.6% 3.47% 84,798 31,286 8,802 48.0 1,895 

Namacurra 186,410 242,126 29.9% 2.65% 47,687 19,108 2,027 119.5 2,069 

Nicoadala*1 121,955 180,686 48.2% 4.01% 36,150 13,095 2,016 89.6 1,986 

*1：2014 年の区域変更以降の区域に補正した。 

*2：2007 年センサス集計値（統計処理を加えた確定値が公表されているが行政区（PA）別のデータを得るため集計値を採用した）と

した。 

*3：2017 年センサス速報値とした。 

 
 

郡 初等教育（EP1+EP2） 中等教育（ESG1） 中等教育（ESG2） 

  
学校 

数*4 

児童数 

*5 

女子 

割合 

生徒 

/クラス 

学校 

数*4 

生徒
数*5 

女子 

割合 

生徒 

/クラス 

学校 

数*4 

生徒数
*5 

女子 

割合 

生徒 

/クラス 

Zambezia 州 2,983(11) 1,395,264 46.9% 51.5  80 (11) 85,072 42.2% 62.3  41(5) 33,716 43.8% 56.6 

Quelimane 91 (8) 79,514 50.0% 53.2  18(8) 19,993 48.3% 60.2  9(4) 9,417 49.5% 62.4 

Lugela 195 (1) 58,763 47.2% 45.9  3(1) 1,353 33.0% 38.7  1 472 43.0% 42.9 

Mocuba 225 (1) 125,845 48.2% 54.8  6 9,004 47.7% 70.3  2 4,004 46.0% 61.6 

Namacurra 118 53,997 45.4% 48.0  3 4,170 40.8% 61.3  2 1,779 41.5% 55.6 

Nicoadala 93 49,897 47.8% 51.7  3 6,320 40.3% 87.8  2 2,702 42.4% 56.3 

*4：学校数は、児童数・生徒数を確認した教育統計 Levantamento 2017_Aluno を参照したため、前表で参照した同教育統計

_Salas_Escolas に示される数値とは一部齟齬がある。（ ）の数値は、学校数の内コミュニティ立・私立の学校数を示す。 

*5：児童数・生徒数は、教育統計 Levantamento 2017 の値を採用した。 

 

                                                           
42 UP Quelimane 校での聞き取り調査による。（2018 年 4 月） 
43 同上 
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 2) Mocuba 郡 

Mocuba 郡は自治権を保有する Mocuba 市とそれ以外の郡部（東部の「行政区」（以下、「PA」） 

Mugeba と、西部の PA Namajavira）に分かれる。Mocuba 市は人口約 23 万人のモ国第 8 位の都

市で、ザンベジア州の中心を占め、南北幹線を構成する N104、北は Lugela に向う EN229、西

は Milange を介してマラウイの商都ブランタイヤと結ぶ N7 が集まり、鉄道や水運も集中して周

辺地域の経済・社会のハブとなっている。過去 10 年間（2007～17 年）の人口増は 40.6％と高

く、都市部への人口集中が進んでいる。 

 

Mocuba市部には現在ほぼ3km圏内に4校の既存中学校が立地しており（北からSamora Machel

（ESG1/2）、Mocuba（ESG1/2）、Josina Machel（ESG1）及び Maglamelo（ESG1））、対象サ

イトは Maglamelo 校の更に 2km 程南の Macovine 地区に位置する。通学圏は相互に重なってお

り、市中心部に Lugela、Licungo 両河川を挟んで対面する Lugela 郡からの生徒の流入もある。

一方、農村部の PA（Mugeba 及び Namajavira）にはそれぞれ ESG1 の中学校が設置されており、

市部への生徒の流入は少ない。Mocuba 市内の学校はいずれも過密状況にあり、1 クラス当りの

生徒数（2017 年 ESG1）は平均 71.4 人に達する。生徒が多く、通常は学齢期を過ぎた成人の受

入れを優先する夜間クラスへ 8 年生（G8）を回さなければならない等の問題も起きている。 

 

 

 

 

 

図 1-10 Mocuba 郡計画サイト立地 
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 3) Quelimane 郡 

Quelimane 郡は、ザンベジア州の州都で

ある Quelimane 市と 2014 年の地方自治体

改編44で Nicoadala 郡から編入された PA 

Maquival で構成され、計画サイトは PA 

Maquival を構成する 5 つの地区の 1 つであ

る Nangoela 地区に位置する。同地区は

Quelimane 市の北東に連なる地域で急速に

都市化が進行しているエリアであり、近年

Quelimane 市では、新中央病院を始め、電

力・給水等、経済社会インフラの整備が進

んでいる。市外は行政権45が異なることも

あって現状では開発のペースは緩やかで

あるが、開発計画が描かれ、宅地等の開発

が進められて、従来の居住者（小農）に加

えて、過密状態で開発余地の限られた市内

からの移住者も増えつつある。Quelimane 郡の人口は過去 10 年間（2007～17 年）で 15.4%増と

州平均の半分以下の増加に止まっているが、Quelimane 市外の人口は大幅に増加している。 

Quelimane 郡には、2017 年時点で小学校 90 校（公立 82 校、コミュニティ立 3 校、私立 5 校）、

中学校 18 校（公立 10 校、コミュニティ立 2 校、私立 6 校）があり、うち市外部には小学校 55

校、中学校 2 校（すべて公立・ESG1）が立地する46。計画サイトから 10km 圏内に Maquival-sede、

Namuinho、Amor de Deus の 3 つの中学校があり、Nangoela 地区の生徒は現在これらの学校に通

っている。本計画対象校は主に同地区の生徒を対象とするとともに郡部北側の現在中学校への

アクセスのない広範なエリアに居住する生徒を受け入れる。また、過密状態の著しい Quelimane

市北部エリアからの進学も期待できる。 

 

 4) Nicoadala 郡 

Nicoadala 郡は Quelimane 市に隣接し、全域が PA Nicoadala となる。郡都 Nicoadala は南北幹

線である EN7 が Quelimane 市に向う EN470 と分岐する交通の要所で、Quelimane 市街の拡張に

よる人口増が大きく、過去 10 年間（2007～17 年）の人口増は 48.2％と調査対象郡の中では最

大である。郡内には小学校（すべて公立）91 校に対して郡都 Nicoadala と Quelimane 市・郡に

隣接する Namacata に ESG1/2 両課程を備える中学校が整備されている。対象サイトは Nicoadala

から西へ約 13km に位置し、Nicoadala 中学校の分校として小学校（EPC 4 de Outubro）に併設す

る形で、小学校施設を共用して中学校が開設されており、2018 年からは Licuar 中学校として独

立した運営が行われている。立地的には郡の中心に位置し、他の 2 校が Nicoadala 市部と

Quelimane 市に隣接する人口の集中する南東エリアをカバーするのに対して、主に中学校のな

                                                           
44 ザンベジア州では Quelimane 郡再編の他、既存の郡を PA 単位で分割して 5 郡が新設され、全 22 郡となった。 
45 Quelimane 市は Municipality として一定の自治権を有し、普通選挙で選出される市長が行政を管轄する。 
46 学校数は、DPEDHZ で入手した教育統計 Levantamento 2017 の値を使用した。 

図 1-11 Quelimane 郡計画サイト立地 
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い郡西半分の区域からの生徒を受け入れて

いる。同中学校には ESG1 課程のみが設置さ

れているが過密状態が著しく、１クラス当り

生徒数は 91 人（2017 年）に達している。尚、

Licuar 校から西へ約 8km の EPC Munhonha

にも Nicoadala 中学校の分校（ESG1）が置か

れているが、Licuar 校の整備後はその分校と

なる予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5) Lugela 郡 

Lugela郡はMocuba市の北に位置し、調査対象 5郡の中ではMocuba郡に次いで面積が大きく、

人口密度が最も低い（30.7 人/km2、2017 年）。一方、過去 10 年間（2007～17 年）の人口増加

は 39.2%で州平均を 6.5%上回り、Mocuba 郡と

同等となっている。同郡では内戦時に多くの住

民が政府軍の駐留する Mocuba 市側へ避難し、

和平成立後もその多くが残留したが、近年道路

や電力等のインフラ整備が進んだこともあり、

農地が容易に得られる Lugela 側に帰還又は移

住する住民が増えているためである。行政的に

は同郡は 4 つの PA で構成され、最南端が対象

サイトのある PA Munhamade、その北が郡都

Lugela のある PA Lugela-sede となる。 

Lugela 郡には山岳地帯に小村が散在する地理

的条件に対応して小学校 194 校（すべて公立）

が設立されている。1 校当りの人口は 972 人、

学齢人口（6－12 才）47に限れば 105 人に 1 校と

なり、小規模な学校が分散している。これに対

して公立中学校は、郡都Lugelaに1校（ESG1/2）、

PA Munhamade の南端にある Alto Lugela に 1 校

（ESG1）あるのみで、北部・西部を中心に中学

                                                           
47 INE、Zambezia 州年齢別人口推計を元に、2017 年の推計人口（6－12 才人口）/（Lugela 郡総人口）=21.00％

より推計 

図 1-12 Nicoadala 郡計画サイト立地 

図 1-13 Lugela 郡計画サイト立地 
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校へのアクセスのないエリアが多い。2015 年には北西部の PA Muabanama にアドベンチスト系

のコミュニティ学校（ESG1）が設立され、また、既存中学校の分校が PA Tacuane と PA 

Munhamade（EPC Erurune）に置かれてアクセスのないエリアをカバーしているが、ESG1 の GER

は僅か 10.3％（ザンベジア州 22 郡中 20 位）である。 

対象サイトである Alto Lugela 中学校は EPC Erurune に置かれた分校と併せて PA Munhamade

全域をカバーする。Alto Lugela 地区は Licungo 川と Lugela 川を境に三方を Mocuba 市に囲われ

ており、Mocuba 市内の中学校への越境入学も多い。周辺小学校の進学希望者のうち 2 割程度が

流出していると想定され、新校舎の建設によりそれが抑制されるものと期待されている。 

 

 6) Namacurra 郡 

小学校 117 校に対して PA Macuse に Bonifacio Gruveta 中学校（ESG1/2）と Mexixine 中学校

（ESG1）、及び郡都 Namacurra の Namacurra 中学校（ESG1/2）の、計 3 校の中学校が開設され

ている。このうち Bonifacio Gruveta 中学校は小学校教室を一部借用して運営されており、その

状態を解消するために国家予算による新校舎建設（10 教室）が進められている。対象サイトは

Namacurra 中学校からは国道沿いに北へ約 4.5km 離れた位置に存在する。PA Namacurra で最も

遠い小学校まで約 20km であり、想定される通学圏は PA 全体をカバーする形で Namacurra 中学

校とほぼ重なると考えられる。Namacurra 中学校は既存小学校を転用して開設されたため、教

室以外の必要諸室を欠いている他、1クラス当りの生徒数はESG1で 72人、ESG2では 63人（2017

年）に達して過密状況が著しい。 

  

図 1-14 Namacurra 郡計画サイト立地 
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1-1-2 開発計画 

(1) 国家開発計画 

モ国では、長期的な国家開発の方向性を示した「Agenda 2025 - The Nation’s Vision and 

Strategies」において、モ国の将来を担う人材育成の重要性が謳われ、中等教育は、これから社

会の生産活動に従事する若者と、既に社会の生産活動に従事している若者の両方にとっての包

括的なトレーニングを実施する期間・場所として、重要な意味合いを持つものと捉えられてい

る。同開発計画のもと、中期の政策目標と優先課題が PQG に定められている。また、「絶対貧

困削減行動計画」（PARPA）が PQG と併せて作成されていた（第 1 次：2001 年～2005 年、第

2 次：2005 年～2009 年、第 3 次：2011 年～2014 年（「貧困削減計画」（PARP）に名称変更））

が、2015 年以降は、PQG 2015-2019 の内容と重なるとの理由から、第 3 次の後継文書は作成さ

れず、中期計画は PQG 2015-2019 に統一されている48。 

PQG 2015-2019 では、①国家・平和・主権の強化、②人的・社会的資本の開発、③雇用の促

進と生産性・競争力の向上、④経済的・社会的インフラの開発、⑤天然資源と環境の持続的で

透明性のある管理の 5 つを最優先事項として掲げている。このうち、教育は、②人的・社会的

資本の開発のために重要な役割を担うとされ、戦略目標「人間開発に資する知識・技術・態度

の習得を実現できるインクルーシブで効率的・効果的な教育制度の促進」のもと、33 の具体的

な活動が記載されている。Agenda 2025 と PQG 2015-2019 の中等教育分野に関する主な記載は

表 1-16 のとおりである。 

表 1-16 Agenda 2025 と PQG 2015-2019 の主な中等教育に関する戦略と活動 

【Agenda 2025】 

（提案される戦略） 

・ カリキュラムをより社会・経済の現状に即したものとする 

・ 学校外活動や任意団体の立上げなどによって、より多様な教育の機会を提供できるようにする 

・ 各地区の初等教育修了者が進学できるよう、各郡に 1 校の前期中等学校の設立が必要である 

・ 国際社会への参画を見越し、英語やフランス語などの第 2 言語の能力を強化する 

・ 教育における IT の活用を推進する 

【PQG 2015-2019】 

（戦略目標） 

人間開発に資する知識・技術・態度の習得を実現できるインクルーシブで効率的・効果的な教

育制度の促進 

（戦略目標に対する主な活動） 

・ 初等教育における読み書き、計算の能力の習得を向上させる 

・ 特別な支援が必要な子どもの教育の機会を確保する 

・ 教員の能力・価値観・意欲を向上させる 

・ インクルーシブ教育に関する教員研修を強化する 

・ 初等・中等教員の教育心理学を習得する教員研修を強化する 

                                                           
48 DIPLAC 協力課での聞き取り調査による。（2018 年 5 月） 
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・ SNE の持続性を守る 

・ 教員の尊厳を向上させるため、教育セクターの勤務環境を改善する 

・ コミュニティからのアクセスを保障するため、小学校・中学校の数を増やす 

・ 中等教育、技術・職業教育、遠隔教育の機会を保障し、より効率的な教育へのアクセスを保証

する 

出典：Agenda 2025、PQG 2015-2019 

(2) 教育セクター開発計画 

教育セクターの基本計画となる PEEC 2006-2011 では、初等教育のアクセスの向上及び質の改

善が掲げられ、初等教育の修了率の改善が促進された。さらに、その後継文書として、教育分

野における指針やロジカルフレームワークが記載された PEE 2012-2016 が 2012 年 6 月に承認・

施行された。PEE 2012-2016 は教育の質の向上を通し、子どもの学びを促進させるため、図 1-15

のように 4 つの介入領域が設定されている。 

 

出典：PO 2016-2019 

図 1-15 PEE の 4 つの介入領域 

 

出典：PO 2016-2019 

図 1-16 教育分野開発計画に係る文書の関連図 

 

・清潔で安全で整備された教室

・意欲・教養を備えた教員の

適切な人数の確保

・自由に扱える教材

子どもの

学びへの

準備

良い学校

運営

指導-学習

プロセス

の効率性

十分な

リソース

・親の識字力

・学校とコミュニティの通信環境、

読書環境

・就学前教育 ・給食

・親の子どもの教育への参加

子どもの学び

・コンピテンシーベースの

カリキュラム

・生徒中心型授業

・教室内での教科書の使用

・生徒の学習支援

・教育の質の指標・水準

・校長のトレーニング

・管理ツールの調整

・内部監査

・学校運営委員会の強化

・アカウンタビリティの確保
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PEE 2012-2016 では、教育の各レベル（初等教育、中等教育、成人教育、高等教育など）別に

大目標（General Objective）が設定され、それを達成するための戦略目標が記載されており、同

戦略目標を達成するための取り組みが PO として策定される。PO では、戦略マトリックス 1（目

標と指標、そのための主要活動）と、戦略マトリックス 2（各主要活動のための具体的な活動、

スケジュール、予算、責任機関）の 2 つが対応するように記載されており、さらに年次毎の具

体的な活動を記載する「年次計画」（以下、「PdA」）が立てられ、毎年モニタリングと活動

の微調整が行われている（図 1-16 参照）。 

2014 年に行われた PQG 2010-2014 の評価と併せ、PEE 2012-2016 の中間評価も実施され、目

標年度である 2016 年までに主指標の達成は期待できないことが指摘された。例えば、2012 年

にはほぼすべての学齢児童が就学を達成している一方で、3 年生（G3）までの残存率が 7 割程

度に止まり、2013 年に行われた全国学力試験では、カリキュラムが求める水準に達した生徒が

たった 6.3%である等、主に初等教育分野における沈滞が原因であると述べられている49。同中

間評価の結果を受け、また同国の抱える教育分野の課題や優先事項に大きな変更がないことか

ら、ドナーを含む関係諸機関との協議のもと、PEE 2012-2016 は 2019 年まで延長されることと

なった。さらに、延長された 3 年間の計画として、いくつかの指標の見直しのもと、PO 2016-2019

が策定された。2018 年には、PEE 2012-2016 に対する外部評価の実施が予定されており、同評

価結果を踏まえ、2018 年終わりから 2019 年にかけ、次の PQG 2020-2024 及び後継 PEE 2020-2029

が策定される予定である50。 PEE 2020-2029 は、UNESCO の支援のもとで策定され、2019 年

11 月までに最終化される予定である。 

 

(3) 実行計画 2016-2019（PO 2016-2019） 

教育分野の最新の実行計画となる PO 2016-2019 は、PEE 2012-2016 に掲げられた大目標「内

部効率性と質、適切性を確保した、持続的で平等な統制された中等教育の拡大」と、そのため

の 3 つの戦略目標である「女子と障がい児に焦点を当てた中等教育の公正なアクセスの保障及

び統制された拡大」、「中等教育の質と適切性の向上51」、「学校運営能力の向上」について 3

年間の具体的な実行計画と評価指標、目標値を掲げている。中等教育分野の指標と目標値を表

1-17 に、主な活動項目を表 1-18 にまとめる。大目標の指標として PEE 2012-2016 では ESG1 の

就学率が指標として設定されていたが、2014 年に実施された同計画の中間評価時に、想定より

も就学率が改善されず、目標の達成が難しいと判断されたことから、PO 2016-2019 では教育の

質及び内部効率に焦点を置いた指標に見直され、ESG1 最終学年の修了率（試験合格率）が指

標に設定されている。 

 

 

                                                           
49 MINEDH (2017), Plano Operacional 2016-2019 
50 MINEDH (2017), Plano Operacional 2016-2019 
51 PO 2016-2019 では戦略目標 2 から「職業訓練ベースのカリキュラムの実施による」という文言が削除された。 
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表 1-17 PO 2016-2019 における中等教育分野の指標と目標値 

 指標 算出方法 
2015 

(基準年) 
2019 

（目標値） 

大
目
標 

内部効率性と質、適切性を確
保した、持続的で平等な統制
された中等教育の拡大 

ESG1 修了率 
ESG1 試験合格者数/ 
ESG1 の学期末生徒数 

61.1% 80.0% 

戦
略 
目
標 

【戦略目標 1】 
女子と障がい児に焦点を当
てた中等教育の公正なアクセ
スの保障及び統制された拡
大 

a) 10 年生 GER 
10 年生登録者数（学期
開始時生徒数）/ 
学齢期（15 歳）の人口 

41.7% 44.0% 

b) 
11 年生新規入学者率 11 年生登録者数-留年

者数/ 
学齢期（16 歳）の人口 

24.0% 27.0% 

11 年生新規入学者率（女子） 22.2% 24.0% 

【戦略目標 2】 
中等教育の質と適切性の向
上 

c) 

10 年生修了率（女子） 
（当該年度-1 年） 

10 年生試験合格者数/ 
10 年生学期末生徒数 

53.0% 57.0% 

12 年生修了率 
（当該年度-1 年）52 12 年生試験合格者数/ 

12 年生学期末生徒数 

49.1% 70.0% 

12 年生修了率（女子） 
（当該年度-1 年） 

55.0% 60.0% 

【戦略目標 3】 
学校運営能力の向上 

d) 研修を受けた校長の人数 － 115 人 200 人 

e) 
機能している学校運営委員会
の割合 

－ 0% 100% 

出典：PO 2016-2019 pp.96-97 

表 1-18 PO 2016-2019 における中等教育分野の目標と主要活動 

 目標 主要な実行計画 

戦略
目標 

1 

1 
地域のニーズを反映し、特別な支援を必要
とする生徒の就学に配慮した中学校の持続
可能な形での建設 

・ESG1 を優先したコミュニティに近接した 10-12 教室の小規
模学校の建設 

・学校インフラのメンテナンスと修繕の強化 

・ESG を付設する EPC 数の増加 

2 私立・コミュニティ立部門の参画の拡大促進 ・私立部門の中等教育参画メカニズムの確立 

3 
女子と障がい児に焦点を当てた奨学金の実
施継続 

・障がい児、女子児童等への奨学金授与 

・理数系選択の女子生徒へのインセンティブの創設 

4 遠隔教育の持続的な形での拡大 
・遠隔教育プログラム入学者数拡大 
・遠隔教育センターへの教材の配布 

5 独学の提供、制度化、監督 ・制度説明者の活動支援 

戦略
目標 

2 

6 
9 年間の基礎教育創設を念頭とした中等カ
リキュラムの見直し 

・新しいカリキュラムの開発と承認取得 

7 
横断的テーマに関する教科書、教材等のア
クセス確保 

・教科書・教材の配布 

8 数学、理科、社会の学術オリンピックの促進 
・移動科学教室を活用したノンフォーマルな理科教育イベント
の実施による生徒の関心向上 
・数学・理科・社会のオリンピックの開催による競争 

9 
数学と理科の生徒の学習向上のための戦
略構築 

・各国の自然科学および数学の科目における学生の学習の
測定 

10 
分野横断的で特別なニーズを必要とする生
徒へのケアを含む現職教員研修の実施 

・教員の学術的・教育心理学的な訓練 

11 
ICT 活用による教育プロセスでの学校情報
管理システム改善 

・視聴覚教育機材の学校への導入 

戦略
目標 

3 

12 
学校の計画立案、運営、管理に係る人材の
能力強化訓練実施 

・校長の訓練 

13 
学校レベルの計画におけるコミュニティ参加
のための環境改善 

・学校運営マニュアルの作成と配布 
・学校運営委員会の機能のモニタリング 

14 
家庭や民間部門の参画を含めた、中学校
の持続的な財政システムの確保 

・中学校における入学金、試験代などの標準化 

15 試験運営プロセスの統合と分権化 ・試験改革の統合 

16 中学校の規範の採用と適用 ・学校組織や教員の労働についての決まりの見直し 

出典：PO 2016-2019 pp.99-101 

                                                           
52 修了試験合格率は翌年度の算出となるため、特定の学年の修了率は、当該年度の 1 年前の数値を使用する。 
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PO 2016-2019 の中で、本計画に関連する施設整備に係る目標として、戦略目標 1.1 で 200 の

一般教室、20 の多目的教室53及び 56 の教員住居の建設が、掲げられている。また機材整備に関

しては戦略目標 2.7 で教科書をはじめとした教材の整備が掲げられ、その中で 60 の科学実験キ

ットも含まれている。また視聴覚機材は、戦略目標 2.11 で 80 校での整備が掲げられている。 

(4) 中等教育戦略

2015 年以前は、PEEC 2006-2011 及び PEE 2012-2016 のもとにサブセクター戦略として「中等

教育戦略計画」（以下、「EESG」）2009-2015 が策定されていた。しかしながら、教員養成や

中等教育などのサブセクター毎の戦略を個別に立てるよりも、1 つの戦略に集約したほうが効

率的であるという考えから、今後の各サブセクターの戦略は PO に集約されていく予定である54。

そのため、2016 年以降、EESG の後継文書は作成されていない。

1-1-3 社会経済状況

(1) 経済状況

モ国は、1 人当りの「国内総所得」（以下、「GNI」）が US$460（アフリカ諸国 54 ヶ国中

44 位）の低所得国である。同国経済は 1992 年の内戦終結以降、国際社会の支援と豊富な天然

資源を背景にしたメガプロジェクトにけん引され、ほぼ 20 年間に亘って年率 7%を上回る高成

長を続けてきた。しかし、2015 年以降、資源価格の低迷と天候不良による農業セクターの不振

を受けて経済成長は減速、2016 年には、国営企業に関連する巨額の非開示債務が発覚してモ国

財政を支えてきた国際機関やドナーからの財政支援が停止し、「国内総生産」（以下、「GDP」）

成長率（実質）は 3.8%に下落した。2017 年も財政の逼迫、金融引き締め、投資の低迷、債務問

題の影響等で GDP 成長率は 3.3%に止まり、今後も 3%前後の低成長が予想されている55。 

産業構造を見ると、サービス部門が GDP の 53.3%（2016 年、以下同じ）、雇用の 22%を占

めるが、国内需要の縮小を反映してその成長は鈍っている。また、GDP の 14.9%を占める工業

部門も建設需要の低迷等で不振が続いており、この間の経済成長は、旱魃の影響から急速に回

復しつつある農業部門と石炭輸出の大幅な増加があった鉱業部門に支えられている。農業部門

の GDP に占めるシェアは 24.9%で、雇用の 74.6%を吸収するが、そのほとんどが生産性の低い

自給自足的農業である。主要輸出作物はタバコ、バナナ、カシューナッツ、コットンである。

鉱業部門は GDP シェア 6.9%に拡大しており56、テテ州からナカラ回廊を通る石炭輸出ルートの

整備が着々と進んでいる。短期的にはこれら 2 部門の成長によって一定の経済成長が維持され

ると見られている57。 

53 以下、本報告書内では、特別教室を一般科目や課外活動にも利用されている調査結果を踏まえ、特別教室を

多目的教室と記載する。 

54 DINES での聞き取り調査による。（2018 年 4 月） 
55 AfDB (2018), “Mozambique Country Strategy Paper 2018 -2022” pp2-3 
56 同上 
57 OEC, https://atlas.media.mit.edu/en/ （最終アクセス日 2019 年 1 月 16 日） 

https://atlas.media.mit.edu/en/
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(2) 社会状況 

モ国では、2017 年に 10 年振りの国勢調査が行われ、その結果（速報値）が公表されている。

それによると、過去 10 年間でモ国の人口は約 1.4 倍、28.9 百万人に達した。マプト市を囲むマ

プト州で人口が倍増した他、ニアサ、ナンプラ、テテで 5 割を超える人口増となっている。モ

国の人口構成は、0～14 才人口が全人口の 45％を占めるピラミッド型で、合計特殊出生率は

5.2458と高く、10 年間の減少は 0.4 と僅かである。女性の半数が 18 歳までに婚姻又は出産する

とされ、特に農村部では早婚の慣習が強く残っている。 

モ国では、高い経済成長の下で 2003 年～2008 年には 54％であった貧困率は 2015 年には

49.2％に改善している。しかしながらこの間の経済成長は人口の増加に追い付くものではなく、

成長の恩恵は十分に行き渡ってはいない。逆に貧困ライン以下の状態にある人口の絶対数は増

加しており、農村部では依然として 70 万人以上が貧困状態にある。また、1996 年に 0.40 であ

った GINI 係数は 2015 年には 0.47 と悪化しており、特に近年の生活状態の改善は都市と農村間

の格差の拡大を招くものとなっている。南北間の地域的格差も拡大しており、経済成長がイン

クルーシブな形となっていないことが指摘されている。 

(3) 政治状況 

内戦終結以降、1994 年の第 1 回総選挙を経てモ国の政治状況は、比較的安定した状況にあっ

たが、2013 年、翌年の選挙を控えて政府軍による反対派勢力である「モザンビーク民族抵抗運

動」（以下、「RENAMO」）の拠点が襲撃され、これを契機に RENAMO は、内戦終結時の和

平合意破棄を宣言、武力衝突が再燃して中部地域を中心に治安状況が悪化した。その後、2016

年末に両者間の停戦協定が成立、2017 年 8 月には恒久的な和平合意に関する交渉が開始されて

いる。その中では、更なる政治的地方分権への道を拓く憲法改正が焦点となっているが、2018

年には次の選挙サイクルが始まるのに対して、政府は 2016 年に発覚した非開示債務問題からの

信頼回復の確かな道筋を描くこともできておらず、困難な財政運営を強いられる中、持続可能

な最終合意を達成することは困難と見られている。一方、2017 年 8 月以降、貧困と経済格差を

背景に、北部地域でのイスラム系宗教過激派の活動が目立ってきており、警察署の襲撃、斬首、

放火等が散発的に報道されている。都市部での一般犯罪の増加、凶悪化も目立っており、事業

実施にあたっての十分な安全対策が必要である。 

 

 

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

モ国政府は、人的資本を国家開発の重点事項と捉え、現行の PQG 2015-2019 では 5 つの主要

分野の 1 つに「人的・社会的資本の開発」を位置付けている。また、そのための中心戦略とし

て「人間開発に資する知識・技術・態度の習得を実現できるインクルーシブで効率的・効果的

な教育制度の促進」を掲げている。教育分野では PEE 2012-2016 と、その実行計画 PO 2016-2019

が作成され、中等教育分野について、「平等性と包摂性に重点を置いたアクセス拡大と就学の

                                                           
58 世界銀行（WB）、2016 年推計値 
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維持」を優先課題に位置付け、主要な活動の 1 つとして「地域のニーズを反映し、特別な支援

を必要とする生徒の就学に配慮した中学校の持続可能な形での建設」を掲げて中学校施設の整

備を進めている。また、モ国政府は教育基本法改訂による 9 年間の基礎教育の義務化を目指し

てカリキュラム改訂等に取組んでおり、3 年間の ESG1 をその一部に位置付けて、全国民への

普及を目指している。 

モ国では初等教育の急速な普及に伴い中等教育生徒数も大幅に増加し、1997 年に 5.2 万人で

あった ESG1 生徒数は 2015 年には 80 万人を超えている。しかしながら GER は 40.3％（2017

年）と依然低く、正規の学齢を超えて入学する生徒が多いために NER は 17.5％に留まっている。

特に、ザンベジア州は全国でも教育開発が遅れた、最も就学率の低い州の 1 つ（2017 年、

GER:25.4％ NER:9.7％）で、今後の改善が期待されている。一方、生徒数の増加に連れて学習

環境は悪化しており、1 クラス当り生徒数は ESG1 で 62.3 人、ESG2 では 56.6 人と政府標準の

1.5 倍を超える過密状態にある59。中学校数は圧倒的に不足しており、多くの学校が小学校施設

を兼用あるいは借用、転用して運営されている。そうした学校は中等教育の実施に必要な特別

教室等の機能を有しておらず、教育の質において大きな問題を抱えている。モ国政府は PEE の

下で年次計画を定め、ドナーの財政支援資金を活用した中学校施設整備を進めているが、財政

状況が悪化する中、改善に向けた十分な対応ができない状況にある。 

こうした状況を踏まえ、モ国政府はモ国の中でも教育開発が遅れ、中等教育施設整備の優先

度が高いザンベジア州を対象に中学校施設を新たに整備する計画を策定し、我が国に対してそ

の実施に係る無償資金協力を要請した。 

要請を受け、「独立行政法人 国際協力機構」（以下、「JICA」）は、現地調査の実施に先立

って、モ国側と JICA モザンビーク事務所を通じた協力の実施可能性の観点から対象サイトの絞

り込みに関する協議を行い、原要請の 8 サイトを 6 サイトに絞り込むことで合意した。これに

基づき、JICA は 2018 年 4 月 9 日から 5 月 11 日まで調査団を現地に派遣し、要請の背景、施設

整備の必要性・妥当性を確認するとともに無償資金協力施設・機材調達方式（現地企業活用型）

による実施可能性を確認した。また、MINEDH 及びザンベジア州教育人間開発局（以下、

「DPEDHZ」）をはじめとするモ国側関係者と協議を行い、最終的な要請内容と優先順位を以

下のとおり確認した。 

- 施設建設： ザンベジア州 5 サイト（協議を通じて合意された 1 サイトについては要請取下げ）

 での中学校施設の建設 

・ 第 1 優先順位：教室、事務・教務管理棟、多目的棟、トイレ棟 

・ 第 2 優先順位：体育館、更衣室、守衛棟、教員住居 

- 教育家具・機材調達： 上記施設に必要な教育用・運営管理用家具、機材の調達 

・ 第 1 優先順位：黒板、生徒用机・椅子 

・ 第 2 優先順位：校長用/教員用机・椅子、コンピューター、実験室備品、図書室備品 

 

                                                           
59 統計値は、MINEDH 及び DPEDHZ 提供の州教育統計 2017 を基に、調査団算定による 
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1-3 我が国の援助動向

我が国のモ国への援助は、1975 年の災害緊急援助に始まった。内戦終結後（1992 年以降）に

は、無償資金協力・技術協力を中心に援助を行い、同国の経済発展を支援してきた。また、2006

年には最初の円借款を供与し、様々な協力スキームにより積極的な支援を実施している60。現

在の援助方針では、「潜在力を生かした持続可能な経済成長の推進と貧困削減」という基本方

針のもと、「回廊開発を含む地域経済活性化」、「人間開発」、「防災・気候変動対策」の 3

分野を重点分野として掲げている。回廊開発としては、ナカラ港からマプト港に続く道路（ナ

カラ回廊）を重要な経済回廊として、幹線道路の整備とその周辺地域の社会基盤整備及び人材

育成に力を入れている。また、「人間開発」分野の小目標として教育分野が設定されており、

「基礎教育の改善」、「中等教育の現職教員研修システム強化・教育の質の改善」、及び「学

校施設（中等教育）・教員養成校の建設」の 3 つが対応方針として掲げられている61。 

これまでに行われた、あるいは現在実施中の教育分野における我が国の技術協力と無償資金

協力は表 1-19 及び表 1-20 のとおりである。 

表 1-19 我が国の技術協力の実績（教育分野） 

協力内容 実施年度 案件名/その他 概要 

技術協力 
プロジェクト 

2006 年～2009 年 ガザ州現職教員研修強化プロジェクト ガザ州での初等教育の現職教員の 
研修事業 

2015 年～2020 年 
（予定） 

初等教員養成校における 
新カリキュラム普及プロジェクト 

初等教員養成校で使用する 
理数科教材の作成・普及 

専門家派遣 2010 年～2012 年 教員研修アドバイザー 現職教員研修システムの改善にかかる 
助言等 

2014 年～2015 年 中等教育教員研修システム強化アド
バイザー 

中等教育の教員研修システムに関する 
助言 

国別研修 
（本邦） 

2013 年～2016 年 教員養成校における現職教員教授法
改善 

学習者中心型の授業を行うための 
能力向上を目的とした研修 

2017 年～2019 年 
（予定） 

教員養成校における現職教員教授法
改善 

問題解決型・仮説検証型の授業の 
実現のための能力強化研修 

出典：JICA HP 等より調査団作成 

表 1-20 我が国の無償資金協力の実績（教育分野） 

実施年度 案件名 供与限度額 概要 

1996 年 UEM 自然史博物館機材供与 0.49 
国立総合大学自然史博物館における 
機材文化無償 

1997 年 シブトゥトゥニ教員養成校再建計画 9.42 
マプト州の既存初等教育教員養成校の
改修、増築及び機材供与

2001 年 マプト市小中学校建設計画 9.84 
小学校及び中学校の新設、機材供与 
（9 校 138 教室） 

2004 年 
シャイシャイ初等教育教員養成学校
再建計画

7.09 
ガザ州の既存初等教育教員養成校の 
改修、増築及び機材供与 

2005 年 シモイオ初等教育教員養成学校建設計画 9.45 
中部マニカ州の教員養成学校の 
新設及び機材供与 

60 外務省（2016）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/files/000247508.pdf#page=492, P.477（2019 年 1 月 15 日ア

クセス）
61 外務省（2016）対モザンビーク共和国事業展開計画 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/files/000072472.pdf 
（2019 年 1 月 22 日アクセス） 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/files/000247508.pdf#page=492
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/files/000072472.pdf
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実施年度 案件名 供与限度額 概要 

2007 年 クアンバ教員養成学校建設計画 9.98 
北部ニアサ州の教員養成学校の 
新設及び機材供与 

2009 年 中学校建設計画 10.15 
ガザ州、マプト州の中学校 
4 校 58 教室の建設 

2012 年 ナンプラ州中学校改善計画 10.63 
ナンプラ州の中学校 
4 校 49 教室の建設 

2013 年 
ナンプラ州モナポ初等教員養成校建 
設計画 

10.24 
ナンプラ州の初等教員養成校 
1 校の新設 

出典：JICA HP 等より調査団作成 

 

1-4 他ドナーの援助動向 

(1) 主要ドナーとセクターワイドアプローチ 

モ国の教育セクターへの援助は、2002 年に設立された財政支援型のコモンバスケットファン

ド「教育セクター支援基金」（以下、「FASE」）による支援を中心に、プロジェクト型の技術

協力、建設プロジェクト等による支援が実施されてきた。同国の隠れ債務問題発覚後は、運用

リスクの回避、不透明な資金運用を予防するためにミニッツの見直しが行われたものの、FASE

からはこれまでと同様の支援を得ることができている。2015 年度以降、2018 年度第 2 四半期ま

での各援助国・機関の FASE への拠出額は表 1-21 のとおりである。2018年度第 2四半期までに、

フィンランド、アイルランド、ポルトガルからの拠出はないが、例えば、アイルランドは 2016

年・2017 年は第 4 四半期に拠出しており、各国/機関により拠出のタイミングは異なる。FASE

は主に PEE に掲げられた活動の推進に使用されており、各プログラムに対する FASE 資金の支

出実績の割合は表 1-22 のとおりである。例年、FASE 資金の約半分が、初等教育の改善のため

に活用されている。現在の FASE の支援内容は、①「学校直接支援金」（以下、「ADE」）、

②学校運営委員会や SDEJT の能力強化による学校運営の改善、③教員養成や教材開発・配布を

通した教育の質の改善、④施設建設62である63。 

 

表 1-21 FASE への拠出額（千 USD） 

国／機関 2015 2016 2017 2018（第 2 四半期） 

世界銀行(IDA) 21,403 20,000 22,500 11,613 

世界銀行(GPE) － 18,000 8,500 1,500 

フィンランド 10,107 10,198 10,446 － 

カナダ 8,012 9,186 7,464 6,619 

UNICEF 1,000 500 500 500 

アイルランド 6,782 6,609 7,295 － 

ポルトガル 272 280 292 － 

イタリア 1,087 1,100 1,153 1,137 

ドイツ 16,773 15,932 22,955 6,886 

合計 65,436 81,805 81,105 28,255 

出典：MINEDH, RELATÓRIO FINANCEIRO E DE PROGRESSO DO FASE 2015, 2016, 2017, 2018(第 2 四半期) を基

に調査団が作成 

                                                           
62 金額ベースで 2017 年度 22%、2018 年度 25%が割り振られている。出典：MINEDH, Relatório Financeiro e de 

Progresso Do FASE - Fundo de Apoio ao Sector da Educação（ver.2017）, 及び（ver.2018） 
63 DIPLAC 協力課での聞き取り調査による。（2018 年 5 月） 
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表 1-22 FASE の資金使途（％） 

プログラム 2015 2016 2017 2018（第 2 四半期） 

組織強化 11.8 5.7 8.4 19.5 

就学前教育 
68.9 

21.7 19.2 14.2 

初等教育 55.6 47.6 52.2 

識字・成人教育 0.5 1.2 4.0 0.2 

中等教育 9.5 9.4 18.8 6.3 

職業教育 9.2 6.4 2.0 7.8 

合計 100 100 100 100 

*1 出典の表に記載されていた「為替差損」を省いた合計支出金額に対する割合を算出した。

出典：MINEDH, RELATÓRIO FINANCEIRO E DE PROGRESSO DO FASE 2015, 2016, 2017, 2018(第 2 四半期) を基

に調査団が作成 

同国は、教育セクターのマルチドナー信託である「教育のためのグローバルパートナーシッ

プ」（以下、「GPE」）（2011 年に EFA-FTI から名称変更）より、2007 年から 3 度の触媒基金

を受けている。第 1 次触媒基金（2008 年-2010 年）79 百万 USD、第 2 次触媒基金（2011 年-2014

年）90 百万 USD、さらに第 3 次触媒基金（2015 年-2019 年）には 57.9 百万 USD が承認され、

「国際開発復興銀行」（IBRD）が資金拠出機関となっている。2015 年には、「国際開発協会」

（IDA）からも 50 百万 USD の触媒基金を受け、FASE を通して教育セクターの活動に使用され

ている64。GPE 基金は、主に子どもの読み書き・計算能力の向上や学校運営の改善のために使

用されている。現在、第 4 次触媒基金を受けるため、要請の準備段階であり、GPE を受けるた

めの前提条件である中期教育計画の策定のため、第 3 次触媒基金による活動の外部評価を行う

予定である。しかし、外部評価コンサルの選定手続きが難航しており、同計画策定のために、

GPE の別スキームである教育計画策定基金の利用を検討中である65。 

(2) 中等教育分野への支援

中等教育分野の支援ドナーとして、特に中学校建設においては、「アフリカ開発銀行」（以

下、「AfDB」）や「イスラム開発銀行」（以下、「BID」）の支援があったが、同国の隠れ債

務問題以降現在まで、これらのドナーからの支援は受けておらず、今後の予定もない66。同国

の中学校建設に対しては、FASE を通しての支援が主流であるが、「FASE による中学校建設」

（以下、「FASE 案件」）については、2015 年以降に新規のプロジェクトはなく、既に支援が

決定された案件のみが継続して実施されている状況である67。2018 年度の MINEDH の PdA に

記載のある、現在実施中または計画されている中等教育施設建設関係の支援は表 1-23 のとおり

である。

64 Global Partnership for Education（https://www.globalpartnership.org/country/mozambique （最終アクセス日 2018 年
7 月 24 日） 

65 DIPLAC 協力課での聞き取り調査による。（2018 年 5 月） 
66 DIEE での聞き取り調査による。（2018 年 7 月） 
67 DIPLAC 協力課での聞き取り調査による。（2018 年 5 月） 

https://www.globalpartnership.org/country/mozambique
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表 1-23 2018 年度の他ドナーによる中学校関連整備支援計画 

内容 実施主体 資金 対象州 

Macate、Sussundenga、Dombe、Rotanda 
学校の事務管理棟の整備 

施設・学校機材局（DIEE） 
 

FASE マニカ州 

Quelimane 市における中学校建設 DIEE FASE ザンベジア州 

ザンベジア州における教員住居 20 棟建設 DIEE FASE ザンベジア州 

ガザ州における教員住居 20 棟建設 DIEE FASE ガザ州 

John Issa da Macia 中学校の体育館改修 DIEE FASE ガザ州 

出典：MINEDH (2018:p.38-39), PdA 02 de Fevereiro, 2018 

 

(3) ザンベジア州教育分野への援助 

 1) 米国国際開発庁（USAID） 

ザンベジア州とナンプラ州において 2012 年から 2016 年に Aprender A Ler （Learn to Read）

プロジェクトを実施した（実施機関は World Education）。同プロジェクトは 2・3 年生（G2・

G3）を対象に、両州で 1,213 校の小学校において、読解教材を配布し、教員研修を通し読解指

導の向上を図ると同時に、学校運営の改善により読書実践の効果を最大化させるものであり、

5,000 人程度の教員また 1,150 人の校長が同研修を受けた68。同プロジェクトの成功を踏襲し、

USAID は、継続案件として 2017 年から 5 年間の予定で Vamos A Ler （Let’s Read）プロジェク

トを開始した。Aprender A Ler と同様にザンベジア州とナンプラ州を対象に、初等教育低学年

からの読書（モ国現地語を含む）を推進するために、保護者やコミュニティへの働きかけを行

う他、学校運営改善のための校長研修や同国政府が推進するバイリンガル教育手法に関する教

員研修を行っている69。 

 2) Save the Children 

ザンベジア州、ソファラ州等 6 州に亘り、女子教育（2017 年 4 月から 4 年間の予定で開始）

やインクルーシブ教育に係る支援を行っている70。 

 3) UNICEF 

先述した EEIDCD の策定に併せ、UNICEF が作成したインクルーシブ教育に関する教材を翻

訳し、同国 3 ヶ所にある CREI に配布する等、MINEDH DEE と協働し、戦略策定と PO の作成

支援を行っている。 

 4) その他 

UNICEF は、2017 年 2 月に同国南部で大きな被害をもたらしたサイクロン（Dineo）の惨状を

繰り返さないよう、School Emergency Preparedness and Response Plan（学校防災計画）の作成支

援を行っている71。学校防災に関しては UNICEF の支援以前にも様々なドナーが支援を行って

いた。「世界銀行」（以下、「WB」）の資金拠出により、「国際連合人間居住計画」（以下、

                                                           
68 Word Education, 2018. https://www.worlded.org/WEIInternet/international/project/display.cfm?ctid= na&cid=na&tid= 

40&id =26563 （最終アクセス日 2018 年 7 月 24 日） 
69 CREATIVE, 2018

（https://www.creativeassociatesinternational.com/news/new-program-promises-early-grade-literacy-reform-mozambiqu

e/ （最終アクセス日 2018 年 7 月 24 日） 
70 Save the Children,2018 https://mozambique.savethechildren.net/sites/mozambique.savethechildren.net/files/library/ 

20180619%20SCIMOZ%20EDUCATION%20Capacity%20Statement%20PDF_2.pdf 
71 UNICEF, 2017, Annual Report (https://www.unicef.org/about/annualreport/files/Mozambique_2017_COAR.pdf) 



36 

「UN Habitat」）、UNICEF、「国際連合開発計画」（UNDP）が Guidelines on School Safety and 

Resilient School Building Codes, Mozambique の作成支援（2012-2013、185 千 USD）の他、UN Habitat

及び「防災グローバル・ファシリティ」（以下、「GFDRR」）が災害に強い学校建設コードの

作成及び普及を目的とする Safer School in Mozambique プロジェクト（フェーズ I: 2014-2016：

180 千 USD、フェーズ II: 2015-2017：385 千 USD）を実施した。直近では、2017 年に UNESCO、

GFDRR、ベルギー協力開発機構が、MINEDH 技官や UEM の教官や学生を対象に、UNESCO の

Visual Inspection for defining the Safety Upgrading Strategies（VISUS）を用いた、マルチハザード

に晒される学校の安全性確認調査手法に関するワークショップを開催し、実際に首都 Maputo

市の小学校6校で確認調査を行った。今後、MINEDHは試行的に100校の小学校を対象に、VISUS

による調査を実施する予定である72。 

                                                           
72 https://en.unesco.org/news/improving-school-safety-mozambique 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

本計画の主管官庁及び責任機関は MINEDH であり、同省「計画協力局」（以下、「DIPLAC」）

の全体調整の下で、「施設・学校機材局」（以下、「DIEE」）が実施機関となる。DIEE は DIPLAC

傘下の学校建設及び教育機材調達の専門機関の「建設・学校機材部」（以下、「CEE」）とし

て長くドナー資金による学校建設プロジェクトの実施監理を手掛けており、これまでの我が国

の無償資金協力においても、調査から実施段階を通じて直接のカウンターパートとして協働し

てきた。その後、2015 年の政権交代に伴う省庁再編により、DIPLAC から離れて独立した局と

なり、名称も CEE から DIEE に変更されている。図 2-1 に MINEDH の組織図（2015 年 7 月改

組、2018 年 12 月現在）を示す。 

 

出典：質問票回答より調査団作成 

図 2-1  MINEDH 組織図 

MINEDH 内部では、DINES が中等教育に関する政策立案を、「調達部」（以下、「DAQUI」）

が教育分野の公共調達の統括を、また「総務財務局」（以下、「DAF」）が予算の確保、免税

に関して、本計画の実施における主な関係部局になる。DAQUI は、公共調達の透明性を高める

調整委員会 諮問委員会

次官副大臣大臣

大臣室 技術委員会 委員会 監査

初等教育局 DINEP

中等教育局 DINES

識字成人教育局 DINAEA

教員養成局 DNFP

質管理保障局 DGGQ

栄養保健局 DINUSE

関連課題局 DAT

計画協力局 DIPLAC

人材局 DRH

総務財務局 DAF

施設・学校機材局 DIEE

法務局 Gab. Juridico

州教育人間開発局 DPEDH

郡教育・青少年・科学技術事務所 SDEJT

省内関連組織

オープン・遠隔教育院 IEDA

言語院 IL

国家試験証明委員 CNECE

関連機関

マプト国際学校 EIM

奨学院 IBE

国立遠隔教育院 INED

特別教育部 DEE

教科書監理部 DGLEMD

IT部 DTIC

広報部 DCI

調達部 DAQUI

文書管理部 DD

国立教育研究所 INDE
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ために、教育関係の公共調達を一括して管理する機関とされており、本計画でも DAQUI が DIEE

を含めた作業グループを作って調達業務を実施することとなる。 

一方、モ国教育分野では 2000 年代末から地方分権が本格的に推進され、初等・中等教育の実

際の運営は予算も含めて州・郡レベルに移っている。州レベルでは州政府の中に DPEDH が、

郡レベルでは郡政府の中に SDEJT が設けられて、各管轄範囲の教育行政を行っている。学校建

設については、技術的・人的能力を有していない SDEJT は現地でのフォローアップ、関係者間

の調整、教職員の配置等の役割に止まり、DIEE あるいは DPEDH が規模や機能に応じて実施監

理に係る実務を担当する。DPEDH にはそのため、教育施設建設を担当する技術部局として「建

設・学校機材ユニット」（以下、「UCEE」）が設けられている。本計画の内容では、DIEE の

統括管理の下で、現地で必要となる許認可取得、土地の準備、インフラ接続等の州予算による

モ国側負担事項の実務は、DPEDHZ が主体的に行う体制となる。DPEDHZ 及び標準的な SDEJT

の組織図を図 2-2、図 2-3 に示す。 

州教育人間開発局長

局長室州監査室

教務管理・

品質保証部

栄養・学校

保健部
調査・

計画部

総務・

財務部

人的

資源部

建設・学校機
材ユニット

（UCEE） ICT室

副局長室

法務室 調達室
 

出典：質問票回答より調査団作成 

図 2-2 DPEDHZ 組織図 

郡教育・青少年・科学技術事務所長

一般教育課
RGE

事務課
Secretaria

管理・計画

課RAP

人的資源

課RRH

文化青年

スポーツ課
RCJD

技術専門教

育ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ課
REPT

 

出典：質問票回答より調査団作成 

図 2-3 SDEJT 組織図 

本計画の実施機関となる DIEE は、建設部、学校機材・メンテナンス部の 2 部とモニタリン

グ・組織強化、研究・開発、内部管理の 3 グループで構成される。支援部門である内部管理グ

ループ以外は、更にプロジェクト毎にチーム分けされ、現在は「教育インフラ建設促進プログ

ラム」（以下、「PCA」）、大型・複合案件、「アラブ開発投資銀行」（以下、「BADEA」）

プロジェクト、世銀緊急プログラム、BID プロジェクト73のチームごとにコーディネーターが

配置されている。総勢 47 人のうち 27 人が建築家、土木技術者、調達専門家等の技術系のスタ

ッフで、建設部では 26 人中 17 人がモニタリング・組織強化グループを構成して、FASE を活

用し地方・州レベルの活動をサポート、モニターしている。DIEE のスタッフの中には、これま
                                                           

73 既に終了したプロジェクトについても返済や案件形成の目的で担当が置かれている。 
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での無償資金協力案件に携わった経験者も多く、プロジェクト実施に必要な技術力に問題はな

い。図 2-4 に DIEE 組織図及び人員配置を示す。 

建設部

大型/複合案件

・コーディネーター

BADEA

・コーディネーター

・技官

世銀緊急ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

・コーディネーター

・技官x3名

BID

・コーディネーター

モニタリング・

組織強化グループ

PCA

・コーディネーター

・CMマネージャー

　（南・中・北部各1名）

・監督官

　（各州1、計10名）

教育機材・メンテナンス部

・部長

・調達x2名

大型/複合案件

・技官

研究・開発グループ

・主任

・技官

世銀緊急ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

・技官

内部管理グループ

・事務

・財務

・人事

・ICT

・運転手x2名

BADEA

・財務

施設・教育機材局長

秘書室

  

出典：質問票回答より調査団作成 

図 2-4 DIEE 組織・人員配置図 

2-1-2 財政・予算 

(1) 国家予算と教育分野予算 

国家予算（歳入・歳出）及び教育分野予算（歳出）の 5 ヶ年の推移を表 2-1 に示す。モ国の

財政は慢性的な赤字状態にあり、税収等の不足を国外からの贈与と内外の借入で補ってきた。 

表 2-1 国家予算と教育分野予算 

単位：百万 MT 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 

    実績 実績 実績 実績 実績 予算 

国家予算（歳入） 180,988 212,019 212,200 216,618 291,232 302,928 

 贈与 21,174 21,118 20,173 16,420 12,215 17,373 

 借入 32,907 34,657 37,388 34,602 65,268 62,696 

国家予算（歳出） 172,855 207,213 193,099 208,999 242,258 302,928 

  （前年度比伸び率） - (19.9%) (-6.8%) (8.2%) (15.9%) (25.0%) 

  運営費 95,474 116,782 117,502 140,911 147,969 184,037 

  投資費 63,052 75,703 58,645 46,366 49,483 81,404 

  財務運用 14,329 14,729 16,946 21,722 44,806 37,487 

教育分野予算 31,254 36,070 38,335 44,548 49,761 51,291 

  （前年度比伸び率） - (15.4%) (-3.6%) (16.2%) (11.7%) (3.1%) 

  （対国家予算比） (18.1%) (17.4%) (19.9%) (21.3%) (20.5%) (16.9%) 

  （対 GDP 比） (6.5%) (6.8%) (6.5%) (6.5%) (6.2%) (5.2%) 

  運営費 24,253 29,009 32,324 38,906 42,127 43,186 

  投資費 7,001 7,061 6,011 5,642 7,634 8,105 

GDP（名目） 482,233 531,777 591,679 687,116 804,464 991,655 

出典：国家予算書（OE）2018、予算執行に係る報告書（REO） 2013-2017（1-12 月）、GDP は国家統計局（INE）の統計

（2018 年は推計値） 

国家予算は高い経済成長を背景に拡大を続け、選挙年となる 2014 年には 20%の大幅増となる

など、過去 5 年間で平均 12%の増加となっているが、増え続ける債務に加えて 2016 年には巨額
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の非開示債務の発覚で一般財政支援が停止されるなど、ドナー資金が激減して財政状況は更に

厳しくなっている。 

その中で、教育分野は国家開発の優先課題として、国家予算の 17～21％、GDP の 6〜7％が

継続的に配分され、着実に拡大を続けている。2018 年度の教育予算は、国家予算の伸び（対前

年度実績）に対して小幅な伸びに止まり、対 GDP 比でも 5％台に下がっているが、依然として

社会・経済セクターの中では最大の配分を受けており、今後も緩やかな経済成長とともに着実

に拡大すると推察される。 

次に、教育予算をサブセクター別に見ると、2017 年度実績で初等教育分野が約半分を占め、

中等教育分野のシェアは 22％となっている。教育分野全体では、人件費を含む運営費がほぼ

85％、投資費が 15％となっており、投資費のうち外部資金が占める割合は 87％74に達している。 

表 2-2 教育分野予算サブセクター別内訳 

単位：百万 MT 2015 年実績 2016 年実績 2017 年実績  

    運営費 投資費 計 運営費 投資費 計 運営費 投資費 計 構成比 

教育分野 32,324 6,011 38,335 38,906 5,642 44,548 42,127 7,634 49,761 100.0% 

  就学前教育 85 218 304 262 742 1,004 590 568 1,158 2.3% 

  初等教育 11,430 1,490 12,920 17,642 1,437 19,080 19,846 3,346 23,192 46.6% 

  成人・識字教育 236 189 425 145 28 173 10 40 49 0.1% 

  中等普通教育 6,160 784 6,944 9,237 461 9,698 9,905 999 10,904 21.9% 

  技術教育 1,385 498 1,882 1,158 383 1,541 1,198 90 1,289 2.6% 

  高等教育 4,749 1,250 5,999 5,122 472 5,595 4,927 396 5,323 10.7% 

  教育運営サービス 3,486 379 3,865 4,586 1,450 6,036 4,961 1,421 6,382 12.8% 

  その他 4,793 1,203 5,996 753 669 1,422 690 773 1,463 2.9% 

出典：REO 2015-2017（1-12 月） 

(2) 初等・中等教育予算 

表 2-3 ザンベジア州地方予算（州・郡）の推移 

費目 ザンベジア州政府予算 州教育人間開発局予算 郡政府予算 SDEJT 予算 

単位：千 MT 2016 年 2017 年 2018 年 2016 年 2017 年 2018 年 2016 年 2017 年 2018 年 2016 年 2017 年 2018 年 

運営費計 3,831,682 2,431,071 2,430,770 899,567 591,213 268,639 5,204,095 6,133,601 7,593,319 4,044,456 4,921,541 5,988,331 

人件費 2,263,688 1,508,925 1,189,576 772,395 533,352 194,705 4,652,115 5,746,716 7,137,769 3,870,807 4,767,524 5,817,286 

その他人件費 189,925 82,455 136,072 30,192 7,954 14,999 58,382 32,680 51,985 8,660 4,602 6,938 

物品・サービス費 827,946 401,435 497,095 94,020 47,371 56,424 460,011 344,502 368,150 153,245 145,989 151,342 

経常移転 505,768 396,001 564,480 2,959 2,536 2,511 33,467 9,413 35,415 11,745 3,336 12,144 

その他経常費 35,774 35,774 39,441          

資本財 8,580 6,481 4,106    120 290 972  90 622 

投資費計 1,809,307 750,579 1,287,576 131,743 56,497 191,502 777,054 696,314 683,222 188,157 294,376 290,364 

内部資金 1,493,685 570,101 638,921 65,700 54,709 55,945 608,245 426,370 406,075 19,348 24,432 13,217 

外部資金 315,622 180,478 648,655 66,043 1,788 135,557 168,809 269,944 277,147 168,809 269,944 277,147 

合計 5,640,988 3,181,650 3,718,346 1,031,310 647,710 460,142 5,981,149 6,829,915 8,276,541 4,232,613 5,215,917 6,278,695 

出典：OE 2016, 2017, 2018 

                                                           
74 2017 年実績ｄ投資金額 7,634,360,000Mt の内、6,633,933,000Mt が外部資金となっている。出典：REO 2017 
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初等・中等教育運営に係る予算は、人事を含む権限の移譲と共に、2017 年以降は郡レベルの

予算として計上されている。3 ヶ年のザンベジア州地方予算（州・郡）と各レベルの教育分野

予算（DPEDHZ、SDEJT 予算）を表 2-3 に示す。教育予算は、2018 年には郡レベル予算の 78％

を占め、初等・中等教育の運営は郡政府の重要な機能となっている。但し、SDEJT 予算の 93％

は小中学校教職員給与を含む人件費が占めている。 

調査対象 5 郡の教育予算（SDEJT 予算）を表 2-4 に示す。中学校の運営予算については 1) 教

職員給与等の人件費は運営費の「給与・報酬」及び「その他人件費」から直接支払われる、2) 光

熱水費及び ADE が拠出できない費用については運営費の「物品・サービス費」に計上され、学

校からの申請を受けて SDEJT が支払う、3) 学校の環境改善、教材・機材等の購入・メンテナ

ンスに係る費用は投資費に計上されている ADE から拠出される。予算額はいずれも限られてお

り、人件費以外の予算についてはほぼ横ばいで推移している。 

表 2-4 調査対象郡の教育予算（SDEJT 予算） 

単位：千 MT 

費目 
Mocuba 郡 Quelimane 郡 Nicoadala 郡 Lugela 郡 Namacurra 郡 

2017 年 2018 年 2017 年 2018 年 2017 年 2018 年 2017 年 2018 年 2017 年 2018 年 

運営費計 497,871 553,937 136,660 575,049 297,368 319,126 231,061 253,603 275,111 299,810 

給与・報酬 473,857 528,890 119,749* 555,389 285,227 307,280 227,110 249,158 269,717 293,327 

その他人件費 80 160 1,248 2,445 165 312 150 240 342 649 

物品・サービス費 23,809 24,328 15,537 16,194 11,765 11,068 3,742 3,633 4,977 5,718 

経常移転 125 559 125 1,020 211 466 60 572 75 116 

投資費計 20,120 21,319 20,787 21,536 15,404 14,246 10,848 11,788 10,688 10,054 

ADE（小学校） 15,191 15,908 9,298 9,858 5,989 6,172 7,714 7,962 7,164 7,131 

ADE（中学校） 1,007 1,025 2,002 2,116 374 416 201 219 490 532 

郡視学支援基金 2,348 3,212 1,274 1,262 1,254 1,304 2,099 2,867 1,419 1,726 

寮・寄宿舎 1,024 854 922 773 - - 282 309 256 147 

教員養成学校 - - 6,904 7,056 7,071 5,839 - - - - 

識字教育助成金 550 320 387 470 716 515 553 431 1,359 519 

合計 517,990 575,256 157,446 596,584 312,772 333,372 241,910 265,391 285,799 309,865 

注）* 2017 年国家予算書では Quelimane 郡の人件費は一部が DPEDHZ 予算に計上されている。本表にはその中で

SDEJT 予算として明示されている分を加えている。 

出典：OE 2017, 2018 

(3) 学校運営予算 

中学校の予算（収入）は、①政府から配賦される予算（政府予算）、②ADE、③学費等の 3

種類から成る。それぞれの予算の違いを表 2-5 に示す。 

表 2-5 一般的な中学校の予算（収入） 

 申請／入手方法 支出方法 主な使途 

政府予算 

各学校の予算計画を SDEJT が取りまとめ、DPEDH
に予算案を提出する（毎年 6 月頃）。その後、各
DPEDH から提出された予算案に基づき、MINEDH
と MEF が予算会議を開催し（毎年 9 月頃）、当該年
度の予算額が決定される（毎年 12 月頃）。 

承認された予算は SDEJT
が管理し、各学校からの申
請に基づき、物品またはサ
ービスの購入を行う。 

光熱費・水道費・通信
費、施設維持管理
費、補助職員給与な
ど 

ADE 

生徒数や学級数、教室数などの学校の規模により、
MINEDH が金額を算出し、FASE 予算から支給され
る。各学校への支給のタイミングは年 2 回（2 月、6 月）
である。SDEJT の口座を介し、小切手にて学校の口

学校運営委員会が管理し、
ADE 配賦ガイドラインに従
い支出される。支出後はレ
ポートの提出が義務付けら

教材・文具、経済的困
難を抱えるまたは障が
いをもつ子どもの就学
を促進するための活
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 申請／入手方法 支出方法 主な使途 

座に入金される。 れている。 動など 

学費等 

生徒から徴収する学費、試験代、登録代、証明書
代、寮代から成る学校独自の予算。 
その他、学校施設の整備に係るコミュニティからの寄
付等。 

各学校が徴収後、SDEJT
が管理するシステムにデー
タが登録される。
（DPEDH/SDEJT が同情報
にアクセスし、チェックでき
るようにすることで透明性を
確保。） 

上記予算で賄えない
もの（用務員や警備員
の季節雇用給与等） 

出典：現地調査での聞き取り調査結果から、調査団作成 

ADE については使途の項目と割合、また拠出できない項目等が詳細に決められている。 

表 2-6 ADE の使途（2017 年） 

70％：拠出可能な項目のリストから選択 

教育 
機材 

黒板、教師用分度器、教師用コンパス 事務 複写機、手動タイプライター・同テープ 

地図帳、地球儀、障がいを持つ子どものための教材 学校記録電子化用のコンピューター 

実験用薬剤、実験資材 スタンプ、ファイルホルダー 

運動用具、AV 機器（TV、レコーダー、ビデオ） 施設 
・ 

設備 

コンピューターメンテナンス・技術サポート 

生物用機材、物理用機材、化学用機材 飲用水供給 

図書室
機材 

図書館用図書、辞書・辞典、百科事典、地図 インターネット支払 

書棚、書籍保管庫、記録架、椅子、テーブル 電力供給用ソーラーパネル 

文具等 ボールペン、貧困家庭の子どもへの文具・制服 小規模修繕用建設資材（釘、ガラス、塗料等） 

30％：学校運営委員会の決定と承認により上記以外の機材・サービスに拠出可能 

以下の項目には拠出不可： 
・人件費、社会保障費 
・学校行事、祭事 
・運営費（水、電力、電話、車両レンタル、税、燃料、車両修繕資材、輸送・交通費） 

出典：MINEDH 2017, Manual de Procedimentos Programa de Apoio Directo às Escolas Ensino Secundário 

 

学費については、貧困家庭の子どもを対象に、貧困度合いにより入学金・テキスト・ランチ・

奨学金が支給される「学校社会福祉奨学金」（以下、「ASE」）制度がある。ASE は、地区長

が発行する貧困証明書を郡または市のジェンダー・児童・社会福祉局に提出し、申請すること

で受給の可否が決定される75。 

表 2-7  中学校の収入・支出内訳例（2016 年度、2017 年度 Mocuba 中学校） 

 2016 （単位：千 Mｔ）  2017 （単位：千 Mｔ） 

収入（千 Mｔ） 支出（千 Mｔ） 収入（千 Mｔ） 支出 

項目 金額 項目 金額 項目 金額 項目 金額 

政府予算 378,000 通信費 300,000 政府予算 321,000 通信費 233,000 

ADE 225,000 燃料費 60,000 ADE 250,000 燃料費 165,771  

学費等 1,791,700 光熱費 500,000 学費等 1,950,774 光熱費 500,000 

  事務消耗品 500,000   事務消耗品 433,000 

クレジット 195,000 他消耗品 425,000 クレジット 85,612 他消耗品 408,000 

  機材維持管理費 200,000   機材維持管理費 200,000 

  他維持管理費 100,000   他維持管理費 110,000 

  季節雇用 294,700   季節雇用 267,615 

  水道代 195,000   水道代 200,000 

  社会福祉活動 25,000   社会福祉活動 40,000 

  その他 0   その他 50,000 

合計 2,589,700 合計 2,589,700 合計 2,607,386 合計 2,607,386 

出典：2018 年 7 月 Mocuba 中学校提供データにより調査団作成 

                                                           
75 MINEDH 法務局での聞き取り調査による。（2018 年 4 月） 
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一般的な学校の収入・支出内訳として、Mocuba 中学校（ESG1・ESG2 課程、3 シフト制、24

教室、生徒数 7,000 人）の内訳を表 2-7 に示す。 

政府からの予算及び ADE はその額が限られており、学校にとって最も多い収入源は生徒から

の学費・寮費等によるものである。政府予算だけでは、施設運用に係る基本的な支出である光

熱費や水道代を賄えず、また ADE は同支払いに充てることができないため、学費等による収入

から支払うしかない。また、支出の合計額が収入合計を上回り、「クレジット」として販売者

への買掛債務を負っているケースも経常的に発生している。 

2-1-3 技術水準 

本計画の実施機関となる DIEE は、当初は WB 及び AfDB の教育施設整備プロジェクトの実

施のために設立され、これまで DIPLAC の傘下で MINEDH が行う施設建設及び機材整備プロジ

ェクトの実施管理を一手に担う機関として、ドナーとの調整、調達計画の策定、コンサルタン

トへの計画・設計・監理業務の発注及びその業務管理、業者選定・入札業務から施工監理まで

の一連の業務を担当している。2015 年には、局に格上げされ名称も DIEE と変更されたが、組

織の体制・陣容に変更はなく、日本の無償資金協力の経験を有するスタッフも多く在籍してい

る。建設プロジェクトに関連して必要となる環境技師、IT 技師、機材調達専門家等も在籍して

おり、機材整備を含む教育施設の建設全般に対応できる体制を有している。地方分権化の中で、

小学校教室の建設等の簡易で小規模なプロジェクトについては、州 UCEE へと実施段階での役

割が移行されつつあり、DIEE はその指導・管理を通じて地方レベルの組織能力の強化を図る役

割を担うが、機能が複合した施設や大型案件については DIEE が直接担当する。本計画では大

型・複合施設担当のコーディネーターを中心に環境・機材等の専門家を含むチームが編成され

て実施に当たることが決定されているが、各スタッフは、これまでの業務の中で学校建設に必

要な幅広い知見と豊富な経験を有しており、本計画実施にあたって、技術面の問題はない。 

2-1-4 既存の施設・機材 

(1) 既存小・中学校調査 

現地踏査した対象サイト及びサイト周辺の小・中学校の施設整備状況を表 2-8 に示す。 

表 2-8 既存小・中学校調査結果 

学校名 種別 

シフト 

生徒数 

クラス数* 

教室数 既存施設 備考 

Mocuba 郡 

Mocuba 

中学校 

ESG1/2 

3 シフト 

6,066, 

86CL 

24 教室（父母・教員
による組織（PTA）に
よる 2 教室を建設中） 

管理諸室、図書室、IT 教室
（Movitel 支援、インターネッ
ト） 

夜間教室用に近隣小学校で 9 教室を
間借り、教会敷地、ミッションスクール
を転用。 

Josina Machel

中学校 

ESG1 

3 シフト 

2,824, 

36CL 

18 教室、一部 PTA が

建設（内 9 教室は付近
の小学校教室を借用） 

管理諸室のみ（新管理棟を

建設中） 

植民地時代に小学校として設立、現在

は小学校と施設を兼用。 

Samora Machel 

中学校 

ESG1/2 

3 シフト 

2,856, 

45CL 

10 教室＋9 教室（小学

校教室借用） 

管理諸室、実験室、IT 教

室、図書室、体育館、遠隔教
育教室、更衣室、売店、教員
住居等 

世銀資金により 2008 年-11 年建設、

2010 年開校、寄宿舎及び食堂棟を併
設（現在は他校に開放）。 

Quelimane 郡 

Amor de Deus

中学校 

ESG1/2 

2 シフト 

755, 

20CL 

11 教室（50 人定員） 管理諸室、物理・生物/化学
実験室、図書室、IT 教室、

2012 年設立カトリック系コミュニティ立
学校、学費高い、50 人/クラスで入学制
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学校名 種別 

シフト 

生徒数 

クラス数* 

教室数 既存施設 備考 

売店、障がい者対応 限。 

Namuinho 

中学校 

ESG1 

3 シフト 

810, 

18CL 

7 教室（PTA が教室建

設中） 

管理諸室、トイレ棟 2011 年開校。政府予算による建設、建

設途中に予算がストップ、施工品質悪
い。 

25 de Setembro 

中学校 

ESG1/2 

3 シフト 

5,119, 

79CL 

19 教室＋付近の小学
校教室を借用 

管理諸室、物理・化学実験
室、図書館（地域に公開）、

IT 教室、語学ラボ 

植民地時代の高等教育施設を転用、
図書館新設中。 

Sangariveira 

中学校 

ESG1/2 

3 シフト 

4,202, 

34CL 

17 教室（うち 1 教室を
教務室に転用） 

管理諸室、メディカルポスト、
IT 教室/図書室（インターネッ

トなし）、屋根付き渡り廊下 

2010 年-13 年建設（政府予算）、2012

年開校、工事未了で体育館を含む一

部施設が未建設、施工品質悪い。 

Nicoadala 郡 

Nicoadala 

中学校 

ESG1/2 

3 シフト 

4,925, 

54CL 

24 教室 管理諸室、IT 教室（Movitel

支援）、教員室、売店、体育
館、渡り廊下 

既存小学校施設を転用して開校、
2009 年教室棟・IT 教室・体育館を増
設。 

Licuar 中学校/ 

4 de Outubro 小
学校 

ESG1/EPC 

2 シフト 

1,593/ 

1,190, 

各 17CL 

13 教室（うちコミュニテ

ィによる 5 室の仮設教
室） 

管理諸室、キャンティーン、

教員住居（未入居）、トイレ棟 

計画対象サイトに隣接。Nicoadala 中

学校分校として開校し、2018 年に分離
独立。建物は小学校と兼用。 

Lugela 郡 

Alto Lugela 

中学校 

ESG1 

2 シフト 

389, 

11CL 

5 教室（2 教室は屋根

破損のため使用不可） 

管理諸室（屋根破損のため

使用不可） 

計画対象サイト、2 教室を近隣小学校

で借用。 

Lugela 中学校 ESG1/2 

3 シフト 

1,607, 

35CL 

12 教室 管理諸室のみ 植民地時代に 3 教室の小学校で開
校。2004 年と 2007 年に教室を増設。 

EPC Erurune/ 

Alto Lugela 中
学校分校 

EPC/ESG1 

2 シフト 

中学:97 

3CL 

7 教室（小学校＋中学

校） 

管理諸室（小学校と兼用）、

教員住居 

2008 年 G8、2013 年 G9、2018 年 G10 

開設。ミッショナリー施設を転用。 

Namacurra 郡 

Namacurra 

中学校 

ESG1/2 

3 シフト 

4,358, 

62CL 

18 教室 管理諸室、IT 教室、遠隔教

育教室、教員住居 

既存小学校施設を転用して開校。 

Maganja da Costa 郡 

Maganja da 

Costa 中学校 

ESG1/2 

3 シフト 

4,020, 

40CL 

22 教室（内 6 教室は
PTA が建設） 

管理諸室のみ 敷地は教会からの借地。分校（カリイワ
地区小学校教室を間借り-2 クラス 107

人）。 

*クラス数は、CL と記載する。 

(2) 施設状況 

調査対象 5 郡における中学校施設は、1) ドナー資金によるプロジェクトで計画的に建設され

た学校、2) 比較的最近（2010 年以降）政府資金で建設された学校、3) 小学校として建設され

た施設を転用して整備された学校、4) 小学校の施設を借用して設立された学校に大別される。

1) については Mocuba 郡 Samora Machel 中学校が唯一の例で、MINEDH が標準とする全コンポ

ーネントを備え、地域のモデル的学校となっている。維持管理も行き届いて運営面での問題は

ない。同仕様の中学校建設が Quelimane 市及び Namacurra 郡で進められている。2) については

Quelimane 市の Sangariveira 中学校及び Namuinho 中学校が該当するが、いずれも資金不足等で

完工に至らず、管理棟＋教室棟の最小限のコンポーネントが整備されたのみで運用をしている。

Sangariveira 中学校では、教室を転用して教員室と図書/IT 教室を確保している。Lugela、

Namacurra 及び Nicoadala 郡の各郡都にある中核的な中学校は、3) に該当し小学校施設を転用し

たものである。そのため、Lugela 中学校では管理棟と普通教室以外の施設はなく、Nicoadala 中

学校では 2009 年に全体整備が行われ、教室棟、IT 教室、体育館が増設されているが、図書室

や実験室等は未整備のままである。また、2000 年代の中等教育の急速な拡大に対応するために、

郡内の 2 番校、3 番校として設立された中学校は、先ず郡都にある中核的な中学校の分校とし

て小学校施設を借用して ESG1 を設置したものが多く、独自の施設を持たない学校も多い。 
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機能別に見ると、校長室・事務室・教員室から成る管理棟と普通教室は、最低限の機能とし

て全学校で備えている。次に、図書室、IT 教室の設置率が高く、実験室・体育館が設置された

学校は限られる。教室不足の学校では、近隣小学校の教室を借用や、電力利用の可能な都市部

の学校では 3 シフト制での運営で対応している。また、学校（Nicoadala 郡 Licuar 中学校等）に

よっては、「父母・教員による組織」（以下、「PTA」）やコミュニティ支援により自力での

教室の増設が確認されたが、これらは、ブロック積の壁に鋼板屋根を掛けただけで天井、窓、

家具がないもの（Josina Machel 中学校）や、木造の架構にバラ板で腰壁を取り付けただけのも

の（Licuar 中学校）等、耐久性が乏しい仮設的なものが多い。各施設の利用状況は以下のとお

りである。 

 1) 図書室： 

図書室は、図書閲覧の他に、空き時間の自習やグループ学習の場、試験のための独学の場等と

して利用されている。蔵書は、主に教科書と辞書等の基礎的資料であり、充実しているとは言

い難い。これら蔵書の室外への持ち出しを目的とした生徒への貸出しは行っておらず、司書を

介して借受け、図書室内での閲覧が基本となる。 

 2) IT 教室： 

IT 教室は、主に 10 学年からの必須科目である情報通信技術の授業で利用される。IT 教室が設

置されている学校では、10～20 台の「パーソナルコンピューター」（以下、PC）が置かれ、丁

寧に使用されている様子が見て取れる。PC 関連機材は、政府予算や民間企業（Movitel 他）の

支援により整備され、維持管理は担当教員が行っている例が多い。PC の台数が限られているた

め、グループに分かれて、時間を区切って実習を行っている。 

 3) 科学実験室： 

ESG2 課程を持つ Quelimane 郡の 2 校（Amor de Deus, 25 de Setembro）では、2 つの実験室を備

え、実験を授業に取り入れ活用している。一方、Mocuba 郡の Samora Machel 校では、実験室を

他教科でも利用し、常に実験授業が行われている状態ではない。但し UP の Mocuba リソースセ

ンター76の就学生の実習にも使われており、地域唯一の設備として有効利用されている。 

 4) 体育館： 

体育館を持つ学校は 2 校のみであるが、体育の授業の他、学校行事や集会でも利用されている。 

 5) 居住施設： 

Samora Machel 校に設けられている学生寮は、現状では定員割れ（200 人定員に対し入寮者 121

人）の状態にあり、地域の他校に通う生徒も受け入れている。校内の食堂も部分的にしか利用

されていない。 

(3) 機材状況 

特別教室を持たない学校には教育用機材はほとんど備わっていない。実験室や IT 教室がある

学校では実験機材や PC 等の基礎的機材は整備されている。 

                                                           
76 UP Quelimane 校の 3 つのリソースセンターの 1 つ。通信・遠隔教育プログラムを提供している。 
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2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

調査対象 5 サイトの敷地及び関連インフラ情報を表 2-9 に示す。敷地については 5 サイトす

べてについて「土地使用権証明書」（以下、「DUAT」）及び敷地内の地雷撤去完了証明を受

領済みである。 

表 2-9 敷地・インフラ整備状況 

サイト名 周辺状況 
敷地状況 

広さ・形状・地勢 現状土地利用 

Mocuba 郡 
Macovine 

所々に農地あり、西側境界から
約 70m 離れて未舗装道路が通
る 

3.22ha、ほぼ矩形、 
北西隅から南東方向に 2%程度
の勾配 

高木が点在する未利用の草地 

Quelimane 郡 
Nangoela 

ユーカリの防風林に挟まれ、民
家が点在、西に Nangoela 地区
行政事務所がある 

4.74ha、矩形、 
ほぼ平坦、中央から南北に
1.5%~2%の勾配 

高木が点在する未利用の草地、
一部が近隣住民による耕作地 

Nicoadala 郡 
Licuar 

南西で未舗装道路に面し、反対
側が小学校となる、南側隣接地
は工事仮設用地に借用予定 

1.45ha、不整形、 
ほぼ平坦、南から北に 1%未満
の勾配 

高木が点在する未利用の草地 

Lugela 郡 
Alto Lugela 

北側は未舗装の道路を介して警
察署、村長住宅、東は EN229（2
車線舗装）に面する 

6.09ha、横長の台形、 
西側から南東方向に最大 4%程
度の勾配 

東側ほぼ 1/3 を既存学校とそのグ
ラウンドが使用、他は高木が点在
する未利用の草地 

Namacurra 郡 
Macucunha 

民家と農地が点在、敷地南東に
約 100m 離れて高圧線が通る 

7.42ha、ほぼ矩形、 
ほぼ平坦、西から東方向に 1.5%
程度の勾配 

高木が点在する未利用の草地、 
近隣は、耕作地が点在する 

 

サイト名 
道路アクセス 

拠点都市（Quelimane）から 幹線道路から 道路状況 

Mocuba 郡 
Macovine 

Quelimane—Mocuba 約 153km、
Mocuba 市中心部から 5.4km 

EN104 から舗装路 1km＋未舗
装路 1km 

道路状態は良。前面道路から敷
地までの取り付け道路が必要 

Quelimane 郡 
Nangoela 

Quelimane 市中心部から 17km EN470 から未舗装路で約 4km 道路状態は良。前面道路から敷
地までの取り付け道路が必要 

Nicoadala 郡 
Licuar 

Quelimane 市中心部から 51km 
Nicoadala から 13km 

EN7 から未舗装路で約 1.2km 未舗装区間の状態も良く、問題な
し 

Lugela 郡 
Alto Lugela 

Quelimane—Mocuba 約 153km 
Mocuba 市中心部から 12km 

EN229 に面する 全区間舗装され道路状況良 

Namacurra 郡 
Macucunha 

Quelimane 市中心部から 75km、 
Namacurra から 5km 

EN7 から未舗装路で約 0.4km EN7 からのアクセス道路は境界も
不明確で整備が必要 

 

サイト名 電力 
給水 

既存給水状況 計画 

Mocuba 郡 
Macovine 

中圧配電網まで 0.8km、TR を設
けて配電 

敷地内浅井戸は使用不能、帯
水層は-11m、飲用可 

地域水道用井戸掘削計画はある
が実現時期不明 

Quelimane 郡 
Nangoela 

地域電力供給計画（Phase1）に
含まれ 2018 年 11 月設置予定 

浅井戸 3m（塩分が多く飲用不
可） 

新規深井戸掘削の必要あり、近
隣井で実例あり 

Nicoadala 郡 
Licuar 

前面道路に沿った中圧配電線
から TR を設けて配電 

敷地から約 100m に浅井戸 12m
（ハンドポンプ）、飲用可 

敷地内に新規井戸掘削の必要あ
り 

Lugela 郡 
Alto Lugela 

前面道路に沿った中圧配電線
から TR を設けて配電 

敷地内深井戸 45m（ハンドポン
プ故障中で未使用）、飲用可 

敷地内に新規井戸掘削の必要あ
り 

Namacurra 郡 
Macucunha 

EN7 に沿った中圧配電線から
TR を設けて配電 

国道からの通路入口に既存浅
井戸約 6m、飲用可 

敷地内に新規井戸掘削の必要あ
り 
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(1) 敷地・周辺状況 

サイトは、いずれも平坦ないしは緩い傾斜の未利用地・空地である。周辺は疎らに民家や耕

作地が立地する環境で、計画の障害となる構造物はない。Nicoadala サイトを除いては概ね整形

の土地で十分な広さがあり、予定施設の建設に問題はない。Nicoadala サイトは敷地がやや狭く、

建物配置の制約はあるが、予定施設の建設は可能である。また、工事期間中の仮設ヤードとし

て隣接地約 1.5ha の借用が可能である。 

(2) 道路アクセス 

サイトは、都市近郊ないしは幹線道路沿いに立地し、道路アクセスは良好である。Lugela サ

イトを除いて幹線道路からは未舗装路でのアプローチ（最大 4km）となるが、路面状態は良く、

通常の通行に支障はない。但し、接道のないサイトではアクセス道路の整備が必要となる。 

(3) 設備インフラ 

電力については、既存で引き込まれているサイトはなく、全て新規の引込みとなる。幹線道

路沿いに中圧（MT:33kV）配電網が整備されており、最寄りのポイントからサイト内にトラン

スを設けて引込むこととなる。Quelimane サイト周辺では地域電化計画として、本年度に配電

網の整備が予定されている。通信については、すべてのサイトで携帯電話ネットワークが利用

可能であるが、有線での通信設備は整備されていない。 

給水については、市水や既存給水網が利用可能なサイトはなく、すべてのサイトで井戸を新

規に掘削して水源を得ることとなる。比較的浅い位置に帯水層があるエリアが多いが水質や水

量に問題が予想されるサイトもあり、被圧水の利用が原則となる。汚水・排水についても下水

設備の整備されているエリアはなく、敷地内処理が原則となる。但しいずれのサイトも地下水

位が高いため、地表に近いレベルでの処理が必要となる。 

2-2-2 自然条件 

(1) 国土・地形・地質 

モ国は、アフリカ大陸東南部に位置し、インド洋に面して南北 2,300km に亘る国土を有する。

面積は約 80 万 km2（日本の約 2.1 倍）、南から南アフリカ共和国、エスワティニ、ジンバブエ、

ザンビア、マラウイ、タンザニアと国境を接する。国土は、ザンベジ川を境に大きく南北二つ

の地域に分かれ、北側は狭い沿岸地域を経て内陸部には丘陵や低い台地が拡がり、その西方の

マラウイ国境にかけては、険しい高原に連なる。ザンベジア州はザンベジ川の北側に接して位

置し、ザンベジ川河口デルタとインド洋に沿った沿岸部、中央の丘陵地域からマラウイ国境付

近の高地までの多様な地域を含む。調査対象地域の地形・地質の概要は次のとおりである。 

 1) Lugela 南部～Mocuba～Namacurra・Nicoadala 北部： 

Lugela 郡南部の地形は、沿岸部の平地から上った標高 200～300m のなだらかな丘陵地帯で、

Lugela 郡北部にかけて徐々に高度を上げ、マラウイ国境付近では標高 1,000m 級の高地に至る。

逆に Mocuba から沿岸部にかけては、標高 100～200m の低くなだらかな丘陵地で、ほぼ平坦に

近い地形が多くなる。この地域では Lugela 郡と Mocuba 郡を分ける Licungo 川、Lugela 川に加
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え、多くの小河川が樹枝状に広がっている。地質的には先カンブリア紀の変成又は噴出岩、特

に片麻岩-花崗岩複合岩体に由来する残積土が卓越している。 

 2) Namacurra・Nicoadala 南部～Quelimane 郡： 

地形は、インド洋沿岸の平地で幅は 20km～50km 程度である。その北西部は、緩やかな斜面

となり丘陵部へと連なっている。地質的には第三紀あるいは第四紀の比較的新しい堆積物によ

る堆積盆地で、河川・海洋堆積物、河川沖積層、水成砂等で構成されている。 

 

(2) 自然条件調査結果 

サイト踏査の結果を踏まえ、最終的に調査対象とされた 5 サイトについて、概略設計に必要

な自然条件に係る情報を把握するため、以下の調査を実施した。調査は、指名見積競争方式で

選定した現地コンサルタントへの再委託により実施し、サイト踏査時に実施した簡易測量と既

存航空写真データから敷地概略図を調査団が作成し、調査範囲と留意点を明確にしたうえで調

査を行った。 

 1) 地形測量 

概略設計での施設計画に必要な地形情報として、敷地境界と前面道路、周辺構造物を含む範

囲につき平面及びレベル測量を実施した。作業にあたっては、コンサルタント団員が同行して

現地関係者（SDEJT 担当技官、土地管理責任者等）立会いの下で敷地境界を確認及び敷地境界

線変異点にコンクリート杭を設置の上、測量を実施した。レベル測量は 10m グリッドで行い、

0.5m 間隔で等高線を作成した。全サイトの測量図は CAD データとして成果品が提出されてい

る（巻末資料参照）。 

 2) 地盤調査 

建物の最適な基礎設計に必要なデータを得るために、各サイトで施設配置が想定されるエリ

アに調査ポイント 5 地点を設定し、現状地盤より地中 10.0m までのボーリング（ASTM-D2113

準拠）、標準貫入試験（SPT-ASTM-D1586 準拠）を実施し、同時に土壌サンプルを採取した。 

表 2-10 地盤調査結果概要 

サイト 土質 
長期許容支
持力 kN/m2 

地下水位 
（Pit 1/Pit 2） 

浸透性能 
（Pit 1/Pit 2） 

Mocuba 郡 
Macovine 

表層 0-1m：明褐色のシルト混り砂、~4.5m：白～褐色の砂、
~7.5m：灰～褐色のシルト質砂、7.5m 以深：風化片麻岩 

146.8 1.35m/1.2m 
23.10/21.30 

sec/mm 

Quelimane 郡 
Nangoela 

表層 0-2m：灰～褐色シルト混り細砂、~2-5m：明褐色のシル
ト混り細砂、5m 以深：明灰色～褐色のシルト混り細砂 

115.7 2m 以上 
3.83/4.93 

sec/mm 

Nicoadala 郡 
Licuar 

表層 0-2m：明褐色～灰色の粘土質砂、~2-7.5m：灰～暗緑
色砂質・シルト質粘土、7.5m 以深：明褐色シルト混り砂 

151.8 1.3m/1.0m 
7.54/9.43 

sec/mm 

Lugela 郡 
Alto Lugela 

表層 0-1m：赤色の細砂（膨張性有り）、~5m：赤味のある粘
土質砂、5m 以深：灰茶色のシルト質砂 

2,691.7 10m 以上 
36.78/34.17 

sec/mm 

Namacurra 郡 
Macucunha 

表層 0-1m：明褐色の細砂、~4.5-6m：明褐色の砂、~7.5m：
オレンジ色の粗砂、7.5m 以深：褐色の粗砂 

100.9 1.0m/0.9m 
12.07/16.89 

sec/mm 

*調査結果から想定される計画建物基礎底レベル（GL-0.65m）での長期許容支持力を算出した。 

 

採取された土壌サンプルは、公的試験場に持ち込まれ、粒度分布、比重、含水率、アッター

ベルグ限界の解析を行った。また、力学的性質を確認するため、採取された不攪乱サンプルを

用いて三軸圧縮試験を実施した。不攪乱サンプルの採取が不可能であったサイトに関しては、
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攪乱サンプルを用いて一軸圧縮試験を実施した。調査結果から判定された各サイトの地盤状況

は表 2-10 のとおりである。 

 

(3) 気象条件 

ザンベジア州はモ国北部に位置し、州北西部は標高の高い山岳地帯に一部亜熱帯性の地域が

あるが、本計画対象の 5 郡を含む沿岸部～中部山岳地域の大部分は熱帯サバンナ気候（Aw）に

属する。11～4 月の雨期、5～10 月の乾期に分けられ、北側からの日射も強く年間平均気温は

25～26℃、気温は雨期に高い。年間降雨量は標高・地形等によって異なり計画対象サイトで最

も年間降雨量が多い Lugela 郡では 1,588mm に達し、最も少ない Nicoadala 郡でも 1,194mm に

達する。雨期の月当りの降雨量は 250mm 前後に達し、特に雨量の多い Lugela 郡では 300mm に

迫る雨量を記録している。時にサイクロンの影響で 60mm/日に達する豪雨となることがあり、

数年おきに強風を伴う洪水や鉄砲水の被害も発生している。また乾期においても降雨が全くな

いわけではなく、月当り 50mm 程度の降雨が記録されている。 

表 2-11 調査対象郡の気象データ 

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 合計 

Mocuba              

平均気温 27.3 27.3 26.5 25.3 22.7 20.8 20.3 21.9 24.6 27.4 27.9 27.4  

平均最高気温 22.1 22.1 21.5 20.0 16.9 14.7 14.1 14.8 17.1 19.7 21.2 22.7  

平均最低気温 32.5 32.5 31.5 30.6 28.6 26.9 26.6 29.1 32.2 35.2 34.6 33.1  

平均降雨量 251 202 187 98 37 32 31 23 13 31 108 205 1,214 

Quelimane              

平均気温 28.1 27.8 27.5 26.1 23.4 21.8 21.0 22.0 24.2 26.2 27.5 27.8  

平均最高気温 23.3 23.2 23.1 21.6 18.4 16.7 15.8 16.8 18.4 20.5 22.1 22.7  

平均最低気温 32.9 32.4 31.9 30.7 28.4 26.9 26.2 27.3 30.1 31.9 33.0 32.9  

平均降雨量 251 231 217 127 79 58 56 29 16 17 79 186 1,346 

Nicoadala              

平均気温 27.3 27.5 27.1 26.1 23.9 22.4 21.7 22.8 24.9 27.2 28.0 27.7  

平均最高気温 22.0 22.4 22.2 21.0 18.4 16.8 15.9 16.7 18.2 20.4 21.7 21.8  

平均最低気温 32.7 32.7 32.0 31.3 29.5 28.0 27.6 29.0 31.6 34.0 34.4 33.7  

平均降雨量 249 202 195 96 55 45 41 26 15 15 81 174 1,194 

Lugela              

平均気温 26.6 26.4 25.5 24.7 22.6 21.0 21.1 22.5 24.7 27.2 27.3 26.6  

平均最高気温 20.9 20.8 20.3 19.1 16.5 14.9 14.8 15.2 17.1 19.3 20.2 20.4  

平均最低気温 32.3 32.1 30.7 30.4 28.8 27.2 27.5 29.9 32.3 35.1 34.5 32.9  

平均降雨量 291 286 275 121 51 46 37 27 21 35 141 257 1,588 

Namacurra              

平均気温 27.1 27.4 26.9 26.2 24.4 23.0 22.4 23.2 25.2 27.6 28.3 27.7  

平均最高気温 21.7 22.2 21.9 21.0 18.8 17.4 16.4 16.8 18.3 20.5 21.8 21.5  

平均最低気温 32.5 32.7 32.0 31.5 30.0 28.6 28.4 29.7 32.1 34.8 34.5 34.0  

平均降雨量 264 200 206 93 55 45 41 28 14 13 79 168 1,206 

出典：https://en.climate-data.org/ のデータを基に調査団作成 

(4) 自然災害 

モ国は、アフリカの中でも自然災害による被災リスクの高い国の 1 つとされている。対象地

域となるザンベジア州でも、毎年のように人的被害や大規模な家屋被害が発生しており、2015

年 1 月の大洪水では州内で死者 64 人、7 万人以上の被災者を出している。また送電網や橋梁等

https://en.climate-data.org/
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の主要インフラネットワークの被害も甚大で、現在も未帰還の避難民や一部幹線道路に不通区

間が残るなど、大きな影響を残した。2000 年～2012 年に死者を出した自然災害を表 2-12 に示

すが、被災地域は Quelimane 郡、Nicoadala 郡、及び Namacurra 郡の沿岸部に集中し、物的被害

をもたらす災害は、洪水、サイクロン、鉄砲水及び暴風が、被害規模の約 9 割を占めている。 

 

出典：UNISDR DesInventar DB（https://www.desinventar.net/）のデータを基に調査団作成 

図 2-5 ザンベジア州の災害パターン 

表 2-12 ザンベジア州の主な災害履歴（2000-2012 年） 

発生日 種別 郡（地域） 被害規模（人的被害を伴うもの） 

2001/02/19 洪水 Nicoadala、Namacurra 死者 11、家屋全壊 750 戸 

2002/12/31 鉄砲水 Namacurra 死者 1、強風を伴った熱帯低気圧の影響で 2,782 人が被災 

2005/04/25 暴風 Nicoadala (Sede, Namacata) 死者 1、負傷 4、家屋全・半壊 300 戸 

2007/--/-- 大雨 Namacurra 死者 4、家屋全壊 127 戸 

2007/01/17 鉄砲水 Quelimane 死者 2、豪雨により 2,798 世帯が被災 

2007/03/-- 鉄砲水 Nicoadala (Nangoela 地区他) 死者 1、家屋全・半壊 97 戸、郡全体で 1,692 人が被災 

2008/01/12 洪水 Namacurra 死者 1、家屋損傷 20 戸 

2009/03/21 嵐 Namacurra (Sede, Macuse) 死者 1 

2012/01/22 嵐 Nicoadala、Namacurra 死者 7、負傷 3、家屋全・半壊 2,347 戸、作物被害 3,400ha 

出典：UNISDR DesInventar DB（https://www.desinventar.net/） 

2014 年に「UN-Habitat、GFDRR、WB の支援で作成された主要 4 災害（洪水・サイクロン・

地震・旱魃）のハザードマップ」（以下、「ハザードマップ」）では、特に施設建設及び運用

に係る調査対象 5 郡の災害リスクは、表 2-13 のように示される。Quelimane 郡及び Nicoadala

郡の沿岸部が、洪水のリスクの最も高い地域に含まれている。また、それ以外の地域について

も、地形によっては鉄砲水や浸水の危険性があり、大雨や強風に対して十分な注意が必要であ

る。尚、Lugela 北部では地震リスクが高くなっているが、本計画サイトはこのエリアには含ま

れていない。 

表 2-13 調査対象 5 郡の災害リスク 

災害種別 地域 リスク評価 

洪水 Quelimane 郡、Nicoadala 郡沿岸部 Zone I 河川氾濫による洪水可能性・高、平地浸水・2.5m 以上 

上記以外の全域 Zone III 河川氾濫による洪水可能性・低、平地浸水・1.0m 以下 

サイクロン Lugela 郡、Mocuba 郡北部 Zone III 最高速度・19-31m/s、等価動圧 22-59dan/m2、周期 1-2 年 

上記以外の全域 Zone II 最高速度・31-43m/s、等価動圧 59-113dan/m2、周期 2-3 年 

地震 Lugela 郡北部 Zone I 水平平均加速度・0.163-0.244g（50 年発生確率 10%） 

Namacurra 郡南部（沿岸） Zone III 水平平均加速度・0.04g 以下（50 年発生確率 10%） 

上記以外の全域 Zone II 水平平均加速度・0.040-0.163g（50 年発生確率 10%） 

出典：UN-HABITAT, GFDRR & WB (2014) , ‘Zoneamento de cheias’, ‘Zoneamento de ciclones’, ’Zoneamento Sísmico’ 
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2-2-3 環境社会配慮 

(1) プロジェクト実施による自然・社会環境への影響と環境社会配慮 

本計画は、SDEJT から中学校建設用地として示され、土地使用権が確認された土地に、新た

に複数棟の建物から成る中学校施設を建設するものである。計画対象として設計を行う 5 サイ

ト（予備サイト 1 つを含む）は、いずれも大部分が未利用の草地で、生態学的あるいは環境保

護面で特殊な地域に該当するものではない。 

(2) 環境社会配慮に係るモ国側の手続き 

モ国では、環境法：法令 20/97 号により環境に影響を及ぼす可能性のある全活動に、環境社

会配慮に係る法令・基準が適用される。具体的な手続きは、「環境影響評価の承認プロセスに

係る規則：54/2015 号」に則して、「土地環境地方開発省」（MITADER）の州の担当局である

「州土地環境地方開発局」（以下、「DPTADER」）による「環境影響評価」（以下、「EIA」）

に係る事前スクリーニングとプロジェクト承認が必要となる。学校に関しては、定員が 1,500

人以上の場合に、「簡易環境調査」（以下、「EAS」）の実施が必要なカテゴリーB に分類さ

れる。しかし、本計画の 1 校当りの施設定員は、480 人～577 人（48 人定員/教室 x10～12 教室）

を想定しており 1,500 人に至らないことから、自然環境・社会環境に対する影響が微小で最小

限の変更しかもたらさないとの判断から、より甚大な影響が想定されるカテゴリーA 以上のプ

ロジェクトに適用されるEIA及びカテゴリーBに適用されるEASが不要なプロジェクトに分類

される予定である。 

施設建設の実施にあたっては、実施機関となる DIEE は、DPEDHZ と連携して本概略設計に

基づき必要な資料を整え、DPTADER との協議を通じ、事前に必要な手続きを完了する必要が

ある。 

 

2-3 その他（グローバルイシュー等） 

本計画は、モ国の中でも貧困状況の著しい（2014 年、貧困率 60.0％、ニアサ州・ナンプラ州

に次ぐ高い割合）ザンベジア州を対象に、質の高い教育の提供を通じてその社会経済の発展と

貧困の削減に寄与するものである。 

また、本計画施設は、コストバランスに留意しつつ、障がいを持つ生徒の利用に配慮した渡

り廊下等の設置に加え、女子生徒にとって使い易いトイレとする等、今後、地方部での中学校

建設におけるモデルとなる施設計画を目指している。この方針は「持続可能な開発目標」目標

4 に沿って、包摂性と公平性を重視し、ジェンダー間の平等や脆弱な状況下にある子どもたち

の教育への参加促進に寄与するものである。 



 

 

第 3 章 プロジェクトの内容 
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第3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

(1) 上位目標とプロジェクト目標 

モ国政府は、累次の PQG や貧困削減行動計画の中で人的資本を国家開発の重点事項と捉え、

教育分野をその中の重要分野の 1 つとしている。現行の PQG 2015-2019 で、中心目標とする「国

民の生活状況の改善」のための 5 つの主要分野の 1 つに、「人的・社会的資本の開発」を位置

づけ、そのための中心戦略として「人間開発に資する知識・技術・態度の習得を実現できるイ

ンクルーシブで効率的・効果的な教育システムの促進」を掲げている。教育分野では、2019 年

まで期間を延長した PEE 2012-2016 の新たな延長部分の計画として、いくつかの指標の見直し

のもと、PO 2016-2019 を作成している。その中で、中等教育分野については「平等性と包摂性

に重点を置いたアクセス拡大と就学の維持」を「教育の質の改善」と共に優先課題とし、より

中等教育の質に注目した指標として、ESG1 修了率、2019 年度目標値 80.0%という大目標の下、

2019 年までに「10 年生（G10）の GER」：44%、「11 年生（G11）の入学率」：27%（男女）、

24%（女子）を戦略目標として設定している。この目標達成に向け、「地域のニーズを反映し、

特別な支援を必要とする生徒の就学に配慮した中学校の、持続的な形での建設」を主要な活動

に位置づけ、中学校施設の整備を進めている。更に、モ国政府は、教育基本法改訂による 9 年

間の基礎教育の義務化に則したカリキュラム改訂等に取組んでおり、3 年間の ESG1 をその一

部に位置付けて全国民への普及を目指している。 

本計画は、これら中等教育における目標に対し、対象地域で中等教育施設の建設を行うこと

を通じて、同地域の中等教育への平等なアクセス及び学習環境の改善を図るものである。 

(2) プロジェクトの概要 

本計画は上記目標を達成するために、モ国から最終的に要請された 5 サイトの内 4 サイトを

対象として、地方部での ESG1 のカリキュラム実施に必要な施設・機材を備えたモデル校とな

る中学校の建設を行うものである。これにより施設は、社会的背景から求められる事項（ジェ

ンダー・障がい者配慮）を考慮した教育環境とし、今後、モ国の地方部での展開が可能なモデ

ルとなる施設を整備する。同時に、整備される施設の運用に最低限必要となる家具及び機材の

整備を行うものである。 
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3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針 

3-2-1-1 基本方針 

本計画では、モ国から最終的に要請された 5 サイトのうち、現地調査にて合意された選定基

準を満たし、かつ中等教育へのアクセスの拡大と学習環境の改善という目標に照らして、協力

の必要性を客観的データから確認できるサイトについて、合意された優先基準に従って順位付

けを行い、日本側予算の制約等を踏まえた上位 4 サイトを協力対象とする。施設は、今後のモ

国の地方部での ESG1 のカリキュラム実施に必要な施設・機材を備えた中学校として展開が可

能となるモデルとして構成する方針とする。協力対象の施設コンポーネントの選定にあたって

は、中等教育レベルの学校運営とカリキュラムの実施に必要不可欠な施設を第 1 優先とし、そ

の他の要請施設については、既存校やモ国政府が整備を進める学校施設で標準的に設置され有

効に利用されている施設のうち、必要最小限の範囲を協力内容に含める方針とする。施設・設

備の仕様は「FASE 案件」、及び日本の旧「コミュニティ開発支援無償」で実施された「先行

案件 2012」の設計内容をベースに、利用実態とコスト縮減の観点から更なる見直しを行い設定

する。また施設の建設に伴い、施設運用に最低限必要となる家具及び機材の調達を計画する。 

3-2-1-2 協力対象サイト・コンポーネントの選定 

(1) 要請サイト 

本計画の要請サイトは、現地調査に先立ち MINEDH と JICA モザンビーク事務所との協議に

より、事業の効率的・効果的実施の観点から、原要請 8 サイトから 6 サイトに絞り込まれてい

る。更に現地調査開始時のサンプル調査にて、事前に合意したサイト選定基準に照らし、確認

を要すると判断される Maganja da Costa 郡、Mocuba 郡、Lugela 郡及び Quelimane 郡サイトの 4

サイトの踏査を行ったところ、Maganja da Costa 郡サイトについては、①政府資金による 10 教

室の中学校建設が計画されており通学圏も重複していることに加え、②2015 年の洪水での橋梁

流失により州都 Quelimane 市からの幹線道路が不通であり、本計画開始予定時期までの復旧が

望めず、Mocuba 市を経由する未舗装の路面状態の悪い迂回路でのアクセスが求められることが

確認された。このため MINEDH 及び DPEDHZ との協議の結果、同サイトを最終的な要請リス

トから除外することで合意した。最終的な要請サイトである 5 サイト及びそれらサイトのモ国

側の優先順位は、表 3-1 のとおりである。 

 表 3-1 要請サイトとモ国側の優先順位  

優先順位 郡 サイト名 

1 モクバ： Mocuba Macovine area 

2 キリマネ： Quelimane Nangoela area 

3 ニコアダラ： Nicoadala Licuar Secondary School 

4 ルジェラ： Lugela Next to Alto Lugela Secondary School 

5 ナマクラ： Namacurra Macucunha area 

以下、本報告書内でのサイト名の記述は、優先順に E1 Mocuba、E2 Quelimane、E3 Nicoadala、

E4 Lugela 及び E5 Namacurra と記載する。 
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(2) 協力対象サイトの選定基準・優先順位付けの基準 

協力対象サイトは、サイト調査等で得られたデータの分析によりサイト毎に協力の必要性・

緊急性・妥当性、及び計画の効果的・効率的な実施の可能性を評価し決定する。判定は、モ国

側との協議を通じて合意された以下の基準に従い、選定基準を満たしたサイトにつき優先順位

付けを行い、日本側予算の制約等を踏まえた上位 4 サイトを協力対象として選定する。 

表 3-2 協力対象サイトの選定基準・優先順位付けの基準 

【選定基準】 

1. 土地所有権又は使用権が書面で確認できること 

2. 地雷撤去完了済みであることが書面で確認できること 

3. サイトの地勢、広さに問題なく将来の拡張が可能であること 

4. 自然災害による被災可能性や治安上の問題がないこと 

5. 他ドナー又は政府による整備計画と重複しないこと 

6. 大規模な造成・整地工事、基礎工事における特殊工法を必要としないこと 

7. 施工及び施工監理上、車両によるアクセスに支障がないこと 

8. 環境社会配慮上の懸念及び住民移転の必要性がないこと 

9. 水源及び電力供給が可能であること 

10. 就学需要が十分にあること 

11. 教員が確実に配置されることが明確であること 

【優先順位付けの基準】 

1. 小学校施設を借用・転用し中学校施設として利用している学校 

2. 人口増加が顕著であるが、中学校が存在しない地域 

3. 教室不足若しくは 1 教室当りの生徒数が過多である地域 

4. 学校建設の遅れから就学年齢の住民が他郡の中学校にアクセスする以外に就学機会を得られない地域 

5. コンサルタントが施工監理を効率的に実施できる地域（アクセス、実施上の障害の有無） 

6. モ国政府の優先度に沿った地域 

7. 日本国政府の対モ国国別援助方針に沿っていること 

 

また、施設規模の検証にあたっては、以下を基準とし、事後評価を予定する施設完工後 3 年

目の 2024 年を目途に通学圏の就学需要を試算して、必要な施設整備規模を確認する。 

• 通学圏の就学需要は、当該サイトで学校が新設された場合に、想定される通学圏内の小学

校の卒業者数に基づき算定する。但し都市部で明確な通学圏の設定が困難な場合は、設定

可能な通学圏内の既存中学校との妥当な配分に基づき、通学が想定される小学校の卒業者

数を設定する。 

• 必要教室数は、省令 61/2003号に規定されるESG1における1教室当り生徒数45人に則し、

同数及び 2 シフト制での運営を前提に算定する。しかし当面は、高い教育需要からそれ以

上の生徒を受入れざるを得ない実情を考慮して、効率的な家具配置により可能となる 1 教

室当り 48 人の生徒を受け入れることができるよう計画する。 

• 現行の教育セクターの実行計画である PO 2016-2019 の優先施策に従い、地域のニーズを

反映し、10-12 教室で構成される ESG1 のカリキュラム実施に必要な施設・機材を備えた

中学校とし、ESG1 課程の生徒の収容を原則とした計画を行う。 
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 1) 施設コンポーネント 

現地調査時の MINEDH との協議を通じて確認された、要請コンポーネントとその優先順位は

表 3-3 のとおりである。整備コンポーネントについては、「FASE 案件」を参考にしつつ「先行

案件 2012」をベースにその規模・内容を検討することで合意した。 

表 3-3 要請コンポーネントと優先順位 

要請コンポーネント 優先度 

施設 教室 第 1 優先 

事務・教務管理棟  
(医務室・相談室を含む) 

第 1 優先 
（施設内容は教員の配置計画や使用頻度等の調査結果を基に精査する。） 

トイレ棟 第 1 優先 

多目的教室棟 
（IT 教室、図書室、科学実験室） 

第 1 優先 
（多目的教室棟の構成については、カリキュラム、教員配置、使用頻度等を
踏まえて精査する。） 

簡易体育館 第 2 優先 

教員住居 第 2 優先、必要性が高い場合は考慮する。 

守衛棟 第 2 優先、必要性が高い場合は考慮する。 

更衣室 第 2 優先、必要性が高い場合は考慮する。 

機材 黒板 第 1 優先 

生徒用机・椅子 第 1 優先 

校長用机・椅子 

第 2 優先 
（カリキュラム、教員配置、使用頻度等を踏まえ、優先度について協議、各
教室家具・機材の詳細については国内解析の段階で精査する。） 
 

教員用机・椅子 

コンピューター 

実験室の備品 

図書室の備品 

また、各コンポーネントの要請規模等について以下の方針を確認した。 

• 教室定員は、省令 61/2003 に示される ESG1 の教室定員である 45 人を満たし、教室内で

の家具のレイアウトとして収まりのよい 8 人 x 6 列の 48 人として計画を行う。  

• 「平等かつ持続可能な形での中等教育へのアクセスを拡大するため、地方農村部を中心に

コミュニティの近くで、寮のない比較的小規模の学校整備を進める」77との MINEDH の基

本方針に従い、教室数は原則として 1 校あたり 12 教室までとする。 

• 事業費調整の必要に備え、簡易体育館、更衣室、及び教員住居は優先度を下げる。 

 2) 機材コンポーネント 

機材については、中学校向け標準調達機材リストに基づく要請機材リストが提出された。そ

の中から車両を除く 5 カテゴリー（①管理部門用機材、②スポーツ機材、③PC 関連機材、④音

響機材、⑤科学実験室用機材）について、現地調査時の MINEDH との協議を通じて合意された

選定および優先順位付けの基準に従い、表 3-4 で設定する A〜C の 3 段階で評価した。 

表 3-4 優先順位付けの基準 

A カリキュラムの実施や学校の運営に必要不可欠な機材 

B カリキュラムの実施や学校の運営に必要であるが、A の機材より緊要度が低い機材 

C カリキュラムの実施や学校の運営に必要であるが、A・B の機材より緊要度が低い機材 

緊要度の高低は、使用頻度、使用者の技術レベル、使用環境、消耗品の調達の可否等の観点

から判断することを、MINEDH との協議で確認された。また、C 評価の機材は、基本的に本計

                                                           
77 EESG 2009-2015 P33-35 を参照し記述 
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画対象外とすることが確認された。但し、現地調査後に MINEDH より提供されたカリキュラム

に関する資料の内容を踏まえ、必要不可欠と判断される機材は協力対象に含めるよう検討する

ことが確認された。合意された基準は以下のとおりである。 

表 3-5 機材の選定基準 

【選定基準】 

1. カリキュラムの実施に必要である 

2. 施設運営・維持管理に不可欠である 

3. 機材設置に必要なスペース及び施設各室のスペースが確保されている 

4. 維持管理が比較的容易である（特殊技術や高価で調達困難な消耗品を必要としない） 

5. 使用者が容易に使用できる 

6. モ国内で調達可能である 

7. モ国政府の優先度に沿ったものである 

8. 日本の無償資金協力の方針に沿ったものである 

【削除基準】 

I. 使用頻度が低いと見込まれるなど、費用対効果が低い機材 

II. 他の機材で代用可能である等、要請内容が重複する機材 

III. 優先順位が低く、予算上制約等により協力対象事業に含めることが難しい機材 

 

3-2-1-3 施設計画に係る方針 

(1) 付加価値創出に係る方針 

本計画では、社会的背景から求められる主に 2 つの視点：ジェンダー配慮、身障者配慮から

具体的な配慮項目を検討・抽出し施設計画に織り込む方針とする。 

 1) ジェンダーに係る配慮 

ジェンダー配慮として、トイレ棟は男女別棟にするとともに、給排水設備が完備された衛生

的な環境を整備する。またトイレ棟までの動線も死角を作らないよう配慮する。また、婚姻等

により家庭を持つ女性は、日中は家事に追われ、夜間コースに通うことも多いため、夜間コー

スの開設を想定した明るい教育環境の確保と防犯対策に必要な照明計画を行う方針とする。 

 2) 障がいを持つ生徒への配慮 

障がいを持つ生徒への配慮に関しては、法令 53/2008 号 で示される公共建築に求められる機

能（スロープの設置、廊下幅 1,800mm 以上等）を施設計画に反映する。本計画施設は、平屋で

構成し、車椅子での移動を考慮し各施設間は段差を最小限（20mm 以下）に抑えるとともに、

屋外通路、渡り廊下で接続する計画とする。また教室等の主要諸室の入口に関しては、車椅子

での出入りを円滑に行えるよう 900mm 以上の幅を確保するとともに、触れることで部屋名を認

識できるよう凹凸のある室名サインを設置する。多目的トイレは、トイレ棟内部に配置し、障

がいを持つ生徒を含む全ての生徒が、使用可能なブースとして男女別に計画する方針とする。 

(2) 施設計画のモデル化の方針 

施設計画のモデル化に関しては、本計画施設を今後 ESG1 のカリキュラム実施に必要な施

設・機材を備えた地方部での中学校モデルとして、展開するのが容易となるよう、現地調達の

資機材を用いて、現地一般工法で建設が可能な施設を計画する方針とする。本計画施設では、
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付加価値の 1 つとして車椅子でもアクセスが可能な施設を計画するが、その実現は、個々の施

設のみならず、施設間の接続部分を含む施設全体に配慮事項が行き届いて初めて可能となる。

このため、今後の中学校整備において、サイト毎に異なる地形に対応し、車椅子での通行に支

障となる段差を柔軟に吸収することができるように、各施設及び渡り廊下は、個々に完結する

のでなく、施設間の接続を考慮した施設全体を構成するエレメントとして計画する。 

3-2-1-4 自然環境条件に対する方針 

(1) 気象条件への対応 

本計画対象の 5 郡を含む沿岸部～中部山岳地域の大部分は熱帯サバンナ気候（Aw）に属する。

11～4 月の雨期、5～10 月の乾期に分けられ、北側からの日射も強く年間平均気温は 25～26℃、

気温は雨期に高い。年間降雨量は標高・地形等によって異なるが約 1,200~1,600mm に達し、雨

期における月間の雨量も 250~300mm 前後に達する。時にサイクロンの影響で 60mm/日に達す

る暴風雨となることもある。 

 

出典： https://en.climate-data.org/ のデータを基に調査団作成 

図 3-1 計画対象地域の気温・降水量 

 

本計画ではこうした気象条件に対し、以下の方針で施設計画を行う。 

• 雨期の影響を踏まえた施工計画及び工程を検討する。 

• 日射に対しては、特に収容人数が多い一般教室への射し込みを避けるため、廊下部を可能

な限り北側に配置する。また小屋裏の気積を大きく確保して室内への輻射熱を抑制する。 

• 維持管理費の低減に留意しつつ、高温が続く雨期に対して最小限の空調機や天井扇の設置

を計画する。 

https://en.climate-data.org/
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(2) 自然災害への対応 

計画対象地域では洪水、サイクロンなど過去に大きな被害をもたらした自然災害の経験があ

り、ハザードマップによる調査対象 5 郡での災害リスクは前出の表 2-13 に示されている。 

地域で見ると、ザンベジア州は洪水、サイクロンなど過去に大きな被害をもたらした自然災

害による被災記録が確認されるが、各サイトでの聞き取り調査では、計画対象サイト周辺での

冠水、洪水、地震等の自然災害による被災履歴は、E4 Lugela でサイクロン襲来時の強風によ

る校舎屋根の破損があったのみであったが、調査対象の 1 郡である Nicoadala 郡に存在する ESG 
Nicoadala で、2019 年 1 月に強風により同じく校舎屋根の破損、及び ADE 資金で購入した資材

と PTA の労働力で建設したばかりの校舎が完全倒壊したことが伝えられている 78。また洪水に

関しては、2015 年のサイクロン襲来時の洪水記録では全協力対象サイトは被災域ではないも

のの 79、E2 Quelimane、 E3 Nicoadala は、低地で勾配が殆どないため、河川の氾濫時の浸水リ

スクは、協力対象サイトの中では相対的に高い 80と判断される。他サイトは、地形的にも高台

に位置する。若しくは緩かな勾配のある地勢から、洪水による被災の可能性は限りなく小さい

と判断される。地震に関しては、ザンベジ川に沿って発生記録が確認されるため、発生が想定

される地震力を考慮した構造とすることが求められる。 

これら本計画対象地域で確認され、今後発生が想定される自然災害を踏まえ、以下の方針で

施設計画を行う。 

• ザンベジア州は、サイクロンによる被災記録があり、協力対象サイトでは、2～3 年に 1
度の頻度で最大風速 31～43m/s の強風が想定される 81ことから、暴風による屋根の吹き上

げ荷重を抑えるため、「先行案件 2012」で 1,700mm であった軒の出を、より保守的に 900mm
とする。また風雨の吹込みに対して窓開口部は、耐水性の高いアルミ製とする。 

• 地震により作用する水平力より建物が倒壊しないよう、建物全体で応力を吸収する構造計

画とする。 

• ハザードマップで、河川氾濫時に浸水が想定される E2 Quelimane、E3 Nicoadala、E5 
Namacurra では、施設への影響を可能な限り回避、軽減するために、計画施設は、敷地内

のより高い部分に配置する。 

• 雨水排水側溝、植栽による表土浸食の防止等を考慮した外構計画を行う。 

また、本計画対象サイトが位置するザンベジア州への Maputo 市からの陸路でのアクセスには、

ザンベジ川を始めに渡河が必要となるが、近年では 2015 年の洪水時に橋の崩落により主要幹線

道路が不通に陥った。このような事態が発生すると資機材調達が滞り、工程にも大きな影響が

予想されることから、資機材調達には、主要調達地からの調達に係る必要期間を適正に見込ん

で計画するとともに、特に主要な資機材に関しては、輸送が雨期に掛からないように工程を計

画する方針とする。 

 

                                                           
78 O Pais, http://opais.sapo.mz/vendaval-deita-abaixo-tecto-de-duas-escolas-em-nicoadala (2019 年 1 月 20 日アクセス) 
79 UNOSAT, Feb 16, 2015 data set, FL20150112MOZ.shp を確認した結果より 
80 MOPHRH, UN-Habitat 他による 2014 年作成ハザードマップより 
81 MOPHRH, UN-Habitat 他による 2014 年作成ハザードマップより 

http://opais.sapo.mz/vendaval-deita-abaixo-tecto-de-duas-escolas-em-nicoadala
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(3) 地形・地質条件への対応 

再委託調査で実施した地形測量及び地質調査の結果概要は以下のとおりである。 

表 3-6 計画対象 5 サイトの地形測量、地質調査の結果概要、及びインフラ状況 

 E1 Mocuba E2 Quelimane E3 Nicoadala E4 Lugela E5 Namacurra 

面積 3.22ha 4.74ha 1.45ha 6.09ha 7.52ha 

勾配 2.0/100 
南東に下る 

1.2/100 中央から
北西及び南東に
下る 

1.5/100 
北東に下る 

2.0/100 
南に下る 

1.5/100 
西に下る 

土地利用 未利用、都市 
計画地域 

未利用、都市 
計画地域 

未利用 既存校敷地、 
一部学校菜園、
グラウンド 

未利用、都市計
画地域、サイト周
囲に民家あり 

表層 灌木、樹木が 
8 本点在 

灌木、樹木が 
22 本点在 

灌木、樹木が 22
本点在 

灌木、樹木が 
56 本点在 

灌木、樹木が 
46 本点在 

地質 
シルト交じり 
砂質土 

シルト交じり 
砂質土 

シルト交じり 
砂質土 

砂質・粘性土 
シルト交じり 
砂質土 

地耐力（長期許容支持
力、安全係数 3） 

146.8kN/m2 
（GL-0.65m） 

115.7kN/m2 
（GL-0.65m） 

151.8kN/m2 
（GL-0.65m） 

2,691.7kN/m2 
（GL-0.65m） 

100.9kN/m2 
（GL-0.65m） 

地下水位 1.2m 2m 以深 1.0m 10m 以深 1.0m 

備考 E4 Lugela は、膨張土が地表より 1.5m 程まで確認されたため、土の置換が必要。 

インフラ 
状況 

電気 
全サイトともサイトまでは引き込まれていないが、周辺部まで供給されている。EDM によるサ
イトまでの電力供給は可能。 

給水 全サイトともなし。 

公共排水 全サイトともなし。 

 

計画対象サイトは、平坦ないしは最大 2％程度の緩勾配の地形であるため、大きな造成工事

は必要ない。また地質は概ね粘土交じりの砂質土であり平屋建ての施設の建設には十分な地耐

力が確保されていると判断されるが、E1 Mocuba 及び E3 Nicoadala、及び予備サイトである E5 

Namacurra では地下水位が高い。E4 Lugela では膨張土が確認された。本計画ではこのような地

形・地質条件に対し、以下の方針で施設計画を行う。 

• 建物間のアクセスを確保するため通路の勾配を 1/16 以下とするのに、擁壁等大きな造成工

事が発生しないよう土地の傾斜を考慮した施設配置とする。 

• 排水処理は、すべてのサイトで下水道が整備されていないため、サイト内での地中浸透処

理とするが、地下水位の高さを考慮し、点的に浸透処理を行う浸透桝でなく、面的に浸透

処理を行う有孔浸透管を地中の浅い部分に敷設する処理方法とする。 

• E4 Lugelaでは、膨張収縮が大きく構造物に大きな変位を与える膨張土が確認されたため、

施設への影響を回避するため、計画施設周辺部に関しては、地質調査で膨張土が確認され

る地表 1.5m までの土を取り除き、有機物量が少ない土（ラテライト等）で置換する。 
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3-2-1-5 社会経済条件に対する方針 

モ国は 1992 年の内戦終結以降、安定した国内政治状況と天然資源開発や道路、港湾整備等の

大型プロジェクトへの投資等により、2001 年から 2015 年までの GDP 成長率は、年平均 7.8%

という高い数値を維持してきた。しかし 2016 年春に判明した 14 億 US ドルに上る国営企業の

債務問題により「国際通貨基金」（以下、「IMF」） が債務危機を宣告するに至り、ドナー各

国からの財政支援が停止されたこと等から、2016 年度の GDP 成長率は 3.8%に留まった。通貨

下落に伴う物価上昇や、都市と農村あるいは地域間の格差等、社会経済面での負の側面も拡大

しており、政府が統制する食料・燃料の値上げ等を契機にデモや騒乱も散発し、盗難等の一般

犯罪も頻発している。 

(1) 防犯面での方針 

防犯に関しては、上記の社会状況を背景に、既存中学校と同様に警備員による 24 時間体制の

警備が必要となる。これに加え、施設の建設・運用にあたっては、建設中の資機材盗難に対す

る予防措置、竣工後に高価な機材が導入される諸室の防犯対策を以下の方針で検討する。 

• 工事期間中の資機材の盗難防止のため、仮囲いの設置や警備員の配置等を計画する。 

• 敷地外周塀・ゲートの建設は、モ国側負担事項であるが、各サイトで警備員常駐のための

守衛棟を、既存校での計画に倣って敷地入口のゲート建設が想定される位置に計画する。 

• 機材等が設置され、防犯性能が要求される室の開口部（窓・扉）は、鉄格子を設置する計

画とするとともに、貴重な機材が導入される多目的教室は管理諸室と隣接して配置する。 

(2) 施設運営面での方針 

中学校施設の日常的な維持管理は、地方分権化が進み各郡の SDEJT が主体となり実施される

が、近年の困窮した財政状況において、施設の維持管理費を支出する費目である物品・サービ

ス費に関する予算は、計画対象郡により異なるが、2017 年から 2018 年では、ほぼ横ばいに推

移している。（表 2-4 参照） 

このため、今後老朽化した施設が増加していくなか、施設の修繕及び改修を実施していくに

は、限られた予算の中で、より効率的で且つ計画的な対応が求められることから、本計画では、

建設後の維持管理費をより抑制することを念頭に、以下の方針で施設計画を行う。 

• 施設は、教職員により日常的な維持管理が可能なものとする。 

• 施設建設に用いる資材や設備類は、現地調達が可能なものとする。 

• 建築設備は、定期点検や消耗品の交換等が容易な設えとする。 

• 可能な限り自然採光・自然換気とし、建築設備に係る消費電力を抑制する。 

• 利用頻度が激しく損傷しやすい施設の可動部（扉・窓）や、移動可能な家具（机・椅子）

は、堅牢な設えとする。 
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3-2-1-6 建設事情／調達事情に対する方針 

(1) 建築基準・許認可等 

モ国では、建設行政を所管する「公共事業住宅水資源省」（以下、「MOPHRH」）が建設及

び建築・設備に係る様々な基準を発行している他、構造設計については、旧ポルトガル基準が

準用され、材料規格については、主な輸入元である「南アフリカ共和国基準」（以下、「SANS」）

や EU 規格等が広く適用されている。このように画一した基準は存在しないため、施設検討に

適用する基準、規格はドナーやプロジェクトの特性により異なる。本計画の施設計画では、モ

国政令、省令に示される与件を踏まえた検討を行う方針とする。しかし構造解析については、

これまで日本の基準で構造解析された無償資金協力で建設された施設に構造上の問題は発生し

ていないことを踏まえ、日本のリソースを効率的に活用し、施設検討と並行してより細やかに

検討を進めるため、日本の基準である日本建築学会指針を参照する。但し、材料の規格は調達

先の国での規格、主に SANS を適用する方針とする。 

建築許可は、公共施設の建設では申請機関から管轄機関に図面等を提出し、審査を経て許可

を得る必要があり、市町村（Municipio）の区域での計画については当該自治体、それ以外の区

域については「州公共事業住宅水資源局」（以下、「DPOPHRH」）が監督機関となる。通常

の教育施設は、DPEDH が申請機関となるが、本計画のように MINEDH が主管のプロジェクト

では、DPEDH による申請の前に MINEDH「施設・学校機材局」（以下、「DIEE」）が技術的

なチェックを行う体制にある。なお、計画対象郡においては、Quelimane 郡（市部を含む）、

Mocuba 郡、及び予備サイトが存在する Namacurra 郡で、都市計画が策定されている。これまで

に本計画に適用される土地利用上の制約や規制は確認されていないが、土地利用上の規制等の

改訂予定の有無を確認しつつ計画検討を進める方針とする。 

(2) 建設事情・調達事情 

本計画では、ザンベジア州の州都 Quelimane 市に施工及び施工監理拠点の設置を想定してい

る。同市は、北部地域の拠点都市の 1 つではあるが、首都 Maputo 市から 1,670km の遠隔地で

ある。また Quelimane 市及びその近郊では、主要資材となるセメントや骨材の調達すら困難で

ある。このような事情から、全国展開する大手施工会社やコンサルティング会社は、ザンベジ

ア州の隣接州の州都であるナンプラ州 Nampula 市やソファラ州 Beira 市には支社を構えるが、

ザンベジア州では、プロジェクトベースでの拠点設置に止まることが多い。よってザンベジア

州内での技術者等の要員の確保は限られ、大型プロジェクトの実施にあたっては、主要な要員

を Maputo 市から、また一部要員を Nampula 市、Beira 市から調達するのが一般的である。資材

についても、主に Maputo 市からの陸送での調達となる。このため首都 Maputo 市からの要員調

達事情や資機材調達事情、雨期の輸送事情、燃料費高騰による輸送費の上昇等による工期面・

コスト面でのリスクを適正に見込み、工期と概算コストの設定を行う方針とする。 

家具調達業者に関しては、MINEDH の実施する案件での調達実績を有する業者は、Maputo

市や Matola 市周辺に数社存在するが、調達形態は業者により異なる。南アフリカ共和国を中心

に第三国製品（既製品）の輸入調達を行う業者と、自社で生産を行う専門業者に大別され、一
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般的な教育家具（生徒用の机・椅子）の多くは、後者の調達形態の業者により生産、供給され

ている。 

機材調達業者に関しては、MINEDH の実施する案件の機材調達で実績を有する現地業者が

Maputo 市に複数社存在しているが、理科系機材や PC・プリンター関連機材など特定分野の機

材のみを扱う業者が一般的であり、多様な機材を横断的に取り扱う業者が限られている。 

3-2-1-7 現地業者の活用に係る方針 

(1) 現地コンサルタント会社 

本計画では、概略設計からの一貫性を保ちつつ効率的な施工監理を行うため、概略設計を担

当した本邦コンサルタントが JICA に推薦され、引続き詳細設計～施工監理を行う。 

モ国内には MOPHRH の最上位（7a）クラスに登録されるコンサルタントを中心に、MINEDH

実施の施設建設プロジェクトでの設計・監理実績を有する大手コンサルタントが複数存在する。

しかし現地コンサルタントの施工監理では、実際に施工監理を担う人材もプロジェクトベース

で雇用され、日常は教育機関で教鞭をとる専門家が副業で従事することも多く、日本の無償資

金協力で求められる短期間での業務遂行が困難であるとともに、成果品の整合性と質の確保を

目的に委託した業務を監理するために、大きな労力を割く必要があると判断される。また現地

での施工監理業務は通常、支払いに係る出来高査定、発注者と建設会社との調整、設計変更の

対応が中心で、施工図（施工指示図）を描くことや品質管理・工程管理等の技術監理について

は建設会社に委ねられることが多く、コスト面での優位性も低いと判断される。このため本計

画の詳細設計・施工監理業務では、現地コンサルタント会社の活用はせず、原則として本邦コ

ンサルタントにより実施する。施工監理業務に関しては、日本人常駐施工監理者の下に、現地

エンジニアを直傭した業務体制を計画する方針とする。 

(2) 現地建設会社 

本計画の施設建設は、JICA の「施設・機材等調達方式（現地企業活用型）に係る調達ガイド

ライン」に従い、原則として被援助国業者を対象にした一般競争入札で選定される業者により

実施される。モ国では公共工事に係る建設会社は MOPHRH に登録し、建設業に係る許可（商

業ライセンス：Alvará）を得る必要がある。モ国内で永続的な活動を認められているのは、①

モ国籍の建設会社、②モ国で登録され、モ国内で 10 年以上事業を行う外国籍の建設会社、また

は③出身国で登録され、モ国で民間事業ライセンスを取得後、合法的に 10 年以上事業を行う外

国籍の建設会社の支店または出張所である82。 

登録ランクは、技術者人員数、資本金、財務状況等により受注可能な工事規模が設定され 1a

～7a までの 7 段階に分類されている。最上位の 7a クラスには 2018 年 1 月現在、グループ会社

をまとめると 174 社83存在する。2016 年の経済危機以降、建設業界を取り巻く状況も大きく変

                                                           
82 省令 77/2015 号 12 条 
83 業者登録は 1 年毎に更新され、7a クラスの建設会社は、2014 年 8 月には 80 社であったが、2018 年 1 月には

グループ会社をまとめると 174 社に増加している。しかし、既に撤退している外資系会社や、近年の建設不況

により倒産している建設会社もあり、正確な登録者数の把握は困難である。（MOPHRH での聞き取り調査に

よる。2018 年 4 月） 
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化し、公共工事に大きく依存する建設業界では 2015 年-2016 年に新規契約が減少したこと、ま

た政府からの支払いが滞ることにより、約 4 割の施工会社で収益が下落したと報告されている

84。MINEDH への聞き取り調査（2018 年 4 月）では、これまで一定の評価を得ていた建設会社

も人材の流出が続き評価が大きく後退し、建設会社の信頼性は、国外資本が投入されている会

社の方が高い状況に変化してきていることが確認された。また、建設業界は 2014 年以前の状況

にまでは回復していないものの、2018 年からは道路、港湾整備等の大型プロジェクトにけん引

され回復基調が予測されている 85一方で、競争力のある外国企業が安価で受注することで、建

設業界の構造自体に変化を及ぼしている 86ことも報告されている。このため収益が悪化した企

業の業績の急激な回復は望めないと推察される。このような状況を踏まえ、本計画の実施にお

いては、入札での競争性の担保の観点から一定数の応札可能な建設会社を確保しつつ、十分な

施工能力と財務健全性が確認できる建設会社を、調達することが可能となる入札条件を検討し

設定する方針とする。 

表 3-7 公共事業住宅水資源省の登録建設会社分類 

クラス 資本金下限（千 Mt） 請負金額上限（千 Mt） 
1a 20 1,000 
2a 50 3,400 
3a 150 10,000 
4a 500 20,000 
5a 1,500 60,000 
6a 5,000 200,000 
7a 10,000 200,000 以上（無制限） 

出典：省令 77/2015 号 

尚、公共調達に係る法令： 5/2016 号に示される現地企業（国内入札者）として定義されてい

るのは、①モ国籍を有し適切に経済活動を実施する者として登録された個人、②資本金参加が

50％以上のモ国籍の個人または法人から成る組織。また、③資本金の過半数が外国籍であって

も 5 年以上モ国で登録された個人または組織も国内入札者と扱われる。 

(3) 家具調達業者 

本計画での家具調達は、一般教室や多目的教室での教育家具（生徒用の机・椅子）は家具製

作業者による製作家具の調達を、事務管理諸室の家具は既製品家具の調達を基本に検討する。

教育家具に関しては、他案件での納入実績から本計画施設に対応した数量の調達もサイト毎に

時期をずらしながら製作・輸送・据付を行えば問題はなく、全サイト分の家具を一括発注する

ことは十分可能と判断される。このため、調達・製作能力と技術力を十分見極めた上で、一括

入札を原則に業者選定を行う方針とする。 

(4) 機材調達業者 

モ国では、様々な種類の機材を横断的に取り扱う業者が限られているため、全機材をまとめ

て入札を行った場合、競争性が確保出来ない若しくは不調となる可能性がある。このため本計

                                                           
84 http://www.xinhuanet.com/english/2018-03/08/c_137023101.htm （最終アクセス日 2018 年 9 月 30 日） 
85 http://clubofmozambique.com/news/construction-sector-is-gaining-ground-in-mozambique-economist/ 
（最終アクセス日 2018 年 9 月 30 日） 
86 http://clubofmozambique.com/news/mozambican-construction-industry-threatened-by-chinese-companies-cta/ 
（最終アクセス日 2018 年 9 月 30 日） 

http://www.xinhuanet.com/english/2018-03/08/c_137023101.htm
http://clubofmozambique.com/news/construction-sector-is-gaining-ground-in-mozambique-economist/
http://clubofmozambique.com/news/mozambican-construction-industry-threatened-by-chinese-companies-cta/
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画では、調達規模は小さくなるが、MINEDH が実施する入札での機材種に則しロット分けを検

討する。但し、ロット分けを実施する場合も作成する入札図書は 1 冊とし、図書を購入した企

業が単独もしくは複数のロットへの応札を自ら決定できるよう設定する方針とする。なお、ス

ポーツ機材、音響機材については、調達品目が少ないことから応札意欲が十分に喚起されず、

入札が成立しない可能性が高いため、施設建設に含み整備することとし、調達する機材からは

除く方針とする。 

3-2-1-8 運営・維持管理に係る方針 

中学校施設の運営・維持管理は DPEDH 及び SDEJT の指導、監督の下で、校長と学校運営委

員会を中心に各学校が行う。運営・維持管理に係る予算は、州・郡を通じて配賦される予算と

生徒より徴収する少額の学費（昼間部：200-350Mt/年、夜間部：350-500Mt/年）に加え、FASE

を利用して中央政府から直接配賦される ADE が支給されている。しかし ADE の使途に制限が

あることや、予算の全体額も潤沢ではないことから、本計画で新設される学校施設の運営と維

持管理に係る負担を抑制することが求められる。このため、維持管理に特殊な技術を要さない

現地標準の工法・仕様の採用を基本に、堅牢で維持管理が容易な設計を行う。また、設備等は

特殊な操作・運用指導等を必要とせず、運営を行う学校や SDEJT の施設維持管理担当者等の現

地の人員が容易に運転・管理でき、且つプリペイド式の電力計の導入や照明系統（廊下側と窓

側で別系統）の適切な制御等、使い手側の消費抑制を促す計画内容とする。 

 

3-2-1-9 施設・機材等のグレード設定に係る方針 

施設に関しては、「FASE 案件」及び「先行案件 2012」に準じ現地での標準的なグレードと

するが、特に学校施設としてより耐久性が求められる部分については、機能性、経済性、維持

管理の容易性等の観点から主要部位の仕様を比較検討し改良を行う。また、家具はいずれも既

存校が備える基礎的な内容とし、これまで MINEDH により調達された家具と同等のグレードと

するが、施設同様の観点から改良を行う。 

 

3-2-1-10 工法・資材調達方法、工期に係る方針 

本計画での施設建設の工法は、現地で一般的に用いられる工法を基本とし、構造躯体は「鉄

筋コンクリート」（以下、「RC」）造軸組構造で、非構造壁は充填「コンクリートブロック」

（以下、「CB」）による組積造で構成する。また梁上部の屋根架構は、モ国の公共建築物に多

用されている南アフリカ製の木トラスで構成する。施設の基礎は RC 造とするが、形状はサイ

ト毎の地耐力により異なるため、最も経済的な形状での計画を行う。 

本工事で使用する建設資材に関しては、セメント、骨材以外は輸入品となるが、現地調達可

能な製品の調達を基本とする。セメント・骨材はザンベジア州内及びナンプラ州からの調達、

その他の資材は安定供給が可能な Maputo 市近郊での調達を基本とする。 
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工期は、掘削・地業工事、基礎工事の進捗に対し、雨期（11 月～4 月）の影響を可能な限り

最小化するよう工事開始時期を設定し、1 サイト当りの工期は「先行案件 2012」及び他類似案

件での実績から 16 ヶ月と設定する。本計画は各サイトで多様な機能の施設をパッケージで建設

するもので、全コンポーネントの建設を行う場合は、1 サイト当りの施工面積は約 3,500m2 とな

る。ロット分けは、効率的、効果的な施工の実施とともに施工監理の体制を考慮に入れ、サイ

ト単位でのロット分けを基本に 1 社が 2 サイトを施工することを前提に、4 サイトを 2 ロット

に分けた体制とする。ロット 1 を内陸部(E1 Mocuba・E4 Lugela)の 2 サイト、ロット 2 を沿岸部

(E2 Quelimane・E3 Nicoadala)の 2 サイトとする。両ロットの工事は同時並行する計画とするが、

ロット内の 2 サイトの工程を 1 ヶ月スライドさせることで、同時期に同種の技術者、重機に対

して過度な需要による調達上の問題がないよう、全体工期は 17 ヶ月（16+1 ヶ月）と設定する。 
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3-2-2 基本計画（施設計画／機材計画） 

施設・機材の基本計画は、「先行案件 2012」の内容、仕様を踏まえ、地方小規模中学校のモ

デルとして中等教育に必要な諸機能を効率的に備えるとともに、現地調査で得られた施設の使

用・維持管理状況を反映した改善、及び後述の付加価値創造の観点から改良を加え策定する。 

3-2-2-1 協力対象サイトの選定と優先順位付け 

協力対象サイトの選定・優先順位付けは、現地調査で得られたサイト状況と地区の教育事情

を表 3-2 に示した基準に照らして評価・分析し、総合的な判断に基づいて決定する。 

(1) 事業の実施可能性にかかるサイト状況等の評価 

合意された選定基準の 1～9 は事業実施の前提となる条件であり、サイト毎にこれに照らした

問題点の有無、問題があるサイトについては、その問題点が事業実施に与える影響を評価する。

評価結果は表 3-8 のとおりである。 

表 3-8 協力対象サイトの状況等の評価 

 選定基準 E1 
Mocuba 

E2 
Quelimane 

E3 
Nicoadala 

E4 
Lugela 

E5 
Namacurra 

1 土地使用権証明書（DUAT） 提出済み 提出済み 提出済み 提出済み 提出済み 

2 地雷撤去完了証明 提出済み 提出済み 提出済み 提出済み 提出済み 

3 地勢・広さに問題なく、将来の拡張が可能 適合 適合 適合*3 適合 適合 

4 自然災害による被災可能性や治安上の問題がない 適合 適合 適合 適合 適合 

5 他ドナー又は政府による整備計画と重複しない 適合 適合*1 適合 適合 適合*4 

6 大規模な造成・整地、特殊な基礎を必要としない 適合 適合 適合 適合 適合 

7 施工、施工監理上、車両アクセスに問題がない 適合 適合 適合 適合 適合 

8 環境社会配慮上の懸念、住民移転の必要性がない 適合 適合 適合 適合 適合*5 

9 水源及び電力供給が可能である 適合 未判断*2 適合 適合 適合 

 

選定基準に対して不適合の恐れがあるサイト・項目は以下のとおりである。 

 1) E2 Quelimane： 

*1 Quelimane 郡部での重複はないが、Quelimane 市部では南西部空港近くで「FASE 案件」と

して Quelimane 中学校の建設が進められている。同中学校は、対象サイトの通学圏から大

きく外れており、相互の影響はほとんどないため整備計画の重複はないと判定する。 

*2 サイトへの給水確保は、現地調査においては「給水施設投資基金」（以下、「FIPAG」）によ

る給水網の拡張・延伸に委ねられていたが、FIPAG による Quelimane 市外への給水網拡張

の予定はないことが判明した。このため給水源を井水に頼ることとなったが、同地区で一

般的な浅井戸の井水は塩分濃度が高く飲用には適さないという、近隣住民への聞き取り調

査の結果を受け、MINEDH 及び DPEDHZ によるサイト周辺の既存深井戸の水質調査を実

施した。同結果から「世界保健機構」（WHO）の飲料水に係る水質基準を満たす井水の確

保が可能であることが確認されたことから適合と判定した。その後、DPEDHZ より改めて

深井戸の品質が飲用に適さないと既提出の報告とは異なる内容の報告を受けた。このため

入札実施時までに水源の確保が困難な場合は、水源が確保されることが必要条件となるが、

最下位サイトとの入れ替えを行うことを MINEDH と合意した。 
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 2) E3 Nicoadala : 

*3 敷地面積は 1.45ha で、想定される施設の配置は可能であるが、工事用仮設用地としてサイ

ト南側の土地の利用が可能であることが確認されたため適合と判定する。 

 3) E5 Namacurra : 

*4 小学校を借用して運営されていた中学校（Bonifacio Gruvet 校）の新校舎建設が政府独自予

算で実施されているが、対象サイトとは別の PA に属し通学圏が異なることから、整備計

画の重複はないと判定する。 

*5 サイトは、周辺に民家が散在する地区で、住民が耕作する畑が敷地周辺に点在する。畑の

位置も常に移動することから、これを避けて計画することとする。 

 

(2) 対象エリアの就学需要・施設需要の分析と評価 

前出の表 3-2、選定基準 10 に示される「就学需要が十分にあること」の判定にあたっては、

現地調査で得られた情報に基づき、プロジェクトの事後評価の目安となる 2024 年（施設完工後

3 ヶ年）を目標年次に、一般的な統計が得られる最小単位となる郡単位で中等教育就学生徒数

及び不足教室数を試算し、地方型中学校の標準である 10 教室分の需要があることを確認する。

試算は以下の 2 つのシナリオを想定して行う。 

- シナリオ A【現状維持シナリオ】：ESG1・ESG2 生徒数が今後も過去 5 年間（2013 年~2017

年）平均と同率の増加を続けると仮定した場合 

- シナリオ B【就学率改善シナリオ】： EESG 2009-2015 が目標としていた中等教育の就学率

（ESG1=70%、ESG2=35%）が達成されると仮定した場合（現行の PO 2016-2019 では、中等

教育の就学率に関する目標は、学年を限定したもののみであるため） 

 

各シナリオでの試算において共通する前提条件は以下のとおりである。 

• 必要クラス数の算出では、省令 61/2003 号に基づき、中等教育課程で標準とされるクラス

の大きさ（ESG1：45 人/クラス、ESG2：40 人/クラス）を基準とする。 

• 必要教室数の算出では、現在、通常実施されている昼間（午前・午後）の 2 シフト制を想

定する（夜間シフトは学齢期以上の生徒を対象に開校している場合が多いため、考慮しな

い）。 

• 2017 年の教室数は、Levantamento Escolar 2017 教育統計データより公立学校の恒久教室数

を参照し、現地調査による補正を加える。草葺や仮教室は含めない87。 

• モ国の中等教育課程は ESG1 と ESG2 に分かれるが、教室や教員は一体で運用され、必ず

しも明確に分けられないため、両課程合計で教室数不足の状況を評価する。 

• 現在、初等教育（EP1+EP2）、ESG1、ESG2 からなる 12 年の教育課程の 7+3+2 年制から

6+3+3 年制への移行が進められている。同制度の移行が示される新教育法の成立・施行を

                                                           
87 Mocuba 郡については ESG2 データがないため ESG1 の教室数を準用、私立・コミュニティ立学校のある

Quelimane 郡、Lugela 郡については 2017 年の生徒数割合（Quelimane 郡 ESG1-15.68％、ESG2-6.11％、Lugela

郡 ESG1-7.44％、全州 ESG1-4.16%、ESG2-2.94％）を減じて算出。 
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踏まえ ESG2 を 3 学年とする。 

試算結果を表 3-9 及び表 3-10 に示す。 

表 3-9 現状の就学状況が続くとした場合の就学需要試算（シナリオ A） 

郡 レベル 登録者数 (昼間) 生徒数推計  必要 

クラス数 

 

必要 

教室数 

(2 シフト) 

既存恒久 

教室数 

2017 年*5 

不足 

教室数 

 
  

2017 年 

*1 

年平均 

増加率 *2 

2024 年 

 

ESG2 学年
追加 *3 

うち公立 

*4 

ザンベジア

（州） 

ESG1 69,240 -0.09%  68,793    65,935  1,466  733  575 946 

ESG2 21,706 13.33%  52,104  12,630 63,001  1,576  788    

Mocuba 郡 
ESG1 6,525 -1.30%  5,955    5,955  133  67  35 91 

ESG2 2,236 9.14%  4,124  758 4,642 117  59    

Quelimane 郡 
ESG1 14,834 -2.50%  12,427    10,745 239  120  96 249 

ESG2 6,265 13.45%  15,158  3,898 17,946 449  225    

Nicoadala 郡 
ESG1 5,398 1.54%  6,009    6,009  134  67  35 146 

ESG2 1,923 23.85%  8,594  2,054 9,053 227  114    

Lugela 郡 
ESG1 1,223 -1.63%  1,090    1,009  23  12  15 22 

ESG2 330 24.35%  1,517  456 1,973  50  25    

Namacurra 郡 
ESG1 3,499 -1.39%  3,172    3,172  71  36  33 27 

ESG2 1,011 7.57%  1,685  361 1,901 48  24    

*1 出典：Aproveitamento Estatístico 2017  

*2 2013 年~2017 年の直近 5 年間の年間増加率を使用。 

*3 新教育法に則し、1 学年分の生徒数を追加。2017 年の G12 生徒数に、G11→G12 進学率を掛け合わせ算出した。 

*4 Lugela 郡、Quelimane 郡については私立・コミュニティ立生徒数を 2017 年の生徒数割合に応じて除外した。 

*5 調査対象郡の既存教室数は、現地調査時の施設の借用・兼用等の状況や継続使用の可否を判定し補正した。 
 

表 3-10 就学率が EESG 2009-2015 の目標を達成するとした場合の就学需要試算（シナリオ B） 

郡 区分 

年齢別推計人口  推定就学人口 必要 

クラス数 

 

必要 

教室数 

(2 シフト) 

既存恒久 

教室数 

2017 年 *5 

不足 

教室数 

 
2024 年 

*1 
レベル 

学齢人口推

計 *2 

2024 年 

*3 

うち公立 

*4 

ザンベジア
（州） 

10-14 才  785,338  ESG1  471,203   329,842   316,137   7,026   3,513  575 4,619 

15-19 才  657,727  ESG2  394,636   138,123   134,426   3,361   1,681    

Mocuba 郡 
10-14 才  59,931  ESG1  35,959   25,171   25,171   560   280  35 374 

15-19 才  48,992  ESG2  29,395   10,288   10,288   258   129    

Quelimane 郡 
10-14 才  51,662  ESG1  30,997   21,698   18,761   417   209  96 222 

15-19 才  43,871  ESG2  26,323   9,213   8,676   217   109    

Nicoadala 郡 
10-14 才  26,665  ESG1  15,999   11,200   11,200   249   125  35 150 

15-19 才  22,646  ESG2  13,588   4,756   4,756   119   60    

Lugela 郡 
10-14 才  26,069  ESG1  15,641   10,949   10,134   226   113  15 145 

15-19 才  17,852  ESG2  10,711   3,749   3,749   94   47    

Namacurra 郡 
10-14 才  54,167  ESG1  32,500   22,750   22,750   506   253  33 357 

15-19 才  51,826  ESG2  31,096   10,883   10,883   273   137    

*1 出典：Projecções distritais actualizadas com novos distritos を元に 2017 年 Census 郡別人口速報値を補正した。 

*2 各レベルの学齢人口は ESG1-12~14 才、ESG2-15~17 才として INE 推計の 5 才毎人口を均等割りして算出した。 

*3 EESG 2009-2015 の目標就学率（ESG1=70％、ESG2=35％）が達成されると仮定した。 

*4 Lugela 郡、Quelimane 郡については私立・コミュニティ立生徒数を 2017 年の生徒数割合に応じて除外した。 

*5 調査対象郡の既存教室数は、現地調査時の施設の借用・兼用等の状況や継続使用の可否を判定し補正した。 

 

試算結果から、すべての郡で 10 教室を超える就学需要、施設需要が確認できる。シナリオ A

では、Lugela 郡及び Namacurra 郡での必要教室数は他郡に比較し小さい値を示しており、ESG1

のみで 10 教室の需要がないようにも見受けられるが、両郡とも既存教室の一部は ESG2 のクラ
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スが利用するため88、実質的にはその分の教室は ESG1 で使用することはできない。また、Lugela

郡、Namacurra 郡は 5 郡の中でも中等教育就学率が低く（2017 年 ESG1・ESG2 の GER：Lugela

郡 10.3％・7.3%、Namacurra 郡 21.8％・15.2％、前出の表 1-14 参照）、特に Lugela 郡では、就

学率が州平均の半分以下、女子割合も 10 ポイント近く低く、教育にアクセス可能な地域が限定

されることに加えて、文化的・経済的な面での就学阻害要因も大きいことが推測される。これ

らの状況の改善に伴い、より大きな需要が見込まれるため、10 教室以上の需要はあると推察さ

れる。シナリオ B の試算結果を見ても潜在的な需要は十分にあると考えられる。ちなみに州全

体の現状同等の GER（2017 年、ESG1：22.7%、ESG2：15.2%）の達成を想定した場合の Lugela

郡、Namacurra 郡の不足教室数はそれぞれ 45 教室、109 教室となり、他郡と同等以上の施設需

要があることが確認できる。 

(3) 学校運営に係る教員配置の確実性の評価 

前出表 3-2 の選定基準 11 に示される「教員が確実に配置されることが明確なこと」について

は、既に学校運営が行われている E3 Nicoadala（Licuar 中学校）及び E4 Lugela（Alto Lugela 中

学校）については、基本的に現状の配置で学校運営が可能と考えられる。他 3 サイトは、校長・

副校長を含めすべての教職員が新規に配置される必要がある。教員の採用・配置は郡レベルに

権限が移っており、各郡とも教員の確実な配置については確言している。財政難の中、既存校

からの配置転換で補う方法が主体となるが、既存校の教員配置を見ると、1 教員当りのクラス

数が、中学校を新設するにあたり最適化された数値と考えられる 0.7589に対し、Mocuba 郡、

Quelimane 郡では 0.6 とやや余裕があるものの、Nicoadala 郡、Namacurra 郡では 0.7 と 0.75 に迫

る数値を示しており、後者の 2 郡においては新規教員の増員が必須と考えられる。新たな予算

措置も必要であり、配置の確実性はやや劣ると言えるが、教員資格を有する候補者は多く、予

算措置を確実に行えば問題なく教員配置が可能である。 

表 3-11 対象郡の ESG1 担当教員の配置状況（2017 年） 

郡 学校数（公立） 生徒数（昼・夜間） クラス数（昼・夜間） 教員数 生徒/教員 クラス/教員 

Mocuba 郡 5 9,004  128  230  39.1  0.6  

Quelimane 郡 9 17,292  269  420  41.2  0.6  

Nicoadala 郡 3 6,320  72  105  60.2  0.7  

Lugela 郡 2 1,263  32  60  21.1  0.5  

Namacurra 郡 3 4,170  68  93  44.8  0.7  

出典：教育統計 Levantamento2017 より調査団作成 

(4) 優先順位付けの基準に係る評価 

ミニッツで合意された優先順位付けの基準に照らして調査対象 5 サイトを評価する。評価は

以下に従い各項目への適否をポイント化し、ポイントの多い順に優先順位を決定する。 

• 項目 1、2、4、5、7 については基準に適合しているかどうかを判定し、適合の場合は 1 ポ

                                                           
88 Namacurra 郡では全 75 クラス（公立校昼間）のうち 18 クラス、Lugela 郡では 36 クラス中 7 クラスを ESG2

が占めている。（出典：教育統計 Levantamento Escolar 2017） 
89 EESG 2009-2015 において ESG1 中学校の新設に係る条件として、最低生徒数 270 人、6 クラス（45 人/クラス）

の場合、2 科目を担当する教員が 7 若しくは 8 人は必要と示されている。この場合のクラス/教員が 0.75 とな

り運営上の最適解と考えられる。 
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イントを与える。尚、1、2 は学校の有無によって補完関係にある。 

• 項目 3、6 については 1～5 の順位に従ってポイントを与える。 

判定結果は以下のようになった。 

項目 1： 既存校のある 2 サイトは、いずれも小学校施設を借用又は転用した学校であり、基準に

適合する。 

項目 2： 既存校のない 3サイトは、いずれも都市部（Urban Area）周縁で新規の開発計画が策定さ

れ、将来の人口増が期待される地域にある。2007 年から 2017 年のセンサス間の人口増

は、既に成熟した都市である Quelimane 郡（市部含む）では 15.4％に止まるものの

Mocuba 郡（40.6％）は州平均（32.8％）を超えている。しかしながら、いずれのサイトも通

学圏内に中学校はあり、本項目には該当しない。 

項目 3： 2017 年の ESG1 の 1 クラス当りの生徒数と 1 教室（恒久教室）あたり生徒数から見て、多

い順に 5 ポイント～1 ポイントとした。 

項目 4： Quelimane 市・郡及び Lugela 郡では、PA を超える就学者は存在するが、両者とも通学圏

に中学校はあり、就学先の選択は保護者の意志によるため本項には該当しない。 

項目 5: いずれのサイトもコンサルタントの監理拠点が置かれることが想定される Quelimane 市内

から日帰り可能な圏内にあり、効率的な監理が可能である。 

項目 6、7： モ国側優先順位は、MINEDH 及び DPEDHZ 双方の合意によるもので、同順位に従い

ポイントを付ける。また Lugela 郡は日本が開発を支援するナカラ回廊地域のエリアである

ことから同郡に 1 ポイントを加点する。 

 

表 3-12 計画サイトの優先順位判定 

 優先順位付けの基準 E1  
Mocuba 

E2  
Quelimane 

E3  
Nicoadala 

E4  
Lugela 

E5  
Namacurra 

1 小学校施設を借用・転用し、中学校施設として
利用していることが確認されたサイト 

- 
(0) 

- 
(0) 

借用 
(1) 

転用 
(1) 

- 
(0) 

2 人口増加が顕著であるが、中学校がない地域 開発地域 
(0) 

開発地域 
(0) 

- 
(0) 

- 
(0) 

開発地域 
(0) 

3 教室不足若しくは教室の混雑度が深刻な地域 
（1 教室当りの生徒数） 

183.8 
(4) 

188.6 
(5) 

137.4 
(3) 

79.6 
(1) 

112.5 
(2) 

4 学校建設の遅れから、学齢児童が郡を越えての
通学を余儀なくされている地域 

- 
(0) 

Quelimane 市
内への通学 

(0) 

- 
(0) 

Mocuba 郡
への通学 

(0) 

- 
(0) 

5 コンサルタントが施工監理を効果的に実施できる
地域（アクセス、実施上の障害の有無等） 

(1) (1) (1) (1) (1) 

6 モ国政府の優先順位に沿った地域 (5) (4) (3) (2) (1) 

7 日本国政府の対モ国援助方針に沿った地域 (0) (0) (0) (1) (0) 

 評点 10 10 8 6 4 

 

以上の検討より、サイトの優先順位は同順 1 位で E1 Mocuba 及び E2 Quelimane、3 位 E3 

Nicoadala、4 位 E4 Lugela とし、第 5 位となった E5 Namacurra は協力対象に含めず、事業実施

段階での予備サイトと位置付ける。
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(5) 優先順位が妥当と判断されるその他要因

1) 平和構築の観点

モ国の人口動態として、1992 年までの内戦中、農村地域の住民は安全な暮らしを求め、避難

場所として都市部及び国外に逃れた（また近年では、2012 年から 2016 年に発生した散発的な

政党間の抗争により約 10,000 人が隣国マラウイに非難したことが記録されている90）。さらに

内戦終結後は、安定した国内情勢を背景に都市部を中心にインフラ整備が進められ、生活環境

は大きく改善されたため、地方部の住民がより良い社会サービスを求め、都市部にさらに流入

している。このため都市部と農村部とでの地域格差の拡大や、都市部での乱開発、特に防災面

で脆弱な地域での無許可の開発などの問題が顕在化している。 

現在は、都市周辺部及び地方部での開発が進められており、内戦時に都市部に避難していた

住民が元の土地に帰還する動きも見られる。本計画対象郡では、近年 Lugela 郡に幹線道路、電

力網が整備され、都市部の Mocuba 市までのアクセスが良好となったことにくわえ、地価が低

いことから、Mocuba 市・郡からの帰還及び移住の動きが確認されている91。このため現状の就

学状況が続くとした場合の就学需要試算（シナリオ A）での必要教室数は小さいものの、学齢

人口を基に就学率が EESG 2009-2015 の目標を達成するとした場合の就学需要試算（シナリオ B）

での必要教室数は、上記の人口動態を考慮するとさらに大きくなることが推察される。このよ

うな需要に対して良質の社会サービスを提供することが、帰還民及び移住する世帯の定着を図

る上で重要な役割を担うと推察される。 

2) 2015 年洪水による被害と復旧の緊急度

2015 年に発生した河川氾濫を伴う洪水の影響を受け、ナンプラ州、ニアサ州、ザンベジア州

の 3 州で、2,362 の教室が半倒壊、全倒壊したことが記録されている。

図 3-2 2015 年の洪水による被災教室数の大きさ（左）と復旧の緊急度（右） 

出典：GoM (2015), ‘Mozambique 2015: Damage Assessment and Early Recovery / Sustainable Reconstruction Priorities’ 

Joint Rapid Assessment following the January-February 2015 Hydro-Meteorological Events in the Central and 

Northern Regions 

90 UNHCR Refugees Operational Data Portal https://data2.unhcr.org/en/situations/mozambique（最終アクセス日 2018 年 

8 月 10 日) 
91 Alto Lugela 中学校の校長への聞き取り調査による。（2018 年 4 月） 

Mocuba 郡 

Lugela 郡 

Namacurra 郡 

Nicoadala 郡 

Quelimane 郡 

https://data2.unhcr.org/en/situations/mozambique
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ザンベジア州では、被災した仮設教室数が多くその数が約 1,800 教室に昇る。図 3-2（右）は、

復旧の緊急度を示すが、本計画対象郡の Mocuba 郡、Lugela 郡は緊急度が高いと判断されてお

り92、復旧に向けた取り組みも進められている93。このような地域での本計画での施設整備は、

災害復旧の側面からも有効と考えられる。 

                                                           
92 The GoM (2015), ‘Mozambique 2015: Damage Assessment and Early Recovery / Sustainable Reconstruction Priorities’ 

Joint Rapid Assessment following the January-February 2015 Hydro-Meteorological Events in the Central and Northern 

Regions 
93 2018 年のザンベジア州投資計画において、荒廃した小学校の教室（Lugela 郡で 11 教室、Mocuba 郡 8 教室、

Morrumbala 郡で 15 教室）の改修が計画されている。 
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3-2-2-2 協力範囲・協力規模の設定 

(1) 協力対象とする範囲（教育段階） 

本計画の協力対象範囲は、教育基本法改訂の主な目的である ESG1 の 3 年間の基礎教育化（義

務化）の高い優先度を考慮して、限られた予算内で協力効果を最大化するため、ESG1 レベル

に対象を絞り、計画規模を設定する。尚、調査対象 5 校の内、既に中学校としての運営主体が

存在する 2 サイト（Nicoadala 郡 Licuar 中学校、及び Lugela 郡 Alto Lugela 中学校）は、いずれ

も ESG1 課程のみの運営である。 

(2) 協力規模（計画教室数）の設定 

各サイトの協力規模（計画教室数）は、地方型中学校の標準である 10～12 教室とすることを

方針とし、サイト毎に目標年次（施設竣工予定から 3 年後の 2024 年を想定）における推計生徒

数と必要教室数を算定してその妥当性を確認する。算定は、現地調査で確認された通学圏内の

受け持ち小学校の 7 年生（G7）生徒数と ESG1 の 1 年生にあたる 8 年生（G8）への進学率を基

に、過去 5 年間の動向が中期的に継続する条件の下で、ESG1 の 8 年から 10 年生の目標年次に

おける生徒数を推計する。就学率や進級率、退学・留年率の大幅な改善、及びアクセスや効率

の改善は直接的には規模算定には取り込まない。但し、G8 の生徒数を算定する際に退学・留年

者数を見込むにあたり、地域により退学者数と留年者数の比率が異なり、留年率のみを考慮す

ると地域に大きな差異がでるため、各郡の退学・留年者合計の 2/3 が学校に留まることを勘案

し、G7 からの新入生に加算することとする。また、既存中学校（ESG1）のある 2 サイト（E3 

Nicoadala、E4 Lugela）については、既存生徒数による生徒数推計を用いて、通学圏小学校の生

徒数から算定した規模を検証する。算定のフローを図 3-3 に示す。 

 

図 3-3 必要教室数の算定フロー 

 

既存校生徒数による検証

通学圏の設定 各SDEJT質問票、担当者聞取り

エリアの特定とGISデータ解析

想定進学率 （各郡5か年平均、

翌年G8登録者／基準年G7登

録者にて算定）

通学圏内のEPC/EP2の特定

G7生徒数特定（基準年:2017）

G8推計登録者数（2018）

G8推計登録者数（2024）
G8登録者数増加率（各郡5か

年平均）

G8推計生徒数（2024）
G8留年者数（2024）

各郡の（5か年平均留年率から
算定）

通学圏重複の調整 （新設10教

室と仮定し教室数比で登録者

数を配分）

G9・G10推計生徒数 （2024）
生徒数 G9/G8、G10/G8

（各郡5か年平均）

G8, G9, G10クラス数（2024） クラス規模想定：48人／クラス

必要教室数（2024） シフト数想定：2部制

G8既存生徒数（2018）

G8推計生徒数（2024）

G8推計登録者数（2024）

他地区への流出分の調整

（Lugela）
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算定フローに基づく、算定結果を表 3-13 に示す。 

表 3-13 必要教室数の算定 

算定条件 

1. 統計は、MINEDH (2018) Aproveitamento Estatístico 2017、（[a]登録者数は、DPEDHZ (2018), 教育統計
Levantamento 2017） 

2. 通学圏の設定は SDEJT による質問票回答を基に、GIS マップ上で特定したエリア内の学校と比較して補正した。 

3. G8 生徒数は G7 からの新入生＋退学・留年生の 2/3 とし、前者は G7 生徒数×想定進学率（G8 登録者数／前年の
G7 登録者数にて算定、郡別、2012‐17 年平均）、後者は新入者数×退学・留年率（郡別、2012‐16 年平均）×2/3 と
した。 

4. 算定年次は事後評価の目安である施設完成後 3 年後、2024 年とした。 

5. 2024 年の G8 登録者数は、2013‐17 年の郡別平均増加率より算出した。 

6. その他調整の内容は以下のとおり、計画対象校を 12 教室と想定し、教室数比でカバーする生徒数を調整した。 

・ Namacurra：既存 Namacurra 中学校と通学圏の範囲が重なるため教室数に応じて生徒を割り振る。 

・ Lugela：Mocuba 市内既存校への越境通学分（全進学者数の 20%を想定）として生徒数を割り増す。 

・ Mocuba：Lugela サイトに割り振った生徒数を減じた上で、市内の既存 4 中学校と通学圏とする範囲が重なるた
め教室数に応じて生徒を割り振る。 

7. 各学年の生徒数は 2012‐17 年平均の G8 生徒数に対する比率を用いて算出した。 

8. クラス数は省令 61/2003 号に示される ESG1 の教室定員（45 人）を用いて学年毎に算出し、合計クラス数をシフト数
で割り必要教室数とした。 

 

 1) 通学圏の既存小学校生徒数に基づく試算 

サイト 

通学圏 G7 生徒

数（2017 年） 
各郡進学率 

2018 年推定

G8 入学者数 

G8 登録者数

増加率 

2024 年推定

G8 入学者数 
その他調整 調整理由 

[a]=登録者数 
[b]= 基準年の
G8 登録者/G7 

[c] = [a] x [b] 
[d]=2013~20

17 年平均値 

[e] = [c] x 

(1+[d])^7 

E1 Mocuba 4,047 67.3% 2724 -0.8% 2,568 

×12/(12+45) 

(既存計 45 教室) 
-Lugela 流出分 

市内 4 中学校と通学

圏が重複 

E2 Quelimane 318 104.7% 333 -0.4% 323 － 通学圏の重複なし 

E3 Nicoadala 997 62.1% 619 4.4% 835 － 通学圏の重複なし 

E4 Lugela 616 34.0% 209 0.2% 213 ×1.25 * 
Mocuba への流出分

を考慮 

E5 Namacurra 1,931 52.6% 1016 4.3% 1,365 
×12/(12+18) 

(既存 18 教室) 

Namacurra 中学校と
通学圏が重複 

* 加算分は Mocuba 推定生徒数から除外する。 

サイト 

2024 年推定入
学者数(調整後) 

G8 生徒数 G9 生徒数 G10 生徒数 
ESG1 

クラス数 

ESG1 

必要教室数 
備考 

（各郡退学・留年率
は、2012～2016 平均
値） 

[f]=[e]×調整 
[g]=[f] x 各郡 G8

退学・留年率 

[h]=[g] x 

(各郡 G8:G9) 

[i]=[g] x 

(各郡 G8:G10) 
/45 2 シフトの場合 

E1 Mocuba 487 566 427 374 32 16 退学・留年率：24.1% 

E2 Quelimane 323 362 310 310 23 12 退学・留年率：18.3% 

E3 Nicoadala 835 934 728 721 55 28 退学・留年率：17.5% 

E4 Lugela 266 322 227 201 19 10 退学・留年率：31.2% 

E5 Namacurra 546 614 514 525 38 19 退学・留年率：18.7% 

*退学・留年率の 2/3 の学年のやり直し、及び復学の可能性を考慮する。 

 2)  【参考：ESG2 を含めた場合】 

サイト 

G11 生徒数 G12 生徒数 最終学年追加 
ESG1+2 

生徒数 

ESG1+2 

クラス数 

ESG1+2 

必要教室数 
備考 

[j]=[g] x 

(各郡 G8:G11) 

[k]=[g] x 

(各郡 G8:G12 ) 

[l]=[k]x(2017

年 G12/G11) 

[m]=[g]+[h]+ 

[i]+[j]+[k]+[l] 
/45* 

2 シフトの場
合 

E1 Mocuba 206 150 80 1,804 43 22  

E2 Quelimane 175 131 84 1,373 32 16  

E3 Nicoadala 410 246 153 3,191 75 38 既存は小学校が利用 

E4 Lugela 96 80 58 984 26 13 既存 3 教室が利用可 

E5 Namacurra 254 187 109 2,203 52 26  

* ESG2 のクラス定員は省令 61/2003 号では 40 人であるが、ESG1 教室の利用を考慮し 45 人として算出する。 
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 3) 既存中学校生徒数に基づく試算（既存校の場合-Lugela・Nicoadala） 

サイト 

既存 G8 生徒数 G8 登録者数 推定 G8 生徒数 調整 2024 年推定生徒数 

(調整後) 

ESG1 

クラス数 
ESG1 

必要 

教室数 

2 シフト 

（2018 年） 増加率 （2024 年）  

[x]=登録者数 
[d] =2013～

2017 年平均値 

[e] = [x] x 

(1+[d])^7 

Lugela→

Mocuba 流出分 
G8 G9 G10 

 

/45 

E3 Nicoadala 639 4.4% 861 - 861 672 665 50 25 

E4 Lugela 270* 0.2% 275  ×1.25 343 271 215 19 10 

* E4 Lugela の既存 G8 生徒数は校長への聞き取り調査（2018 年 4 月）から得た本年度入学生徒数を示す。 

 

算定の結果、いずれのサイトも需要がモ国側の要請する最小規模（10 教室）は上回っており、

E4 Lugela を除いては地方型中学校の標準規模の上限 12 教室を上回る施設需要が確認された。

既存校についても、現状生徒数に基づく 2024 年の生徒数予測から同等の需要が確認できる。尚、

参考として ESG2 を含めた試算を表 3-13 に含めた。 

以上の試算結果を踏まえ、本計画では E4 Lugela 以外のサイトについては 12 教室規模として

計画を行う。E4 Lugela 内の既存校の Alto Lugela 中学校では継続利用可能な教室が 3 つ残るた

め、運用の仕方によっては ESG2 まで含めた運営が可能となる。現行の上位計画を見る限り政

策における優先分野は ESG1 の普及にあることは明らかであるが、実験室や図書室等、中等教

育の実施に必要な諸施設をほとんどの中学校が備えていない現状をみると、施設が整った学校

での ESG2 の開設の意義は大きく、ESG1 の状況が徐々に改善していけば、将来的には本計画で

整備される学校に、ESG2 が開設されていくことは望ましい方向と言える。既存 3 教室は ESG2

運営用として残し、本計画では ESG1 の需要に見合った 10 教室規模の中学校建設を計画するも

のとする。 

(3) 対象サイトでの計画の各郡での位置づけの確認 

本計画で整備される中学校により、モ国全体の中等教育の就学環境を改善することは不可能

である。このため、本計画対象郡での中等教育の就学環境の改善に焦点を当て、本計画の位置

づけを確認することとする。 

E4 Lugela については、Lugela 郡南部の中等就学需要に呼応した規模での中学校建設として考

えられる。E1 Mocuba に関しては、周辺校と合わせ、主に Mocuba 市内を中心とした教育需要

に対して整備される中学校として位置付けられる。必要教室数 16 に対して 12 教室で整備した

場合、4 教室分の需要を満たせないものの、今後、本計画サイト若しくは周辺校での教室の増

築により、同需要への対応は可能と判断される。E2 Quelimane、E5 Namacurra での本計画によ

る中学校建設は、E1 Mocuba と同様に位置づけられると判断される。しかし E3 Nicoadala に関

しては、隣接する中学校を考慮しても、新たに 28 教室の整備が求められる中、本計画の協力規

模である12教室で整備した場合、本来は2校以上の中学校新設が必要と判断される。このため、

本計画は、この内の 1 校を新設する位置づけとなる。今後、残る需要に応えていくのは、MINEDH

の課題となるが、学生寮の整備なしに単に既存校の規模を拡充のみでは、既存校の内部効率の

改善は期待されるものの、地方部での更なるアクセスの改善には限定的な効果しか期待できな

い。このため、最低でも本計画サイトの徒歩通学圏外での中学校新設が望ましいと判断される。 
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3-2-2-3 協力対象コンポーネントの検討と優先順位の設定 

現地調査にて確認された施設・機材コンポーネントにつき、前項「設計方針」に掲げた基本

方針及び先方との合意事項に則り、協力の妥当性と適切な内容・規模について検討し、事業費

の調整が生じた際、また実施段階で入札結果等による調整の必要が生じた場合に備え、最終的

な協力対象サイトおよびコンポーネントの優先順位を設定する。 

(1) 施設コンポーネント 

 1) 第１優先コンポーネント 

- 事務管理+多目的教室棟： 

事務、教務関連諸室で構成される事務管理棟は、現地調査の結果、学校レベルの運営体制に

「先行案件 2012」以降の変更はなく、学校運営には不可欠な施設であり、既存の学校でも何ら

かの形で運営・管理機能が備えられている。本計画では、防犯の観点から事務管理諸室に、高

額な機器類が整備される多目的教室を付帯させる計画とする。多様な機能を含む本施設は、現

地の「FASE 案件」及び「先行案件 2012」を参考に、必要最小限の機能をコンパクトに配置し

た計画とする。 

また、留意すべき室は以下のとおりである。 

• 夜間コース担当副校長室： 

夜間コースの開設は、施設の規模設定にあたり見込んではいないが、需要は依然として

大きい。ESG1では 2012年から 2017 年の間に全州で生徒数が 22.5％減少しているものの、

Mocuba 市、Quelimane 市の都市部では、全体の 1/4 を超える生徒が、夜間コースに在籍し

ている。このため夜間コースを運営・管理する責任者の執務室の必要性は高い。 

• 教員室兼会議室： 

本計画で想定する 10~12 教室 20~24 クラス規模の学校運営には、管理職を含め 33~37 人

程度の教員が必要となる。授業は教科担任制であることから、休憩や授業準備等のため、

2 シフト制を考慮しても、管理教員を除く教員の半数が利用可能な教員室が必要となる。

また、学校運営委員会を中心とした学校レベルでのマネジメント強化が進められているこ

とから、「先行案件 2012」同様に、会議室としても活用可能な設えが求められる。 

• 多目的教室： 

質の高い中等教育の提供に必要な多目的教室として、IT 教室、科学実験室が要請に含ま

れている。IT 教室に関しては、調査を行った公立 12 校中の半数が設置している。専用室

として整備された 2 校以外は教室や倉庫等が転用されている。カリキュラムの実施に必要

な PC 関連機材は、15~20 と台数は限られているが、授業での利用を中心に、グループ分

けや利用時間を区分する等して有効に活用され、稼働率も高い。現地調査で確認されたこ

の現状を、より定量的に確認するために、カリキュラムを実施する観点から、科学実験室

及び IT 教室の利用率を次項のとおり検証した。 

次項に示す検証の結果から、科学実験室は、物理、生物、化学の実験に供することで 75.4%

以上の稼働率となり十分に利用されることが見込まれる。また IT 教室についても 10 年生
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のみの教科ではあるが、授業での利用のみで 40%以上の稼働率となり、課外授業やグルー

プ学習を考慮すると、さらに高い利用率が想定される。 

このためカリキュラムに沿った運営面からの必要性とともに高い利用率が期待される、

これら多目的教室を各 1 室ずつ整備する。 

 

【多目的教室の利用率の分析】 

多目的教室として要請されている IT 教室及び科学実験室について、学校計画規模とカ

リキュラム実施面から想定される利用率を分析し、協力の妥当性を検証する。前項で算定

された計画教室数は E1 Mocuba、E2 Quelimane、E3 Nicoadala、E5 Namacurra で各 12 教室、

E4 Lugela で 10 教室である。各学年構成を表 3-14 のとおり想定してクラス数と現行カリキ

ュラムの標準授業時限数から年間の延べ授業時限数を算定し、多目的教室の利用可能な時

限数（それぞれ 30 時限/週×38 週/年＝1,140 時限）に対して利用率を算定する。科学実験

室については、本計画で機材を供与する基礎的実験項目のリストから物理、生物、化学の

各科目で実験室を利用する時限数を想定し、実験授業が各学年に均等配分されると想定し

て試算した。 

表 3-14 多目的教室利用率の算定 

サイト 

計画 計画 授業時限数/週 延べ授業時限数/年 
利用可能
時限数/年 

利用率 

教室数 クラス数 物理 生物 化学 IT 
科学実験 

（下表合計） 
IT  

科学実
験室 

IT 教室 

E1 Mocuba,  
E2 Quelimane,  
E3 Nicoadala, 
(E5 Namacurra)  

12 G8 :8 
G9 :8 
G10 :8 

2 
2 
2 

2 
2 
2 

2 
2 
2 

- 
- 
2 

1,032 608 1,140 90.5％ 53.3％ 

E4 Lugela 
10 G8 :7 

G9 :7 
G10 :6 

2 
2 
2 

2 
2 
2 

2 
2 
2 

 
 

2 

860 456 1,140 75.4％ 40.0％ 

*各学年とも 1 日 6 時限、週 30 時限、年間 38 週 

 

科目 物理 生物 化学 

実験内容 

運動法則の観察、重力
加速度の計測、平衡状
態・単振り子・ばね振動
の観察、フックの法則、
物質の密度、静水圧、
アルキメデスの原理、熱
量の原理、オームの法
則、など 

単細胞・多細胞の観
察、光合成、土の構
成、土壌塩分・石灰含
量・水分量の測定、地
下水汚染の観察、でん
ぷん・糖分・タンパク質
の測定、盲点、分離と
酸性化、など 

沸点、酵素・水素・二酸
化炭素の特性、炎色反
応、プラスティックの燃
焼、水酸化ナトリウムと
塩素、塩酸と腐食、金
属酸化、アンモニアと肥
料作成、ガラス生成を
熔解、など 

項目数 20 項目 23 項目 22 項目 

想定授業時限数 各学年 13 時限/年 各学年 15 時限/年 各学年 15 時限/年 

延べ
授業
時限
数/年 

E1 Mocuba, E2 Quelimane, 
E3 Nicoadala,  
(E5 Namacurra) （24 クラス） 

312 360 360 

E4 Lugela（20 クラス） 260 300 300 

*実験授業 1 項目につき、準備等を含めて 2 時限（1 時限：45 分）を要するとした 

 

• IT 教室： 

IT 教室には、とりわけ高額な機器類が整備されるため、防犯面から施設管理者である教

職員の目が届きやすいようにすることや、施設運営面でのデータ共有や管理の面から教員

室に隣接して配置する。機材及び建築設備は、既存校での利用形態に倣い PC1 台を生徒 2
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人で利用し、1 クラスを 2 グループ（24 人/グループ）に分け、1 時限の前半後半で利用者

を入れ替える実習形態を想定した必要最小限の計画とする。 

• 科学実験室： 

科学実験室は、上記で行った稼働率の試算結果により物理・生物・科学の科目で共用し

た場合でも利用率は 100%を超過しないことから、これら 3 科目での利用を想定し最小限

必要な設備と機材の整備が求められる。また、教員によるデモンストレーションの他、48

人の生徒を 6グループに分け（8人/グループ）て行う実験形態を想定した施設計画とする。 

• 図書室： 

既存校において教室以外の諸室で最も設置率が高いのは図書室で、対象地域の既存中学

校の多くは専用の図書室が整備されていないため、倉庫や一般教室を転用している。蔵書

は貸出用の SDEJT から配布される教科書が中心となる。閲覧スペースは、図書閲覧の他、

生徒の自習やグループ学習等の活動の場としても活用できるよう、1 クラス 48 人での同時

利用が可能な広さが求められる。 

 

- 一般教室棟： 

管理棟、トイレ棟と共に必要不可欠の機能である。最低限の必要規模として 1 校当り 10～12

教室に規模を絞り込んでおり、全一般教室を最も高い優先順位とすることが適当である。 

- トイレ棟： 

学校が機能するために必要不可欠な機能の 1 つであるとともに、衛生的な環境は女子生徒の

就学を促進する要素の 1 つでもある。このため男女別に区画され、衛生的な環境が維持された

トイレを整備する。 

- 守衛棟： 

ほとんどの既存校で守衛を雇用して学校施設の警備を行っており、盗難等が多い現状から守

衛棟の整備は不可欠である。 

 

 2) 第 2 優先コンポーネント 

- 簡易体育館＋更衣室棟： 

簡易体育館は体育の授業の他、課外活動、全校規模の集会、地域の競技会（バスケットボー

ル等の球技大会）での利用の他、休日には地域コミュニティによる障がいを持つ子どものスポ

ーツ・レクリエーション活動等の場としても有効に利用されている。体育授業は各学年週 2 時

限であり、全授業を簡易体育館で行った場合、10 教室の学校で利用率は 62.5％（40 時限/週、

8 時限/日）。雨期（11～4 月）の降雨日数は平均 13.2 日/月（Quelimane 市を例に算出）であり、

降雨時や夜間の活動を行える簡易体育館のニーズはより高いと判断されるため、合意された優

先順位に従い第 2 優先グループとして協力対象に含める計画とする。更衣室棟については、思

春期の生徒の利用を考慮し、男女別の更衣スペースを確保することが必要であり、活動後に衛

生的な状態での授業参加が可能となるように、シャワー完備の更衣室を簡易体育館に併設する。 
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 3) 第 3 優先コンポーネント 

- 教員住居： 

既存中学校の多くは、郡又は PA の中心地に近い位置に存在するため、教員住居は設けられ

ていないか、有っても入居者がいない状態にある。しかし特に地方部では、学科毎の教員を採

用するにあたり、他地域からの教員も多く採用する必要があるが借家等が少なく、教員の住居

確保は容易ではない。このため、当該教員による借り上げ住居の確保までの期間の一時利用や、

客員教員による一時利用の観点から教員住居の整備が求められる。さらに地方部では防犯の観

点から監督職員の常駐が望ましい状況にある。よって本計画では、都市部周縁と判断される E2 

Quelimane 及び E1 Mocuba 以外の地方部のサイトに関しては、学校運営上、最低限必要と判断

される教員住居 1 棟（2 住戸/棟）を、最下位順位で優先コンポーネントに含めることとする。 

 

(2) 家具・機材コンポーネント 

 1) 家具 

家具については、管理運営用及び教育用の机、椅子、キャビネット、ロッカー等の必要最小

限の基本家具のみを協力対象とする。これらは学校施設が適切に機能する上で必須のものであ

り、施設整備順位に対応して優先順位を定める。 

 2) 機材 

要請機材は管理部門用機材、スポーツ機材、PC 関連機材、音響機材、科学実験室用機材であ

る。先方と合意した選定基準に基づき、学校運営に必要不可欠な機材を整備する。なお、スポ

ーツ機材及び音響機材については、調達可能な業者が限られるため、入札の競争性確保の観点

から、また調達品目が少ないことから、施設建設に含み整備する計画とする。 

(a) 管理部門用機材 

学校運営の上で必要不可欠な管理部門用の機材を整備する。 

(b) PC 関連機材 

MINEDH は、IT 教室用の機材整備に力を入れており、MINEDH の予算だけでなく民間

企業から支援を受けて既存校及び新設校での整備を進めている。こうした状況を鑑み、本

計画でも IT 教室に必要最低限の台数の PC を整備する。その他 IT 教室に必要なプロジェ

クター、教員用の PC、プリンター、データ保管用サーバー等の PC 関連機材も合わせて整

備する。 

(c) 科学実験室用機材 

MINEDH が定めるカリキュラムの内、ESG1 で実施する科学実験に必要な機材を整備す

る。なお、化学薬品などの消耗品は先方による整備とし協力対象外とする。 
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3-2-2-4 優先整備順位リストと協力対象範囲の設定 

表 3-15 優先整備順位リストと協力対象範囲リスト 

優先 

順位 
対象サイト 

コンポーネント 

施設 家具 機材 施設 

一般 

教室棟 

事務管理+ 

多目的教室棟 

トイレ棟 

(男女別) 
守衛棟 

事務・教育・

一般家具 

管理・PC・

科学実験 

簡易体育館 

+更衣室棟 

第 1 優先ｸﾞﾙｰﾌﾟ 第 2 優先ｸﾞﾙｰﾌ 

1* E1 Mocuba 12 教室 1 棟 2 棟 1 棟 1 式 1 式 1* 1 棟 

1* E2 Quelimane  12 教室 1 棟 2 棟 1 棟 1 式 1 式 1* 1 棟 

3* E3 Nicoadala 12 教室 1 棟 2 棟 1 棟 1 式 1 式 3* 1 棟 

4* E4 Lugela 10 教室 1 棟 2 棟 1 棟 1 式 1 式 4* 1 棟 

第 3 優先ｸﾞﾙｰﾌﾟ  

1* E3 Nicoadala 教員住居（2 住戸/棟）：1 棟 1 式  

2* E4 Lugela 教員住居（2 住戸/棟）：1 棟 1 式 

3* E5 Namacurra 12 教室 1 棟 2 棟 1 棟 1 式 1 式 3* 1 棟 

*各グループ内での優先順位を示す。太枠範囲は、概略設計での協力対象範囲を示す。 

 

上記の表 3-15 に、検討結果を取りまとめたサイト・コンポーネントの優先整備順位リストを

示す。本計画は日本の無償資金協力：施設・機材等調達方式（現地企業活用型）の枠組みに沿

って実施されることを踏まえ、現地での入札結果が不調に至った場合、再入札時に協力対象範

囲の調整が必要となった際に、優先順位が低い順に対象範囲から除外することが可能なように、

以下のように優先グループを構成する。本概略設計では、日本側予算の制約を踏まえ、優先整

備順位リスト上位 4 サイトを協力対象範囲とし、それらサイトにおいて、優先順位の高い施設

コンポーネント（事務管理+多目的教室棟、一般教室棟、トイレ棟、守衛棟）及び施設の機能上

必要とされる最低限の家具・機材を第 1 優先グループ、同サイトの第 2 優先順位の施設コンポ

ーネント（簡易体育館+更衣室棟の施設整備）を第 2 優先グループとして設定する。また、学校

運営上の整備が望まれる教員住居及び付帯する最低限の一般家具については、住居の確保が困

難と判断される地方部の E3 Nicoadala 及び E4 Lugela のみでの計画とし、第 3 優先グループとし

て設定する。サイトの優先順位が 5 位の E5 Namacurra は、入札公示前までに実施が求められる

先方負担事項である上位 4 サイトにおける給水源の確保において問題が生じた場合に、E5 

Namacurra の優先順位を繰り上げ、協力対象サイトの変更に対応することが可能となるよう、

予備サイトとして、第 3 優先グループに位置づけることとする。 
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3-2-2-5 建築計画 

(1) 施設標準タイプ 

MINEDH では、これまでに FASE や世銀・アフリカ開銀融資等のドナー資金を利用して多数

の中学校建設を実施してきており、施設の設計内容は、見直しや改良が積み重ねられている。

「先行案件 2012」でも、これらの内容をレビューし、主に所定の機能・性能の確保とコスト縮

減の観点から、中等教育の適切な実施に必要な最小限の機能・グレードに絞り込むことを基本

に、必要な改良を加えた設計内容となっている。本計画は、「先行案件 2012」の設計内容を基

本に、前項「設計方針」に従って、特に社会背景から要請されるジェンダーや身障者への配慮

等の付加的な機能を取り込む改良を加えるとともに、更なる機能性の向上・コスト縮減と施工

性の観点から以下の変更を行う。 

• 図書閲覧室は、読書や自習に加え、クラス単位（48 人）でのグループ学習の場として活用

できる面積を確保する。 

• 更衣室棟は、利用実態に基づくモ国側要請に応えて教員用更衣室を設け、各更衣室にシャ

ワーは設置するが、トイレは設置しない計画とする。トイレに関しては、簡易体育館に隣

接するトイレ棟がその機能を補完する計画とする。 

• トイレ棟は、ジェンダーの観点から男女別棟のトイレ棟とする。また、多目的トイレは、

一般の入り口からアクセスするトイレ棟内部に配置し、障がいを持つ生徒を含む全ての生

徒が使用可能なブースとして計画する。 

• 廊下は、車椅子利用者の通行を考慮し有効幅 1,800mm を確保する。また施設間の通路とし

ての機能以外に、休憩時間には多くの生徒にとっての憩いの場としての機能が求められる。

このため、これまでの計画の中で 4 教室以上の教室棟では、構造的なねじれやひずみの影

響を抑制することを目的に、建物の中間で構造を分離する 2 枚の壁を背中合わせに設置し

た伸縮目地を設けていたが、この部分を大きく広げ、片側廊下に直行する通路を設けるこ

とで、他棟への移動の利便性の向上を図るとともに、憩いの場や掲示スペース、課外活動

等に利用できる場を創出する計画とする。（図 3-4 参照） 

「先行案件 2012」 本計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 3-4 廊下に直行する通路のイメージ図 

• 給水方式は、貯水槽から高架水槽に揚水し、各給水ポイントに高架水槽から重力を利用し

た給水ではなく、加圧ポンプにより貯水槽から各給水ポイントに直接給水する方式とし、

高架水槽を設けない計画とする。 
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(2) 配置計画 

敷地内の施設配置は、以下の原則に則り、サイト毎の固有条件（敷地範囲、形状、地勢、接

道条件、周辺環境、敷地内の既存構造物、植生等）を総合的に勘案し、最適な計画を行う。 

• 土地造成や整地範囲を抑制し、現状の地形条件を最大限活かした施設配置とするため、可

能な限り等高線に沿って施設を配置する。 

• 施設配置は、室内への北側からの日射を避けるため、多くの生徒を収容する一般教室に関

しては、開放廊下側を可能な限り北側に配置する。 

• 既存の樹木を可能な限り避けた施設配置にするとともに、既存の自然環境の保全に十分留

意した計画とする。 

• グラウンドや広場等、有効に活用できる屋外空間を最大限確保できる配置とする。 

• モ国側による教員住居の建設や教室増設等、想定される将来計画を考慮した配置計画とす

る。 

• 計画施設が適切に機能するために、以下の外構整備を計画する。 

・ エントランスゲートから事務管理+多目的教室棟までのアプローチ通路と来客やスタ

ッフのための最小限の駐車・駐輪スペースを整備する。 

・ 建物間の機能的つながりに留意し、雨天でも雨をしのいで各諸室へのアクセスが可能

なように、渡り廊下には屋根を設置する。 

・ 敷地全体の雨水排水に必要な開渠等を設置する。 

・ 施設の据え付け高さの差から生じる施設間での段差を、緩やかに解消する中庭及び渡

り廊下を設ける。 

• 汚水排水処理施設の位置は、モ国内基準に従って給水源からの離隔を確保するとともに、

敷地勾配等を考慮して、できる限り臭気等による影響がないよう決定する。 

(3) 平面計画 

本計画は「先行案件 2012」の設計内容を基本に、前項「設計方針」及び特に社会背景から要

請されるジェンダーや障がい者配慮等の付加的な機能を取り込む改良を加えた設計内容とし、

更なるコスト縮減と施工性・機能性の向上の観点から以下の変更を行う。 

表 3-16 「FASE 案件」、「先行案件 2012」と本計画の平面計画比較表 

棟名 
室名  

「FASE 案件」 
Quelimane 中学校 

2012 年計画、施工中 
「先行案件 2012」 本計画 変更理由 

1．事務管理棟 
27m×9m=243.00m2 
片廊下（1.8m 幅）付 

25.2m×9m=226.80m2 
片廊下（1.8m 幅）付 

事務管理セクション： 
37.8 m×9.2m=347.76 m2 
片廊下（2.0m 幅）付 

・事務管理セ
クションと多目
的教室セクシ
ョンを 1 棟とし
て計画し、多
目的教室セク
ションには、多
目的教室の
他、文具購買
と売店も付設
し、防犯対策
上、目が届き
やすい構成と

  

[1] 校長室 19.10m2（トイレ込） 19.10m2（トイレ込） 21.21m2（トイレ込） 

[2] 副校長室 
教務/管理/夜間担当 
各 12.96m2 

教務/管理/夜間担当 
各 12.96m2 

教務/管理各 12.60m2 
夜間担当 15.12m2 

[3] 教員室 
会議室（14 席）兼用
36.00m2 

会議室（14 席）兼用
38.88m2 

会議室（14 席）兼用
37.80m2 

[4] 事務室・受
付 

事務 2 人・受付 3 人
41.75m2 

事務 4 人・受付 1 人
38.88m2 

事務 4 人・受付 1 人
37.80m2 

[5] 医務室 図書館棟に設置 12.96m2 12.96m2 12.60m2 

[6] 記録庫 6.12m2 5.61m2 5.12m2 

[7] 学歴管理室 12.96m2 - - 
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棟名 
室名  

「FASE 案件」 
Quelimane 中学校 

2012 年計画、施工中 
「先行案件 2012」 本計画 変更理由 

[8] 給湯室 6.12 m2 5.73m2 5.12m2 する。 

[9] トイレ 
男女各 1（各 3.06m2）、校
長用 

男女各 1（各 2.70m2）、
校長用 

男女各 1（各 3.02m2）、 
校長用 

[10]スタッフ室 スタッフ室 スタッフ室 スタッフ室 

[11]その他   文具購買・売店：各 12.6m2 

中央ホール：38.64m2 

2．多目的教室
棟 

図書館棟：259.2 m2 
実験室棟：259.2 m2 

共に片廊下（1.8m 幅）付 
実験室棟 2（将来計画） 

多目的棟：272.3 m2 

片廊下（1.8m 幅）付 
多目的教室セクション:  
264.04 m2 

片廊下（2.0m 幅）付   

  

[1] 図書室    

・グループ学
習等を考慮し
1 クラス分の閲
覧席を確保。 
 

（閲覧室） 64 席、77.80 m2 20 席、34.20 m2 48 席、68.04 m2 

（司書室・書庫） 各 13.00 m2 
司書室・書庫一体： 
19.80 m2 

司書室・書庫一体：  
22.68 m2 

（文具購買） 12.96 m2 9.90 m2 12.60 m2 

（売店） － 9.90 m2 12.60 m2 

（医務室） 12.96 m2 
12.96m2 
事務管理棟に移動 

12.60m2 
事務管理棟に移動 

[2] IT 教室 77.8 m2 59.40 m2 60.48 m2 ・防犯上、教
員室に隣接し
て配置する。 

IT 教室：45 席 IT 教室：26 席 IT 教室：26 席 

IT 技師室：教室に含む － － 

[3] 科学実験室 
45 席、77.80 m2：教卓、窓
台に水栓付実験台 

多目的実験室：56 席 
70.20 m2：教卓に水栓
付実験台 

多目的実験室：48 席
75.60m2：教卓に水栓付実
験台 

・一般授業、
グループ学習
にも対応でき
る設えとして
多目的利用を
図る。 

 

（準備室） 12.96 m2：水栓付実験台 
14.4 m2：水栓付実験台 15.12 m2：水栓付実験台 

（機材庫） 12.96 m2 

（コミュニティ活
動室） 

103.68 m2 － － 

3．教室棟 
3 教室：
24.3m×9m=218.70 m2 

3 教室： 
27m×9m=243.00 m2 

4 教室： 
36.4m×9.2m=334.88 m2 

・定員は
MINEDH 基
準と家具配置
を考慮し決
定。 
・2-3 教室毎に
通路を配し棟
間の移動を容
易にする。 

 

4 教室： 
32.4m×9m=291.60 m2 

4 教室： 
36.2m×9m=326.00 m2 

5 教室： 
44.8m×9.2m=412.16 m2 

45 人定員：58.3 m2/室 56 人定員：64.8 m2/室 48 人定員：60.48 m2/室 

計 15 教室 
（将来計画+18 教室） 

計 10 教室 
（3 教室 x2+4 教室） 
計 19 教室 
（3 教室+4 教室 x4） 

計 10 教室（5 教室 x2）、 
計 12 教室（4 教室 x3） 

4．体育館 
48m×30m＝1,440.00 m2 
両側スタンド付き 

44m×26m＝1,144.00 
m2 
更衣室棟一体型 

44m×26m＝1,144.00 m2 
更衣室棟一体型 

 

  

5．更衣室棟 23.4m×9m＝210.60 m2 36m×4m＝144.00 m2 36m×4m＝144.00 m2 ・トイレは近接
するトイレ棟を
利用する。 

（更衣室） 38.88 m2 48.00 m2 42.00 m2 

（シャワーブー
ス） 

男女共：各 6 男:3、女:2 
男女共：各 2、 
多目的シャワー各 1 

（トイレ） 男女・多目的ブース 
男女、教師用トイレ(男
女別） 

なし、隣接するトイレ棟を活
用 

（器具庫） 25.9 m2 16.00 m2 16.0 m2 

6．トイレ棟 21.68m×9m＝195.12 m2 
（将来計画 ＋1 棟） 

15m×9m＝135.00 m2 
男女別棟 9.2m×5m、 
各 46.00 m2（計 92.00m2） 

・男女別に多
目的トイレを
設置。 
・男子用小便
器は、3 人で
同時使用可
能な連続型小
便器を設置。 

  

 （男子用） 大 7、手洗 8、HC 用 大 7、手洗 6 大 6、手洗 6、HC 用 1 

 （女子用） 大 10、手洗 9、HC 用 大 10、手洗 6 大 9、手洗 6、HC 用 1 

（教職員用） 男女別 男女別、HC 用 男女別 

7．その他 
守衛棟（トイレ付）： 
7.31 m2 

守衛棟（トイレ付）： 
10.92 m2 

守衛棟（トイレ付）ポーチ
込：16.12 m2 ・教員住居

は、洗濯・炊
事場所として
バックヤードを
確保する。 

  
教員住居（2 戸×3）： 
各 168.85 m2 

－ 
教員住居（2 戸/棟）： 
ポーチ・バックヤード込
148.40 m2 

  キャンティーン：46.50 m2 － － 
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 1) 事務管理+多目的教室棟 

「先行案件 2012」の設計内容を基本に、中学校運営の中心となる事務管理棟と高価な機材・

教材が設置・保管される多目的教室や売店等は、防犯の観点から管理しやすい 1 棟として計画

する。但し、本施設の中央部分が各棟へのエントランスとしての機能も有するため、事務管理

セクションと多目的教室セクションを区分する中央部分に中央ホールを配置する。中央ホール

は、登下校時や降雨時の一時的な滞留による混雑を避けるため、また保護者や外部の方の待合

の場としても機能するよう、歩行を主な目的とする廊下よりも広い 4.2m の幅を確保した空間と

する。また、この中央ホールには、長手方向の構造的な変位を吸収するエクスパンション・ジ

ョイントを配置する。 

平面モデュールは、「先行案件 2012」及び「FASE 案件」では、3.6m x3.6m グリッドに諸室

を割り付ける計画としているが、本計画では、桁行 4.2m x 梁間 3.6m のグリッドで構成される

空間に諸室を割り付け、廊下部分の柱の本数を減らす計画とする。 

表 3-17 事務管理+多目的教室棟の計画内容と床面積 

室名 計画内容 床面積 備考 

事務管理セクション 347.76 m2 （小計 1） 

校長室 執務+応接・打合せスペースが必要。夜間担当室と兼用のトイ
レを併設する。 

21.21 m2 
（トイレ込） 

「先行案件 2012」では
16.4 m2 

副校長室 教務担当副校長の執務室。机・椅子・書棚を配置するスペー
スを確保。 

12.60 m2 「先行案件 2012」では
12.96 m2 

事務長室 事務長の執務室。机・椅子・書棚及び金庫を配置するスペー
スを確保。 

12.60 m2 同上 

夜間担当室 夜間コース担当副校長の執務室。夜間の利用を考慮し、校長
室と兼用のトイレを併設。外部から直接出入りする。 

15.12 m2 同上 

医務室 医療スタッフは常駐せず、定期的な保健教育の場、応急的な
手当てと一時的な収容を主機能と想定する。手洗い及び外扉
を設置。 

12.60 m2 同上 

事務室 会計/タイピスト/事務/受付の最低 4 人を収容。カウンターで仕
切り、約半分を受付・待合スペースとする。 

37.80 m2 「先行案件 2012」では
38.88 m2 

教員室/ 
会議室 

1 シフト分の教員 14 人程度の執務・休憩・打合せを想定し、会
議テーブルが配置できるスペースとする。また、教科毎に書類
や教材を収容するキャビネットを設置。 

37.80 m2 「先行案件 2012」では
38.88 m2 

トイレ・給湯・
書庫 

トイレは男女各 1 ブースとし、給湯室には流し台を設置、書庫
には木製棚を造り付ける。 

25.20 m2 
（廊下込） 

「先行案件 2012」では
25.92 m2（廊下込） 

スタッフ室 支援スタッフの更衣、休憩スペース。外部から出入りする。 6.51 m2  

IT 教室 防犯上、教員室/会議室に隣接して配置する。運用形態は、既
存校に倣い時限の前半後半の入れ替え制とし、1 クラス半数の
生徒 24 人を対象に生徒 2 人で 1 台、教員は 1 台利用すること
が可能となる PC13 台とプリンター1 台の設置を想定した規模を
確保。 

60.48 m2 「先行案件 2012」では
59.40 m2 

開放廊下、 
中央ホール 

開放廊下幅は 2.0m（柱芯～壁芯）とし有効で 1.8m を確保。車
椅子利用者にとっても問題なく旋回できるスペースを確保する
とともに、掲示スペースを設ける。 

67.20+38.64 
m2 

 

多目的教室セクション 264.04 m2 （小計 2） 

科学実験室 1 クラス分 48 人を収容して、教師による実験の演示ができるよ
う、教師用実験机を設置する。また一般の座学の授業及びグ
ループ学習にも対応できるよう、一般教室より広い教室として
整備する。  

75.60 m2 「先行案件 2012」：70.2 
m2（1.25 m2/人）。「FASE
案件」：両壁面に生徒用
実験台設置 77.76m2

（1.85m2/人）。 

準備室・ 
倉庫 

実験室に付属して機材や薬剤の収納、実験準備を行う。木製
棚及び流し付実験台を設ける。薬剤等を取扱うため、他室とは
明確に区分する。 

15.12 m2 「先行案件 2012」では
14.4 m2 

図書閲覧室 1 クラス分の 48 席を配置できるスペースを確保する。 68.04 m2 
（1.4m2/席） 

「先行案件 2012」では
34.20m2（1.7m2/席） 

図書受付・ 収蔵図書の管理のため他室と明確に区画、カウンターと書架 22.68 m2 「先行案件 2012」では、
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室名 計画内容 床面積 備考 

書庫 を設置し、登録証と引替えに教科書・参考書の貸出を行う。 19.8 m2 

文具売店・
食品売店 

業者委託による運営と販売員 1 人の常駐を想定したスペース
を確保。食品売店に流し台、文具購買は複写サービス用の設
備を設置する。 

各 12.60 m2 「先行案件 2012」では各
9.9 m2 

開放廊下 開放廊下幅は 2.0m（柱芯～壁芯）とし有効で 1.8m を確保。車
椅子利用者にとっても問題なく旋回できるスペースを確保す
る。 

57.40 m2 「先行案件 2012」では
54.5 m2 

 合計 611.80 m2 （小計 1+2） 

 

 2) 一般教室棟 

教室棟は、教室を直列に配置した片側廊下型の 4 教室棟と 5 教室棟を計画する。教室棟も事

務管理+多目的教室棟同様に建物の長手方向の変位に対応するエクスパンション・ジョイントを

設ける部分を片側廊下に直行する通路とすることで、施設利用者の縦横の移動が容易となる計

画とする。1 教室の定員は省令 61/2003 号に示される 1 クラス当り 45 人に倣い設定するが、生

徒数が多く過密度が高い利用実態を踏まえ、本計画では家具レイアウトを考慮して 8 人ｘ6 列

=48 人/教室として計画する。 

表 3-18 一般教室棟の計画内容と床面積 

室名 計画内容 床面積 備考 

一般教室 5 教室棟（2 教室+3 教室） 
（10 教室サイトで 2 棟建設） 

60.48m2/教室 
（1.26m2/人） 

「先行案件 2012」では 64.8 m2（1.16 m2/人）。 

4 教室棟（2 教室+2 教室） 
（12 教室サイトで 3 棟建設） 

開放廊下、
中央ホール 

幅 2.0m（柱芯～壁芯） 5 教室棟 109.76 m2 
4 教室棟  92.96 m2 

廊下幅は、「先行案件 2012」では 1.8m であるが、
車椅子での通行を考慮し、本計画は 2.0m（有効
1.8m）とする。 

 合計 5 教室棟 412.16 m2 
4 教室棟 334.80 m2 

 

 

 3) トイレ棟 

「先行案件 2012」の設計内容をベースに、MINEDH が標準とする設置基準（ブース数は、女

子生徒 20～30 人当り 1 ブースとし、障がいを持つ生徒の使用を考慮した多目的トイレも 1 ブー

スとして算入し設定する。男子トイレは女子トイレのブース数と同数を大小の便器数の合計と

する。）を満たす規模の施設計画とする。 

表 3-19 トイレ棟ブース数の算定表 

教室数 計画生徒数 
（1 シフト） 

必要 
器具数 

計画器具数 床面積 

生徒用トイレブース 多目的 
トイレブース 

教員用トイレブース 

(男女比 1:1) 女子用 女子用 男子用 女子用 男子用 （男女別棟） 

10 教室 480 人 (240:240) 8～12 
10 

7 
+小便器（3） 

男女各 1 1 1 
92.00 m2  

(46.00 m2x2) 12 教室 576 人 (288:288) 10～14 

 

本計画でのブース数は、10 教室及び 12 教室での計画で生徒数が異なるが、両規模の学校で

の必要器具数を同時に満たす 10 ブース（9+多目的トイレ 1）と設定し、全サイト共通のトイレ

棟として計画する。施設内容は、生徒用トイレ、教員用トイレ、多目的トイレ、及び掃除用具

の収納スペースとし、すべて男女別に計画する。 
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 4) 守衛棟 

既存施設では、訪問者の受付と警備を兼ねて、守衛を雇用し配置している。本計画では「先

行案件 2012」に従い、トイレを付設した守衛棟を計画するが、受付窓口前の廊下部分の幅は、

車椅子利用者と施設利用者の対面歩行でも支障とならないよう、一般教室棟等と同等の廊下幅

（有効 1,800mm）を確保する。 

 5) 簡易体育館 

モ国中等教育のカリキュラム内容に従い、バレーボール・バスケットボール・フットサルを

することが可能な空間を確保する。「FASE 案件」では、最も広い空間を必要とするフットサ

ルコートの競技エリア（コート 20m×40m+周囲 1～2m）に両サイドの観覧席を加えて長手方向

45～48m、短手方向 30～34m を確保している。これに対し、「先行案件 2012」では観覧席を設

けずに 26×44m（床面積 1,144.00 m2）としているが、体育授業での利用には支障なく、本計画

も観覧席を設けない同計画に準じた計画とする。なお、競技エリア外周に高さ 1m のパイプ柵

を、また建物妻側にはボール止めとしてメッシュ柵の設置を計画する。 

 6) 更衣室棟 

更衣室は、「先行案件 2012」同様に、コスト縮減を目的に、簡易体育館の構造体を利用した

下屋形式の屋根を差し掛ける計画とする。 

表 3-20 更衣室棟の計画内容と床面積 

室名 計画内容 床面積 備考 

生徒用更衣室 
（男女別） 

男女別各室に更衣スペース、シャワーブース x3（一
般：2、多目的：1）、手洗いを設ける。外部に足洗い場
とベンチを計画する。 

各 42.00 m2 「先行案件 2012」ではトイレ
も設けているが、本件では
トイレ棟を隣接させるため
シャワーのみの設置とす
る。 

教員用更衣室 
（男女別） 

男女別各室にシャワーブース x2 を備えた室。 各 8.00 m2 

倉庫 体育用器具庫。 16.00 m2 同「先行案件 2012」 

ピロティ 中庭から（または、中庭への）入口。 16.00 m2 

外部水栓（男女別） 生徒の水飲み場としても利用される外部足洗い場。 各 6.00 m2 半屋外空間とする。 

 合計 144.00 m2  

内部は、教員用及び生徒用の更衣室と倉庫で構成される。「先行案件 2012」では更衣室内に

トイレを設置していたが、本計画では、隣接するトイレ棟を利用することを前提に、シャワー

室のみを計画する。生徒用のシャワー室は、一般のシャワーブース（男女各 2）に加え、障が

いを持つ生徒も利用可能な多目的シャワーブース（男女各 1）を計画する。 

 7) 教員住居 

「先行案件 2012」での計画に倣い、モ国で一般的な 2 住戸/棟の教員住居を計画する。1 住戸

は、寝室 x2、ダイニング、キッチン、トイレ・シャワー室で構成される簡素なものとする。 

表 3-21 教員住居の計画内容と床面積 

室名 床面積 定員 備考 

寝室・ダイニング・キッチン・トイレシャワー室 111.50 m2（55.75 m2/住戸） 2-4 人/住戸 2 寝室/住戸 x2 住戸 

ピロティ 11.70 m2（5.85 m2/住戸） ―  

バックヤード 25.20 m2（12.6 m2/住戸） ― 半屋外の炊事、洗濯の場 

合計 148.40m2   
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 8) 渡り廊下 

雨天時の施設間移動が容易となるよう、教育施設間を接続する屋根付き渡り廊下を設置する。 

 

以上の計画内容に基づく、サイト別の計画施設と床面積は、表 3-22 のとおりである。 

表 3-22 サイト別の計画施設内容 

優
先
度 

コンポー 
ネント 

サイト E1 Mocuba E2 Quelimane E3 Nicoadala E4 Lugela 
E5 Namacurra 
（予備サイト） 

教室数 12 教室 12 教室 12 教室 10 教室 12 教室 

床面積
（m2） 

棟
数 

床面積
（m2） 

棟
数 

床面積
（m2） 

棟数 
床面積
（m2） 

棟
数 

床面積
（m2） 

棟
数 

床面積
（m2） 

1 

事務管理+ 
多目的棟 

611.80 1 611.80 1 611.80 1 611.80 1 611.80 1 611.80 

4 教室棟 334.88 3 1004.64 3 1004.64 3 1004.64     3 1004.64 

5 教室棟 412.16             2 824.32     

トイレ棟 46.00 2 92.00 2 92.00 2 92.00 2 92.00 2 92.00 

守衛棟 16.12 1 16.12 1 16.12 1 16.12 1 16.12 1 16.12 

渡り廊下   1 式 472.96 1 式 467.52 1 式 369.60 1 式 347.84 1 式 472.00 

2 
簡易体育館 
+更衣室 

1288.00 1 1288.00 1 1288.00 1 1288.00 1 1288.00 1 1288.00 

3 教員住居 148.40         1 148.40 1 148.40     

  

優先度別床面積合計（m2）  

第 1 優先のみ 2,197.52 2,192.08 2,094.16 1,892.08 2,196.56 

第 1~2 優先 3,485.52 3,480.08 3,382.16 3,180.08 3,484.56 

第 1~3 優先 3,485.52 3,480.08 3,530.56 3,328.48 3,484.56 

 

(4) 立面・断面計画 

• 廊下： 車椅子での通行時、廊下に吹き込んだ雨水の排水を目的に設けられる水勾配によ

って車椅子が廊下外側に導かれるため、水勾配を緩く（1/100 を標準とし、最大 1/50 以下）

設定するとともに、廊下外側端部には車椅子の転落・転倒防止のための立ち上りを設ける。

また、車椅子での各室内への出入りに支障がないよう、室内と廊下のレベル差は 20mm と

し、段差部分はテーパーを設ける。 

• 屋根： 暴風の吹き上げによる屋根の損傷を防ぐため、「先行案件 2012」では、木トラス

の上弦材のみを利用した下屋形式で構成していた廊下部分の屋根架構を、構造的に優位性

のあるトラスで構成する。また同時に、屋根からの輻射熱を緩和するために、小屋裏の気

積を大きく確保する計画とする。 

• 建具： 外壁に面した窓は、暴風雨による雨掛かりや、経年劣化による影響も少ないアル

ミ製とする。扉は、施設利用者が不特定多数で開閉頻度が高い教室棟等は、扉本体の耐久

性が高く、修繕や調整等の維持管理がしやすい木製とするが、施設利用者が限定される事

務管理棟内及び教員住居の扉は、アルミ製とする。 
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(5) 構造計画 

 1) 構造形式 

- 事務管理+多目的教室棟・一般教室棟・トイレ棟・守衛棟 

主体構造： 最も一般的な構造形式である RC 造の柱梁による軸組構造で検討する。但し、

部材断面と配筋は、「先行案件 2012」同様に現地基準の荷重条件を前提に、日本の構造基準に

基づく構造解析を行い決定する。また以下の改良を反映する。 

• 屋根木トラスのピッチを南ア製標準トラスの使用を前提に整理する。 

• 柱間寸法を大きくし柱本数を減少させるが、桁梁は強度確保のためにサイズアップする。 

• RC 造の梁を、計算上梁として機能する梁成を確保するためサイズアップする。 

• RC 造の基礎形式を、独立基礎形式に統一し整理する。 

• 床土間スラブと地中梁を絶縁する構造形式に変更（クラック発生抑制のため）する。 

- 簡易体育館+更衣室棟 

主体構造： 「先行案件 2012」では RC 造の独立柱に鉄骨トラスを掛けた構造としている。

基礎部分は、サイト毎の地盤条件を考慮し決定する。上部構造は、「先行案件 2012」に従うが

以下の改良を行う。 

• 「先行案件 2012」での屋根架構の鉄骨トラスは、鉄骨数量の軽減を目的にラチス（菱格子）

で構成されていたが、溶接点数が多く溶接部の品質管理や部材の歪み補正等に大きな労力

を要す結果となった。このため本計画では、鉄骨トラスの溶接点数を減らした簡素な計画

とする。 

 2) 構造基準 

モ国では、構造設計に係る基準は、一般に旧ポルトガル基準が参照されている。また、風荷

重や地震力は、MOPHRH が地域区分と基準値を定めている。本計画はこれらの現地基準による

荷重条件を踏まえ、日本の構造基準である日本建築学会指針を参照し構造設計を行う。 

• 地盤支持力： 地質調査の結果から、対象サイトの地質は支持地盤面と想定する地表面下

1.0～1.5m までは概ね白色～褐色・赤褐色の締った砂質土で、サイトによりシルトや粘土

混じりとなる。基礎底面（GL-0.65m）で期待される支持力はサイトにより異なり、E1 

Mocuba、E4 Lugela は 145kN/m2、E2 Quelimane、E3 Nicoadala、及び予備サイトである E5 

Namacurra については 100kN/m2 を長期許容支持力として設定した。 

• 風荷重： 計画対象地域となるザンベジア州はモザンビーク海峡を通過するサイクロンの

来襲ルートにあたり、ハザードマップでは、最大風速が 43～57m/s のサイクロンが 3～17

年に 1 度の頻度で来襲するとされている。構造設計にあたっては最大風速 60m/s、突風率

を 1.5 と想定し、基準風速を 40m/s として風圧力を算定する。鉛直方向の係数は日本基準

を参照する。 

• 地震力： ハザードマップでは、リスクが大きい順に Zone1～3 の 3 つのゾーンに区分さ

れている。本計画対象サイトは、Zone1 と Zone2 に跨って位置するため、よりリスクの大

きな Zone１で想定される地震水平最大加速度（0.163～0.244g）を元に、日本での終局時の
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建物入力値として考え、1 次設計時の標準水平せん断係数を算定し 0.1 と設定する。（計

算式：日本の終局時地震最大加速度0.55に対してモ国Zone1の同数値が0.244であるため、

日本の標準水平せん断係数 0.2x0.244/0.55=0.089 となるため、0.1 と設定する。） 

 

構造材料は現地規格に依るものとして以下計画する。 

• コンクリート： 設計強度は 21Mpa とする。コンクリート打設にあたっては、現場練り

コンクリートを使用した場合、日本の品質管理強度の概念を適用すると 24MPa（21+3MPa）

以上の強度の発現が求められる。このため品質管理強度の確保を考慮し、本計画では、モ

国での技術仕様書における B30（シリンダー強度 25Mpa、キューブ強度：30MPa）の品質

を満たすコンクリートを打設する計画とする。 

• 鉄筋・鋼材：  一般に流通している SANS 規格品を採用する。 

• 異形鉄筋：   Grade 45（45kN/cm2）SANS 920 準拠 

• 丸鋼：     Grade 25（25kN/cm2）SANS 920 準拠  

• 型鋼：     300WA（45kN/cm2）SANS 1431 準拠 

• 屋根トラス：  モ国内で、一般に用いられる SANS 10243 準拠の木トラスとし、素材の

木材は、構造グレード 5 の南ア産パイン（代替品としてモ国産 Chanfuta）とする。通常は

製造又は供給業者による一貫体制での設計～施工の責任施工により、品質保証が付される。 

 

(6) 設備計画 

本計画施設の設備は「先行案件 2012」の設備内容をベースに、MINEDH により計画された中

学校施設の内容・仕様、対象地域の気象条件及び電力・水の供給事情を勘案し、以下の内容を

計画する。また各種設備計画にあたっては、可能な限り自然環境を活かしつつ電力消費を抑え

た計画を行う方針とする。 

 

 1) 電気設備 

• 幹線設備： 電力は、最寄りの配電網から敷地内に設置するサブステーションに高圧電力

（33kV）で引込み、トランス（33kV/380V）により降圧した後、主分電盤を介して埋設配

管にて各建物分電盤に配電される。電力メーターはプリペイド式とする。また教員住居へ

の電力供給は区分し、各戸に個別のプリペイド式の電力メーターを設置する。 

• 幹線電力： 3 相 4 線 380/220V とし、建物内回路は単相 3 線 220V とする。サブステーシ

ョン及び引込み柱の設置は、政府実施の中学校建設に準じて本計画にて行うこととし、「モ

ザンビーク電力会社」（以下、EDM）の標準仕様に従い計画する。 

・ 電灯及び動力幹線： 3 相 4 線 380/220V 

・ 照明・コンセント： 単相 3 線 220V 

・ 給水動力：  3 相 4 線 380V 

• 照明設備： 各諸室の機能に応じて電力消費を抑えた「発光ダイオード」（以下、「LED」）

照明を主体とした照明設備を計画する。また、夜間クラスや成人教育等で夜間も利用され
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る施設であることから、それらの活動が支障なく行われるよう、通路及び各棟からの出入

口部分を中心に、ポール灯を設置する他、建物四周に建物壁面を照らす防犯灯を設置する。

防犯灯は消し忘れ防止を目的にタイマーで制御する計画とする。簡易体育館は高天井用の

LED 灯直付け器具（転落防止）により全般照明を確保する。MINEDH の標準的な設計に

は非常用照明を設置しているものがあるが、本計画施設は特定の利用者が利用する平屋の

施設であることから、実質的な必要性は低いため本計画には含まない。 

• コンセント設備： 一般教室は 2 口/室、その他の室については想定される負荷に対応した

コンセント設備を設ける。科学実験室は、教師用実験台に実験演示用のコンセントを設け

る。また、簡易体育館についても行事等での拡声器や視聴覚機器の利用を想定し、外部用

コンセントを用意する。 

• 通信設備： 電話設備に関して施設内の「ローカルネットワーク」（以下、「LAN」）設

備を整備する。必要に応じ電話設備を設ける際は IP 電話94の利用を想定した計画とする。

施設内の LAN 設備以外の電話端末、交換機の調達、設置は必要に応じてモ国側が負担す

る。インターネットに関しては、施設内ネットワークにモデム・通信線の接続で利用可能

とするが、モデム・通信線及びサービスプロバイダーとの契約等はモ国側負担とする。 

• スクールベル設備： 始業、終業を知らせるスクールベルを各サイト内に 2ヶ所設置する。

またタイマー機能を備えた制御スイッチはスタッフ室に設置する。 

 

 2) 空調換気設備 

• 空調設備： 自然通風による自然換気を基本とし、機械設備の設置は最小限とする。機能

上室温を抑える必要がある IT 教室の他、管理職員室（校長・副校長・事務長室）、医務

室及び教員室兼会議室には、ルームエアコンを設置し、エアコン用コンセントを室外機ユ

ニットが設置される外壁面に設置する。 

• 天井扇： 利用者の出入りが頻繁で空調効率が低い事務室、及び多用途での利用が想定さ

れる多目的室に設置する。また、終日警備員が配置される守衛室、教員住居の各居室に設

置する。 

 

 3) 給排水・衛生設備 

• 給水設備： 給水源の確保と揚水ポンプの設置、及び本計画で用意する貯水槽までの配

管・つなぎ込みはモ国側負担事項とする。計画対象サイトではいずれも深井戸を掘削して

地下水を水源に利用する予定であり、施設建設の入札開始までには、試掘及び揚水試験に

よりモ国側によって水源が確保される。 

• 貯水槽からの給水： 貯水槽から各給水ポイントまでは、貯水槽の水を加圧ポンプにより、

直接圧送する計画とする。加圧ポンプは、時間ごとに変化する給水需要に対してインバー

ター制御により最適な運転を行い、消費電力量の抑制が可能なものを選定する。 

• 貯水槽： 現地で一般的な RC 製半埋め込み型、加圧ポンプ室は貯水槽に付属する形で地

上に設置する。貯水槽の容量については「先行案件 2012」での設定例を参考に算出する。 

                                                           
94 インターネットを通信回線として利用した電話番号の割り当てられた電話サービスを想定 
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表 3-23 貯水槽の容量設定 

教室数 想定収容人数（非居住者） (*1) 消費水量試算 計画容量 

  生徒 教員(*2) 支援 
スタッフ 

単位水量（L/人・日） (*3)  消費水量 
/日（㎥） 

貯水槽（㎥）(*4) 

  生徒 教員 支援スタッ
フ 

12 教室(*5) 1,728 38 10 20 20 40 35.72 36 

*1 生徒（48 人/クラス）は夜間シフトを含む 3 シフト制で全教室を使用した場合の最大数とした。 
*2 教員数はクラス数の 1.2 倍と設定した。 
*3 生徒・教員は平均 5 時間/シフトの利用、支援スタッフは日中（2 シフト）のみの利用を想定した。 
*4 貯水槽の容量は、想定される 1 日分の消費水量と設定した。 

尚、10 教室の計画である E4 Lugela については、3 教室の既存恒久教室が存在するため、他サイト同様に 
   12 教室の容量を確保することとする。 

 

給水ポイントは表 3-24 のとおり計画する。 

表 3-24 給水ポイント 

事務管理+多目的教室棟  

 （事務管理セクション） トイレ、校長・夜間副校長用トイレ、給湯室、医務室（手洗い） 

（多目的セクション） 科学実験室（教員用実験台流し）、同準備室（流し）、食品売店（流し） 

トイレ棟 男女生徒用・教員用・多目的トイレ（便器、手洗い） 

更衣室棟 男女生徒用・教員用更衣室（手洗い、シャワー）、足洗い場 

守衛棟 トイレ（便器、手洗い） 

外部 散水栓（施設棟間に 1 ヶ所を基準とする） 

• 給湯設備： 教員住居には、シャワー及びキッチンに給湯するため、電気を熱源とする貯

湯タンクを設置する。事務管理+多目的教室棟内の給湯室では、湯沸かしポットでの給湯

を基本とし、給湯用の貯湯タンクの設置は計画しない。 

• 汚水排水処理設備： 汚水と雑排水は分離して処理を行う。汚水は、トイレ設置場所毎に

設置された浄化槽により浄化処理され、その後、浸透フィールドに導かれ、地中浸透させ

る計画とする。また、手洗い、流し、シャワーからの排水は、浄化槽を介さずに、直接浸

透フィールドまで導かれ、汚水浄化処理水と共に、地中浸透処理される計画とする。設置

される浄化槽、及び地表の浅い位置に水平方向に浸透パイプを配置して排水及び浄化槽処

理水を地中浸透させる浸透フィールドの規模や仕様は、モ国基準や MINEDH によるこれ

までの中学校の計画に準じ、各施設での想定使用者数に応じ適切に設定する。また浸透フ

ィールドの位置は、地下水源の汚濁を避けるため、既存井戸から最低 50m の離隔を確保す

る。 

• 衛生設備： 各サイトでは、上下水道が整備されていない。このため、トイレで発生する

汚物の処理方法として、2 つの選択肢が考えられる。1 つは、水洗+浄化槽処理後に地中浸

透させる方法、もう一方は、汲み取りによる処理方法である。衛生設備の計画にあたり、

汚物の処理方法を選定する必要があるため、上記 2 つの処理方法に係る維持管理費を試算

し優位性を比較することとした（表 3-25 参照）。試算結果から汲み取りトイレは、比較

的頻繁に汚物除去が求められ、汲み取り費用が高額となるため、水洗トイレに対して 4 倍

以上の維持管理費が必要となる結果となった。この額は、郡によりばらつきがあるものの、

E4 Lugela を所管する Lugela 郡 SDEJT が維持管理費を支出する費目にあたる物品・サービ

スの年間予算の 7.43%95と大きな予算を必要とすることとなるため、汲み取りトイレを維

                                                           
95 2018 年 Lugela 郡 SDEJT の物品・サービスに係る予算に占める割合：270,000/3,633,000=7.43% 
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持管理の持続可能性は低いと推察される。このため衛生設備は、汲み取りトイレと比較し

維持管理費の抑制が可能な水洗トイレを基本に計画することとする。 

 

表 3-25 汲み取りトイレと水洗トイレの維持管理の比較検討表 

 （単位 Mt） 

 

汚物量/人・日 対象
人数
(*2) 

汚物量 汲み取
り回数/
年(*4) 

電気 
料金 

(*5,*6) 

設備 
維持費 

(*7) 

汲み取
り費 
(*8) 

維持管
理費用
（年間） 

小便 
(L) 

大便(g) 
(*1) 

L/日 
減量率

(*3) 
L/日 

減量後 
kL/ 

30 日 

汲み取
りトイレ 

1.2 130 500 600 25% 150 4.5 13.5 ― ― 270,000 270,000 

水洗 
トイレ 

浄化槽の定期清掃：固形物、スカムの除去 1 10,140 30,000 20,000 60,140 

汲み取り回数が対象サイトの中で最も少ない 10 教室のサイトである E4 Lugela を対象に試算する。 
(*1): 大便は小便に溶け込むこととし、容量には考慮しない。 
(*2): 1 日の利用者数を考慮し教室定員の 480 人を生徒数とし、教員数は全教員の約半数の 20 人を想定し、 
    合計 500 人とした。 
(*3): 排泄から汲み取りまでの期間に水分蒸散により 25%に減量されると仮定した。 
(*4):  1 回あたりの汲み取り容量 4kL とした。 
(*5): 低電圧受電・一般需要者向けプリペイドによる料金表に基づき算出した。 
(*6): 揚水ポンプ稼働に係る電気料金は、1,459kWh*6.95Mt/kWh とした。 
(*7): 設備維持のための消耗品購入・補修費として年間 30,000Mｔと想定した。 
(*8): 汲み取り費用は 1 回あたり 20,000Mt を計上した。 

 

• 衛生器具： 大便器は西洋式とし、生徒用・教員用ともに陶器製ロータンク式とする。小

便器は、生徒用はステンレス製連続型、教員用は陶器製のものを基本に選定する。手洗い

場は、大便器のロータンクが故障しても、水洗いが容易にできるように、バケツで水を汲

めるように計画する。 

• 防災設備： モ国では、明確な防災設備に係る設置基準が示されていないが、最低限の防

災設備として各棟に消火器を設置する。また、本計画施設は平屋で構成されているため、

建物からの避難は、各諸室から屋外に直接アクセスすることになるため、避難経路を設定

しないが、避難後の集合場所のみ指定する計画とする。 

• 避雷設備： 計画施設の中で一番高さのある簡易体育館に誘雷針を設置し、事務管理+多

目的教室棟及び教室棟への被雷を防ぐ計画とする。 

 

 4) 外構建築計画 

必要最小限の外構工事として、以下を計画する。 

• 重機による建設範囲の樹木の伐採・抜根及び表土鋤取り、ローラーでの締固めを行う。 

• ゲートから施設のメインエントランスまでの通路道路を「インターロッキングブロック」

（以下、「ILB」）で舗装する。 

• 計画施設の棟間を繋ぐ歩行者通路は ILB 舗装とする。 

• 雨水側溝および雨水桝を設ける。 

• 汚水処理水と排水を地中浸透する浸透フィールドを設ける。 

• 雨水集水タンクを 1 つ設ける。 
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(7) 建築資材計画 

各部の仕上げは「先行案件 2012」を基本に、耐久性・施工性の観点から改良を行う。 

 

表 3-26 主要部仕様比較表 

項目 
MINEDH 

「FASE 案件」標準 
（ESG Quelimane） 

「先行案件 2012」 本計画 採用理由 

外部仕様         

屋根 
カラー鋼板（IBR） 
T=0.8mm 

カラー鋼板（IBR） 
T=0.8mm 

同左 現地工法として広く普及して
おり、施工的にもメンテナン
ス上も適切 

軒天井 
屋根材現し 屋根材現し 軽量鉄骨下地+セメン

トボード+PVA 塗装 

床（開放廊下） 
インターロッキング 
ブロック 

インターロッキング
ブロック 

同左 クラック防止やメンテナンス
性・経済性に優れる 

壁 
CB+モルタル 
+屋外用塗装 

CB+モルタル 
+屋外用塗装 

同左 現地工法として一般的で施
工・維持管理上の問題が少
ない 

柱型（開放廊
下） 

繊維強化セメント管
+PVC 塗装 

ノンアスベスト・セメ
ント管+PVC 塗装 

同左 ノンアスベスト製品（南ア製）
が利用可能 

窓 
木製枠+突出し窓、特
定箇所に防犯グリル 

木製枠+突出し窓、
特定箇所に防犯グ
リル 

アルミ製建具 
特定箇所に防犯グリル 

現地で普及し始めており、維
持管理も容易で寸法精度も
よい 

ドア 

木製枠+木製框ドア、
特定箇所に防犯グリ
ルドア 

木製枠+木製框ド
ア、特定箇所に防
犯グリルドア 

外扉：木製枠+木製框
ドア、特定箇所に防犯
グリルドア 
内扉及び教員住居：ア
ルミ製建具、特定箇所
に防犯グリルドア 

不特定多数が利用する居室
の外扉は木製扉とするが、そ
の他は同上の理由でアルミ
製建具を使用。 

内部仕様         

床 一般部 モルタル金ごて仕上
げ 

コンクリート直押え 同左 堅牢な仕様で技術的に現地
建設会社による施工に問題
なし 

管理棟、
水回り 

磁器質タイル 磁器質タイル 同左 耐磨耗性に優れ清掃も容易 

巾木 一般部 モルタル H=100 モルタル H=100 同左 仕様が堅牢で、現地で広く
採用されている 

管理棟、
水回り 

磁器質タイル H=75 磁器質タイル H=75 同左 耐磨耗性に優れ清掃も容易 

壁 一般部 CB+モルタル+PVA
塗装 

CB+モルタル+PVA
塗装 

同左 現地工法としても一般的であ
る標準設計を採用 

一般部
腰壁 

CB+モルタル+エナメ
ル塗装 

CB+モルタル+エナ
メル塗装 

同左 汚れ難く耐久性に優れる 

水回り腰
壁 

セラミックタイル セラミックタイル 同左 清掃も容易で衛生的 

天井 一般部 木下地+石膏ボード
+PVA 塗装 

軽量鉄骨下地+石
膏ボード+PVA 塗装 

同左 現地工法としても一般的であ
る 

水回り諸
室 

木下地+耐水石膏ボ
ード+PVA 塗装 

軽量鉄骨下地+耐
水石膏ボード+PVA
塗装 

同左 既存施設は合板も多いが、
石膏ボードが普及しつつあり
性能が優れる 

更衣室 木下地+耐水石膏ボ
ード+PVA 塗装 

屋根材現し 同左 半戸外の環境にあり、自然
換気を確保 
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(8) 造作工事 

現場施工の造付け家具を含む主な雑工事としては以下を計画する。 

表 3-27 造作家具及び雑工事 

居室名 内容・項目 

校長室 掲示板 

副校長室 掲示板 

事務長室 掲示板 

夜間担当室 掲示板 

医務室 掲示板 

事務室 カウンター、掲示板 

教員室 掲示板 

給湯室 キッチンカウンター、木製造作棚、キャビネット 

書庫 掲示板 

スタッフ室 掲示板 

コンピューター室 黒板、掲示板 

文具売店 カウンター 

食品売店 木製造作棚、カウンター2 台 

科学実験室 黒板、掲示板、実験用テーブル（耐薬品性天板） 

準備室・倉庫 カウンター 

図書閲覧室 掲示板 

図書受付・書庫 掲示板、受付カウンター 

教室 黒板、掲示板 

守衛室 受付カウンター 

簡易体育館 
可動式バスケットボールゴール、バレーボールセットおよびフットサルセット、 
音響システムセット 

教員住居-台所 キャビネット、木製造作棚、キッチンカウンター 

サイン工事として、施設案内板、棟名サイン、各室の室名サイン、トイレにピクトサイン（男・

女・車椅子）を設置する。室名サインは手で触れて認識できる凹凸のある設えとする。 

 

(9) 家具計画 

家具は、学校運営に最低限必要な教育用・事務管理用家具を整備する。仕様は MINEDH の標

準仕様に従うものとし、施設毎の内容・数量を計画する。尚、一般教室では「先行案件 2012」

での整備内容とは異なり、各中学校で施設定員より多くの生徒を受け入れている現状を踏まえ、

詰めて着座することで定員より多くの生徒を受け入れることが可能で、構造的にも堅牢で壊れ

にくい 2 人掛け机・椅子（一体型）の導入を計画する。 

IT 教室では、PC1 台を生徒 2 人での利用、及び 1 時限を前半・後半に区切って生徒の入れ替

えを行う授業形態を前提として、生徒用 PC の導入を 12 台としたが、今後 PC の増設や筆記用

の机としての活用も考慮し、同時利用する生徒数に応じた 24 台の PC 机を確保する。また同時

に、今後プリンター以外の付属品が設置可能な 2 台を確保し、合計 26 台の設置を計画する。 
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表 3-28 家具リスト 

室 品番 品目 
数量（サイト別） 数量 

合計 E1 Mocuba E2 Quelimane E3 Nicoadala E4 Lugela 

一般教室棟  計画教室数 12 12 12 10  

教室 DK5 教員用机   12 12 12 10 46 

  CH6 教員用椅子 肘付 12 12 12 10 46 

  DK6 生徒用机・椅子 2 人用 288 288 288 240 1104 

事務管理棟      

校長室 DK1 役員用事務机 L 型袖机付 1 1 1 1 4 

  CH3 肘付回転椅子 ハイバック 1 1 1 1 4 

  CH2 パイプ椅子 来客用 2 2 2 2 8 

  TB1 4 人掛円卓・椅子 打合せ用 1 1 1 1 4 

  BC3 書類棚 開架式 1 1 1 1 4 

  BC2 扉付キャビネット 施錠可 1 1 1 1 4 

副校長室、 

事務長室、 

夜間担当室 

DK2 片袖事務机 L1500 3 3 3 3 12 

CH1 肘付回転椅子 ﾛｰﾊﾞｯｸ 3 3 3 3 12 

CH2 パイプ椅子 来客用 6 6 6 6 24 

BC3 書類棚 開架式 9 9 9 9 36 

事務室 DK3 片袖事務机 L1200 4 4 4 4 16 

  CH4 肘なし回転椅子   4 4 4 4 16 

  CH2 パイプ椅子 来客用 6 6 6 6 24 

  BC2 扉付キャビネット 施錠可 4 4 4 4 16 

医務室 DK3 片袖事務机 L1200 1 1 1 1 4 

  CH1 肘なし回転椅子 ﾛｰﾊﾞｯｸ 1 1 1 1 4 

  CH2 パイプ椅子 来客用 1 1 1 1 4 

  BC2 扉付キャビネット 施錠可 1 1 1 1 4 

  COU シングルベッド 診察用 1 1 1 1 4 

教員室 TB2 会議テーブル・椅子 7 人用 2 2 2 2 8 

  BC3 書類棚 開架式 5 5 5 5 20 

  CBN ファイルキャビネット 4 段 14 14 14 14 56 

書庫 BC4 オープンラック 5 段  4 4 4 4 16 

スタッフ室 DK3 片袖事務机 L1200 1 1 1 1 4 

  CH4 肘なし回転椅子   2 2 2 2 8 

  BC6 オープンラック 2 段 1 1 1 1 4 

科学 

実験室 

  

CH6 教員用椅子 肘付 1 1 1 1 4 

DK4 生徒用机   48 48 48 48 192 

CH5 生徒用椅子   48 48 48 48 192 

準備室 BS1 ハイスツール   1 1 1 1 4 

  BC2 扉付キャビネット 施錠可 4 4 4 4 16 

図書 

閲覧室 

DK4 生徒用机 1 人用 48 48 48 48 192 

CH5 生徒用椅子   48 48 48 48 192 

書庫・受付 DK2 片袖事務机 L1500 1 1 1 1 4 

  CH4 肘なし回転椅子   1 1 1 1 4 

  BC6 オープンラック 2 段 15 15 15 15 60 

IT 教室 TB4 PC 用机   26 26 26 26 104 

  CH4 肘なし回転椅子  26 26 26 26 104 

  BS2 ロースツール   26 26 26 26 104 

  DK5 教員用机   1 1 1 1 4 

  CH6 教員用椅子 肘付 1 1 1 1 4 

  TB3 プリンター台   1 1 1 1 4 

文具売場 BC5 オープンラック 6 段 3 3 3 3 12 

教員住居    （2 住戸/1 棟）           

教員住居 BD1 ダブルベッド       2 2 4 

  BD2 シングルベッド       2 2 4 

  TB5 
ダイニングテーブル
セット 

6 人用     2 2 4 

守衛棟                 

守衛室 CH4 肘なし回転椅子   1 1 1 1 4 

*予備サイトの E5 Namacurra は、12 教室での計画である E1 Mocuba、E2 Quelimane 及び E3 Nicoadala と同数。 
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(10) 機材計画 

機材は、現地調査時の MINEDH との協議を通じて合意された選定および優先順位付けの基準

に従い、A〜C の 3 段階で評価し、協力対象となる機材を選定する。選定された機材は、①管

理部門用機材 3 品目、②PC 関連機材 6 品目、③科学実験室用機材 64 品目での計画とする。各

機材の使用目的及び方法により、表 3-29 のとおり数量を算定する。 

 

表 3-29 機材数量算定根拠 

機材カテゴリー 数量算定根拠（1 サイト当り） 

管理部門用機材 
（Lot 4） 

複合コピー機、手動製本機、裁断機は各 1 台を配置する計画とする。 

PC 関連機材 
（Lot 5） 

デスクトップコンピューターは、既存校での利用状況を踏まえ、当面 1 クラスの半数が時限を
前半後半に分けて利用することを前提に、1 クラス当りの生徒の半数 24 人に対して 1 台/2 人
として 12 台、IT 教師用 1 台、教職員用に 5 台の計 18 台を配置する計画とする。モノクロレ
ーザープリンターは教職員用に 3 台、IT 教室に 1 台の計 4 台を配置する計画とする。その
他の機材は各 1 台を配置する計画とする。 

科学実験室用機材 
（Lot 6） 

1 クラス当り 48 人が 8 人ｘ6 グループで実験を行う計画とする。実験台セット、ビーカーなどは
各グループ 1 個、教師用 1 個の計 7 個を配置する計画とする。試験管バサミは各グループ 2
個、教師用 1 個の計 13 個を配置する計画とする。おもりホルダー、蒸発皿などは各グループ
2 個、教師用 2 個の計 14 個を配置する計画とする。拡大鏡は各グループ 4 個、教師用 1 個
の計 25 個を配置する計画とする。安全ゴーグルは生徒用 48 個、教師用 1 個の計 49 個を
配置する計画とする。 

 

表 3-30 計画機材リスト 

機材 
番号 

要請 
番号 

機材名 
E1  

Mocuba 
E2 

Quelimane 
E3 

Nicoadala 
E4 

Lugela 
合計 
数量 

1 AO-1 複合コピー機 1 1 1 1 4 

2 AO-3 手動製本機 1 1 1 1 4 

3 AO-5 裁断機 1 1 1 1 4 

4 IT-01 デスクトップコンピューター 18 18 18 18 72 

5 IT-02 サーバー 1 1 1 1 4 

6 IT-04 ワイヤレスルーターセット 1 1 1 1 4 

7 IT-05 モノクロレーザープリンター 4 4 4 4 16 

8 IT-06 レーザープリンター 1 1 1 1 4 

9 IT-07 プロジェクター 1 1 1 1 4 

10 SC-01 実験台セット 7 7 7 7 28 

11 SC-02 メジャー 7 7 7 7 28 

12 SC-05 ビーカー 7 7 7 7 28 

13 SC-06 メスシリンダー 7 7 7 7 28 

14 SC-07 動力計 7 7 7 7 28 

15 SC-08 おもりホルダー 14 14 14 14 56 

16 SC-09 ストップウォッチ 7 7 7 7 28 

17 SC-11 ホールドピン 7 7 7 7 28 

18 SC-15 滑車実験セット 7 7 7 7 28 

19 SC-16 分銅皿 14 14 14 14 56 

20 SC-17 分銅 7 7 7 7 28 

21 SC-20 圧力プローブ 7 7 7 7 28 

22 SC-23 漏斗 7 7 7 7 28 

23 SC-25 ガス注射器 7 7 7 7 28 

24 SC-29 シリコンチューブ 7 7 7 7 28 

25 SC-30 アルコールバーナー 7 7 7 7 28 

26 SC-31 フラスコ 7 7 7 7 28 

27 SC-34 温度計 7 7 7 7 28 
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機材 
番号 

要請 
番号 

機材名 
E1  

Mocuba 
E2 

Quelimane 
E3 

Nicoadala 
E4 

Lugela 
合計 
数量 

28 SC-39 電気実験ボードセット 7 7 7 7 28 

29 SC-44 光依存性抵抗（LDR） 7 7 7 7 28 

30 SC-49 マルチメーター 7 7 7 7 28 

31 SC-50 電源ユニット 7 7 7 7 28 

32 SC-51 光学レンズ実験セット 7 7 7 7 28 

33 SC-53 アルミニウム熱量計 7 7 7 7 28 

34 SC-54 るつぼ 7 7 7 7 28 

35 SC-55 シャーレ 7 7 7 7 28 

36 SC-56 空気槽 7 7 7 7 28 

37 SC-58 蒸発皿 14 14 14 14 56 

38 SC-59 ガラス管 7 7 7 7 28 

39 SC-60 攪拌棒 7 7 7 7 28 

40 SC-62 曲げガラス管 7 7 7 7 28 

41 SC-65 スポイト 7 7 7 7 28 

42 SC-66 メスピペット 7 7 7 7 28 

43 SC-67 乳棒 7 7 7 7 28 

44 SC-68 乳鉢 7 7 7 7 28 

45 SC-69 ゴム管 7 7 7 7 28 

46 SC-73 安全ゴーグル 49 49 49 49 196 

47 SC-78 金網 7 7 7 7 28 

48 SC-79 三角架付き三脚 7 7 7 7 28 

49 SC-80 スパチュラ 7 7 7 7 28 

50 SC-82 実験はさみセット 7 7 7 7 28 

51 SC-83 試験管バサミ 13 13 13 13 52 

52 SC-84 るつぼはさみ 7 7 7 7 28 

53 SC-95 試験管 7 7 7 7 28 

54 SC-96 U 字管 7 7 7 7 28 

55 SC-97 観察用ガラス皿 14 14 14 14 56 

56 SC-99 ガラスノズル管（直角） 7 7 7 7 28 

57 SC-101 試験管ラック 7 7 7 7 28 

58 SC-105 ホットプレート 7 7 7 7 28 

59 SC-106 電子天秤 7 7 7 7 28 

60 SC-109 ガラスジャー 7 7 7 7 28 

61 SC-110 薬瓶 7 7 7 7 28 

62 SC-111 ビュレット 7 7 7 7 28 

63 SC-113 拡大鏡 25 25 25 25 100 

64 SC-127 単眼顕微鏡 7 7 7 7 28 

*予備サイトの E5 Namacurra は、12 教室での計画である E1 Mocuba、E2 Quelimane 及び E3 Nicoadala と同数。 
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3-2-3 概略設計図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (1) 配置図 

1) E1 Mocuba サイト 

2) E2 Quelimane サイト 

3) E3 Nicoadala サイト 

4) E4 Lugela サイト 

5) E5 Namacurra サイト 

 

 (2) 施設コンポーネント 

1) 事務管理+多目的教室棟 

2) 5 教室棟 

3) 4 教室棟 

4) トイレ棟・守衛棟 

5) 簡易体育館+更衣室棟 

6) 教員住居 
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(1) 配置図： 

 1) E1 Mocuba サイト 
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 2) E2 Quelimane サイト 
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 3) E3 Nicoadala サイト 
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 4) E4 Lugela サイト 
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 5) E5 Namacurra サイト（予備サイト） 
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(2) 施設コンポーネント 

 1) 事務管理+多目的教室棟 
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 2) 5 教室棟 
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 3) 4 教室棟 
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 4) トイレ棟・守衛棟 
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 5) 簡易体育館+更衣室棟 
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 6) 教員住居 

 



111 

3-2-4 施工計画／調達計画 

3-2-4-1 施工方針／調達方針 

(1) 事業実施の基本事項 

本計画は、日本国政府の閣議決定を経て、両国政府間で事業実施に係る「交換公文」（Exchange 

of Notes：以下、「E/N」）が締結され、またモ国政府と JICA との間で E/N に基づく「贈与契

約」（Grant Agreement：以下、「G/A」）が締結された後、日本国政府の無償資金協力：施設・

機材等調達方式（現地企業活用型）の枠組みに従って実施される。G/A 締結後、モ国政府は、

日本法人のコンサルタント企業と契約を締結し、施設・機材の詳細設計を行う。詳細設計図面

と入札図書の完成後、モ国において一般競争入札を行い、選定された企業とモ国政府間で建設

工事・家具調達・機材調達に係る契約が締結され、同契約に従って施設の建設、家具及び機材

の調達が行われる。尚、入札は、施設建設、家具調達、機材調達に分けて実施する方針とする。 

(2) 事業実施体制 

契約

認証

教育人間開発省
MINEDH

国際協力機構
JICA

JICAモザンビーク

事務所

日本国

外務協力省 MINEC

モザンビーク共和国

本邦コンサル

タント

施工監理

調達監理

支払請求支援

交換

公文
E/N

現地

施工業者

計画協力局:DIPLAC

施設教育機材局：DIEE

   調達部：DAQUI（入札）

コンサルタント契

約

建築工事/家具/機

材調達契約

外務省
MOFA

在モザンビーク

大使館 EOJ

贈与

契約
G/A

現地

家具業者

現地また

は南ア

機材業者

入札評価、

進捗報告、

資金管理支援

ザンベジア州教育人

間開発局 DPEDHZ

各郡教育・青少年・科

学技術事務所 SDEJT

調達監
督機能

ユニット
UFSA

 

図 3-5 事業実施体制図 

 1) 入札評価委員会 

E/N、G/A 締結後、MINEDH は、本計画を適正かつ効果的に実施するため入札評価委員会を

設置する。本邦コンサルタントは評価支援及びアドバイザーとして参画する。必要に応じ作業

部会を設置する。作業部会は、目的に応じて DIEE の実務担当者を中心に構成される。 
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 2) モ国側実施体制 

本計画実施に係る E/N 締結のモ国側の所轄官庁は、「外務協力省」（MINEC）であるが、責

任機関及び実施機関は、「教育人間開発省」（MINEDH）となる。同省は、次官の統括の下、

「計画協力局」（DIPLAC）が担当部局として事業全体の調整と運営に当たるが、施設整備の実

施機関は 2015 年 1 月に「教育文化省」（MINED）から MINEDH への改組に伴い、DIPLAC 傘

下の「建設・学校機材室」（CEE）から格上げされた「施設・学校機材局」（DIEE）となる。

DIEEは実務面の担当として、「ザンベジア州教育人間開発局」（DPEDHZ）の調査・計画部（DEPLA）

に設けられた「建設・学校機材ユニット」（UCEE）、及び各対象郡の「教育・青少年・科学技

術事務所」（SDEJT）を指揮し、モ国側負担工事である敷地整備、電力・給水引込み等の確実

な実施を図るとともに、事業実施に必要となる許認可や関係機関の合意取得等を実施する。 

また本計画実施に係る建設会社や家具・機材調達業者の調達に関しては、教育分野の公共調

達を担う DAQUI が MINEDH 内の関係部局と作業グループを構成し調達業務を実施する。本計

画の実施に係る施設建設、家具・機材の調達に係る入札は、DAQUI が DIEE の技術支援を受け

ながら実施されることとなる。 

 3) 国際協力機構（JICA） 

JICA は、モ国側機関との間で G/A を締結し、本計画が日本の無償資金協力の制度に従って適

切に実施されるよう実施監理を行う。 

 4) 施工監理コンサルタント 

コンサルタントは、モ国側実施機関との間で締結する契約に従い、本報告書の内容に基づく

施設・機材の詳細設計及び施工・調達監理業務を行う。また、入札図書を作成し、施工・調達

会社の選定と建設工事・機材調達契約の締結を支援する。これら業務を効率的に実施するため、

コンサルタントは、MINEDH との間に緊密な協力関係を築いて作業を進める他、施工監理期間

中は、常駐施工監理者に加え必要な施工図作成支援・資金管理支援技術者を適切に配置し施工

監理を遂行することとする。 

 5) 施工会社、家具・機材調達業者 

施工会社、家具・機材調達業者は、MINEDH と締結する施工・調達契約に則り、契約図書に

従って履行期限内に建設工事、家具・機材調達を実施する。 
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3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項 

(1) 免税手続き 

本計画に係る商品やサービスの購入に関して課される関税、国内税その他課税についてはモ

国側負担となる。このため計画開始時に MINEDH が MEF に当該案件の登録申請を行い、当該

案件が免税対象である政府投資案件である認証を得る必要がある。 

以下に免税手続きの遅延が工期へ与える影響が大きいと判断される輸入関税と「付加価値税」

（以下、「IVA」）の免税に係る留意点を示す。 

 1) 輸入税 

本計画では、現地調達材料を使用することを前提としているが、限られた期間の中でまとま

った数量の材料の調達が求められる際には、第三国から資機材の輸入が発生する可能性がある。

それら機材や建設資材にかかる輸入税は、輸入関税（物品によって税率は異なる）に IVA 分が

加わった金額を、原則税関へ支払う必要がある。輸入関税の免税は、MINEDH の担当局となる

DAF から輸入税分の支払い免除を MEF 宛に申請を行う。その後、MEF より MINEDH 宛に発出

される受理・確認レターを MINEDH から輸入取扱業者を通じて税関に提出し、初めて税関から

輸入品のリリース許可が発出される。リリース許可取得後、輸入業者により輸入品のリリース

が行われる。税関は、MEF に対して輸入税の請求を行い、MEF 内の MINEDH の輸入税用の予

算枠から支払われることとなる。このためスムーズな免税措置には、G/A が締結され次第、

MINEDH により本計画を政府投資案件として「経済財務省国庫局」（以下、「MEF-DNT」）

に登録し割り当てられる固有番号を取得すること。また次年度発生が見込まれる輸入税に関し

て MINEDH が予算措置を行うことが不可欠となる。 

 2) 付加価値税 

付加価値税に係る現在の税率は 17％で、国内で調達される資機材・サービスに課税される。

しかし、国内金融機関および開発パートナーが資金提供し実施される公共プロジェクトに関し

ての免税に係る法令96が、2017 年 11 月に施行されており、政府投資案件として扱われる本案件

に係る資機材・サービスの購入は免税となる。免税は、これまで還付によるものであったが、

同法施行により、支払免除方式に移行することとなった。但し、この法令は執行されて間もな

いこともあり、必要書式や実際の行政処理方法の整備が進められている状況である。このため

今後 MINEDH-DAF とともに、MEF 及び「税務当局」（以下、「AT」）の IVA 免税に係る担

当者への確認と協議を通じ、計画実施前までに、必要な手続きと必要書類を明確にする必要が

ある。また IVA 免税にあたっては、月毎に MINEDH から AT に事前申請が必要となるため、膨

大な資料作成や決裁手続きなどをスムーズに行うために、コンサルタントの支援方法、毎月の

作業スケジュールを、MINEDH との協議により明確にする必要がある。また申請にあたっては、

申請手順や申請した書類の行政処理に係る必要日数を考慮し、時間的余裕を確保して対応して

いくことが求められる。 

                                                           
96法令 66/2017 号：‘国内金融機関および開発パートナーが資金を提供する公共プロジェクト分野における財お

よびサービスの取得に課される VAT の正規化のための税制’ 
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また月毎の免税申請書類の申請に先立ち、MEF-DNTから割り当てられる固有番号取得後に、

経済財務省納税局（MEF-DGI）に対して IVA 免税証明書入手のための信任状の発行を要請し、

取得後に、信任状を基に官報印刷所（Imprensa Nacional）にて、付加価値税の免税証明に係るフ

ォームを購入する必要がある。 

 3) その他の税 

国内税に関しては、法人所得税や個人所得税の免税方法の検討が必要となる。特に邦人コン

サルタントの所得は、モ国外での所得であるため、これまで個人所得税の課税を免れていたが、

法の厳密な解釈や運用においては課税対象にもなりうるため、本計画に係る上位文書である

E/N 及び付帯する口上書、G/A 等においても、免税に係る記載をより明確なものとする必要が

あると考えられる。 

(2) 建設事情/調達事情 

 1) 現地建設会社 

本計画は、サイト毎の床面積が約 3,000～3,500m2、合計 4 サイト、延床面積が 13,000 m2 に及

ぶ。建設会社の選定に関しては、MINEDH が実施した類似の中学校建設案件では、基本的には

1 サイト 1 ロットとして 7a クラスの建設会社に発注する例が多いが、能力のある大手企業の入

札参加意欲の向上のために、複数サイトの工事を 1 ロットに集約する、または幾つかのロット

を同時入札し複数ロットへの応札を可能とする例もある。契約ロットの検討においては、1 ロ

ットの規模を大きくすることで、特に本計画のような遠隔地での工事では高騰する間接経費を、

スケールメリットを活かし抑制されることが期待される。これまでに日本の支援により実施さ

れた「中学校建設計画 2009」、「先行案件 2012」においても、2 サイトを 1 ロットに纏めて入

札にかける方式を採用しており、本計画も同様に点在する計画サイトを内陸部の 2 サイト（E1 

Mocuba、E4 Lugela）と、沿岸部の 2 サイト（E2 Quelimane、E3 Nicoadala）の 2 ロットに分ける

計画とする。 

1 ロット分の 2 サイト約 7,000m2 の施工にあたっては、想定される請負金額が 200,000 千 Mt

を超過するため、応札対象の入札条件は 7a クラスの建設会社に設定する。MOPHRH に最上位

レベル 7a として登録されている建設会社は、2018 年 1 月現在グループ会社をまとめると 174

社存在するため、入札における競争性は担保されると判断される。また入札においては 2 ロッ

トへの同時応札も許容するが、一方で、1 つの建設会社がすべてのサイトの施工を担った場合、

品質の均質化を図るのに優位性はあるものの、1 サイトでの問題発生した際に、他すべてのサ

イトにも影響するリスクも考慮に入れる必要がある。このため、現状の応札許容力（Bid Capacity）

等の適切な条件を設けて財務面及び技術面でのリスクを最小化する計画とする。 

 2) 家具調達業者 

家具調達に係る入札は、現地サプライヤーの能力を考慮し全 4 サイト分を一括調達とし、均

質な品質を確保する計画とする。MINEDH が実施する学校家具の調達では、国際又は国内一般

競争入札で調達業者を選定しており、本計画もこれに準じ入札参加資格を付した一般競争入札

とし、品質の均一化とスケールメリットによる価格競争の原理を促すため、全サイト分の家具
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を一括調達する計画とする。また、製作・調達能力と技術力を慎重に審査し、類似案件での教

育家具の調達実績に重点を置いた資格要件を設定する。 

 3) 機材調達業者 

機材調達業者は、MINEDH の調達実績のあるメーカー代理店がモ国内に複数存在する。但し、

本邦に存在するような幅広い機材を取り扱う複合的な商社は限られている。そのため、MINEDH

が実施する公共調達方式に倣い、機材カテゴリー毎にロット分けを行い、一般競争入札を実施

する。入札にあたっては、建設工事の工程や機材の輸送期間などを勘案し、適切な調達計画を

策定する。また各機材の設置位置や必要な電源容量などのユーティリティに関しても、予め施

設側とすり合わせを行い、必要に応じて施設、機材仕様に反映する。 

 4) 労務事情 

本計画の建設サイトは、ザンベジア州内に点在することから一般労務者の確保は可能と判断

されるが、技能工や技術者の確保は困難である。技能工や技術者は Maputo 市に拠点をもつ大手

建設会社に所属しているのがほとんどで、地方での建設にあたっては、プロジェクト毎に

Maputo 市から要員を派遣して対応することが多く、そのため宿舎や派遣費などの経費が必要と

なる。これらの調達に係る経費を見込んだ工事費の積算を行う。 

 5) 資機材調達事情 

ザンベジア州の州都 Quelimane 市で調達できる資機材は限られており、大手建設会社は首都

Maputo 市で資機材を集中購買することが多い。現地調達可能な資機材もその多くが輸入品であ

るため Maputo 市においても纏まった数量を調達するには時間を要する。このため、工程を見据

え時間的余裕を確保した使用材料の確認及び承認が求められる。また Maputo 市からの資機材輸

送は、国道 1 号線経由での陸送と、海上輸送の 2 つがあるが前者が一般的である。陸送にあた

って、国道 1 号線の整備状況は良好で特段問題はないが、洪水による被害が数年に一度の頻度

で記録されていることや、国道 1 号線から現場までのルートが一部未舗装であることから、資

機材の輸送は可能な限り雨期を避けるとともに、代替調達ルートの検討も含めた調達計画が重

要となる。  

 

(3) その他留意事項 

 1) 工事の遅延 

2016 年の経済危機以降、建設会社の収益の悪化や人材の流出が続き、これまで一定の評価を

得ていた会社の状況も大きく変化している。このため資金繰りや管理体制の脆弱性から資機材

調達での遅延が発生しやすい状況にあると推察されるため、施工監理者が建設会社による資材

調達の進捗を定期的に把握し、適切な時期に指導・対応を行うことが肝要となる。同時に、支

払いに関しても手続きの遅れに起因した資金ショートによる資機材調達の遅れを未然に防ぐた

め、月毎の出来高による支払いを基本とし、MINEDH が実施する JICA への支払依頼等におい

ても遅延が生じないよう支援を行っていくことが重要となる。 
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 2) 契約及び紛争処理 

建設工事に係る紛争に関しては、モ国では公共事業で契約相手が政府機関である場合、紛争

が原因で今後の入札におけるショートリストから除外されることを懸念し、建設会社側からの

提訴は限りなく少ない。一般に建設工事における紛争発生時の対応としては、①契約当事者間

による友好的解決→②両者により決めた第三者である裁定人（Adjudicator）による裁定→③仲

裁人（Arbitorator）による調停→④法廷による解決の手順が定められている。本計画では調達管

理に係る契約書等の法的なチェックや紛争時の対応については、同様の業務の経験と実績を有

する MINEDH DIEE の支援を得ることが可能かつ有効である。このため MINEDH との緊密な協

力関係の下で事業を推進することが重要である。 

尚、MINEDH 案件の実施においては、契約で予め裁定人および仲裁人を定める方式がとられ

ている。入札図書において発注者側が裁定人・仲裁人を指名し、応札者がこれに異議のある場

合には別の裁定人・仲裁人を提案し、協議により合意決定される。仲裁人は通常、請負者がモ

国登録の施工会社の場合は、モ国エンジニアリング組合（OEM）、または仲裁・調停センター

（CACM）となる。 

 3) 労働許可 

モ国内での外国人の就労には、労働許可の取得が必要となる。2016 年に改訂された労働法（政

令 37/2016 号）により労働許可の取得は、より厳格に規定され、渡航前に労働許可の取得が求

められる。また、労働許可申請に当り、所属する組織の形態及びその規模に応じたモ国人雇用

の最低人数が設定されているが、邦人コンサルタントの場合、現地での業務体制は小さく、モ

国人の雇用人数も限られることから、同法に則した通常の申請方法での労働許可を得る場合に

は、実施体制の構築に影響を及ぼす可能性がある。このため、本計画が政府投資案件であるこ

とを公的書面により証明を受けることで、本計画実施に必要となる邦人・第三国人技術者数（最

大 10 人を想定）の労働許可が円滑に発給されるよう、MINEDH の支援の下で申請を行うこと

が肝要である。また本計画に係る上位文書である E/N 及び付帯する口上書、G/A 等においても、

モ国政府による邦人及び第三国人の受入れ人数の記載が必要と判断される。 

(4) 入札計画 

本計画の入札は、MINEDH が実施する現地で一般的な入札の手順・条件を勘案しつつ、JICA

調達ガイドライン「施設・機材調達方式（現地企業活用型）」に従って実施する。 

 1) 現地公共調達に係る入札制度 

- 入札制度 

モ国の公共調達は、公共調達基準（政令 5/2016 号）に準じて行われる。しかし支援国や国際

機関との条約または国際協定に基づいた Regime Especial として、事前に MEF に承認を得るこ

とで、この通達によらず支援国・国際機関の調達方法によることができる。 

公共調達の手段としては、①「入札参加資格事前審査」（以下、「PQ」）による入札、②指

名入札、③2 段階競争入札、④一般競争入札、⑤小規模入札、⑥見積書比較による契約、⑦直

接随意契約の方法がある。PQ 入札や競争入札においては規模により予定価格が 5 百万 US$以上

の場合は他国企業でも参加できる国際入札を行い、5 百万 US$以下の場合は国内企業のみが参
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加できる国内入札となる。国際入札では入札準備期間が最低 6 週間必要となるが、国内入札で

は 4 週間となっている。 

MOPHRH では、公共工事の入札は一般競争入札方式を原則としているが、入札方法は発注元

の各省に任せており、MINEDH でも PQ を行わない一般競争入札が一般的である。 

 

- 入札期間 

以前は 100 万 US$以上のプロジェクトでは、入札結果に対し財務副大臣による委員会＋首相

による対外経済関係委員会（CREE）での公的な承認が必要であったが、現在はこの承認プロセ

スはなくなり、MINEDH 次官が最終の入札結果承認者となっている。MINEDH 発注工事の契約

までの標準的な流れを下に示す。 

• 入札図書準備、「調達監督機能ユニット」（以下、「UFSA」）への通知、公示 

• 見積期間（30 日間） 質疑期限公示後 10 日、質疑回答期限は公示後 20 日となっている。 

• 評価及び評価報告書作成 

• 次官への評価報告書提出および入札者に対する評価後入札順位の発表 

• 次官による承認 

• 入札結果の正式通知（落札通知および不落札通知）、落札者は履行保証の準備を始める。 

• 不落札者による異議申し立て期間（3 日間） 

• UFSA への正式通知 

• 契約（ただし契約署名前に履行保証提出が条件） 

• 契約後直ちに行政裁判所の検査を受け、政府資金の場合 30 日間の回答期間をまって正式

契約となる。ただし外部資金の場合は、MINEDH から当該案件が外部資金である旨のレタ

ーを MEF 宛に提出することにより回答を待たず工事着工を進めることができる。 

 2) 本計画の入札バッチとロット分け 

表 3-31 入札バッチとロット構成 

バッチ ロット サイト名 

優先順位 1 優先順位 2 優先順位 3 

事務管理・ 
多目的教

室棟 

4 教室 
棟 

5 教室 
棟 

トイレ棟 
守衛
棟 

渡り 
廊下 

簡易体育
館 

+更衣室棟 
教員住居 

1 

1 
E1 Mocuba 1 棟 3 棟 ― 2 棟（男女別） 1 棟 1 式 1 棟 ― 

E4 Lugela 1 棟 ― 2 棟 2 棟（男女別） 1 棟 1 式 1 棟 1 棟 

2 
E2 Quelimane 1 棟 3 棟 ― 2 棟（男女別） 1 棟 1 式 1 棟 ― 

E3 Nicoadala 1 棟 3 棟 ― 2 棟（男女別） 1 棟 1 式 1 棟 1 棟 

（*） E5 Namacurra （1 棟） （3 棟） ― （2 棟（男女別）） 1 棟 1 式 （1 棟）  

2 3 上記 4 校の家具 1 式 ― ― 

3 

4 

上記 4 校の機材 

1．管理部門用機材 ： 1 式 

― ― 5 2．PC 関連機材 ： 1 式 

6 3．科学実験室用機材 ： 1 式 

 （*）ロット 1、2 のサイトで入札公示前までに先方負担工事が実施されない、または実施されたが計画実施上の問題

が顕在化した場合は、当該サイトとの入替を検討する。 

 

• 入札バッチは、応札業者が異なる施設、家具、機材の種別毎に設定し、入札時期が早いも
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のからバッチ番号を設定する。バッチ 1 を施設建設とし、バッチ 1 の結果により調達数量

や調達先となるサイトに変更の可能性がある家具調達、機材調達は、それぞれバッチ 2、

バッチ 3 として設定する。 

• ロットは、前述のとおり施設建設に関しては 2 ロット、家具調達は一括発注とし 1 ロット、

及び機材調達に関してはカテゴリー（①管理部門用機材、②PC 関連機材、③科学実験室

用機材）別にロットを分割し、応札業者が複数のカテゴリーに応札可能なように設定する。 

• バッチ 1 での優先順位は、入札実施後に応札価格が予定価格を上回り、契約に至らない結

果となった際に、再入札に向けて計画範囲の見直しにあたり、優先順位が低い順にスコー

プカットを行う計画とする。 
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3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分 

日本の無償資金協力で本計画を実施するにあたり、日本側とモ国側の負担工事区分は以下の

とおりとする。尚、先方負担による工事以外の項目については後述する。 

(1) 日本国側負担工事 

 1) 施設建設 

• 本報告書に記載された施設の建設 

• 上記施設に付帯する電気、空調、防災（消防）、給排水衛生設備（先方負担工事で設置さ

れる井水揚水ポンプへの電力供給のための配線工事含む）の整備 

• 上記施設に付帯する最小限の外構施設（整地、構内車路・駐車場、屋外通路、渡り廊下、

雨水・排水処理施設） 

 2) 家具調達 

• 事務用家具、教育家具、及び教員住居用の一般家具の調達・設置 

 3) 機材調達 

• 事務管理用機材及び教育機材の調達・設置 

(2) モ国側負担工事 

• 施設建設用地の確保 

• 施設建設の障害となる既存建物や構築物の撤去 

• 給水手段の確保（井戸、コミュニティ給水等）と新設貯水槽までの引き込み 

• 電力の計画サイトへの引き込み 

• 日本側負担工事に含まれない家具、什器、備品、図書、教育機材、消耗品等の整備 

• 日本側負担工事に含まれない外構施設（外周塀等）及び植栽の整備 

• 工事の実施に必要な許認可の取得 
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3-2-4-4 施工監理計画／調達監理計画 

(1) 施設 

本計画では概略設計からの一貫性を保ちつつ効率的な施工監理を行うため、概略設計を担当

した本邦コンサルタントが JICA に推薦され、引続き施工監理を行う。モ国では、過去に旧「コ

ミュニティ開発支援無償」による中等学校建設や教員養成校建設の実績があるが、今回の「現

地企業活用型による施設・機材調達方式」は初めてとなる。本計画の施工監理体制は、「先行

案件 2012」の施工体制を踏まえ、新たなスキームでの施工監理業務も考慮に入れ下記のように

計画する。 

 

 1) 施工監理体制 

■Mocuba市拠点■Mocuba市拠点

ザンベジア州

■Quelimane市拠点

ザンベジア州

■Quelimane市拠点

総括補佐

（現地）

総括監理者

（常駐監理：邦人）

E3 Nicoadala

建築技師

（現地）

E1 Mocuba

建築技師

（技師）

E2 Quelimane

建築技師

（現地）

E4 Lugela

建築技師

（技師）

■Maputo市拠点

・資金管理支援

・調達管理支援

■Maputo市拠点

・資金管理支援

・調達管理支援

日本国内要員

（スポット監理）

・建築/構造/設備

・資金管理支援

日本国内要員

（スポット監理）

・建築/構造/設備

・資金管理支援

電気設備技師（現地）

機械設備技師（現地）

（*4サイト巡回監理）

QS等支援要

員、スタッフ

 

 図 3-6 施工監理体制 

• 本邦コンサルタントの監理拠点は、本計画対象サイトが首都 Maputo 市から離れたザンベ

ジア州内に点在すること、また本計画の州レベルの実施機関である DPEDHZ との協議や

進捗報告を行い易くする観点から、ザンベジア州の州都である Quelimane 市内に設置する。

配置する邦人コンサルタントは、モ国内で初めて適用される「現地企業活用型による施

設・機材調達方式」に則したコンサルタント業務の内容を鑑み、1 人は総括監理者として

契約監理や施工監理全般を行い、1 人は施工監理のほか MINEDH・建設会社に対する資金

管理支援業務を担う計画とする。前者の総括監理者は全工期を通じて配置し、後者につい

ては工事開始後に資金管理プロセス確定のため 4.5 ヶ月の滞在、その後は 1～1.5 ヶ月毎に

現地入りするスポット監理を前提に投入する。また必要に応じて業務主任、電気設備施工

監理者および機械設備施工監理者をスポットで投入する。 

• 総括監理者は、ザンベジア州での施工監理を主に行うが、スポット監理者の不在時には、

Maputo 市での月例報告に合わせ、施工業者及び MINEDH への支払手続き支援を行う。 

• 総括監理者及び他邦人施工監理者は、Quelimane 市内の監理拠点から各サイトを巡回監理

する計画とする。現地人要員については、E2 Quelimane、E3 Nicoadala の監理を担う 2 人

の現地建築技術者に加え、必要となる支援要員を Quelimane 市内の監理拠点に配置して主
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に E2 Quelimane、E3 Nicoadala の施工監理を行う。また、内陸部に位置する E1 Mocuba 及

び E4 Lugela が、Quelimane 市から約 150Km 離れていることから、Mocuba 市内に同 2 サイ

トを管轄する監理拠点を設置し、2 人の現地人建築技術者を配置して施工監理を行う計画

とする。 

• 総括補佐は、建設会社の調達管理支援業務、免税申請等に係る MINEDH への支援業務、

及び資金管理業務を円滑に遂行するための業務を担う。同支援要員として Maputo 市内に

現地スタッフを 1 人配置する。 

 

 2) 施工監理・資金管理業務 

- 入札支援業務 

入札支援業務は、MINEDH が実施する入札への参加が期待される施工・調達業者の多くが拠

点を構える Maputo 市に、邦人技術監督者 1 人を派遣し、必要な現地補助要員を雇用し以下の業

務を行う。 

• 入札図書の作成支援： MINEDH による承認を得た入札図書を、最終的な入札図書として

取り纏める支援を行う。 

• 入札業務補助： MINEDH が実施する一連の入札図書関連業務（公示、質疑応答、追加指

示、入札評価等）を技術的側面から支援する。 

- 施工監理業務 

ザンベジア州の州都 Quelimane 市、及び Mocuba 市に拠点を構え総括監理者の下、現地建築

技術者と必要な現地支援スタッフを直庸し施工監理体制を構築し、以下の業務を行う。 

• 施工監理標準書類の作成： 異なるサイト及び監理技術者による施工監理業務の質を確保

し、業務の統一を図るために、施工監理のポイントを取り纏めたチェックリスト、試験・

検査結果報告書及び定例報告書の統一フォームを作成する。 

• 施工計画等の承認： 建設会社から提出される施工図、施工計画書、工程表、サンプル等

を確認し、遅滞なく承認する。また契約図書についての疑義が出された場合には速やかに

建設会社への説明を行う。 

• 巡回監理： 邦人技術監理者は Quelimane 市を拠点に定期的に全サイトを巡回して工事工

程の進捗を管理するとともに、サイト毎に統一された施工品質の確保を図る。 

• 常駐監理： 各サイトに監理技術者を常駐させ、標準書類に従って工事の品質確保、工程

遵守、安全確保に関する確認、検査を行う。また、不具合や遅延のある場合は施工業者へ

の改善指示・指導等の適切な措置を取る。 

• 会議の開催： 建設会社との定例打合せを開催して工事の進捗と工程の確認を行うととも

に、MINEDH 及び DPEDHZ が行う定例会議に出席し、必要な内容を報告する。 

• 設計変更： 敷地の状況や先方政府機関からの要請等で必要が生じた場合は、契約書に規

定された手続きに従い設計変更を行う。 

• 支払いの承認： 建設会社からの支払い請求に応じて出来高の確認を行い MINEDH への
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説明、及び MINEDH が行う JICA に対する支払依頼に係る書類作成支援を行う。 

• 報告書作成等： 工事の進捗に関する月例報告書のほか、契約書に規定される報告書を作

成し MINEDH に提出する。また、MINEDH が作成する「進捗報告書」（プロジェクトモ

ニタリングレポート：以下、「PMR」）の作成支援を行う。 

• 竣工検査・瑕疵検査： 工事完了時に竣工検査を実施し、完了報告書や施設運用・維持管

理マニュアル他の竣工書類を MINEDH に提出する。また、瑕疵保証期間の満了時に瑕疵

検査を実施し、瑕疵是正工事の完了を確認後、最終検査報告書を MINEDH に提出する。 

(2) 機材 

機材の調達監理は、JICA のガイドラインに従って実施される調達業務について、コンサルタ

ントとしてモ国実施機関の支援を行う。本計画での機材調達は、モ国で実施されている通常の

調達内容、手順とは異なる。したがって、同ガイドラインに対する関係機関の理解を深め、円

滑な入札実施のための調整を行う必要がある。また、入札評価にあたっては、コンサルタント

は入札評価委員会と協働して評価業務を実施する。業者契約時は、JICA による契約認証の取り

付けの支援を行う。契約認証後は、業者と納期の確認や納入機材の必要設備情報などを確認し、

施設側と共有を行う。機材引渡時は各サイトにおいて機材の据付け、初期操作指導、調達業者

による機材の検収及びモ国への引渡しに立会う。検収においては契約書に示された内容とモデ

ル名、原産国（地）、メーカー名、ODA ステッカー貼付けの有無、外観等を確認する。機材

の調達監理は、据付から検収・引渡しまでの期間、調達監理技術者 2 人を派遣して実施する。 

3-2-4-5 品質管理計画 

本計画施設は、現地建設会社により施工される施設であることを前提に、現地での標準的な

工法・仕様に則した施設として、品質管理を行いやすい計画とした。品質管理は、安全性の確

保を念頭に、強度や耐久性等の基本性能の確保のため躯体部分を重点に、以下を計画する。 

• 試験方法や材料規格等： モ国内で一般的に適用されている基準である南アフリカ共和国

基準やポルトガル国基準を適宜準用する。 

• 主体構造のコンクリートに係る試験： Maputo 市以外では公的又は第三者機関による試

験が不可能のため、施工監理コンサルタントが日本基準に則り試験を行う計画とする。 

表 3-32 品質管理項目 

項目 方法 

地盤 基礎掘削後に床付け面の地盤を目視にて確認し、所要地耐力を下回る恐れが有る場合は地耐力試
験による確認を行う。 

建物位置 測量機器を用いてベンチマークの設定と建物位置の縄張りを行い、コンサルタント、建設会社立会い
で確認する。 

鉄筋･鉄骨 納入元･種類毎にミルシートによる材料品質確認を行うとともに、公的試験所において鉄筋径毎に 1
回の引っ張り試験を実施する。 

配筋検査 コンクリート打設前にコンサルタント、建設会社立会いで配筋検査を行い、数量･位置･精度、継手と
定着長さ、スペーサーの設置状況を確認する。 

セメント 製造メーカーからの試験結果報告書を入手して材料品質を確認する。 
現場に保管する場合は湿気による硬化を防ぐよう適切な保管環境・積み上げバッグ数を指導する。 

骨材 公的試験所にて質量、粒度分布、吸水率などに関する試験を各サイトにつき 1 回実施する。 
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項目 方法 

搬入毎に目視にて最大粒径、シルト含有量、含水量等を確認する。 

コンクリート 練り混ぜ水の水質検査をサイト毎に公的試験所にて実施する。 
標準配合による容積調合を基本とし、また、試験練りにより 28 日所定強度を確認する。 
水分量はスランプ試験を実施して決定し、仕様書に定める最大値以下で管理する。 
1 棟当り 4 回程度を目安に圧縮強度試験を実施し強度を確認する。 

CB 圧縮強度試験にて所要強度を確認する。 
最大積上げ高 1.2m とし、シート掛けで保管を行う。 

 

また施工業者への施工図作成支援、モックアップの作成による品質標準の確認、スライド工

程により 1 サイト目での作業経験を、2 サイト目の工事に活かすことができるよう、1 サイト目

で品質管理のポイントを作業員に展開する。主な品質管理項目は、表 3-32 のとおりである。 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

モ国では、ザンベジア州を含む北部地域で生産される資材は、コンクリート骨材（砂・砂利

又は砕石）、セメント、コンクリート二次製品、木材に限られるが、主に首都 Maputo 市を介し

て南アフリカ共和国や欧州・ブラジルからの輸入品が市場に流通しており、現地の一般的な仕

様で計画された施設建設に用いられる資材については、モ国内での調達が可能である。但し、

製作物となる屋根トラス（木・鉄骨）、建具、家具について、品質を確保しつつ施工に必要と

なる纏まった量の調達を遅滞なく行うことができる業者は限られるため、製造能力と技術力を

見極めた上で、Maputo 市近郊の専門業者を活用することが望ましい。また、資機材の必要数量

が大きい場合は、モ国内での調達に想定以上の期間を要すること等の理由から、南アフリカ共

和国等の第 3 国からの直接調達も検討せざるをえない状況も想定する必要がある。このため、

資機材の発注を適切な時期に行い、調達に十分な期間を見込んで工期に影響がないように、調

達管理を行う計画とする。 

表 3-33 調達材料区分表 

資機材名称 現地調達 第三国 
調達 

備考 

 国産品 輸入品  

建築工事用資材 

 仮設材  ○  足場材は南ア製資材を各建設会社が保有している 

 セメント ○   ナカラの工場で SANS 準拠の国内生産品を調達 

 砂（細骨材） ○   各サイト周辺で川砂を調達 

 砕石（粗骨材） ○   州内の砕石プラントより調達 

 鉄筋 
 

○  現地に一般的に流通する SANS 準拠の南ア製を調達 

 木材 ○ ○  現地製品又は南ア製の規格材を調達 

 型枠用合板 ○ ○  現地製品又は南ア製の規格材を調達 

 木トラス ○ 〇  調達業者より SANS 規格を満たす製品を調達 

 鉄骨トラス ○   原材料は南アからの輸入となるが、加工場は複数社存在する。
また大手建設会社は、自社で加工場を保有している 

 屋根材（鋼板） 
 

○  現地で一般的な SANS 準拠の南ア製を調達 

CB ○   現地周辺には大規模な製作工場はないがサイト近郊の製作工
場より調達も可能、又は現地生産を行う 

 磁器タイル 
 

○  国内で流通する南ア・欧州・ブラジル製等輸入品を調達 



124 

資機材名称 現地調達 第三国 
調達 

備考 

 国産品 輸入品  

 天井材 
 

○  現地で一般的な SANS 準拠の南ア製を調達 

 木製・鋼製建具 ○   技術力・生産力のある Maputo 市周辺の工場にて製作 

 建具金物 
 

○  国内で流通する欧州・南ア製等輸入品を調達 

 ガラス 
 

○  同上 

 塗料 
 

○  
 

設備工事用資材 

 配管材・金物類  ○  現地で一般的に流通している輸入品を調達 

 衛生器具  ○  国内で流通する欧州・南ア製等輸入品を調達 

 設備機器（ポンプ他）  ○  維持管理の可能な輸入品を現地調達 

 電気配線材  ○  維持管理の可能な輸入品を現地調達 

 照明器具  ○  器具交換等の維持管理を考慮して現地流通品を調達 

 配電盤類  ○  Maputo 市近郊の大手受変電設備メーカーにて製作、調達 

家具・備品 

 既製家具 
 

○  南ア製輸入品を国内の調達業者を通じて調達 

 製作家具 ○   Maputo 市周辺の大手工場で製造 

3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等計画 

モ国では中等教育へのニーズの高まりから、小学校や教会の建物を中学校に転用し対応して

いる学校も多く、学校内に図書室や体育館、実験室などの設備が整っている中学校が少ないた

め97、基本的な設備が不足する環境において学校関係者が施設・設備の維持管理に十分な経験

を有しているとは言い難く、施設の維持管理方法を経験から取得することを主眼とした初期操

作・運用指導が必要と判断される。本計画においては、施設建設後の施主検査及び施設引き渡

しに先立ち、引き渡し書類の一部である施設運用・点検マニュアルを用いて施設管理者

（DPEDHZ、SDEJT の施設担当者、及び計画施設での維持管理担当者（配属が決定している場

合））に対して、施工監理業務の一環として特に建築設備類を中心に運用・点検方法・消耗品

の調達方法・故障時の対応等の実習を複数回実施することを計画する。 

機材に関しては、機材の初期操作指導を担当教員に対して行う。調達会社により動作確認が

行われた後、使用方法や使用上の注意点、消耗品・交換部品等の確認を行う。動作確認、初期

操作指導は機材毎にチェックシートを作成し、コンサルタント立ち会いのもと実施する。 

3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

本計画では、施設、機材の引き渡し時の初期操作指導及び運用指導を実施するが、維持管理

に係るソフトコンポーネントは計画しない。 

                                                           
97 例えば、2015 年までに実験室が整備された公立中学校は、全国 655 校の内、84 校と 12.8%に留まる。（JICA

（2015）,モザンビーク国中等教育教員研修システム強化アドバイザー業務（教員養成・研修）専門家業務完

了報告書） 
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3-2-4-9 実施工程 

(1) 事業実施工程 

日本国政府の無償資金協力により本計画が実施される場合、両国間での E/N と G/A の署名後

に、以下の段階を経て事業が実施される。 

入札手続き開始前までに求められる事項として、本計画対象サイトはいずれも深井戸を水源

とする給水を想定しているため、給水源の確保が事業実施の前提となる。これはモ国側負担工

事であることから、日本側の事業実施決定後に速やかに着手することが不可欠となる。給水源

の確保は、責任機関である MINEDH の下、DPEDHZ が主体として実施される。一般的な手順

と所要期間は約 5 ヶ月（①一般競争入札による業者選定（2 ヶ月）、②掘削～揚水試験～水質

検査（約 3 ヶ月））となる。給水源が確保できない場合は、サイトの優先順位を変更し、計画

対象サイトの振替を検討するため、入札図書承認までの詳細設計期間と並行して、給水源確保

の確認にかかる期間を見込む計画とする。 

表 3-34 実施工程のステップ 

 項目 内容 所要期間 

1 設計・施工監理契約 着手協議、契約締結、詳細設計の着手に先立ち計画内容の確認 0.5 ヶ月 

2 詳細設計、入札図書 詳細設計、詳細積算及び入札図書の作成 6.0 ヶ月 

（モ国側による各サイトでの給水源確保の確認：井戸掘削の実施） （5.0 ヶ月） 

（モ国側による計画許可、EIA 計画承認の取得） （1.0 ヶ月） 

3 建設会社選定 
（バッチ 1 入札） 

資格要件を定めた国内一般競争入札による現地建設会社の選定 
公示～図書配布～質疑応答～開札 

2.5 ヶ月 

4 工事契約 入札評価～モ国内承認～契約交渉～工事契約締結 3.0 ヶ月 

5 施設建設 バッチ 1 の 2 ロット（各ロット 2 サイト）は両同時着工 17.0 ヶ月 

6 家具業者選定 
（バッチ 2 入札） 

資格要件を定めた国内一般競争入札による家具調達業者の選定 
公示～図書配布～質疑応答～開札 

1.5 ヶ月 
（建設工事と並
行して実施） 

7 家具調達契約 入札評価～モ国内承認～契約交渉～調達契約締結 1.5 ヶ月 

8 家具調達 全サイト分を一括調達 9.0 ヶ月 

9 機材業者選定 
（バッチ 3 入札） 

資格要件を定めた国内一般競争入札による機材調達業者の選定 
公示～図書配布～質疑応答～開札 

1.5 ヶ月 
（建設工事と並
行して実施） 

10 機材調達契約 入札評価～モ国内承認～契約交渉～調達契約締結 1.5 ヶ月 

11 機材調達 全サイト分を機材種別毎に調達 7.0 ヶ月 

*（  ）の月数は、上記 1 及び 2 と並行して実施することが求められる。 
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(2) 入札工程 

本計画施設の施工規模及び機材の調達内容を踏まえた、モ国での調達に係る標準的な入札工

程は、以下のとおりである。 

 

表 3-35 現地での標準的な入札の手順 

 施設 家具/機材 

入札準備～公示  1 週間（0.25 ヶ月） 公示～開札までの期間
は 4 週間（1 ヶ月）で、施
設の入札期間とは異なる
が、他の手続きには同様
の期間は見込む。 

公示～開札 8 週間（2 ヶ月） 

入札評価報告書作成、次官への同報告書
の提出 

5 週間（1.25 ヶ月） 

入札者に評価後入札順位の発表 次官への評価報告書提出後速やかに行う。 

次官による入札評価報告書の承認 3 週間（0.75 ヶ月） 

入札者への入札結果の正式通知、 
不落札者による異議申し立て期間 

1 週間（0.25 ヶ月） 
（異議申し立て期間は 3 日） 

UFSA への正式通知 1 週間（0.25 ヶ月） 

契約書類の準備（履行保証等）、契約締結 3 週間（0.75 ヶ月） 

計 22 週間（5.5 ヶ月） 18 週間（4.5 ヶ月） 

 

(3) 工事・調達工程 

工事工程は、2 ロット同時着工とするが、各サイトでの工程のクリティカルパスになる簡易

体育館での鉄骨建方に必要なクレーンや、専門職の有効配置を考慮した実施体制が求められる。

このため、各ロットの 2 サイト間で 1 ヶ月ずらした工程とし、着工指示から竣工までの全体工

事期間を 17（16＋1）ヶ月と設定する。 

次頁に、実施工程表（案）を示す。 
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図 3-7 実施工程表（案） 

  

月数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

詳細設計 着手協議

詳細設計 国内作業

積算調査 現地作業

詳細積算 PMR提出

積算審査

入札図書承認

（先方工事） 5ヶ月 給水源確保（水量・水質調査）

月数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

施設建設 ★ 入札公示

（バッチ1：ロット1,2） 入札

開札・入札評価

施主承認・契約・認証

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

 ▼  ▼  ▼  ▼  ▼  ▼  ▼  ▼  ▼  ▼  ▼  ▼  ▼  ▼  ▼  ▼  ▼
サイト-1

準備工事

地業、基礎工事

躯体工事

屋根工事

仕上工事

設備工事

外構工事

検査・引渡し

サイト-2

準備工事 検査・引渡し

家具調達 （バッチ2：ロット3） 入札図書承認

★ 入札公示

開札・入札評価・契約

家具製作

家具据付

機材調達 （バッチ3：ロット4,5,6） 入札図書承認

★ 入札公示

開札・入札評価・契約

製造・調達

検収・引渡し

▼
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3-3 相手国側負担事業の概要 

現地調査において確認された本計画実施に係るモ国側負担事項は以下のとおりである。この

中で計画実施上、特に工程遅延のリスクを孕む項目として給水源の確保が挙げられる。同事項

に関しては、施設建設に係る入札公示前までに実施が求められるが、給水源確保の実施主体は

DPEDHZ であり、一般的な手順と所要期間は①一般競争入札による業者選定（最低 2 ヶ月）、

②掘削～揚水試験～水質調査（3 ヶ月）の計 5 ヶ月を要する。井水が得られない場合は、サイ

トの優先順位を変更し計画対象サイトの変更を行うため、日本側の事業実施決定後（G/A 署名

後）速やかに着手することが求められる。 

また工程遅延のリスクを孕む項目に挙げられる地中残存の基礎撤去、及び樹木撤去（抜根含

む）に関しては、本計画日本側工事のサイト整地に取り込む方針とする。また本計画施設の運

用において重要な敷地外周塀及びゲートの設置に関しては、本計画完了後に MINEDH により速

やかに建設することが可能となるよう、参考設計図及び数量集計表を本計画で作成し、MINEDH

に提供することとする。 

表 3-36 相手国側負担事項 

(1)  入札前まで 

No 負担事項 期限 責任機関 

1 2019 年度分予算申請、計上 2018 年 7 月 MINEDH 

2 2020 年度分予算申請、計上 2019 年 7 月 MINEDH 

3 銀行取極め（B/A) G/A 締結後 1 ヶ月以内 MINEDH, 
BOM 

4 B/A に基づく銀行業務のために日本の銀行に以下の手数料
を負担すること 

  

1）支払授受権書(A/P)発給に係る手数料（コンサルタント契
約） 

G/A 締結後 1 ヶ月以内 MINEDH 

2) コンサルタント契約に係る支払い等に係る銀行手数料 支払毎 MINEDH 

5 環境影響評価及び開発許可の取得（環境影響評価実施に
係る費用の負担） 

G/A 締結後 1 ヶ月以内 MINEDH 

6 サイトの確保及び整地等 
1） サイトまで引き込むことができる安全な水源の確保、井戸
水の場合は、試掘及び揚水試験により確認 
2） サイト内の施設での電力需要を満たす電源利用の可否を
EDM の書面により確認 
3） 建設仮設・ストックヤードは、生徒や周囲のコミュニティに
害を及ぼさない場所に配置することが可能なことを確認 
4） 建設・運送車両が通行可能な主要道路からサイトまでの
アクセスルートの確保 

入札公示前まで MINEDH, 
DPEDHZ 

7 計画、建設許可の取得 入札公示前まで 
（2019 年 9 月予定） 

MINEDH, 
DPEDHZ 

8 サイト整地と障害物の除去 
1） 設備障害物（ケーブル、支柱、配管）の除去 
2） 既存建物、構造物、地中残存物の除去 
3） 低灌木伐採、樹木（抜根含む）伐採 
4） 廃棄物処理 

入札公示前まで DPEDHZ, 
SDEJT 

9 PMR の提出（詳細設計の結果とともに） 入札図書作成前まで MINEDH 

10 入札実施に係る次の項目の実施、費用の負担 
1) 入札会場の確保 
2) 新聞等への入札公告の掲載 
3) 入札評価委員会の設置 

入札公示前まで MINEDH 

8 に関しては、所有権の問題が存在せず、重機を用いないと実施が困難な 2）、3）の樹木（抜根含む）については、日
本側工事に取り込むこととする。 
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(2) プロジェクト実施期間 

No 負担事項 期限 責任機関 

1 2021 年度分予算申請、計上 2020 年 7 月 MINEDH 

2 2022 年度分予算申請、計上 2021 年 7 月 MINEDH 

3 B / A に基づく銀行業務のために日本の銀行に以下の手数

料を負担すること 

  

1） コンサルタント契約の支払いに係る手数料  支払毎 MINEDH  

2） 施設建設契約、機材調達の支払いに係る手数料 支払毎 MINEDH 

4 必要な手続きの履行：建設会社及び調達業者（サプライ

ヤー）との契約に基づくJICAへの支払い要請や銀行への

送金の申請 

プロジェクト実施期間 MINEDH 

5 モ国における港湾での迅速な荷下ろしと通関、及び内陸輸

送の支援 

プロジェクト実施期間 MINEDH 

6 法令 37/2016 号の 12 条の“投資プロジェクト”に則して、プロ

ジェクトの履行にあたり必要なサービスを提供する日本人及

び第三国人の入国を合意する 

このプロジェクトに従事可能な日本人及び第三国人の人数

は、同法令の第 14 条”証明された負担“の下で最大 10 人と

する 

プロジェクト実施期間 MINEDH, 
MITESS 

7 製品やサービスの購入に関して課される関税、国内税やそ

の他の財政賦課をモ国当局が、本計画の協力資金を使用

せずに負担すること 

プロジェクト実施期間 MINEDH, 
MEF 

8 本計画の実施に必要で、協力資金の適用外のすべての費

用を負担すること 

プロジェクト実施期間 MINEDH 

9 1） プロジェクトモニタリングレポートの提出 毎月 MINEDH 

2） プロジェクトモニタリングレポートの提出 引き渡し時 MINEDH 

3） プロジェクトモニタリングレポートの提出（最終） 契約に基づく業務完了 

証明発行時 

MINEDH 

10 プロジェクト完了報告書の提出 プロジェクト完了後 6 ヶ月以

内（運営開始後直ちに） 

MINEDH 

11 1） 敷地外周塀の建設 

2） 敷地外の雨水側溝（必要に応じて） 

3） 種まきと植樹  

4） プロジェクトに含まれない家具、機材、文具等の配置 

プロジェクト完了時 

（運営開始時まで） 

MINEDH, 
DPEDHZ, 
SDEJT 

12 設備インフラの整備（電力・通信・給水・その他サイト外で必

要な設備） 

  

1） 電力 

サイト内の所定の位置までの通線 

施設建設工事完了 6 ヶ月前 MINEDH, 
DPEDHZ, 
(EDM) 

2） 通信（MINEDHの意向による） 

通信事業とのサービス契約、通信線の通線、モデムの設置

と本計画で設置するルーターへの接続  

施設建設工事完了 1 ヶ月前 MINEDH, 
DPEDHZ, 
 (TDM etc.) 

3） 給水 

給水事業との契約及び市水の給水配管と本計画で敷地内

に設置する貯水タンクの接続。井戸水の場合、井戸から貯

水タンクまでの給水 

施設建設工事完了 6 ヶ月前 MINEDH, 
DPEDHZ,  
(FIPAG etc.) 

4） 公共下水道（雨水・汚水）がある場合、サイトから下水道

への接続 

施設建設工事完了 6 ヶ月前 MINEDH, 
DPEDHZ, 
DPOPHRH 
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(3) 運用開始後 

No 負担事項 期限 責任機関 

1 B / A に基づく銀行業務のために日本の銀行に以下の手数

料を負担すること 

  

1） コンサルタント契約の支払いに係る手数料  支払毎 MINEDH  

2） 施設建設契約、機材調達の支払いに係る手数料 支払毎 MINEDH 

2 無償資金協力の下で提供された施設および設備を適切

かつ効果的に維持し、使用するため 

1） 維持管理費の確保 

2） 運営、維持管理体制の構築 

3） 日常、定期点検の実施 

施設建設工事完了後 MINEDH, 
DPEDHZ, 
SDEJT, 
各校 

 

以下サイト毎の先方負担事項を示す。 

 

表 3-37 相手国側負担工事サイト別内容 

 
サイト名 E1 Mocuba E2 Quelimane E3 Nicoadala E4 Lugela 

E5 Namacurra 
（予備サイト） 

A. 着工までに必要な事項 

1 環境影響評価事前審査 必要 必要 必要 必要 （必要） 

2 プロジェクト通知・承認 Mocuba 市 州 
（DPOPHRH） 

州 
（DPOPHRH） 

州
（DPOPHRH） 

（州）
（DPOPHRH）） 

3 設備障害物（ケーブル、支
柱、配管） の除去 
 

－ － － － （－） 

4 既存建物、構造物、地中
残存物の除去 

－ － － － （－） 

5 既存樹木の伐採・伐根 2 本 7 本 23 本 14 本 （4 本） 

6 低灌木伐採 2.0 ha 2.6 ha 1.45 ha 2.0 ha （2.6 ha） 

7 廃棄物の除去 － － － － （－） 

8 アクセス道路の整備 砂利敷き 40m 砂利敷き 40m － 砂利敷き 6m （砂敷き 150m） 

9 井戸の掘削・試験 必要 必要 必要 必要 （必要） 

B. 工事期間中に必要な事項 

1 電力の引込み・接続 新規引込み 新規引込み 新規引込み 新規引込み （新規引込み） 

2 給水設備の整備・接続 井戸新設 井戸新設 井戸新設 井戸新設 （井戸新設） 

C. 引渡し後に必要な事項 

1 外構整備- 門扉・外周塀 約 732m 約 722m 約 526m 約 650m （約 650m） 

2 外構整備- 植栽（芝張り） 約 3,700m2 約 4,000m2 約 2,200m2 約 3,700m2 （約 4,000m2） 

3 本計画での支援対象外の
家具・機材・文具・カーテン
等の調達 

必要 必要 必要 必要 （必要） 
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

(1) 運営計画 

 1) 運営体制 

本計画で新設される中学校施設の運営・維持管理は、DPEDHZ 及び対象郡の SDEJT の指導・

監督の下で各学校が実施する。各学校での運営管理体制は、1) 学校運営委員会（Conselho da 

Escola）、2) 学校事務局（Direcção da Escola）、3) コミュニティや父母が参加する支援組織に

より構成される。各々の組織構成と役割は、「一般中等教育学校基準」（省令 61/2003 号）に

明示されている。 

表 3-38 中学校運営組織の構成 

組織 構成 会合 役割 

学校運営員会
（Conselho  
 da Escola） 

委員長、学校長、学校幹部、 
教員代表 2 人、事務長、 
生徒代表、学校クラブ長、 
保護者会、コミュニティ代表 

年 4 回＋必要に応じて 規則・目標の設定、資金運用の決定、
学校記録の承認、年間計画・戦略の承
認と実施促進、学校運営の評価、教
員・生徒の規律の維持 

学校事務局 
（Direcçâo  
 da Escola） 

校長、副校長（教務担当、 
管理担当）、事務長、寮長 

管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ会合₋15 日
置き 

学校レベルの戦略に基づく効果的な教
育の実施、学校の法的機能の確保、カ
リキュラムと教育プログラムへの準拠 

支援組織 コミュニティ、父母 ・学校全体会議（年 2 回） 
・教員全体会議 
 （学期始め/終り） 

学校に関する話合いと情報の提供、 
教務の課題、達成度評価等の協議 

出典： 省令 61/2003 号 

 

学校組織（Direcçâo）の一般的な構成は郡長が任命する学校長の下に管理担当、教務担当の副

校長が置かれ、事務長が統括する事務局が双方をサポートする形になっている。教務担当副校

長は教育課程別、昼間・夜間別に置かれ、最大 4 人となる。また、タイプ C の学校（20 教室以

下の小規模校）では管理担当副校長は置かれないことがある。 

 

図 3-8 一般的な中学校運営体制 

モ国の中学校の授業は教科担任制で行われ、教員は 1 教科専任でシフト別に配置される。但

し、最低授業時限数（ESG1: 24 時限/週、ESG2: 20 時限/週）に満たない場合は、昼間 2 部（午

前・午後）あるいは夜間シフトを含めて授業を担当する。また、現行の教員養成制度では、主

学校長

教務担当副校長

[ESG1教務担当]

[ESG2教務担当]

[夜間コース教務担当]

秘書

管理担当副校長事務長

事務局

意思

決定

機関

教員 支援スタッフ

学校運営委員会

コミュニティ

保護者会
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専攻と副専攻について教授資格が認められており、2 教科の教授が可能である。一般教員の中

から任命される教科主任、学年主任、クラス担任及び副校長については、それぞれの担当する

管理業務に応じて授業時限の免除が定められている。 

(2) 教職員配置計画 

以上を踏まえ、本計画施設の運営・維持管理に係る教職員の配置を、次のとおり計画する。 

 1) 教員 

計画クラス数に対して現行カリキュラム（2007 年版）の実施に必要な最小限の教員配置を計

画する。配置は 1 人の教員が同一分野の 2 教科の授業担当が可能であると想定し、省令 61/2003

号の定める基準を満たす必要教員数を求める。教員は教育課程（ESG1/ESG2）、昼・夜間区分

にかかわらず規定時限（最低 24 時限～最大 35 時限/週）98までの授業を担当する。教員数の算

定にあたっては、現状の需要に応えるために夜間コースを含めた 3 シフト制の実施を想定し、

夜間クラス数は、現状（2017 年度）のザンベジア州公立中学校の平均である、昼間クラス数の

27％99として設定する。また、授業以外の管理業務のための減免時限数を含めた時限数が最大

時限数（35 時限/週）を越えない計画とする。 

表 3-39 必要教員数の算定（10 教室での計画） 

科目 週間授業時限数 

合計授業 
時限数 
（週間） 

合計授業 
時限数 
（週間） 
分野別 

計画 
教員
数 

教員当
り授業
時限数 

役職による 
授業時限数の 

減免  

学年 
8 年生
(G8) 

9 年生 
(G9) 

10 年生 
(G10) 

昼間クラス ×7 クラス ×7 クラス ×6 クラス 

夜間クラス +2 クラス +2 クラス +2 クラス 

ポルトガル語 5 4 4 113 113 4 29 副校長 2 人 
（ESG1 担当,夜間担当） 
×10 時限=20 時限 
 
教科主任 16 人 
×4 時限=64 時限 
 
学年主任 3 人 
×2 時限=6 時限 
 
学級担任 26 人 
×2 時限=52 時限 
合計 142 時限① 
 
教員当り減免 
時限数：①/② 
=4.3 ③ 
 
教員当り総時限数 
:③+④＝34.5 時限 
＜最大 35.0 時限 

英語 3 3 2 70 

278 10 28 

仏語 (2)* (2)* (2)* (52)* 

歴史 2 2 2 52 

地理 2 2 2 52 

モザンビーク語 (2)* (2)* (2)* (52)* 

数学 5 4 4 113 113 4 29 

生物 2 2 2 52 

172 6 29 
化学 2 2 2 52 

物理 2 2 2 52 

IT － － 2 16 

舞台芸術 (2)* (2)* (2)* (52)* 

156 6 31 美術 2 2 2 52 

体育 2 2 2 52 

事業経営 － 2 2 34 34 1 34 

農業畜産 2 2 2 52 52 2 26 

クラス会議 1 1 1 26 26 － － 専攻不問 

合計 32** 32**  33** 840** 944 33② 30.2④ 生徒 37.8 人/教員 

* これら 3 科目は選択制 

** 選択科目から 1 科目を選択した合計時限数 

 

 

                                                           
98 1 時限 45 分+休憩 5-10 分（省令 61/2003 号） 
99 ザンベジア州全体で公立校 ESG1昼間 1,008クラスに対し夜間 272クラス（教育統計 Levantamento escolar 2017） 
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表 3-40 必要教員数の算定（12 教室での計画） 

科目  週間授業時限数 

合計授業 
時限数 
（週間） 

合計授業 
時限数 
（週間） 
分野別 

計画 
教員
数 

教員
当り
授業
時限
数 

役職による 
授業時限数の 

減免   

学年 
8 年生 
（G8） 

9 年生 
（G9） 

10 年生 
（G10） 

昼間クラス ×9 クラス ×8 クラス ×7 クラス 

夜間クラス  +2 クラス +2 クラス +2 クラス 

ポルトガル語 5 4 4 131 131 5 26 副校長 2 人（ESG1 担
当,夜間担当）×10 時
限=20 時限 
 
教科主任 16 人 
×4 時限=64 時限 
 
学年主任 3 人 
×2 時限=6 時限 
 
学級担任 30 人 
×2 時限=60 時限 
合計 150 時限① 
  
教員当り減免 
時限数：①/② 
=4.1 ③ 
 
教員当り総時限数：③
+④＝33.5 時限 
＜最大 35.0 時限 

英語  3 3 2 81 

321  11 29 

仏語  (2)* (2)* (2)* (60)* 

歴史  2 2 2 60 

地理  2 2 2 60 

モザンビーク語 (2)* (2)* (2)* (60)* 

数学  5 4 4 131 131 5 26 

生物  2 2 2 60 

198 7 28 
化学  2 2 2 60 

物理  2 2 2 60 

IT      2 18 

舞台芸術 (2)* (2)* (2)* (60)* 

180 6 30 美術  2 2 2 60 

体育 2 2 2 60 

事業経営   2 2 38 38 1 38 

農業畜産 2 2 2 60 60 2 30 

クラス会議 1 1 1 30 30 － － 専攻不問 

合計 32** 32** 33** 969** 1089 37② 29.4④ 生徒 38.9 人/教員 

* これら 3 科目は選択制 

** 選択科目から 1 科目を選択した合計時限数 

 

試算の結果、校長を除く必要教員数は、10 教室で計画される E4 Lugela では 33 人、12 教室

での計画サイトである E1 Mocuba、E2 Quelimane、E3 Nicoadala では 37 人となる。中学校新設

にあたり求められる教員数は、EESG 2009-2015 では、クラス数に対して 1.25 人～1.5 人と示さ

れている。同数値を適用した場合、本計画で 10 教室が整備されるサイトでの想定 26 クラス（昼

間 20、夜間 6）の実施には、32.5～39 人の教員が必要となる。同様に 12 教室が計画されるサイ

トでは 37.5~45 人と算出される。この数値に対して、上記の表から算定される教員数は適合し

ている。また生徒数に対する教員数から見ても 1 教員当りの生徒数は、10 教室の計画で 37.8

人、12 教室の計画で 38.9 人と、ザンベジア州公立校の平均値である 37.2 人100から見ても妥当

と判断される。 

 

 2) 管理職員 

標準的な組織体制に則り、校長（専任）、教務担当・夜間コース担当副校長、事務長の 4 人

の管理職員の配置を計画する。E3 Nicoadala 及び E4 Lugela については既に中学校として運営さ

れ、管理職員も配置済み又は配置が決定されている。E1 Mocuba 及び E2 Quelimane については

新たな任命、配置が必要となる。 

                                                           
100 教育統計 Levantamento escolar 2017 昼夜間合計より 
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 3) 一般職員 

一般職員については統一された配置基準はなく、学校ごとの事情に応じて申請を行い、調整

の上で採用、配置を行うこととなる。小中学校の運営に関する権限は基本的に郡レベルに移譲

されており、学校が独自に雇用する雑役等を除く職員は SDEJT を通じて採用、配置、管理が行

われることとなる。本計画では既存施設での標準的な配置に従って以下の職員配置を計画する。 

• 事務職員：経理 (1)、一般事務 (2)、司書 (1) 計 4 人 

• 支援スタッフ：用務員 (1)、警備 (2)、清掃 (2) 計 5 人 

既存学校の状況を勘案して新規に配置が必要となる教職員数を下にまとめる。 

表 3-41 本計画の教職員配置計画 

種別 給与階 
E1 

Mocuba 
E2 

Quelimane 
E3 

Nicoadala(*1) 
E4 

Lugela(*1) 
合計 備考 

学校長 特別 1 1 [1] [1] 2+[2]  

副校長 特別 2 2 1＋[1] 1＋[1] 6+[2]  

教員 N1~N3 35 35  14+[21] 6+[25] 90+[46]  

小計 1 38 38 15+[23] 7+[27] 98+[50]  

事務長 N2 相当 1 1 [1] [1] 2+[2]  

専門職員 (*2) 2 2 2 2 8 経理 1、司書 1 

一般職員 (*2) 2 2 2 2 8 事務 2 

補助職員 契約(*2) 5 5 5 5 20 清掃 2、警備 2、用務員 1 

小計 2 10 10 9+[1] 9+[1] 38+[2]  

合計 48  48 24+[24] 16+[28] 136+[52]  

(*1): [  ] 内は、既存学校で配置済みの教員数を示す。 

(*2): 専門職員は Tech. Prof. em Adm Publica、一般職員は Tecnico、補助職員は Auxiliar を想定した。 

 

このうち補助職員は学校が直接雇用し学校予算の中から給与を支払う。また、事務員等の一

般・専門職員は郡政府が、教員は SDEJT が学校からの要請に基づき採用し、学校に配置される。 

 

(3) 維持管理計画 

 1) 運営・維持管理の方法 

学校施設の日常的な維持管理は、学校長の指揮下で教職員が行うが、家具や給排水・電気等

の建築設備の維持管理は、各学校が雇用する技術を有する職員が実施し、必要に応じて保護者

やコミュニティを含む学校運営委員会が支援を行う。また、機器類の修理や部品交換に関して

は、外部業者への委託により実施される。 

本計画施設は、維持管理が容易な施設として計画するが、建物を長期にわたって良好な状態

に維持するためには、日常的な清掃・点検の実施と磨耗･破損･老朽化による不具合に対する早

期の対応が必要となる。本計画で整備される施設・設備・機材の維持管理の方法は以下のとお

りである。 

• 定期清掃： 教室については教員の指導の下で生徒が毎日の清掃を行う。管理部門や共用

部分は各学校に配置される清掃員が清掃を行う。また年数回の頻度で生徒・教職員による

一斉清掃を実施する。 
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• 施設の定期的な修繕： 本計画施設はメンテナンスフリーの材料・仕上を基本に維持管理

が必要な項目を最低限に抑えたものであり、特に可動部である建具の点検･調整（1 回/年

程度）や清掃を励行することで、引き渡し後数年間は補修・修繕の必要はない。それ以降

は施設の磨耗・破損・老朽化に対する修繕として、塗装の部分的補修（1 回/3 年程度）、

塗替え（1 回/10 年程度）が必要となる。 

• 建築設備の維持管理： 建築設備に関しては、稼働にあたりエネルギー消費を伴う機器類

は、光熱費を抑制するために良好な状態での運用、また故障により大掛かりな修理や基幹

部品の交換に至る前の日常的な運転管理や、定期的な点検が重要となる。本計画施設の建

築設備は、現地で普及する一般的な設備で構成されるが、各学校が必要な技術スタッフを

擁し、日常の運転管理及び定期点検により確認された不具合の補修・修理や部品や消耗品

の交換等を確実に行う体制を整える必要がある。このため、本計画では、簡易な補修･修

理や部品交換等の手法を施設管理者となる学校関係者が理解しやすい維持管理マニュア

ルを作成する。 

• 外構設備の維持管理： 建物周囲の日常的な清掃や植栽の手入れ他、年 2 回程、排水桝の

点検･清掃を行うとともに、浄化槽については、年 1 回の汚泥とスカム除去・清掃が必要

である。 

• 機材の維持管理： 機材は付属マニュアル等に従って整備・点検を行い、また消耗品やス

ペアパーツの補充を行う。各機材を管理する部署ではインベントリーや保守管理記録を作

成し、計画的な維持管理を行う必要がある。 

学校施設の維持管理に係る経常的な予算は、1）DPEDH から一括交付される運営費、2）生徒

から徴収される入学金・授業料、3）FASE を活用して MINEDH 教育局から一括交付される ADE

の主に 3 つの財源からなる。補足的に施設の賃貸や耕作した作物の販売、その他ファンドレイ

ジングや寄付による独自収入を得る場合もある。 

政府予算は、SDEJT が各学校の予算計画を取り纏め DPEDH に提出し、DPEDH の予算計画に

反映される。その後、各 DPEDH から MINEDH に提出され、MEF との協議により予算が決定

される。学校に配賦される SDEJT からの政府交付金は、施設や運営状況によって学校毎に決定

され払い込まれる101。対象地域の既存校の例では 27,000～31,000Mt/月102が支給されており、光

熱水費、補助職員給与、消耗品、教材・文具、図書購入等の基礎的な運営支出に充てられ、施

設の維持管理費もここから支出される。ADE は、運営費を補完する目的で MINEDH-DAF から

直接支給され、主に教育の質の向上に係る教材等の整備に使われることが意図されている。中

学校に対する支給は 2009 年に開始され、2017 年における支給額は、対象地域の既存校の例で

は 1 生徒当りに換算すると 41～105Mt103（約 0.65～1.75US$）104となっている。ADE は、規定

                                                           
101 学校が銀行口座を開設している場合は銀行口座に振り込まれ、開設していない場合は銀行の小切手により授

受される。また「オンラインの予算執行システム」（e-Sistafe）が整備されている場合は e-Sistafe を通じて学

校の口座に直接振り込まれる。 
102 既存校での聞き取り調査結果による。（2018 年 4 月） 
103 MINEDH(2018), ‘Manual de Distribuição de Recursos Financeiros por Escola’ では、初等教育課程の ADE は、生

徒あたり 120Mt、クラスあたり 200Mt の配賦が示されている。 
104 2017 年昼夜課程生徒数（教育統計 Levantamento escolar 2017 より）と ADE 支給額（既存校での聞き取り調

査結果による 2018 年 4 月）及び通貨交換レートを 1US$=60Mt として算出した。Mocuba 中学校: 41Mt 
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により原則として施設運用に係る支出に充てられない。このため維持管理にあたっては、政府

予算だけでは賄うことが困難であることから学費等による収入に大きく依存する状況にある。 

入学金・授業料等の生徒から徴収する学費について統一された基準はなく、学校独自で設定

しているが、郡及び州の範囲でほぼ同額となっており、本計画の対象サイト周辺の既存校では

ESG1 昼間部が 350Mt/年、同夜間部が 400Mt/年、ESG2 昼間部が 400Mt/年、同夜間部が 450Mt/

年が典型的な徴収額である。学費を納めることが困難な貧困家庭の生徒に対しては ASE による

補助105がある他、女子の就学促進や貧困家庭の救済を目的にした免除を行う学校もある。本計

画の対象サイトで想定される学校毎の収入の試算を表 3-42 に示す。 

表 3-42 対象校の運営費に係る歳入試算 

サイト 
E1 

Mocuba 
E2 

Quelimane 
E3 

Nicoadala 
E4 

Lugela 
備考 

計画教室数（新設分）  12 12 12 10 48 人（定員/教室） 

計画教室生徒数  
昼間 1,152 1,152 1,152 960 2 シフト制 

夜間 576 576 576 480   

既存教室（恒久教室のみ) － － － 3 3 教室 

既存教室生徒数  
昼間 － － － 288 2 シフト制・48 人（定員/教室） 

夜間 － － － 144  

計画教室数分の学校運営費（千 Mt）  

ADE  207 207 207 173 120Mt/生徒（昼間・夜間）(*1) 

運営費（政府交付金）  767 767 767 639 444Mt/生徒(昼間・夜間）(*2) 

学費 
昼間 403 403 403 336 350Mt/生徒/年 

夜間 230 230 230 192 400Mt/生徒/年 

合計（1） [E]  1,607 1,607 1,607 1,340  

 既存教室分の学校運営費（E4 Lugela）（千 Mt） 

合計（2）  － － － 403  

合計（1+2） [E’] 1,607 1,607 1,607 1,743  

(*1) PO 2016-2019 では、2018 年より 35%の上乗せが計画されているが、2017 年時点においても 120Mt に至らない
学校も確認されているため、基本金額である 120Mt/生徒として算出。 
(*2) PO 2016-2019 では、ADE に加え、水道光熱費、教材費等の運営費に充てるため、郡予算から中等教育課程の
生徒あたり 444Mt/年（平均）を割り当てることが示されている。本試算にはこの数値を採用した。 

 

本計画で整備される施設が将来に亘って適切に維持管理されていくためには、学校施設の経

常修繕に係る十分な額の予算が継続的に確保され、学校の必要に応じて確実に配分されること

が重要である。なお、施設増設や大規模修繕等については別途投資予算を組んで対応を行うこ

ととなる。 

                                                                                                                                                                                           
（250,000Mt/6,066 人）, Samora Machel Mocuba 中学校: 105Mt（154,300Mt/1,463 人）, Joshina Machel Mocuba 中

学校: 92Mt（249,600Mt/2,713 人）, Namacurra Sede 中学校: 68Mt（252,000Mt/3,697 人） 
105郡ジェンダー局への貧困証明書の申請後、同局の判断で ASE の対象となるか検討される。貧困レベルにより

入学金、ランチ、奨学金等が支給される。（MINEDH 法務部での聞き取り調査による。2018 年 4 月） 
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3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

(1) 日本側負担経費  

 

施工・調達業者契約認証まで非公表。 

 

(2) モ国側負担経費 

表 3-43 モ国側負担経費 

No 項目・内容 
概略費用 

（千 Mt） （百万円） 

1 支払い授受権（A/P）の発行に係る銀行手数料、支払いに係る銀行手数料の負担 333 0.6 

2 
環境影響評価及び開発許可の取得（環境影響評価の実施が求められる場合は同
費用の別途負担） 

146 0.3 

3 

サイトの確保及び整地等 
1） 井戸の試掘及び揚水試験による給水源の確保 
2） 電源利用の可否について電力事業者からの書面による確認 
3） 建設仮設・ストックヤードの確保 
4） 主要道路からサイトまでのアクセスルートの確保 

871 1.6 

4 サイト整地と障害物の除去等 6,145 11.0 

5 入札実施に係る新聞等への入札公告の掲載費用 30 0.1 

6 

1） 敷地外周塀の建設 
2） 敷地外の雨水側溝（必要に応じて） 
3） 種まきと植樹  
4） プロジェクトに含まれない家具、機材、文具等の配置 

51,540 91.8 

7 本計画に係る商品やサービスの購入に課される関税、国内税、他課税の支払い 11,013 19.6 

8 

設備インフラの整備（電力・通信・給水・その他サイト外で必要な設備） 
1） 電力： サイト内の所定の位置までの電力引込、変圧器へのつなぎ込み 
2） 通信： 通信事業とのサービス契約、通信線の通線、モデムの設置と本計画  

で設置するルーターへの接続 （DPEDH の運用形態に委ねられる） 
3） 給水： 井戸から貯水タンクまでの給水、揚水ポンプ・配管給水の設置 
4） 公共下水道（雨水・汚水）がある場合、サイトから下水道への接続 

23,681 42.2 

合計 93,759 167.2 

 

(3) 積算条件 

• 積算時点：  平成 30 年 5 月（2018 年 5 月） 

• 為替交換レート： 1US$=108.12 円、1US$=60.67Mt、1Mt=1.782 円（Mt: ﾒﾃｨｶﾙ/ﾒﾃｨｶｲｽ） 

• 施工・調達期間： 工事期間は前述 3-2-4-9「実施工程」のとおりである。 

• その他：  積算は日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえ行うこととする。

なお、本事業は予備的経費を想定した案件となっている。但し、予備的経費の適用及び経

費率については外務省によって別途決定される。 
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3-5-2 運営･維持管理費 

本計画施設の運営・維持管理に必要とされる費用についての試算を以下に示す。 

(1) 人件費 

新設中学校の人員配置は、表 3-41 のとおり計画される。モ国での公務員給与は省庁毎に基礎

給与が定められ、これに役職、地方、時間外勤務手当等が加わり給与として支給される。しか

し、各人の給与は経験年数や保有資格等で変動するため、本試算では、役職者ごとの給与クラ

ス、給与クラスの基礎給与平均額と各種手当の割合を想定し、本計画対象校の常勤教職員の人

件費として、新規に必要となる額を試算した。 

表 3-44 新設中学校の人件費試算 

      （単位: 千 Mt） 

役職 
給与 
階級 

月給 
(Mt) 
(*3) 

E1 Mocuba, 
E2 Quelimane 

E3 Nicoadala 
(*1) 

E4 Lugela 
(*1) 

備考 
教職 
員数 

年収
合計 

教職 
員数 

年収
合計 

教職 
員数 

年収 
合計 

学校長 特別 39,606 1 475 [1] 475 [1] 475 E1~E3:38 人/サイト 
E4:34 人/サイト 
E1~E4:計 148 人（新
規：98 人、既存：50
人） 

副校長 特別 35,445 2 850 1,[1] 850 1,[1] 850 

教員 
N1~N3 
(*2) 

17,218
（平均） 

35 7,232 14,[21] 7,232 6,[25] 6,405 

小計 1  38 8,557 15,[23] 8,557 7,[27] 7,730 E1~E4:計 148 人 

事務長 N2 相当 14,032 1 168 [1] 168 [1] 168  

専門職員 (*2) 9,044 2 217 2 217 2 217 経理 1 人、司書 1 人 

一般職員 (*2) 6,457 2 155 2 155 2 155 事務 2 人 

補助職員 契約(*2) 3,996 5 240 5 240 5 240 
清掃 2 人、警備 2
人、用務員 1 人 

小計 2  10 780 9,[1]  780 9,[1]  780 E1~E4:計 40 人 

合計（1+2） 48 9,337 24,[24] 9,337 16,[28] 8,510 E1~E4:計 188 人 

本計画分計 96(*4) 18,674 24 3,930 16 2,277 24,881 

既存校分計 ―  ―  24 5,407 28 6,233 11,640 

総合計             36,521 

(*1)： 既存校での計画にあたり、既存校に配属される教職員数を[ ]付きで示す。 
(*2)： 教員の職階の構成比は、N1:30%、N2:20%, N3:50%と想定した。専門職員は Tech. Prof. em Adm Publica、 
     一般職員は Tenico、補助職員は Auxiliar とそれぞれ職階を想定した。 
(*3)： 学校長、副学校長は、その他手当基本給の 50%、週 5 時間の残業手当を含む。教員給与は、N1:50%、     
    N2:30%、N3:20%のその他手当を基本給に加算した後に、教員の構成率から平均額を算出した。 
(*4)： E1 Mocuba 及び E2 Quelimane の合計として 2 校分の数値を示す。  

 

(2) 施設運転経費 

施設の運転に必要な経費につき以下のとおり試算を行う。 

給水費： 本計画では全サイトで敷地内に掘削する井戸からの給水を計画しているため、所要費用

は揚水ポンプ運転に係る電気料金のみである。 

排水費： 全サイトで浄化槽と浸透フィールドによる敷地内浸透処理を計画している。浄化槽が正

常に機能するよう、年 1 回の浄化槽の定期清掃：汚泥とスカムの除去が必要となる。汲み

取り料金は都市部からの距離により異なるが、1 回当り約 15,000～20,000Mt である。 
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表 3-45 浄化槽維持管理費試算表 

■浄化槽維持管理費（浄化槽定期清掃費（1 回/年）） （単位： Mt） 

サイト E1 Mocuba E2 Quelimane E3 Nicoadala E4 Lugela 合計 

費用 15,000 15,000 20,000 20,000 70,000 

 

通信費： 固定電話、インターネット通信等の設備は必要に応じて先方負担にて整備を行う計画で

あるため、本項での試算は行わない。 

電気料金： 学校施設としての通常の利用を想定して、整備される施設の運転に最小限必要となる電

力量と電気料金を試算し表 3-47 に示す。 

 

 表 3-46 年間使用電気量試算表 

■年間電力使用量 kWh/年 （単位：kWh） 

棟名 サイト名 
E1 

Mocuba 
E2 

Quelimane 
E3 

Nicoadala 
E4 

Lugela 
合計 

事務管理セクション 32,295 32,295 32,295 32,295  

多目的教室セクション 8,152 8,152 8,152 8,152 

教室棟 6,975 6,975 6,975 5,772 

トイレ棟 2,886 2,886 2,886 2,886 

簡易体育館+更衣室棟 4,938 4,938 4,938 4,938 

守衛棟 4,126 4,126 4,126 4,126 

教員住居 ― ― 12,158 12,158 

屋外照明 6,899 8,870 6,570 6,899 

給水設備 2,918 2,918 2,918 2,430 

合計 
69,189 71,160 68,860 

(*1) 
67,498 

(*1) 
276,707 

試算条件 
• 年間稼動日数は、授業日数（38 週×5 日=190 日）とし、事務管理棟は管理業務等に利用する期間として 20

日を加えた計 210 日と設定した。 
• 夜間部を含めた 3 シフト制による施設利用時間として、15 時間（7:30～22:30）を想定し、照明設備の使用時

間は、一般照明：1 日平均 5 時間、防犯照明：12 時間と設定した。 
• 天井扇・エアコン使用日数は、年間 120 日と想定した。 
• 保安関係は通年 365 日の利用を想定した。 
(*1) 既存校に関しては含んでいない。 

 表 3-47 年間電気料金試算表 

■電力料金  （単位：千 Mt） 

料金 
区分 

サイト 
E1 

Mocuba 
E2 

Quelimane 
E3 

Nicoadala 
E4 

Lugela 
合計 

プリ 
ペイド 

年間電力料金  
（基準単価 6.95Mt/kWh） 

481.00 495.00 479.00 469.00 
 

VAT 17%  
（課税対象 62%） 

51.00 52.00 50.00 49.00 

年間電力料金合計 532.00 547.00 529.00 518.00 2,126.00 

月平均電力料金 44.33 45.58 44.08 43.17 177.16 

試算条件 
• 電力料金は低圧・一般需要者向け従量制料金を適用した。 

 

(3) 維持管理費 

 1) 施設・家具維持管理費 

維持管理費は外壁や内外鉄部･木部塗装の部分補修、仕上材の部分補修、屋根などの一部補修、

破損金物の交換、照明器具のバルブ取替え、設備部品の一部交換、設備機器の故障修理、破損
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家具の部材交換などの経常的な維持管理に充てられるもので、本計画で整備される施設及び家

具の維持管理に必要となる費用は表 3-49 のとおりである。長期的に必要となる大規模修繕のた

めの費用は別途 MINEDH 又は DPEDH の管理する投資予算にて賄われる。 

表 3-48 維持管理費試算 

 

施設維持管理費 年間費用 （千 Mt） 

E1 Mocuba E2 Quelimane E3 Nicoadala E4 Lugela (*1) 合計 

建築維持管理費 168 168 168 168 672 

設備維持管理費 90 90 90 90 360 

家具維持管理費 168 168 168 168 1,200 

合計 426 426 426 426 1,704 

 
 

  

 
   
   

(*1) 既存教室 3 教室があるため他校に比べ建設教室数が 2 教室少ないが、同等の維持費を計上した。

 

 

 2) 機材維持管理費 

機材の維持管理は、消耗品となるプリンターの交換用トナーや顕微鏡のスライドガラスなど

が想定され、年間費用としては合計 116 万円、1 サイト当り 29 万円（163 千 Mt）程度が見込ま

れる。 

 3) 運営･維持管理費の集計 

上記試算結果をまとめると、本計画の実施により最小限必要となる年間運営･維持管理費増加

額は次のとおり見積もられる。 

表 3-49 年間運営･維持管理費（増加額）試算結果 

項目 

年間運営・維持管理費 （千 Mt） 

E1 
Mocuba 

E2 
Quelimane 

E3 
Nicoadala 

E4  
Lugela 

合計 支出元 

教職員人件費(*1) 9,097 9,097 3,690 2,037 23,921 [b] 
郡教育予算 

小計 1 9,097 9,097 3,690 2,037 23,921 

補助職員人件費 240 240 240 240 960 学校運営予算 
1）SDEJT からの 
政府交付金 
2）FASE 予算の ADE 
3）父兄負担の授業
料 

施設運
転経費 

電力料金 532 547 529 518 2,126 

浄化槽清掃料金 15 15 20 20 70 

施設・家具維持管理費 426 426 426 426 1,704 

機材維持管理費 163 163 163 163 652 

小計 2 [C] 1,376 1,391 1,378 1,367 5,512 

合計（小計 1+2） 10,473 10,488 5,068 3,404 29,433  

(*1)：教職員人件費は、既存校の計画では新規配置教職員数のみとし、補助職員を差し引いた金額を計上した。 

人件費に関しては、郡教育予算から支出されるが、2018 年予算における州内の SDEJT に配

賦される人件費（後出の表 3-53[a]: 5,817,286 千 Mt）に対して、本計画に伴う人件費増加額（表

3-50[b]: 23,921 千 Mt）は約 0.41%に止まり、十分に対応可能と判断される。 

次に、学校単位での運営・維持管理収支の検討を示す。学校の歳入に関しては、以下 3 つの

財源から試算する。PO 2016-2019 に示される 2018 年までの方策に沿い①ADE：120Mt/生徒、②

政府交付金：光熱費等の経費に充てる予算として郡政府からの支給額を 444Mt/生徒とする。ま

た③学費：各校の裁量により金額が設定されるが、昼間部：350Mt/生徒, 夜間部：400Mt/生徒
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として設定する。これらの数値を基にした学校運営予算歳入の試算額（表 3-51 [E]）は、運営・

維持管理費試算額（表 3-51 [C]）に対し、E4 Lugela で不足する結果となった。また他 3 校にお

いても、前述のとおりその支出費目の制約から原則として施設維持管理に充てることが不可能

な ADE の歳入分を控除すると、ほぼすべての歳入を運営・維持管理費に充てる必要があると推

察される。このため現状に基づく歳入では、実質的に学校運営が困難であり、各学校での歳入

額の拡大が求められる状況と判断される。 

表 3-50 学校運営・維持管理収支の検討 

サイト  E1 
Mocuba 

E2 
Quelimane 

E3 
Nicoadala 

E4 
Lugela 

合計 備考 

計画教室数  12 12 12 10 46  

計画生徒数 
昼間 1,152 1,152 1,152 960 4,416 48 人/教室、 

昼間は 2 シフト制 夜間 576 576 576 480 2208 

既存教室生徒数 
昼間 ― ― ― 288 288 

3 教室 
夜間 ― ― ― 144 144 

運営・維持管理費試算額 [C] 1,376 1,391 1,378 1,367 5,512 
教職員人件費除
く。表 3-50[c]を引
用 

【現状の予算レベルに基づく試算】  （単位：千 Mt） 

学校運営予算歳入試算額 [E] 1,607 1,607 1,607 1,340 6,161  

収支バランス   [E]-[C] 231 216 229 -27 649  

【EESG 2009-2015 の目標値に基づく試算】  （単位：千 Mt） 

学校運営予算歳入額 
[F] 2,120 2,120 2,120 1,767 8,127 既存生徒を除く 

[F’] ― ― ― (2,277) ― 既存生徒を含む 

 ADE   207 207 207 173, (225) 794 120Mt/生徒・年 

 政府交付金   1,106 1,106 1,106 
922, 

(1,198) 
4,240 640Mt/生徒・年 

 学費+入学金（昼間）   461 461 461 384,(488) 1,767 400 Mt/生徒・年 

 学費+入学金（夜間）   346 346 346 288,(366) 1,326 600 Mt/生徒・年 

収支バランス   [F]-[C]  744 729 742 400(910) 2,096  

負担率      
[C]/[F]  64.9% 65.6% 65.0% 77.4%    

[C]/[F’]  ― ― ― 60.0%   

*（  ）は、既存校生徒数を含む金額を示す 

 

しかし教育予算に注目すると、2016 年の経済危機後、内部資金が縮小するなか外部資金を確

保することにより漸増で推移している。郡の教育予算の総額では年率 20 %を超える率で増加し

ている。高い増加率の背景には、2006 年からの地方分権化の促進が一因と考えられ、今後の増

加率に変化が生じるとはいえ、教育予算は漸増基調で推移すると推察される。このため、本学

校運営収支の試算では、より高い目標値ではあるが PO 2016-2019 の中等教育分野の先行戦略文

書である EESG 2009-2015 に示される 2015 年における生徒 1 人当りの ADE 支給額の目標値で

ある 750Mt/生徒（表 3-52）を踏まえ、現在の ADE（120Mt/生徒）支給額と政府交付金を合わせ

て少なくとも 750Mt/生徒以上を確保するため、政府交付金を 640Mt/生徒とし、学費に関しても

昼間課程で 400Mt（入学金 100Mt+学費 300Mt）/生徒、夜間課程で 600Mt（入学金 100Mt+学費

500Mt）/生徒を徴収することと仮定し、試算することとした。 

表 3-51  EESG 2009-2015 の持続的な中等教育拡充のための戦略目標 

・ 教育予算に占める中等教育分野予算の配分を 2015 年に 33％に増加させる。 

・ ADE は教科書・教材等の整備を目的に ESG1 生徒一人当り 750Mt/年に拡充する。 

・ 入学金・学費は別々の課金として全国統一の制度とし、入学金は 100-200Mt/年、授業料は農村部学校で
100-200Mt/学期（300-600Mt/年）とする。 

 出典： EESG 2009-2015 
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表 3-52 ザンベジア州内の郡政府及び郡教育予算の推移 

（単位：千 Mt） 

費目 郡政府予算 SDEJT 予算 
 2016 年 2017 年 2018 年 2016 年 2017 年 2018 年 

運営費計 5,204,095 6,133,601 7,593,319 4,044,456 4,921,541 5,988,331 

人件費 4,652,115 5,746,716 7,137,769 3,870,807 4,767,524 5,817,286[a] 

その他人件費 58,382 32,680 51,985 8,660 4,602 6,938 

物品・サービス費 460,011 344,502 368,150 153,245 145,989 151,342 
左記合計額 

164,108 
[g] 

経常移転 33,467 9,413 35,415 11,745 3,336 12,144 

その他経常費       

資本財 120 290 972  90 622 

投資費計 777,054 696,314 683,222 188,157 294,376 290,364 

内部資金 608,245 426,370 406,075 19,348 24,432 13,217 

外部資金 168,809 269,944 277,147 168,809 269,944 277,147 

合計 5,981,149 6,829,915 8,276,541 4,232,613 5,215,917 6,278,695 

 

試算結果から、E4 Lugela を除く 3サイトでは、歳入に対し当該支出が約 65 %（表 3-51 [C]/[F]）

に留まる。また E4 Lugela に関しては同支出率が約 77％（表 3-51 [C]/[F]）に達するが、既存校

生徒数から算出される歳入を加えると約 60％（表 3-51 [C]/[F’]）にまで減少する。このため ADE

を充てることなく施設の運営維持管理を行うことが可能と判断される。更に、上記試算のよう

に政府交付金が拡充されない場合においても、本計画に伴い、新たに必要となる予算額 5,512

千 Mt（表 3-51 [C]）は、2018 年度の SDEJT 予算から人件費を除いた運営費 164,108 千 Mt（表

3-53 [g]）の約 3.4％であり、政府予算内で特段、困難なく割り当てることが可能と判断される。 

 



 

 

第 4 章 プロジェクトの評価 
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

本計画実施の前提条件として、モ国側が取組むべき事項は、以下のとおりである。 

(1) 給水源の確保 

本計画で建設される施設が適切に機能するためには、利用する生徒・教職員数に応じた量の

給水の確保が必須である。このため本概略設計では、計画サイトでモ国側負担による井戸掘削

を行い、給水源の確保を確認した後に入札プロセスを開始する計画としている。実施機関とな

る MINEDH-DIEE は、DPEDHZ と連携して日本側の事業実施決定後に、速やかに井戸掘削に係

るプロセスを開始し、所定の期日までに結果を日本側に報告する必要がある。 

(2) 施設建設に必要な許認可・同意の取得 

施設建設にあたっては、環境影響評価に係る事前スクリーニングの後、プロジェクト承認を

得る必要がある。実施機関となる MINEDH-DIEE は、DPEDHZ と連携して本概略設計に基づき

必要な資料を整え、DPTADER と協議の上で、本計画実施に先立って必要な手続きを完了する

必要がある。 

(3) 免税措置の円滑な実施 

本計画は、日本の無償資金協力による実施を想定しており、E/N 及び G/A に基づき、事業実

施に係る物品及び役務の調達に対する内国税等は、免除又はモ国側にて負担する必要がある。

特に IVA の免除については、「3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項」に示すとおり事前の免税

措置を講ずる必要がある。このため円滑に手続きを進めるには、MINEDH-DIEE の下、DAF が、

免税に係る各種書類の申請先である MEF 及び AT での行政処理日数を考慮し、コンサルタント

の支援の下、時間的余裕をもって必要書類を作成し申請していくことが必要となる。 

(4) モ国側負担事項の遵守 

本計画の実施にあたっては、モ国側負担として合意された事項が遅滞なく、確実に実施され

ることが必要である。施設建設に関係するサイトの準備（設備障害物の除去等）、電力及び給

水引込み、門扉・外周塀の整備等は、MINEDH-DIEE が窓口となって DPEDHZ 及び SDEJT を

指揮し、内容及び実施時期について日本側関係者や受注建設会社と調整のうえ、事前に予算を

確保し、実施体制を明確にして実施を図ることが重要である。 
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4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

本計画の効果が発現・持続するためにモ国側が取組むべき事項は以下のとおりである。 

(1) 教職員の確実な配置 

本計画では 4 中学校が新設され、実験室・図書室・IT 教室が各校に整備される。これら施設

を有効に活用していくために必要な教職員数は、校長・副校長を含む 148 人（内、新規採用 98

人、既存 50 人）の教員と、施設の運用・維持管理に係る最低限の要員として IT 技師、司書、

事務・経理職員、電気・給水設備技師等、合計 40 人（内、新規採用 38 人、既存 2 人）の職員・

補助職員が必要となる（前出の表 3-41 参照）。これら 188 人の教職員を、施設完成後に速やか

に配置できるように、事前に予算手当てを含む計画を策定し、新規教職員の採用と配置を計画

的に進める必要がある。また、配置される教員については、中等教育カリキュラム実施に必要

な資格と能力を有するとともに、性別や教員としての経験年数等、教職員の組織としてのバラ

ンスを考慮した配置とすることが求められる。 

(2) 十分な学校運営予算の確保 

本計画で新設される学校の運営・維持管理に必要なコストは、SDEJT 予算に計上される教職

員人件費を除いて、学校単位で管理される学校運営予算で賄われる。前出の表 3-51 に示した試

算では、新たな施設の運営・維持管理は、現状の学校運営予算では困難と判断されることから、

学校単位での歳入の拡充が必要と判断される。このため、EESG 2009-2015 に示された戦略（ADE

あるいは州/郡予算からの運営費交付金の増額、入学金・学費等の統一化と増額）の実施、また

は現在は特定の基準に依らずに決められている郡予算からの運営費交付金の配賦により、必要

予算が確実かつ継続的に確保されることが求められる。 

(3) 教科書・教材、実験機材、PC 機材等の整備 

本計画の図書室、実験室、IT 教室には、科学実験機材及び PC 関連機器等の最低限の整備を

行うが、目的に沿ってこれら諸室が有効利用されるためには、教科書・教材（参考図書等）の

蔵書や、実験試薬・用紙・インク等の消耗品を、モ国側負担により整備・継続的な供給が必要

となる。また、ソフトウェア類の定期的な更新や、改定による教科書類の更新も必要となる。

教科書及び機材類の初期整備については、MINEDH-DIEE により実施することとなるが、継続

的に必要な維持費用についても、前述の学校運営予算の拡充とともに、確実な配分が必要とな

る。また、各学校では、これらの維持管理の確実な実施のため、実施体制の構築も必要である。 

 

4-3 外部条件 

(1) 安定した経済・財政運営と中等教育予算の拡充 

国家予算は、高い経済成長を背景に拡大を続け、選挙年となる 2014 年には 20%の大幅増とな

るなど、過去 5 年間で平均 12%の増加となっている。しかし、増え続ける債務に加えて 2016

年には巨額の非開示債務の発覚で、一般財政支援が停止されるなど、ドナーからの資金が激減

している。その中でも、教育分野は、国家開発の優先課題として、国家予算の 17～21％、GDP
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の 6〜7％が継続的に配分され、着実に拡大を続けている。2018 年度予算では、対 GDP 比で 5％

台に下がっているが、依然として社会・経済セクターの中では最大の配分を受けており、今後

経済の緩やかな成長が予測される中での着実な拡大が推察される。一方、モ国は、依然として

国家財政の 25~30%を、援助を中心とする国外資金に頼る状態にあり、世界経済の停滞や燃料

価格の高騰、援助資金の増減等の外部要因の変化に対して脆弱である。本計画の成果が持続的

に維持されるためには新設される中学校施設の運営と維持管理に係る十分な予算が安定的に確

保されることが必要であり、国家財政の安定的な運営と教育分野への重点配分の継続、また中

等教育の拡大に相応した予算配賦の増額が着実に実施され、将来に亘って中等教育分野への予

算が適正に配分されることが求められる。 

(2) 物価の高騰と治安状況の悪化

本計画が計画に沿って円滑に実施されるためには、事業実施に係る資機材価格や労務費が急

速に上昇することなく、計画時の水準に対して安定的に推移することが求められる。モ国では、

自国通貨の交換レートが、2018 年には、2015 年年初と比較し対ドルベースで半減106し、大きく

価値を落としている。その影響は、消費者物価にも現れており（2014 年から 2018 年までの直

近の 5 年間で、消費者物価指数は 1.5 倍になっている107）、燃料・食糧等の生活必需品価格の

高騰に端を発する大規模な暴動も発生している。そうした治安情勢の悪化に伴う調達や工事の

中断も懸念される。物価の安定は、治安状況の安定にも大きく影響する要因と考えられる。

4-4 プロジェクトの評価

4-4-1 妥当性

本計画の妥当性は以下のように認められる。 

(1) プロジェクトの裨益対象

本計画の直接的な裨益対象は新設される対象校に就学する生徒約 4,400 人（2 シフト）と教職

員約 200 人であるが、一部生徒が移ることで過密状態が改善される対象地域の PA 内の既存中

学校の生徒も間接的な利益を受ける。更に、中等教育の施設環境と就学状況が改善されること

で、対象地域となる郡及び州の住民全体に裨益するものである。

(2) プロジェクト目標と緊急性

本計画の目標は中等教育へのアクセスを拡充し、提供される教育の質を改善することである。

対象地域では初等教育の普及に伴う中等教育就学者の急速な増加に対して施設の整備が追いつ

かず、小学校施設の転用・借用や、あるいは過密状態・3 シフト制での授業運営を強いられて

いる。また対象地域では、中学校までの通学距離などの問題等で、教育へのアクセスが限定的

106 通貨交換レート（仲値）、2015 年 1 月 2 日 33.0Mt/US$, 2018 年 12 月 30 日 61.85Mt/US$ 

出典：Xe Corporation, https://www.xe.com/ja/currencycharts/?from=USD&to=MZN&view=5Y （最終アクセス日

2019 年 1 月 9 日） 
107 消費者物価指数（CPI, All items）2014 年 1 月:81.85, 2018 年 8 月:120.04（2004 年 12 月を指数 100 とする。）

出典：IMF data, http://data.imf.org/regular.aspx?key=61015892 （最終アクセス日 2019 年 1 月 9 日） 

https://www.xe.com/ja/currencycharts/?from=USD&to=MZN&view=5Y
http://data.imf.org/regular.aspx?key=61015892
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であるため ESG1 の GER が 20％台以下と全国平均（40.3%：2017 年）を下回る郡も多く、緊急

な改善が必要である。 

(3) 中・長期的開発計画の目標達成への貢献 

モ国政府は国家開発計画である「Agenda 2025」や PQG 2015-2019 において、モ国の将来を担

う人材育成の重要性が謳われている。中等教育は、これから社会の生産活動に従事する若者と、

既に社会の生産活動に従事している若者の両方にとっての包括的なトレーニングを実施する期

間・場所として、重要な意味合いを持つものと優先分野に位置付けられている。この中で、中

等教育を含む初等教育後の教育機会拡充は、モ国の社会経済開発に必要な人材育成の観点から、

初等教育の完全普及に次ぐ中心課題となっている。本計画は中等教育のアクセス拡充を通じて、

上位計画の目標達成に直接貢献するものである。 

(4) 我が国の援助政策・方針との整合性 

我が国は、1975 年の災害緊急援助、また 1992 年の内戦終結以降の無償資金協力・技術協力

を中心とした援助、2006 年からの円借款の供与と、モ国の社会経済発展を継続的に支援してい

る。現在は、モ国の「潜在力を生かした持続可能な経済成長の推進と貧困削減」という方針の

下、「回廊開発を含む地域経済活性化」、「人間開発」、「防災・気候変動対策」を重点 3 分

野として援助を行っている。本計画は、「人間開発」の小目標である教育分野に係る対処方針

に掲げられる「教育の質の改善、学校施設（中等教育）」に則したものである。また同時に我

が国が重点的に地方開発に取り組むナカラ回廊の対象地域（Lugela 郡）を本計画対象に取り込

むことで、同地域の社会基盤整備に貢献するものとも位置付けられる。いずれも我が国の対モ

国援助の政策・方針に整合し、協力の妥当性は高い。 

 

4-4-2 有効性 

(1) 定量的効果 

本協力対象事業の実施による定量的効果は、以下のとおりである。 

表 4-1 期待される定量的効果 

指標名 基準値（2017 年） 目標値（2024 年） 

対象サイトにおいて継続利用されている教室数（教室） 0 46 

対象サイトにおける就学生徒数（人）* 0 4,416 

  * 教室数に 2 シフト制での 1 教室あたりの収容可能人数（48 人 x2 シフト制）を乗じて算出。 

(2) 定性的効果 

本協力対象事業の実施による定性的効果は、以下のとおりである。 

• 良質な学習環境を整備することにより、生徒の学習意欲や学習の質が向上する。 

• 男女別棟トイレを整備することにより、女子生徒の通学意欲の向上に寄与する。 

 

以上の内容により、本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
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A-1 

1 調査団員氏名・所属 

1-1. 現地調査 1 （2018年 4月 8日～2018年 5月 12日） 

1 丸山 隆央 総括   
JICA人間開発部基礎教育グループ 

基礎教育第二チーム 

2 関口 ゆみ 協力企画 
JICA人間開発部基礎教育グループ 

基礎教育第二チーム 

3 兵藤 要 業務主任/建築計画 株式会社マツダコンサルタンツ 

4 大澤 智弘 建築設計 1/設備計画 株式会社マツダコンサルタンツ 

5 林 泰寛 建築設計 2 株式会社マツダコンサルタンツ 

6 渡部 吉博 施工計画/積算 株式会社マツダコンサルタンツ 

7 原 弘幸 調達情報/機材計画 インテムコンサルティング株式会社 

8 米田 勇太 教育計画 
株式会社マツダコンサルタンツ：補強 

（株式会社コーエイリサーチ＆コンサルティング） 

9 
Mr. Amos João 

MUCHANGA 
自然条件調査/現地制度調査 株式会社マツダコンサルタンツ 

10 田辺 早苗 通訳 
株式会社マツダコンサルタンツ：補強 

（株式会社フランシール） 

 

1-2. 現地調査 2 （2018年 11月 17日～2018年 12月 2日） 

1-1 西野入 裕美子 総括 JICA モザンビーク事務所 次長 

1-2 梯 太郎 副総括   
JICA人間開発部基礎教育グループ 

基礎教育第二チーム 

2 関口 ゆみ 協力企画 
JICA人間開発部基礎教育グループ 

基礎教育第二チーム 

3 兵藤 要 業務主任/建築計画 株式会社マツダコンサルタンツ 

6 渡部 吉博 施工計画/積算 株式会社マツダコンサルタンツ 

10 田辺 早苗 通訳 
株式会社マツダコンサルタンツ：補強 

（株式会社フランシール） 
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2 調査日程 

2-1. 現地調査 1 
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2-2. 現地調査 2 

  



 

A-4 

3 関係者（面会者）リスト 

所属・氏名 役職（葡語） 役職（日本語） 

MINEDH：教育人間開発省   

-DIPLAC：計画協力局   

Sra. Antuía Mogne Soverano  Directora, DIPLAC 総局長 

Sr. André Utui Director Adjunto, DIPLAC 副局長 

Sra.Zaida Baule Chefe do Departamento da Cooperação 協力部長 

Sr. Ricardo Cuco Chefe do Departamento de Planificação 計画部長 

Sr. Eugenio Maposse       Técnico de Projectos 技官 

Sr. José Joaquim Técnico de Planificação 技官 

-DIEE:インフラ機材局   

Sr. Antonino Alberto Grachane Director  局長 

Sr. Caetano José Chefe do Dep. de Construções 建設部長 

Sr. Vasco Daniel Chiponde Arquitecto, coordenador de projectos 建設部技官ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ 

Sra. Niurka Alfinete Dep. de Equipamentos e Man. Escolar 機材・維持管理部技官 

Sr. Clemente Macia Rep. de Monitoria e Cap. Institucional ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ・組織強化課技官 

-DAQUI:調達部   

Sr. Carlos Cootinho Técnico de Aquisição 調達担当技官 

-Gabinete Jurídico：法務室   

Sra. Feodósia Rajá Viana Directora 室長 

-DAF：財務部   

Sra.Ana Sousa Chiau Técnica para execução de pagamento 支払実行担当技官 

Sra. Atánia Machiava Técnica para e-STSTAFE 支払システム技官 

Sr. José Tomo  Técnico Aduaneiro 関税担当技官 

-DINES：中等教育局   

Sra. Samaria Tonela Directora Nacional 総局長 

Sr. Jaime Augusto Dep. de Admin. e Gestão Escolar 学校運営管理部長 

-DEE：特殊教育部   

Sra. Maria Luísa Manguana Chefe 部長 

Sra. Laura Gulela Técnica 技官 

   

DPEDH：州教育局人間開発局   

Sr. Aldo Mussossa Director Provincial 州教育局長 

S Caunda João Mutecomala DEPLA 計画部長 

Sr. Irio Venancio Sabonete DEPLA/ Chefe do UCEE 計画部建設課長 

Sr. Erik F. Viana Correia UCEE 建設技官 

Sr. Mahomed Ibraimo Chefe do DDP 教務部長 

Sr. Helder Augusto Chefe R. Estatística 統計課長 

Sr. Herminio Caetano Técnico de Estatística 統計技官 

Dra. Maria Justina Dias Chefe de Rep. DEE 特殊教育課長 

Dra. Carlota Andifoi Contente Technico da Rep.DEE 特殊教育技官 

Sr. Sérgio Domingos Chefe do DAF 財務部長 

Sr. Nativo Faushtimo Dir. Adjunto de DHR 人事副部長 

Sr. José Bambo Chefe do DHR-administrativo 人事部人材課長 
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所属・氏名 役職（葡語） 役職（日本語） 

Quelimane郡   

-SDEJT-Quelimane： キリマネ郡教育青年技術サービス  

Sr. Helder Gonçalves de Araujo Director サービス長 

Sr. Alcénio Alexandre Simões Técnico da Planificação 計画課技官 

-Localidade de Nangoela：ナンゴエラ地区  

Sr. Emílio Pedro Sano Chefe da Localidade 地区長 

-ESG Amor de Deus：アモール・デ・デウス中学校  

Sra. Judite Gabriel Ajudante Directora 校長 

Sr. Fragio Januario Dovelo Professor, Auxiliar da sec. pedagógica 教師、教務課補 

-ESG Namuinho：ナムイニョ中学校  

Sr. Gocas Julio Americo Marques Professore de Inglês 英語教師 

-ESG Sangariveira(Quelimane) サンガリベイラ中学校  

Sr. Omar Director Adjunto Pedagógico 教頭 

Sr. Raciso Professor de Lingua Portuguesa 国語教師 

-Obra de construção ESG Quelimane キリマネ中学校建設現場  

Sr. Rosário Domingos João CETA-Encarregado da obra CETA-現場責任者 

   

Nicoadala郡   

Sr. Joan Nhambessa Administrator 郡長 

-SDEJT-Nicoadala： ニコアダラ郡教育青年技術サービス  

Sr. José Chauque Director サービス長 

Sr. Bernardo Machirica Técnico Planificação 計画課技官 

Sr. Fabião Luis Cote Assistente  アシスタント 

-ESG de Luciar (EPC 4 de Outubro)：ルシア中学校（兼 10月 4 日小学校）  

Sr. Victor Leonardo Perreira Director 校長 

Sr. Anifo Ossifo Assane Director Pedagógico 教頭 

Sr. Momade morais fabula Chefe de Secretaia 事務長 

   

Namacurra郡   

-SDEJT-Namacurra：ナマクラ郡教育青年技術サービス  

Sr. Juizo Muamade Director サービス長 

Sr. Faiaze Castro da Silva Técnico 技官 

-ESG de Namacurra：ナマクラ中学校  

Sr. Luis da Silva Mario Director 校長 

   

Lugela郡   

-SDEJT-Lugela： ルジェラ郡教育青年技術サービス  

Sr. Nelson Januario Director サービス長 

Sr. Jordão José da Silva Técnico da Planificação 計画課技官 

Sr. Fernando L. Gento Tecnico 技官 

-Escola Secundária Geral de Alto Lugela： アルトルジェラ中学校  

Sr. Paulino João Francisco Director 校長 

-ESG de Lugela： ルジェラ中学校  

Sra. Sonia Arnalda Jose Directora 校長 
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所属・氏名 役職（葡語） 役職（日本語） 

Sr. Emilio Paulino Soares Director adjunto 副校長 

-EPC Erurune (Anexo de ESG de Alto Lugela): アルトルジェラ中学校分室  

Sr. Raju José Augusto Saide Chefe de secretaria 事務長 

Sr. Tomé João Horácio Director adjunto 副校長 

   

Mocuba郡   

-CMCM-モクバ市役所   

Sra. Beatriz Gulera Presidente da Câmara 市長 

Sr. Oliveira Malei Vereador Education 教育担当議員 

Sr. Chico Moreira Vereador Consutruction 建設担当議員 

-SDEJT-Mocuba：モクバ郡教育青年技術サービス  

Sr. Hélio Nhacarala Técnico da Planificação 計画課技官 

Sr. Soares Benedito Chefe RH 人材課長 

-Escola Secundária de Mocuba：モクバ中学校  

Sr. Euzébio mario Alfinete Chefe Administrativo 総部部長 

-ESG de Samora Machel：サモラマシェル中学校  

Sr. Adelino Paruma Mussassanha Director 校長 

-ESG de Josina Machel：ジョシナマシェル中学校  

Sr. Abreu Francisco Gemo Director 校長 

   

Namacurra郡   

-SDEJT-Namacurra：ナマクラ郡教育青年技術サービス  

Sr. Jô Valeriano Mafuca Chefe  サービス長 

Sr. Laurindo Bomba Técnico da Planificação 計画課技官 

   

Nicoadala郡   

-SDEJT-Nicoadalaニコアダラ郡教育青年技術サービス  

Sr. Sema Chefe サービス長 

Sr. Bernardo Machirica Técnico da Planificação 計画課技官 

   

Maganja da Costa郡   

Sra. Ângela do Rosário Serrote Administradora 郡長 

-SDEJT-Maganja da Costa：マガンジャ・ダ・コスタ郡教育青年技術サービス 

Sr. João Almeida Mueuna Director サービス長 

Sr. Domingos Francisco Meque Chefe do DAP 計画課長 

-Escola Secundária da Maganja da Costa: マガンジャ・ダ・コスタ中学校  

Sr. Luis Raul Filipe Director Pedagógico do 1º ciclo ESG1 教務部長 

Sr. Hortêncio António Director Pedagógico do 2º ciclo ESG2 教務部長 

   

DP- INE Zambezia : ザンベジア統計局  

Sr. Armando Terenho Delegado responsável 州責任者 

   

DPCTESTP-Zambézia:ザンベジア科学技術高等教育州局  

Sr. Cardoso Henriques Meque Director  局長 
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所属・氏名 役職（葡語） 役職（日本語） 

UP-Zambézia: 教育大学ザンベジア校  

Sra. Amélia Lubino Dep. de Cominicação e Cooperação 広報部担当者 

   

マプト州   

-DPEDH-Maputo: マプト州教育人材開発局  

Sr. Walter Uamusse  Técnico 技官 

-ESG Bonifácio Gruveta Massamba: ボニファシオ マサンバ中学校  

Sra. Susana Mahocha Directora 校長 

Sr. Enoque Hubo Director Pedagógico 教頭 

Sra. Suiana  Juna Directora Administrativa 事務担当副校長 

Sr. Ken Suzuki Voluntário da JICA JOCV 隊員 

   

EDM-モザンビーク電力公社   

-EDM-Quelimane   

Sra. Maria Fernanda Quipiço Directora 所長 

Sr. Alcídio da Cruz Gouveia Chefe do Plano e Estatísitca 計画統計部長 

-EDM-Mocuba   

Sr. Fenias Ndimande Delgado Director 所長 

Sr. Lodovino Beleza Chefe do GEP GEP 部長 

   

MITADER-DINAB-土地環境農村開発省環境ライセンス部  

Sr. Ivanio Macuacua Técnico 技官 

   

在モザンビーク日本大使館   

 庄司 義明 Primeiro Secretário 一等書記官 

浦島 勝輝 Terceiro Secretário 三等書記官 

鷹尾 保馬 Assessor Especial 専門調査員 

   

JICA-Moçambique   

遠藤 浩昭 Representante Residente 所長 

青木 英剛 Representante Residente Adjunto 次長 

西野入 祐美子 Representante Residente Adjunto 所員 

木村 晋也 Assessor de Formulação de Projectos 企画調査員 

Sr. Simões Victorino Oficial de Programa プログラムオフィサー 
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